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厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 
総括研究報告書 

長期的人口減少と大国際人口移動時代における 
将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究 

（令和２年度） 

研究代表者 小池司朗 国立社会保障・人口問題研究所 
 
 

研究要旨 
 

わが国では 年頃より長期的な人口減少時代に突入しているが，近年では出生数の

急速な減少ともに，将来人口の動向に対していっそう注目が集まっている。また，

年の新規在留資格の創設に伴って外国人労働者のさらなる拡大が見込まれていることに

加え，国内では，東京圏における人口一極集中の継続や地方圏における著しい人口減少及

び超高齢化の顕在化など，人口に関連する問題は非常に多岐にわたっている。本研究では，

新たなフェーズに入ったと考えられる国際人口移動をはじめ，出生・死亡・国内人口移動

の短期的・長期的傾向を的確に把握して分析するとともに，国立社会保障・人口問題研究

所（社人研）が実施する人口・世帯の将来推計の精度向上および推計手法の方法論的発展

およびその応用に関する研究を行うものである。 
研究期間内においては，初年度は主に文献レビュー・データ整備を，２年度は各種の動

向分析や推計システムに関する基礎的研究等を，３年度は将来推計の精度改善，政策活用

と全体統括を中心に研究を推進する。とくに近年，外国人の国際・国内人口移動の活発化

等により，将来の人口動態の見通しがいっそう困難になっている状況のなかで人口・世帯

の将来推計を行うためには，新たな環境変化を組み込んだ最先端のモデル開発が不可欠と

なる。諸外国においてもこうした試みは途上の段階であり，本研究では人口動態を中心と

する様々な分析から得られた知見の結集によって，世界に先駆けた研究成果を提示してい

くことが主な目的となる。 
本研究は，①長期的人口減少と大国際人口移動時代における人口・世帯分析の深化，②

外国人人口の急増や新たな出生・死亡のトレンドに対応した将来人口・世帯推計モデルの

開発，③将来推計の政策的シミュレーションへの応用に関する研究，の３領域に分けて進

める。初年度は，①として， 「人口動態統計特殊報告における合計出生率の実績値と

ベイズ推定値の比較」， 「日本の人口減少下における都道府県移動系譜によるタイプ別

再生産数の解析」， 「若者の交際，性経験，結婚の関係の時代変遷：日本の場合」，②

として， 「近年における外国人の地域別人口動向」， 「市区町村別にみた将来の人口

増加率の要因分解：補論」について，研究代表者が中心となり研究協力者の協力を得なが

ら研究を進めたほか，各研究分担者においても研究が遂行された。 
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研究分担者： 
林玲子   国立社会保障・人口問題研究 

所副所長 
小島克久  国立社会保障・人口問題研究 

所部長 
岩澤美帆  〃 
千年よしみ 国立社会保障・人口問題研究 

所室長 
守泉理恵  〃 
菅桂太   〃 
中川雅貴  〃 
石井太   慶應義塾大学経済学部教授 

 
Ａ．研究目的 

わが国では 年頃より長期的な人口

減少時代に突入しているが，近年では出生

数の急速な減少ともに，将来人口の動向に

対していっそう注目が集まっている。また，

年の新規在留資格の創設に伴って外

国人労働者のさらなる拡大が見込まれてい

ることに加え，国内では，東京圏における

人口一極集中の継続や地方圏における著し

い人口減少及び超高齢化の顕在化など，人

口に関連する問題は非常に多岐にわたって

いる。本研究では，新たなフェーズに入っ

たと考えられる国際人口移動をはじめ，出

生・死亡・国内人口移動の短期的・長期的

傾向を的確に把握して分析するとともに，

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）

が実施する人口・世帯の将来推計の精度向

上および推計手法の方法論的発展およびそ

の応用に関する研究を行うものである。 
社人研では，これまで厚生労働科学研究

費事業の枠組みで将来推計の先端的な手法

や理論を科学的に開発するための研究を行

ってきており，先行研究「国際的・地域的

視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対

応した人口分析・将来推計とその応用に関

する研究」において，最先端技術を応用し

た人口減少期における総合的な人口・世帯

の動向分析，地域・世帯に関する推計に重

点を置いた次世代将来推計モデルに関する

基礎的研究，将来推計を活用した政策的シ

ミュレーションに関する研究を推進してき

た。この先行研究では，人口・世帯の将来

推計の精度向上に資する様々な人口学的研

究成果が得られたところであるが，本研究

はこれらの成果を深化させるとともに，外

国人労働者の受け入れ等の最新の動きを織

り込みながら，新時代の人口動態を包括的

にとらえる枠組み作りを進め，具体的な推

計に活用していく。 
研究期間内においては，初年度は主に文

献レビュー・データ整備を，２年度は各種

の動向分析や推計システムに関する基礎的

研究等を，３年度は将来推計の精度改善，

政策活用と全体統括を中心に研究を推進す

る。とくに近年，外国人の国際・国内人口

移動の活発化等により，将来の人口動態の

見通しがいっそう困難になっている状況の

なかで人口・世帯の将来推計を行うために

は，新たな環境変化を組み込んだ最先端の

モデル開発が不可欠となる。諸外国におい

てもこうした試みは途上の段階であり，本

研究では人口動態を中心とする様々な分析

から得られた知見の結集によって，世界に

先駆けた研究成果を提示していくことが主

な目的となる。 
 
Ｂ．研究方法 

研究は以下の①～③の３領域に分けて進

める。 
 

① 長期的人口減少と大国際人口移動時代

における人口・世帯分析の深化 
先進諸国等における最新の出生・死亡研

究，全国・地域別の出生・死亡・移動とそ

の人口学的メカニズム，離家・結婚・同棲・

離婚等の世帯形成・解体行動，外国人人口

の分布と移動，移動と世代間関係に関する
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研究動向や最先端技術のレビュー，データ

ベース整備および基礎的分析を行う。 
具体的には，出生・死亡に関する研究と

して，子育て環境と出生力の関係分析，先

進諸国および日本の出生と出生意欲の動向

に関する研究，日本の死亡の地域格差に関

する研究，出生・死亡指標の変曲点をもた

らす要因に関する分析，外国人人口を含む

移動に関連する研究として，出生と人口移

動との関連に関する分析，外国人の分布・

移動と地域人口変動の関連に関する総合的

研究，世帯形成・解体行動に関する研究と

して，高齢者の世帯状態と健康・要介護状

態との関係の分析，離死別者の世帯構成の

特性および変化に関する分析，等を行う。 
 

② 外国人人口の急増や新たな出生・死亡の

トレンドに対応した将来人口・世帯推計モ

デルの開発 
 近年における国際人口移動の活発化や外

国人人口の急増，出生数の急減等の新たな

人口動態の傾向を受け，それらに対応し次

期推計にも実装可能な将来人口・世帯推計

モデルの開発を行う。 
 具体的には，全国推計に関連した研究と

して，近年の日本の死亡動向の特性分析と

これに対応するモデル開発，出生推計モデ

ルの精緻化，地域推計に関連した研究とし

て，市区町村別にみた将来の人口増加率の

要因分解，動態数の推計が可能な地域推計

モデルの開発，国際人口移動の増加に対応

した地域推計モデルの改良，市区町村別に

みた将来の年齢別出生率の推計方法の検討，

世帯推計に関連する研究として，新たな視

点に基づく世帯主率法による仮定設定，各

推計間の関連に関する研究として，全国推

計と地域推計の整合性を高めたモデルの開

発，地域推計と世帯推計の整合性を高めた

モデルの開発，等を行う。 
 

③ 将来推計の政策的シミュレーションへ

の応用に関する研究 
 将来推計のシミュレーション応用につい

て，日本人・外国人の国際人口移動に関す

る政策変化と将来の人口規模・構造への影

響，国際人口移動施策の違いが人口動態と

将来人口に及ぼす影響の方法論を研究する

とともに，外国からの介護人材確保と社会

保障制度との関係についての基礎的な分析，

外国からの介護人材確保と社会保障制度へ

の影響と課題に関する分析と政策シミュレ

ーションのシナリオ設定に関する検討を行

う。 
 具体的には，今後の外国人受入れ拡大に

対応した社会保障シミュレーション，人

口・世帯動向の地域差を配慮した高齢者福

祉サービス提供体制などの分析，高齢者の

家族介護の動向分析，出生・死亡指標の変

曲点をもたらす政策効果の分析とシミュレ

ーション，地域別将来推計人口・世帯数に

基づく各種属性別人口・世帯数の推計と政

策への応用，等を行う。 
 

なお，研究全般にわたり，社人研や研究

者個人が属する国際的研究ネットワークを

最大限に活用し，諸外国や国際機関などと

緊密な国際的連携を図って研究を進める。

また，研究所が有する人口・世帯の将来推

計に関する研究蓄積を方法論やモデル構築

研究に活かすとともに，所内外の関連分野

の複数の研究者に研究協力者として参加を

要請し，総合的に研究を推進する。具体的

には，社人研からは，国際関係部是川夕部

長，情報調査分析部別府志海室長，人口構

造研究部鎌田健司室長・小山泰代室長・大

泉嶺主任研究官，人口動向研究部余田翔平

室長・中村真理子研究員，所外からは，鈴

木透（韓国ソウル大学保健大学院客員教授），

山内昌和（早稲田大学教育・総合科学学術

院准教授），鈴木貴士（筑波大学大学院），
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松村一志（日本学術振興会 特別研究員 PD
／日本女子大学人間社会学部 学術研究員）

の各氏に研究協力者を依頼し，研究協力を

得た。 
本研究にあたっては，統計法 32 条に基

づき，人口動態統計，及び出生動向基本調

査の個票情報の提供を受けている。 
 

Ｃ．研究成果 
(1) 人口規模の小さい自治体を対象として

実績値とベイズ推定値の比較を行った。そ

の結果，全体の 6 割以上において実績値が

高い方に偏っており，ベイズ推定により市

町村の出生率（実績値）より低い都道府県

の出生率（実績値）に引き寄せられる傾向

が強いことなどが明らかとなった。 
(2) 本研究は，2015 年の国勢調査などの政

府統計を利用し，タイプ別再生産数の算出

を試みた。移動の効果が入る事により純再

生産率よりも低い値になる。東京では 0.34，
沖縄県では 0.63 と地域差が大きい事が分

かった。  
(3) 本研究の目的は，日本における若者の

性経験の時代変遷を定量的に把握し，交際，

結婚との関係を考察することである。具体

的には日本の性行動を研究対象とした文献

のレビューを行い，その結果を踏まえて出

生動向基本調査の個票データの集計・分析

に取り組んだ。  
(4) 近年増加が著しい外国人人口に着目し，

主に人口分布変化の観点からジニ係数を用

いた分析を行い，個別事例についても触れ

た。その結果，外国人の人口分布変化のパ

ターンは都道府県別にみても市区町村別に

みても日本人のそれとは大きく異なってい

た。 
(5) 地域推計（平成 30 年推計）で用いられ

ている将来の仮定値の分布を示し，出生率

は地域差を伴いながら概ね一定の推移を示

し，生残率は改善，純移動率は大都市圏（と

くに東京圏）への集中傾向が仮定されてい

ることを明らかにした。また，各要因の人

口規模別分布ならびに地理的分布を示した。 
 

研究代表者は単独で(1)および(4)，鎌田ほ

かとの共同で(5)をそれぞれ担当し，(2)は大

泉，(3)は中村が担当した。なお，その他の

研究分担者（林，小島，岩澤，千年，守泉，

菅，中川，石井）の研究成果については各

分担研究報告書を参照のこと。 
 

Ｄ．考察 
(1) 平成 15～19 年以降のベイズ推定では

「より広い地域」として都道府県が採用さ

れているため，市区町村別の出生率（ベイ

ズ推定値）は都道府県の出生率（実績値）

に近づくことになるが，農村的で人口規模

の小さい市町村では概して都道府県の出生

率より高い傾向があるために，ベイズ推定

値よりも実績値の方が高くなりがちとなる。

また，都道府県の出生率は人口規模の大き

い域内の都市的な地域の出生率に近くなる

ために，人口規模の小さい市町村では実績

値とベイズ推定値の差が広がりやすい。ま

た，農村的な性格が強い地域でも，地域固

有の事情等によって実績値が低い方に偏る

市町村も少なくない。したがって，現行の

ベイズ推定法には，検討の余地が大きいと

いえるのではないかと考えられる。 
(2) タイプ別再生産数は純再生産率と同様

の指標であるが，人口学において活用され

ている例は少ない。これはある地域出身の

女性がその地域に最初に現れる子孫の期待

値を表している。この値が高いという事は

単に出生率と生存率が高いという意味だけ

で無く，その地域に留まるかあるいは世代

を超えて再帰する確率が高い事を意味して

いる。この値が最も高いのが沖縄であり，

最も低いものが東京となる。東京は総再生

産率が 0.55 であり，対する沖縄は 0.92 で
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ある。よって東京出身者では女性一人が産

む女児 0.55 人のうち再び東京出身者の子

孫を持つ女性は 0.34 人であり，それ以外は

別の地域に移住して出産するか，そあるい

は子供を持たないということになる。沖縄

も同様である。比（タイプ別再生産数/総再

生産率）で考えると東京約 0.62，沖縄が約

0.68 と沖縄県の方が，再帰性が高い。つま

り，東京との方が地域に定着しにくく，沖

縄県の方が地元に残るか戻る傾向が強い事

が分かる。  
(3) 文献のレビューから明らかになったの

は，男女で「性交経験がある」ということ

が示す意味が異なっているということであ

った。女性では「性交経験がある」という

ことは「性交渉を伴うカップル形成の経験

がある」ということを意味するが，男性で

はそれ以外に「お金を払った相手との性交

渉の経験がある」という場合がある。さら

に1930年代から1960年代出生コーホート

の男女を対象に世代間比較を行うと，女性

ではかつては初交の相手が「配偶者」「婚約

者」である割合が高かったのに対し，近年

の出生コーホートでは「恋人」の割合が高

まっていた。男性の場合も同様の傾向がみ

られるが，「お金を払った相手」の割合がわ

ずかに低下している可能性も示唆された。

文献レビューの結果を踏まえ，探索的に出

生動向基本調査の個票データの集計・分析

を行った。その結果，2000 年代後半に生じ

た性交経験がある未婚者の割合の低下は，

人口構造的な変化だけでは説明できないこ

とが確認された。  
(4) 一般に個別地域で観察された直近の人

口動態を将来に反映させるという投影の観

点からの推計は適切ではなく，外国人人口

に関してすべての市区町村別において男女

年齢別の移動仮定を設定することは非現実

的といえよう。それに代わる推計方法とし

ては，全国で推計されている外国人人口を

都道府県別，市区町村別に配分する方法が

考えられる。配分にあたっては，たとえば

全国や都道府県単位で観察された全域的な

傾向を，都道府県や都道府県内市区町村に

適用する手法があり得る。 
(5) 将来の人口増加率への寄与は，年齢構

造要因と移動要因の影響が大きく，過去の

長期的な少子化や平均寿命の伸長の影響を

受けた人口構造は人口動態率の変化がなく

ても人口は減少する方向へ作用している。

加えて，大都市圏への特に若者世代の人口

移動は，地域人口の将来の人口増加率の地

域差に大きな影響を及ぼしている。若者世

代の人口割合の多い大都市圏では低出生率

であることによって（多くは未婚者の大都

市圏への集中・晩婚化によって説明されう

るものであるが），大都市圏での出生要因に

よる人口増加率への正の寄与度は観察され

ず，移動要因の正の寄与度によって，辛う

じて人口増加率のマイナスを緩和している

に過ぎない。当たり前であるが，出生率を

向上させることによる人口増加率への正の

寄与は大都市圏ほど効果が高い。また，純

移動率を半減させることは，非大都市圏ほ

ど人口増加率が高くなることが明らかとな

り，出生率の上昇と大都市圏への移動傾向

を変化させることによって，非大都市圏で

の人口増加が期待できる。 
 

研究代表者は単独で(1)および(4)，鎌田ほ

かとの共同で(5)をそれぞれ担当し，(2)は大

泉，(3)は中村が担当した。なお，その他の

研究分担者（林，小島，岩澤，千年，守泉，

菅，中川，石井）の考察については各分担

研究報告書を参照のこと。 
 
Ｅ．結論 
(1) 仮にベイズ推定の枠組みを維持するの

であれば，「より広い地域」を平成 10～14
年統計以前において採用されていた二次医
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療圏に戻すことがひとつの可能性としてあ

り得るだろう。その他の推定法としては，

過去に観察された実績値とベイズ推定値の

乖離の情報を反映させる手法や，ベイズ推

定法に依拠しない別の手法も考えられる。

合計出生率の水準にはそれぞれの市町村に

おける固有の事情が影響している場合も多

いことから，当該市町村のみのデータを活

用して推定する手法も一考の価値があると

思われる。その場合は 5 年間ではなく，よ

り長期の人口と出生数のデータから当該市

町村の出生率のトレンドを分析し，年齢別

出生率および合計出生率を推定するような

手法があり得るだろう。 
(2) タイプ別再生産数でみると，出生に関

する人口移動の影響がより明確に分かる。

人口置換水準に相当するタイプ別再生産数

の値は１であり，このときは全ての都道府

県が１となる。人口が増加している場合は

全ての都道府県で１を上回る性質がある。

これは一見奇異に見えるかもしれないが，

純再生産率が１を下回る都道府県が含まれ

たとしても移住により出生率の高い地域を

介して数世代後の子孫が増える為このよう

な事が起こる。沖縄の総生産率は 0.92 と乳

児死亡率等を無視したとしても高いが，タ

イプ別再生産数では 0.63 と程３０％下が

る．これは人口移動による出生率の喪失と

言えるだろう。つまり特定の地域のみ出生

率が高くてもそれが人口減少を食い止める

に至らない一つの理由である。これは人口

置換水準を超える地域があったとしてもそ

れが少数の地域であれば少子化が進行する

事を示唆している。より，詳細な人口減少

の分析を行うためには，出生・死亡・移動

の三つを同時に包含したタイプ別再生産数

のようなモデル指標の研究が今後とも重要

になっていくであろう。 
(3) 20 世紀の日本社会では，「配偶者」もし

くは「婚約者」を相手として初交が行われ

る割合が高かった。しかし徐々にその割合

は低下し，「恋人」「友人」が占める割合が

上昇してきた。この傾向は男女で共通して

いることから，時代とともに初交と結婚と

の関係が弱くなってきたと考えられる。さ

らに 2000 年代には，若者の性交経験率の

低下がわずかに観察されている。また，性

交経験がなく，異性の交際相手がおらず，

異性との交際希望がない者の割合が 20 代

前半の 15%程度を占めていることから，若

者が異性との交際に対してもそれほど積極

的ではない実態が確認された。 
(4) 現時点では，外国人人口の適切な推計

手法に関する情報がまだ不十分であること

も事実であるが，2020 年国勢調査を基準と

する次期推計では，直近期間となる 2015
～2020 年において「住民基本台帳人口」に

より市区町村別外国人人口の変化が 1 年ご

とに捉えられるようになるなど，将来的に

日本人・外国人別の推計を視野に入れた分

析のための素材も着実に整備されてきてい

る。新型コロナウィルス（COVID-19）の

感染拡大以降，国際人口移動がほぼシャッ

トアウトされた状態となり，急速に増加し

てきた外国人人口も停滞するなど大きな変

化がみられるが，このような激変下におけ

る地域別外国人人口の動きについても精査

することにより，適切な外国人人口の推計

手法につながる知見が得られるとも考えら

れる。とくに地域推計にとっては，今後も

様々な角度から外国人人口に関する分析を

継続させていくことが必要不可欠といえよ

う。 
(5) 大都市圏ほど出生率上昇の将来の人口

増加率への正の寄与が高い，大都市圏への

集中という移動傾向が変化することの将来

の人口移動率の正の寄与は非大都市圏ほど

高く，両者の効果が合わさることによって

日本全体の将来の人口増加率にプラスの効

果があるという結果は，どのような方法に
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よってそれを実現するかということは別と

して，現在の地方創生の目指す方向性に棹

さす結果といっても過言ではない。今回の

分析は，低出生率の実態，移動状況の実態

を考慮せずにシミュレーションとして仮定

値を置いたものに過ぎないが，今後は実際

の行動を想定した上での，シナリオ型のシ

ミュレーションを行うことを検討してみた

い。新型コロナウイルス感染症の影響によ

り出生，死亡，移動に対するインパクトが

どの程度あるのかについても検討する必要

があり，今後も分析を深化させていきたい。 
 

研究代表者は単独で(1)および(4)，鎌田ほ

かとの共同で(5)をそれぞれ担当し，(2)は大

泉，(3)は中村が担当した。なお，その他の

研究分担者（林，小島，岩澤，千年，守泉，

菅，中川，石井）の結論については各分担

研究報告書を参照のこと。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
 
Ｇ．研究発表 
※本事業の成果並びに成果に寄与した本プ

ロジェクトメンバーの業績を記す。ただし，

研究分担者の研究発表については，各分担

研究報告書を参照のこと。 
 
１．論文発表 
・鎌田健司・小池司朗・菅桂太・山内昌和

「都道府県別にみた将来の人口増加率の

要因分解」，『人口問題研究』，第 76 巻，

第 2 号, pp.240-264．（2020.6） 
・小池司朗・小山泰代「市区町村別世帯数

の将来推計の試み－静岡県市区町を対象

として」，『人口問題研究』，第 76 巻，第

3 号, pp.327-339．（2020.9） 
・小山泰代「平均世帯人員の減少要因の検

討」，『人口問題研究』，第 76 巻，第 3 号, 

pp.293-310．（2020.9） 
・小池司朗「過去の国勢調査における地域

人口統計の利活用可能性」，『Estrela』，
第 318 号, pp.2-7．（2020.9） 

・鎌田健司・小池司朗・菅桂太・山内昌和

「市区町村別にみた将来の人口増加率の

要因分解」，『人口問題研究』，第 76 巻，

第 4 号, pp.488-509．（2020.12） 
・小池司朗「日本の労働力人口の将来推計

と今後の課題」，『運輸と経済』，第 80 巻，

第 12 号, pp.12-19．（2020.12） 
・小池司朗・貴志匡博「国勢調査と住民基

本台帳から得られる人口移動傾向の差異

の検討」，『人口問題研究』，第 76 巻，第

4 号, pp.533-550．（2020.12） 
・KAMATA K., KOIKE S., SUGA K. and 

YAMAUCHI M. (2021) “Demographic 
Components of Future Population 
Growth Rates by Prefectures in Japan: 
Supplementary Materials”, Working 
Paper Series (E), No.32.（2021.3） 

 
２．学会発表 
・ 大 泉 嶺 ”Analysis and Theory 

Construction of Society with a 
Declining Population Using General 
Leslie Matrix Models” 2020 年日本数理

生 物 学 会 年 会 ， 名 古 屋 大 学

（2020.9.20-22） 
・鎌田健司，小池司朗，菅桂太，山内昌和

（2020）「市区町村別にみた将来の人口

増加率の要因分解と地理的分布」第 29
回地理情報システム学会研究発表大会，

オンライン開催(2020.10.24-25) 
・小池司朗「地域人口分析における国勢調

査データの活用例」日本人口学会第 72
回大会，オンライン開催 (2020.11.14) 

・大泉嶺「日本の人口減少の数学的構造～

地域間移動と出生力差が示す人口動態へ

の定量的影響～」（企画者）日本人口学会
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第 ７ ２ 回 大 会 ， オ ン ラ イ ン 開 催 
(2020.11.15) 

・鎌田健司，小池司朗，菅桂太，山内昌和

（2020）「市区町村別にみた将来の人口

増加率の要因分解」日本人口学会第 72
回大会，オンライン開催 (2020.11.15) 

 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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⼩池司朗

㸯㸬ࡵࡌࡣ�

2010 年代以降，全国的な⼈⼝減少と⼈⼝の東京圏⼀ 集中の傾向が顕著となったことを
受けて，政府は 2014 年に地⽅ ⽣を主要施策として げ，これまで様々な取り組みが⾏わ
れてきた。そのひとつとして，各地域における⼈⼝の現状と将来の 望を ⽰する「地⽅⼈
⼝ ジ ン」，および今後 5 カ年の⽬標や施策の基本的⽅向， 体的な施策をまとめた「地
⽅版総合戦略」の策定が地⽅⾃治体に義務づけられたことが挙げられる。それらのなかでは，
⼈⼝移動や出⽣率に関連する⽬標値が I（ e  erformance Indicator）の形で定められ，
とくに出⽣施策に んで合計出⽣率の 〜現在の推移と将来⽬標に関して記述されてい
るものが多く⾒受けられる。合計出⽣率の推移において最も頻 に参照されているのが，
⽣労働省「⼈⼝動態特 報  ⼈⼝動態保 所・市区町村別統計」（以下，「⼈⼝動態市区町
村別統計」）である。「⼈⼝動態市区町村別統計」は，地⽅⾃治体や研究者を中⼼として「地
⽅⼈⼝ ジ ン」等以外でも く活⽤されており，全国統⼀的な基準で地域別の⼈⼝動態分
析を可能とする貴 な資料である。しかしながら，本統計において表章されている各指標の
詳細な算出⽅法については，ほとんど知られていないように われる。

そこで本稿では，「⼈⼝動態市区町村別統計」において表章されている合計出⽣率の実
値とベイ 推定値に着⽬し，それらの算出⽅法を するとともに， 数回の「⼈⼝動
態市区町村別統計」による合計出⽣率の実 値とベイ 推定値との⽐較を⾏い，ベイ 推定
の妥当性について検証することを主たる⽬的とする1。

㸰㸬ࠕேཱྀືែᕷ༊⏫ᮧู⤫ィࠖࡢᴫせ�

「⼈⼝動態市区町村別統計」における合計出⽣率の算出⽅法の 明に⼊る前に，本統計の
概要について簡単に触れておきたい。

「⼈⼝動態市区町村別統計」は，地域の保 ・ ・福 に関する各 情報を総合的に
集し， 析する機能の 実が保 所に求められている状況に対応して， 58〜62 年の 5
年間に発⽣した保 所別・市区町村別の⼈⼝動態に関する各指標がまとめられたものが最

である（ ⽣省⼤ 統計情報部 1990）。その後も国勢調査を中間年とする 5 年間の
保 所別・市区町村別の⼈⼝動態に関する各指標がまとめられた統計が 5 年ごとに作成さ
れ，2020 年 7 ⽉に公表された「⼈⼝動態特 報  平成 25〜29 年 ⼈⼝動態保 所・市区
町村別統計」で 7 回⽬となる。すべて⽇本国内で発⽣した⽇本⼈のデータが基となってお

1 「⼈⼝動態市区町村別統計」では「合計特 出⽣率」の表現が⽤いられているが，本稿では「合計出⽣
率」と表記する。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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合

（ ）
⼥性 （ ）

（ ） 1.12521

り，期間中に市町村合併等が発⽣した場合は期末時点の境域により集計されている。 
本統計で表章されている主な指標として， の年齢階級別出⽣率，合計出⽣率， 死亡

率，死 率， 率， 率，死亡率（死因別），標準化死亡⽐（死因別）などがあり，こ
れらの指標は保 所や地⽅⾃治体のみならず，研究者による地域別の⼈⼝動態分析にも幅

く活⽤されている。 
 

㸱㸬ྜィฟ⏕⋡㸦ᐇ⦼್㸧ࢬ࣋᥎ᐃ್ࡢ⟬ฟ᪉ἲ�

 「⼈⼝動態市区町村別統計」における市区町村別合計出⽣率（実 値）の算出⽅法につい
ては各回で 通しているため，平成 25〜29 年統計を例に 明する。 
 平成 25〜29 年統計においては，平成 25〜29 年の 5 年間の「⼈⼝動態統計」による⼥性
5 歳階級別出⽣数を分⼦，平成 27 年「国勢調査」による⼥性 5 歳階級別⽇本⼈⼈⼝の 5 倍
を分 として年齢 5 歳階級別出⽣率を算出し，その合計を 5 倍することによって合計出⽣
率が算出されている。なお，分 となる⼥性 5 歳階級別⽇本⼈⼈⼝は年齢不詳⼈⼝・国籍不
詳⼈⼝を 分した⼈⼝が⽤いられており，平成 25〜29 年統計ではこの値が「政府統計の総
合 ⼝」（e- tat）に参考表として 載されている。たとえば， 県 海市の合計出⽣率の
算出結果は表 1 のとおりであり，合計出⽣率を⼩数点以下 3 位で ⼊した値は公表値
（1.13）に⼀ する。 
 

表 1 合計出⽣率（実 値）の算出例（ 県 海市，平成 25〜29 年） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 ところで，平成 15〜19 年以降の「⼈⼝動態市区町村別統計」では合計出⽣率の実 値が
表章されていない市町村が散⾒される。平成 25〜29 年統計における保 所別・市区町村別
の年齢別出⽣率・合計出⽣率の表には「合計特 出⽣率の標準誤差が 0.1 以上のときは、合
計特 出⽣率を「 」で表章している。」という注意書きがあり，これは⼈⼝規模が⼩さい
市町村では合計出⽣率が不安定となるため，実 値が表章されていないことを意味してい
る。 ⽣労働省政策統 参事 ⼈⼝動態・保 社会統計 （2020）に，「市区町村別
の合計特 出⽣率および標準化死亡⽐は，⼈⼝規模の⼩さい地域では，出⽣数や死亡数の少
なさに 因して数値が不安定となるため，⼩地域の指標の推定に有⼒なベイ 推定を⽤い
て推定した。」と書かれているとおり，平成 5〜9 年統計以降では合計出⽣率に関して実

資料： 「⼈⼝動態統計」， 「国勢調査」 
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年

年
年

年
年
年
年
年

値のほかにベイ 推定値が表章されるようになっている。表 2 は，「⼈⼝動態市区町村別統
計」における市区町村別合計出⽣率の表章をまとめたものであるが，平成 10〜14 年統計以
降では実 値に代わりベイ 推定値が主たる表章となり，上述のように平成 15〜19 年統計
以降では標準誤差の⼤きい（⼈⼝規模の⼩さい）市町村において実 値が⾮表章となってお
り，平成 25〜29 年統計では 418 市町村が該当する2。 
 
 

表 2 「⼈⼝動態市区町村別統計」における市区町村別の合計出⽣率の表章 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：グ ー表⽰は主たる表章値。「ベイ 推定値」において，当該市区町村を含む「より い地域」の観

値として ⽤されているのは，平成 10〜14 年以前では 次 圏，平成 15〜19 年以降では都道府県。 

 
 
 合計出⽣率のベイ 推定の理論的背景や考え⽅については佐 ほか（1999）を参照され
たいが，「⼈⼝動態市区町村別統計」で適⽤されているベイ 推定のイメージは図 1 のとお
りである。すなわち合計出⽣率のベイ 推定値は，市区町村別に観 される出⽣率に当該市
区町村を含む「より い地域」の出⽣率の情報を加味する形で算出される。ここで，市区町
村を含む「より い地域」として適⽤されているのは，平成 10〜14 年統計以前では 次

圏，平成 15〜19 年統計以降では都道府県である。合計出⽣率（ベイ 推定値）の 体的
な算出⽅法は，佐 ほか（1999）にも記されているが，以下では「市区町村を含むより い
地域」を都道府県としている平成 25〜29 年統計の「⽤ の 等」による記述に基づいて
記す。 
  
  

                                                       
2 東⽇本⼤ の影響により合計出⽣率が表章されていない 11 市町村を除く。 

：表章 

：標準誤差が⼤きい 

  町村では⾮表章 

：⾮表章（平成 10〜 

  14 年統計で事後的 

  に表章） 
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資料： ⽣労働省「平成 25〜29 年 ⼈⼝動態保 所・市区町村別統計の概況」の「参考 ベイ 推定と

は」（https://www.mhlw.go.jp/tou ei/sai in/hw/jin ou/other/ho en19/dl/san ou.pdf） 

 
図 1 ベイ 推定の⽅法 

 
ある都道府県 i の市区町村 j における，平成 27 年「国勢調査」による⼥性 〜 +4 歳⼈⼝

を𝑁 , ，平成 25〜29 年の 5 年間の「⼈⼝動態統計」による⼥性 〜 +4 歳の出⽣数を𝐵 , と
すると，当該年齢階級における出⽣率の実 値（𝑏 , ）は， 
 

𝑏 , 𝐵 ,

5 𝑁 ,  

 
として求められる。 15，20，25，30，35，40，45 について𝑏 , を算出し，それらを合計
した値が合計出⽣率（実 値）となる。都道府県 i 全体の⼥性 〜 +4 歳⼈⼝と⼥性 〜 +4
歳の出⽣数をそれぞれ𝑁 ，𝐵 とすると， 
 

𝑁 ∑ 𝑁 ,   𝐵 ∑ 𝐵 ,  
 
となり，年齢別出⽣率に関する⼥性⼈⼝の み け平 （𝐸 ）と分散（𝑉 ）を下記の によ
り求める。 
 

𝐸 𝑏 , 𝑁 ,

𝑁
 

𝑉 𝑏 , 𝑁 ,

𝑁
𝐸  
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（ ） 1.53567

 
ここで，下記の によりパラメータ𝛼 ，𝛽 を求める。 
 

𝛼 𝐸
𝐸 1 𝐸

𝑉
1  

𝛽 1 𝐸
𝐸 1 𝐸

𝑉
1  

 
これらのパラメータを⽤いることにより，市区町村 j の年齢別出⽣率（ベイ 推定値：𝑏 , ）
は， 
 

𝑏 , 𝛼 𝐵 ,

𝛼 𝛽 5 𝑁 ,  

  
として求められる。 15，20，25，30，35，40，45 について𝑏 , を算出し，それらを合計
した値が合計出⽣率（ベイ 推定値）となる。𝛼 （𝛼 𝛽 ）は都道府県 i の年齢別出⽣率
に⼀ し，その合計を 5 倍した値も当 ながら都道府県 i の合計出⽣率に⼀ することにな
る。したがって，市区町村別の合計出⽣率（ベイ 推定値）は，当該市区町村が属する都道
府県の合計出⽣率（実 値）に近づき，市区町村の⼈⼝や出⽣数が少なくなるほど𝛼 （𝛼

𝛽 ）の寄与度が⼤きくなるため，都道府県の合計出⽣率（実 値）に き寄せられること
になる。 

上述の により，たとえば 県のパラメータ（𝛼 と𝛽 ）を算出すると表 3 のとおりと
なり，この𝛼 と𝛽 をもとに 海市の合計出⽣率（ベイ 推定値）を算出したのが表 4 であ
る。合計出⽣率（ベイ 推定値）の算出結果を⼩数点以下 3 位で ⼊した値は公表値
（1.22）と⼀ し，合計出⽣率（実 値）と⽐較すると約 0.1 上昇している。 県の全市
町において，合計出⽣率（実 値）と合計出⽣率（ベイ 推定値）を⽐較したのが表 5 であ
る。⼈⼝規模の⼤きい市や⾏政区では両者の差はほとんどないが，⼈⼝規模が⼩さくなると
差が がる ースも⽬⽴ち，合計出⽣率が表章されていない 5 町のうち 町・⻄伊 町・
川根本町では約 0.2 の差がある。 

 
 

表 3 𝛼 と𝛽 の値（ 県，平成 25〜29 年） 
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0.003 -0.015
-0.001 -0.008
0.003 -0.027
-0.002 0.007
-0.012 0.066
-0.006 -0.033
-0.003 -0.019
0.001 の 0.022
-0.007 0.010
0.111 0.149
0.007 -0.177
0.100 -0.057
0.002 -0.014
0.001 0.233
0.013 0.008
0.004 -0.011
-0.001 -0.047
-0.002 -0.011
0.008 0.006
-0.006 0.209
0.004 0.067
-0.018

（ ）
1.12521

（ ）
1.22485

表 4 合計出⽣率（ベイ 推定値）の算出例（ 県 海市，平成 25〜29 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注： は出⽣数， は⼥性⼈⼝， と は表 3 の値。 

 
 

表 5 合計出⽣率の実 値とベイ 推定値の⽐較（ 県内市区町，平成 25〜29 年） 
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図 2 は，平成 25〜29 年統計で合計出⽣率（ベイ 推定値）が表章されている 1,885 市区
町村について，合計出⽣率（実 値）を横 ，合計出⽣率（ベイ 推定値）を とした散
布図である。上述のように，市区町村別の合計出⽣率（ベイ 推定値）は当該市区町村が属
する都道府県の合計出⽣率（実 値）に近づくことになるため，合計出⽣率（ベイ 推定値）
の分布は合計出⽣率（実 値）と⽐較して い ンジに まる。また図 3 は，2015 年の⽇
本⼈⼈⼝を横 ，合計出⽣率（ベイ 推定値）の合計出⽣率（実 値）に対する⽐を と
した散布図である。本図で⽰されているとおり，⼈⼝規模が概ね 30,000 ⼈以上では概ね⽐
が 0.9〜1.1 の範囲に まっているが，⼈⼝規模が⼩さくなるほど⽐はバラツキが⼤きくな
り，⽐の最⼤値は 県上北 村の 1.95（2015 年⽇本⼈⼈⼝ 511 ⼈，合計出⽣率（実 値）
0.67，合計出⽣率（ベイ 推定値）1.30），⽐の最⼩値は沖縄県北⼤東村の 0.56（2015 年⽇
本⼈⼈⼝ 627 ⼈，合計出⽣率（実 値）3.86，合計出⽣率（ベイ 推定値）2.14）であった。
合計出⽣率（実 値）と合計出⽣率（ベイ 推定値）の上位と下位の 10 市区町村（表 6）
を⾒ても両者は⼤きく異なっており，とりわけ下位 10 市区町村については，合計出⽣率（ベ
イ 推定値）では政 指定都市の⾏政区が⼤半を占めるのに対して，合計出⽣率（実 値）
では 地域に属する町村が⽬⽴つ結果となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 合計出⽣率の実 値とベイ 推定値の分布（全国，平成 25〜29 年） 
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（ ϲϮϳ ）
（ ϯ͘ϴϲ Ϯ͘ϭϰ）

3.86 2.47
3.30 2.46
3.09 2.40
3.02 2.35
2.74 2.30
2.69 2.29
2.65 2.28
2.64 2.26
2.62 2.25
2.60 2.22

0.61 0.84
0.67 0.89
0.70 0.91
0.71 0.92
0.81 0.93
0.81 0.94
0.83 0.95
0.84 0.96
0.86 0.97
0.87 0.97

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 ⽇本⼈⼈⼝の規模とベイ 推定値の実 値に対する⽐（全国，平成 25〜29 年） 
 

 
表 6 実 値とベイ 推定値による合計出⽣率が上位と下位の 10 市区町村 

（全国，平成 25〜29 年） 
実 値         ベイ 推定値 
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上述のように，ベイ 推定法は平成 5〜9 年統計で めて適⽤された後，平成 10〜14 年
統計以降は，市区町村別の合計出⽣率はベイ 推定値が主たる表章値となっている。ベイ
推定法は⼩地域別の⼈⼝動態指標の推定に有 な⼿法とされ，「⼈⼝動態市区町村別統計」
では標準化死亡⽐にも適⽤されているが，その妥当性について検証した資料は⾒当たらな
い。本節では主にベイ 推定の妥当性を検証することを⽬的として，平成 5〜9 年統計から
平成 25〜29 年統計の 5 期間を対象に合計出⽣率（実 値）と合計出⽣率（ベイ 推定値）
の⽐較を⾏う。妥当性の には本来多⾓的な検証が必要であるが，両者の差の偏りはひと
つの 材料となるだろう。仮に両者の⼤⼩関係に⼤きな偏りがなければ，ベイ 推定法は
妥当である可能性が⾼いが，どちらか⼀⽅の値が継続的に⾼い（または低い）場合はベイ
推定法が必ずしも妥当とはいえないと考えられる。 

平成 20〜24 年統計以前では，分 となる国勢調査の年齢不詳⼈⼝（および国籍不詳⼈⼝）
分 みの⼥性 5 歳階級別⽇本⼈⼈⼝が存在しないため，公表値から「⼈⼝動態市区町村

別統計」で表章されている実 値とベイ 推定値を 現することができない。そこで，まず
「⼈⼝動態市区町村別統計」による合計出⽣率の実 値と整合的な⼥性 5 歳階級別⽇本⼈
⼈⼝を求めることとした。平成 17 年以前の国勢調査では年齢不詳⼈⼝のみが存在するが，
年齢不詳⼈⼝を⽇本⼈と外国⼈の総⼈⼝により⽐例配分した後，⽇本⼈として配分された
⼈⼝を⽇本⼈の年齢別⼈⼝により⽐例配分することによって実 値と整合的な⼥性 5 歳階
級別⽇本⼈⼈⼝を得た。⼀⽅，平成 22 年国勢調査では年齢不詳⼈⼝に加えて国籍不詳⼈⼝
も存在し，双⽅の不詳⼈⼝を 分する必要があるが， 県から されたワークシートに
より全国の市区町村について実 値と整合的な⼥性 5 歳階級別⽇本⼈⼈⼝の作成が可能と
なった3。また上述のように，ベイ 推定にあたり平成 5〜9 年統計と平成 10〜14 年統計で
は「市区町村を含むより い地域」として 次 圏が適⽤されているが，これを平成 15
〜19 年統計以降で適⽤されている都道府県に き えてベイ 推定値の 計算を⾏った。 

5 期間での⽐較にあたり，ひとつ問題となるのは「平成の⼤合併」等に伴う各期間におけ
る市区町村境域の違いである。そのため市区町村は平成 29 年末現在の境域に統⼀し，期間
中に⾏政区の 編などが多く発⽣している政 指定都市については市全体を 1 境域とした。
年齢別出⽣率の実 値は単 に合併後の境域にデータを組み えるだけで算出可能である
が，ベイ 推定値（𝑓 ）は下記の により算出した。 

 

𝑓
∑ 𝑃 , 𝑓 ,
5 ∑ 𝑃 ,

 

 

                                                       
3 ワークシートをご いただいた 県 康福 部こども 来局こども 来課の 知 様に く感

し上げる。 
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年 年 年 年 年 年 年 年 年 年

の

ここで，𝑃 , ：合併前境域の市町村 i の⼥性年齢 〜 +4 歳⽇本⼈⼈⼝，𝑓 , ：合併前境域の
市町村 i で算出した⼥性 〜 +4 歳のベイ 推定出⽣率，である。すなわち，合併前の境域
で算出した年齢別出⽣率（ベイ 推定値）と⼥性の年齢 5 歳階級別⼈⼝の をベイ 推
定値による合併後の出⽣数と考え，これを合併後の⼥性の 5 歳階級別⼈⼝の 5 倍で割った
値を合併後の年齢別出⽣率（ベイ 推定値）とした。この年齢別出⽣率の合計を 5 倍した値
が合計出⽣率（ベイ 推定値）となる。 
 県の市町において，5 期間における実 値とベイ 推定値の⽐較を⾏った結果を表 7
に⽰した。全体としてみれば，⼈⼝規模の⼩さい⾃治体では概ね実 値の⽅が⾼い傾向があ
るが，地域によっても傾向が異なっている。図 4 は，これらのなかから 市・ 町・⻄
伊 町の 3 市町について合計出⽣率（実 値）と合計出⽣率（ベイ 推定値）の推移を⽰し
たものである。 市と⻄伊 町では 5 期間ともベイ 推定値の⽅が⾼いが，⼈⼝規模の
⼤きい 市では実 値との差はいずれもごくわずかであるが，⻄伊 町ではやや差が⼤
きくなっている。⼀⽅ 町では に 5 期間とも実 値の⽅が⾼く，とくに平成 15〜19 年
以降では差が⼤きい。 
 
 

表 7 合計出⽣率の実 値とベイ 推定値の⽐較（ 県内市町） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

：実 値 ベイ 推定値   実 値 ベイ 推定値 
 

注：グ ー表⽰は「平成 25〜29 年 ⼈⼝動態保 所・市区町村別統計」において 

合計出⽣率が⾮表章となっている⾃治体 
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図 4 合計出⽣率の実 値とベイ 推定値の⽐較（ 市， 町，⻄伊 町） 
 
図 3 に⽰したように，⼈⼝規模が⼤きくなれば合計出⽣率（実 値）と合計出⽣率（ベイ
推定値）の差は ⼩することから，以下では⼈⼝規模の⼩さい⾃治体を対象として両者の

⽐較を⾏う。平成 25〜29 年統計において合計出⽣率（実 値）が⾮表章の全国 418 市町村
のうち，平成 10〜14 年統計と平成 15〜19 年統計で合計出⽣率（ベイ 推定値）が表章さ
れていない東京都三 村を除く 417 市町村において，実 値とベイ 推定値の 5 期間の⼤
⼩関係を⽰したのが表 8 である。5 期間すべてにおいて実 値がベイ 推定値を上回る市町
村は 176（全体の 42.2％）にのぼる。5 期間中 4 期間において実 値の⽅が⾼い市町村も 88
（全体の 21.1％）となり，6 割以上の市町村では実 値が⾼い⽅に偏っているといえる。⼀
⽅で，5 期間中実 値がベイ 推定値を上回るのが 1 期間以下の市町村も 53（全体の 12.7％）
存在し，これらの市町村では実 値が低い⽅に偏っているといえる。以下では，個別の市町
村について実 値とベイ 推定値の推移を観察する。 
 
 

表 8 合計出⽣率が実 値 ベイ 推定値となる期間数別市区町村数 
（平成 5〜9 年から平成 25〜29 年の 5 期間について） 

 
 

 
注：平成 25〜29 年統計で合計出⽣率（ベイ 推定値）が⾮表章となっている 417 市町村について。 

 
  
まず，福島県 町では図 5-1 のとおりである。 町では実 値がジグ グに推移してい
るが，ベイ 推定値（都道府県）では らかな変化となっており，ベイ 推定により⻑期的
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合
な傾向が概ね的 に捉えられている例と考えられる。⼀⽅，東京都 島村（図 5-2）をみ
ると，5 期間すべてにおいて実 値がベイ 推定値を上回り，両者の差が⾮常に⼤きくなっ
ている。 島村は 2015 年の総⼈⼝が 335 ⼈の⼩規模⾃治体であることに加え，出⽣率の
低い東京都を「より い地域」としてベイ 推定が⾏われるため，ベイ 推定値（都道府県）
は東京都の実 値に き寄せられることになる。ただし，「より い地域」を 次 圏「島
し 」としてベイ 推定が⾏われている平成 5〜9 年と平成 10〜14 年のベイ 推定値（
次 圏）では，ベイ 推定値（都道府県）よりも⼤幅に実 値に近い値となっている。

県下 ⽥町（図 5-3）では， に 5 期間すべてにおいて実 値がベイ 推定値（都道府県）
を下回るが，「より い地域」を 次 圏「 」としてベイ 推定が⾏われている平成
5〜9 年と平成 10〜14 年のベイ 推定値（ 次 圏）では，やはり実 値に近くなってい
る。沖縄県多 間村（図 5-4）は，平成 10〜14 年統計において「⼈⼝動態市区町村別統計」
開 以降で合計出⽣率が最⾼値となる 3.14 を記録したことにより，当時⼤きな注⽬を集め
たが，これは「より い地域」を 次 圏「 」とした場合のベイ 推定値（ 次
圏）の値であり，「より い地域」を沖縄県とした場合のベイ 推定値（都道府県）は 2.45
となる。⼀⽅，平成 10〜14 年の実 値は 4.63 であり，双⽅のベイ 推定値より⼤幅に⾼
い。その後も平成 20〜24 年までは実 値で⾼い⽔準を 持し，ベイ 推定値（都道府県）
との が⼤きいが，平成 25〜29 年では実 値が急低下したためにベイ 推定値（都道府
県）とほぼ同じ⽔準となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-1 合計出⽣率の推移（福島県 町） 
 
 

実 値 

ベイ 推定値（ 次 圏） ベイ 推定値（ 次 圏） 

ベイ 推定値（都道府県） 
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図 5-2 合計出⽣率の推移（東京都 島村） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-3 合計出⽣率の推移（ 県下 ⽥町） 
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実 値 

ベイ 推定値（都道府県） 

ベイ 推定値 
（ 次 圏） 

ベイ 推定値（都道府県） 

実 値 ベイ 推定値 
（ 次 圏） 
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図 5-4 合計出⽣率の推移（沖縄県多 間村） 
 
 

㸴㸬ࡵࡲ⪃ᐹ 
 本稿では，「⼈⼝動態市区町村別統計」における合計出⽣率の実 値とベイ 推定値の算
出⽅法を したうえで，平成 5〜9 年から平成 25〜29 年の 5 期間においてとくに両者の
値の が⼤きくなりがちな⼈⼝規模の⼩さい⾃治体を中⼼として実 値とベイ 推定値
の⽐較を⾏った。その結果，⼩規模⾃治体では全体の 6 割以上において実 値が⾼い⽅に
偏っており，ベイ 推定により市町村の出⽣率（実 値）より低い都道府県の出⽣率（実
値）に き寄せられる傾向が強いことなどが明らかとなった。以下では，その要因等につい
て考察を加える。 
 都道府県内には都市的な地域と 村的な地域が存在し，概ね前者では⼈⼝規模が⼤きく
出⽣率は低いのに対して，後者では⼈⼝規模が⼩さく出⽣率は⾼い。 三述べているように，
平成 15〜19 年以降のベイ 推定では「より い地域」として都道府県が ⽤されているた
め，市区町村別の出⽣率（ベイ 推定値）は都道府県の出⽣率（実 値）に近づくことにな
るが， 村的で⼈⼝規模の⼩さい市町村では概して都道府県の出⽣率より⾼い傾向がある
ために，ベイ 推定値よりも実 値の⽅が⾼くなりがちとなる。また，都道府県の出⽣率は
⼈⼝規模の⼤きい域内の都市的な地域の出⽣率に近くなるために，⼈⼝規模の⼩さい市町
村では実 値とベイ 推定値の差が がりやすい。また， 村的な性格が強い地域でも，地
域 有の事情等によって実 値が低い⽅に偏る市町村も少なくない。たとえば，平成 5〜9
年から平成 25〜29 年の 5 期間中 4 期間で実 値がベイ 推定値を下回っている東京都 多

町では，町内に ⼈科や⼩ 科など⼦ て⽀援に必要な 科がない（ 野 2011）こ

ベイ 推定値 
（ 次 圏） 

実 値 

ベイ 推定値 
（都道府県） 
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となども低出⽣率に影響していると考えられ，同様の ースは他にも存在するであろう。も
ちろん，⼈⼝規模が⼩さくなるほど出⽣率が不安定になりやすいことは いない事実であ
り， らかの 正の必要性は められるものの，上述のような諸々の事情を考慮すると，「よ
り い地域」を都道府県とする現⾏のベイ 推定法には，検討の余地が⼤きいといえるので
はないかと考えられる。 
 仮にベイ 推定の 組みを 持するのであれば，「より い地域」を平成 10〜14 年統計
以前において ⽤されていた 次 圏に すことがひとつの可能性としてあり得るだろ
う。 次 圏は，都道府県別に概ね 30 万⼈ 度の⼈⼝規模を持つ⽇常⽣活圏として全国
を うように定められている区域であり，出⽣や死亡に関してもある 度同⼀的な性格を
持っている（佐 ほか 1999）。図 5-1〜図 5-4 からも明らかなように，平成 5〜9 年と平成
10〜14 年では，ベイ 推定値において「より い地域」を都道府県とするよりも 次
圏とした⽅が概ね実 値に近い結果が得られており，「より い地域」として 次 圏は
都道府県よりも適切ではないかと考えられる。当 ながら，同じ 次 圏のなかにも都市
的な地域・ 村的な地域など様々な性格を持った地域が含まれるため，⼀ に 次 圏を
「より い地域」とすることの妥当性も検証する必要があるが，全国統⼀的な基準で指標を
算出するという観点からは⼗分検討に値するであろう。その他の推定法としては， に観
察された実 値とベイ 推定値の の情報を反映させる⼿法や，ベイ 推定法に し
ない別の⼿法も考えられる。たとえば， （2008）でも指摘されているように，合計出⽣率
の⽔準にはそれぞれの市町村における 有の事情が影響している場合も多いことから，当
該市町村のみのデータを活⽤して推定する⼿法も⼀考の 値があると われる。その場合
は 5 年間ではなく，より⻑期の⼈⼝と出⽣数のデータから当該市町村の出⽣率のト ンド
を分析し，年齢別出⽣率および合計出⽣率を推定するような⼿法があり得るだろう。 
 都道府県を「より い地域」とするベイ 推定法は，市区町村別の出⽣率のみならず標準
化死亡⽐や「市区町村別⽣命表」など死亡に関する指標作成にも活⽤されている4。死亡指
標についても，本稿で⾏ったような実 値とベイ 推定値を⽐較したうえで検証する必要
があるが，所得格差等に 因する 康格差は⼤都市圏の中⼼都市間や 外間でも存在する
ことが近年の研究でも指摘されており（ a a a and anibuchi 2020），そのような状況のな
かで⼀ に都道府県を「より い地域」としてベイ 推定法を適⽤することには，やはり検
討の余地があるといえよう。 

今後は，実 値とベイ 推定値の⽐較分析を 化させ，現⾏のベイ 推定法に代わり得る，
より 性の⾼い⼿法を検討することが主たる課題となる。 
 

                                                       
4 「市区町村別⽣命表」において，ベイ 推定の「より い地域」は，政 指定都市の⾏政区および東京
都 23 区ではそれぞれ政 指定都市全体および東京都特別区部全体とされ，その他の市町村では都道府県
となっている（ ⽣労働省政策統  2018）。 
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夫婦の出生歴と居住地移動 

― 人口動態調査出生票を用いた分析 ― 

中川雅貴・小池司朗

1. 背景と目的

結婚や出生といった家族構成の変化を伴うライフイベントは、若年期における居住地移

動と密接に関連することが知られている（Mulder & Wagner 1998; 2001; Kulu 2008; Kulu & 
Steele 2013）。日本国内においては、とりわけ大都市圏における低出生率への関心を背景に、

若年期における地域間の移動歴・移動類型が家族形成や出生行動に与える効果に着目した

分析成果が蓄積されてきた（鎌田ほか 2019; 小池 2009; 2014; 山内ほか 2020）。これらの

研究は、「人口移動調査」（国立社会保障・人口問題研究所）のデータを用いていることもあ

り、結婚・出生に至る移動歴を都道府県間の移動に基づいて把握している点に加え、サンプ

ル規模の制約により、詳細な地域分類による分析には至っておらず、比較的長距離の ― す
なわち発生頻度が低い ― 移動の観察に依拠した分析に留まっている。したがって、例えば

大都市圏中心部から郊外への移動、あるいは大都市圏中心部への都心回帰等、市区町村間移

動の把握が必要となる詳細な移動パターンが、結婚や出生といったライフイベントの発生

といかにして関連しているのか、家族のライフコースと居住地選好の関連にはどのような

地域的傾向が見られるのかについては、必ずしも明らかにされていない。

地域人口に関する視点から検討すると、高度経済成長期以降の大都市部の外延的な拡大

に際しては、子育て世代による郊外への移動が主たる要因の一つとなったことが指摘され

ているが（川口 2002; 江崎 2006）、2000 年代以降の「都心回帰」（小池 2017）の局面に

おいて生じた若年世帯の移動特性の変化に関する分析はほとんどみられない。とりわけ大

都市圏内部における近年の人口移動傾向の変化を、家族形成・拡大期における移動の発生お

よび居住地選択に関するミクロの視点から検証し、その裏付けを試みることは、少なからず

意義のある作業であると考えられる。

 これらを踏まえて本研究では、国内で発生する出生の全件を長期間に渡ってカバーする

人口動態調査・出生票の個票データを用いて、夫婦単位の出生歴に関する縦断データの作成

を試みたうえで、出生時の居住地の情報から把握できる市区町村間移動との関連について

の分析を行う。分析に際しては、全国の市区町村を「大都市圏・中心部」「大都市圏・非中

心部」「非大都市圏・中心部」「非大都市圏・非中心部」に分類したうえで、第一子出生時か

ら第二子出生時にかけての市区町村間移動について、とくに都市圏内移動のパターンとそ

の変化について検証する。次節では、分析に用いるデータと分析方法について説明する。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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2．データと方法 
本研究では、人口動態調査・出生票（以下、出生票とする）において父と母の出生年月日

に関する情報が得られる 1992 年以降の個票データを用いて、母と父の出生年月の組み合わ

せによるカップル単位の個体識別情報を作成する。そのうえで、出生時の居住地（市区町村）

に関する情報を用いて、第一子出生時から第二子出生時にかけての市区町村間移動の発生

および移動パターンを分析する。なお、以下本稿で「移動率」という場合には、とくに断り

のない限り、上記の観察にもとづく第二子出生時に居住する市区町村が第一子出生時と異

なるカップルの割合を指す。 
1992 年以降に第一子出生を経験したカップルのうち、2018 年までの出生票によって出

生順位と矛盾なくカップル単位の出生歴が把握できたのは約 977 万組であり、このうち第

二子以降の出生が確認されたのは約 605.7 万組であった。第一子出生時居住地あるいは第

二子出生時の居住地のいずれかが「国外」あるいは不明であったケースについては分析の対

象外とした 1。この結果、最終的な分析対象は 6,053,441 カップルとなった。 
分析に際しては、全国の市区町村を「三大都市圏」と「非三大都市圏」に分類し、さらに

それぞれを「中心部」と「非中心部」に分類したうえで、第一子出生時から第二子出生時に

かけての市区町村間移動について、都市圏内の中心―非中心間移動の地域的パターンとそ

の変化を中心に検証した。地域の分類に際しては、総務省統計局が「平成 27 年国勢調査」

基づいて設定している 14 の都市圏のうち、関東大都市圏・近畿大都市圏・中京大都市圏を

「三大都市圏」とし、それぞれに含まれる政令指定都市の区を中心部とした。以下本稿では、

これらの三大都市圏を、それぞれ東京圏・大阪圏・名古屋圏と表記する。「非三大都市圏」

については、上記以外の都市圏（三大都市圏以外の大都市圏を含む）の中心市として設定さ

れている市（政令指定都市の区を含む）を中心部とした。市区町村の区分は、観察期間の

1992 年 1 月～2018 年末までの市区町村合併を反映させ、2018 年末のものに統一した。し

たがって、1992 年 1 月以降の合併により合併された市区町村間の移動については、合併前

のものであっても「同一市町村内」の移動とみなし、ここでの分析対象となる「市区町村間

移動」には含まれないものとした。同様に、1992 年 1 月以降に政令指定都市に移行した市

内の区間移動については、移行後のものであっても、「市区町村間移動」には含まないこと

とした 2。 
なお、本研究で使用した人口動態調査の調査票情報は、統計法第 33 条の規定に基づき二

次利用したものである。 
 

1 人口動態調査では、届け出の出生年月日が調査「前々年以前」であったケースの出生時の市区

町村については不詳と表記され、都道府県に関する情報しか把握できない。 
2 したがって、千葉市（1992 年 4 月）、さいたま市（2003 年 4 月）、相模原市（2010 年 4 月）、

堺市（2006 年 4 月）、新潟県（2007 年 4 月）、静岡県（2007 年 4 月）については、政令指定都

市移行後の市内区間移動も、移行前のものと同様に「市区町村内移動」として扱い、本稿の分析

対象とする「市区町村間移動」には含まない。 

- 68 -



3. 結果 
 主な分析結果は以下のとおりである。 
 
3-1. 第一子出生時居住地の地域類型別にみた移動の発生および移動パターン 
 第一子出生から第二子出生にかけて市区町村間の移動が確認できたカップルの割合は、

分析の対象となったカップル全体のうち 22%であり、この割合は第一子出生時の居住地が

「大都市圏・中心部」であった場合に高い傾向が見られる（表 1）。大都市圏の中でも、第

一子出生時に東京圏・中心部に居住していたケースにおいて、第二子出生時にかけての移動

率が最も高くなっており（31.5%）、名古屋圏（30.5%）、大阪圏（29.5%）と続く。大都市

圏・非中心部についても、東京圏における移動率が最も高いが、第一子出生時の居住地が大

阪圏・非中心部あるいは名古屋圏・中心部であった場合の移動率は、いわゆる地方都市に該

当すると考えられる非大都市圏・中心部における移動率（24.6%）を下回っている。また、

第一子出生時の居住地が非大都市圏・非中心部であった場合に、第二子出生時に異なる市区

町村に居住するカップルの割合は 17%と顕著に低い。 
 第一子出生時から第二子出生時にかけて市区町村間移動が確認されたケースのうち、そ

の移動先の分布を、第一子出生時の居住地の地域類型別に示したものが 表 2 である。移動

率が最も高い大都市圏・中心部については、その 85%以上が第二子出生時（すなわち移動

後）も大都市圏に居住している（表 2-1）。ただし、移動後も同じ大都市圏の中心部内に留ま

っている割合は、平均しても 40%台であり、大都市圏間の差も大きい。具体的には、第一

子出生時に東京圏・中心部に居住していたケースでは、第二子出生時にかけての移動後も同

じ東京圏・中心部に居住する割合が 48%と、他の大都市圏と比較して顕著に高い（表 2-1）。
同じ割合を大阪圏・中心部、名古屋圏・中心部についてみると、それぞれ 38%・37%であ

る。一方、第二子出生時の居住地が「同じ大都市圏の非中心部」となる郊外への移動の割合

は、東京圏で最も低く（31%）、大阪圏では 10 ポイント以上高い 41%となっている。この

ことから、東京・大都市圏における特徴として、中心部内での移動の割合が相対的に高いこ

とが確認できる。なお、第一子出生時に名古屋圏・中心部に居住していたケースについては、

別の大都市圏に移動する割合が、中心部と非中心部を合わせて 17%を超えており、他の大

都市圏・中心部からの移動パターンと比較して顕著に高いという特徴がみられる。 
 第一子出生時の居住地が大都市圏・非中心部であったケースでは、第二子出生時に他の市

区町村での居住が確認された場合でも、その 60%以上が「同じ大都市圏の非中心部」内に

おける移動となっている（表 2-2）。また、この割合については、地域間（大都市圏間）で大

きな差はみられない。第一子出生時の居住地が非大都市圏であった場合は、中心部・周辺部

に関わらず、80%以上が移動後も非大都市圏に居住している（表 2-3）。ただし、非大都市

圏・中心部に居住していた移動ケースのうち、約 45%が非中心部に移動するのに対して、

非大都市圏・非中心部から中心部に移動する割合は約 12%に留まっている（表 2-3）。 
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3-2. 地域別にみた移動率および移動パターンの変化 
第一子出生から第二子出生にかけて市区町村間移動を経験する割合は、第一子出生時に

大都市圏・中心部に居住していたケースにおいて、2000 年代以降すべての大都市圏でやや

上昇している（表 3）。第一子出生時の居住地が東京圏・中心部であったカップルの移動率

を第二子出生年別にみると、2010 年以降 32%を超えており（表 3-1）、東京圏と比較して移

動率が相対的に低かった大阪圏・中心部においても、2010 年以降は 30%を超えるようにな

った（表 3-2）。名古屋圏・中心部については、2000 年代以降の移動率の上昇が最も顕著で

あり、2015 年以降は 34%となり、東京圏・中心部からの移動率を超えている（表 3-2）。 
第一子出生時以降の市区町村間移動により、第二子出生時に別の市区町村に居住してい

るケースについて、その移動先の分布を第二子出生年別にみると、東京圏・中心部、大阪圏・

中心部、名古屋圏・中心部のいずれにおいても、同じ大都市圏内の中心部に移動する割合が

2000 年代以降に上昇している（表 3-1～表 3-2）。例えば、東京圏・中心部からの移動につ

いては、1990 年代後半に 45%であった中心部内の移動の割合が、2000 年代以降は 50%近

くに上昇している（表 3-1）。一方で、大都市圏内における移動のうち、非中心部すなわち郊

外に向かう移動の割合は、1900 年代と比較して低い水準にある。加えて、東京圏・中心部

から非大都市圏に向かう割合にも低下傾向がみられ、同様の傾向は名古屋圏・中心部からの

移動についても確認できる。 
第一子出生時に大都市圏・非中心部に居住していたケースについて見ると、いずれの大都

市圏においても移動率に変化は見られない（表 4）。また、移動先の分布についても、非大

都市圏に移動する割合が一様に低下している点以外は、大きな変化は見られない。例えば、

第一子出生時の居住地が東京圏・中心部であったケースでは、第二子出生年別にみた移動率

が 1990 年代後半以降 25%台で安定しており、東京大都市圏内における移動のうち東京・中

心部に向かう割合は 17%～18%台で推移している（表 4-1）。ただし、移動が確認されたケ

ースのうち、非大都市圏に向かう割合は、1990 年代前半には 28%、1990 年代後半には 19%
となっていたが、2000 年代後半以降は 15%台にまで低下している（表 4-1）。同様の傾向

は、第一子出生時の居住地が大阪圏・非中心部であったケースについても確認できる（表 4-
2）。名古屋圏・非中心部では移動率そのものが上昇傾向にあり、とくに近年、名古屋圏の中

心部に移動する割合が上昇するという特徴的な変化がみられる（表 4-3）。 
 いわゆる地方都市として位置づけられる大都市圏・中心部からは、第一子出生時から第二

子出生時にかけての移動のうち 40%以上が非大都市圏・非中心部に向かっているが、2000
年代以降、この割合に若干の低下傾向がみられる（表 5-1）。一方、移動後も非大都市圏・中

心部に向かう割合は、上昇を続けている（表 5-1）。第一子出生時に非大都市圏・非中心部に

居住していたケースでは、第二子出生時にかけての市区町村移動の発生率が上昇している

ものの、移動先の地域類型の分布に大きな変化は見られない（表 5-2）。 
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4. 考察とまとめ 
 本稿では、1992 年以降の人口動態調査出生票から得られる母と父の出生年月の組み合わ

せから、カップルを単位とする個体識別情報を作成したうえで、第一子出生時から第二子出

生時にかけての居住地移動の発生および移動パターンの変化についての分析を行った。分

析の結果、追加的な出生に伴う移動の発生率が、とくに大都市圏中心部において上昇傾向に

あることが確認された。移動先の地域類型の変化をみると、郊外地域として位置づけられる

非中心部に向かう移動の割合が低下する一方で、大都市圏中心部内での移動の割合が上昇

していることから、2000 年代以降の都心回帰現象においては、子育て世代による移動パタ

ーンの変化、とりわけ郊外への転出傾向の低下が一定の役割を果たしていることが示唆さ

れる。また、とくに東京圏について観察された非大都市圏への移動の割合の低下は、近年の

U ターン移動の動向を裏付けるとともに、その要因を検討する上で重要な知見を提供して

いると言えよう。 
本稿における分析結果は、大都市圏内における中心部と非中心部間の移動という比較的

短・中距離の移動と、大都市圏から非大都市圏への長距離移動のいずれにおいても、家族形

成・拡大期にある若年世帯の移動パターンの変化が、近年の都心回帰ならびに一極集中とい

った人口移動の潮流における一つの構成要素となっていることを含意する。なお、中心部へ

の回帰傾向は非大都市圏についても確認されたが、この分析結果は、いわゆる地方都市を中

心とする非大都市圏における人口分布の変化とその要因を検証するうえでも、有益な知見

となると考えられる。 
上記で示した都市圏内部における移動パターンの変化は、人口動態調査出生票による情

報を活用した市区町村間移動について、20 年間以上の期間を観察対象にしたことによって

検証が可能となったものである。本稿で示した分析をベースに、人口動態調査・婚姻票との

マッチングによりカップル単位の縦断データを拡張するとともに、第 3 子出生時以降の移

動を考慮した分析を検討することが今後の課題である。 
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【表 1】第一子出生時の居住地域別にみた移動率（*） 

  移動率 n 
大都市圏：中心部 30.9% 1,034,193  

 東京圏：中心部 31.5% 645,324  
 大阪圏：中心部 29.5% 273,405  
 名古屋圏：中心部 30.5% 115,464  
    

大都市圏：非中心部 23.1% 2,077,678  
 東京圏：非中心部 25.4% 1,016,894  
 大阪圏：非中心部 21.4% 675,579  
 名古屋圏：非中心部 20.2% 385,205  
    

非大都市圏：中心部 24.6% 559,584  
非大都市圏：非中心部 17.1% 2,381,986  
総数 22.2% 6,053,441  

* 第二子出生時に居住する市区町村が第一子出生時と異なる人の割合 
 
 
  

- 73 -



 
【表 2】第一子出生時の居住地域別、第二子出生時の移動先地域類型（*） 
 
2-1. 第一子出生時の居住地「大都市圏：中心部」 

      

  大都市圏 
中心部 

東京圏 
中心部 

大阪圏 
中心部 

名古屋圏 
中心部 

大都市圏 86.6% 85.6% 88.6% 87.2% 
 同じ大都市圏の中心部 44.2% 47.9% 38.4% 36.6% 
 同じ大都市圏の非中心部 33.9% 31.2% 40.9% 33.4% 
 別の大都市圏の中心部 3.4% 2.3% 4.5% 7.5% 
 別の大都市圏の非中心部 5.0% 4.3% 4.8% 9.7% 
      

非大都市圏 13.4% 14.4% 11.4% 12.8% 
 中心部 3.6% 4.0% 2.6% 3.6% 
 非中心部 9.9% 10.4% 8.8% 9.2% 

N 319,164 203,262  80,628  35,274  

 

2-2. 第一子出生時の居住地「大都市圏：非中心部」 
      

  大都市圏 
非中心部 

東京圏 
非心部 

大阪圏 
非心部 

名古屋圏 
非心部 

大都市圏 84.1% 83.4% 85.5% 83.7% 
 同じ大都市圏の中心部 12.4% 13.4% 11.8% 10.0% 
 同じ大都市圏の非中心部 63.4% 64.4% 61.3% 63.9% 
 別の大都市圏の中心部 2.9% 1.5% 5.3% 3.1% 
 別の大都市圏の非中心部 5.4% 4.1% 7.1% 6.7% 
      

非大都市圏 15.9% 16.6% 14.5% 16.3% 
 中心部 3.2% 3.6% 3.0% 2.4% 
 非中心部 12.7% 13.0% 11.5% 13.9% 

N 480,569 258,672  144,266  77,631  

 

2-3. 第一子出生時の居住地「非大都市圏」 

  非大都市圏 
中心部 

非大都市圏

非心部 

大都市圏 19.1% 17.7% 
 中心部 7.4% 5.0% 
 非中心部 11.7% 12.7% 
    

非大都市圏 80.9% 82.3% 
 中心部 36.1% 11.7% 
 非中心部 44.8% 70.6% 

N 137,816 408,323 

 
* いずれも第一子出生時から第二子出生時にかけての市区町村間移動が確認できたケースについて 
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【表 3】第一子出生時の居住地域別、第二子出生時の移動率および移動先地域類型の変化： 

    第一子出生時の居住地が「大都市圏：中心部」のケース 
 

3-1. 第一子出生時の居住地「東京圏：中心部」 
         

 

移動率 

移動先の分布 

 
東京圏 
中心部 

東京圏 
非中心部 

 
その他の

大都市圏 
非大都市

圏 総数 n 
第二子 
出生年 

圏内移動

に占める

割合 

～1994 年 27.8% 34.5% 31.2% 47.5% 8.7% 25.5% 100.0% 4,510  
1995～99 年 31.6% 44.7% 32.1% 41.8% 6.5% 16.7% 100.0% 36,725  
2000～04 年 30.8% 48.4% 30.0% 38.3% 6.7% 14.9% 100.0% 37,347  
2005～09 年 31.4% 49.6% 31.0% 38.5% 6.5% 12.9% 100.0% 38,833  
2010～14 年 32.0% 49.0% 31.2% 38.9% 6.6% 13.2% 100.0% 45,021  
2015 年以降 32.1% 48.8% 31.5% 39.2% 6.5% 13.2% 100.0% 40,826  
総数 31.5% 47.9% 31.2% 39.4% 6.6% 14.4% 100.0% 203,262  

 

3-2. 第一子出生時の居住地「大阪圏：中心部」 
         

 

移動率 

移動先の分布 

 
大阪圏 
中心部 

大阪圏 
非中心部 

 
その他の

大都市圏 
非大都市

圏 総数 n 
第二子 
出生年 

圏内移動

に占める

割合 

～1994 年 24.2% 32.0% 36.6% 53.3% 11.8% 19.6% 100.0% 1,942  
1995～99 年 29.0% 38.7% 41.9% 52.0% 8.0% 11.4% 100.0% 15,774  
2000～04 年 28.7% 39.3% 40.3% 50.6% 8.9% 11.5% 100.0% 15,748  
2005～09 年 28.6% 38.1% 41.1% 51.9% 9.8% 11.0% 100.0% 15,322  
2010～14 年 30.5% 38.4% 41.3% 51.8% 9.2% 11.1% 100.0% 17,130  
2015 年以降 31.7% 38.3% 40.4% 51.3% 10.3% 11.0% 100.0% 14,712  
総数 29.5% 38.4% 40.9% 51.6% 9.3% 11.4% 100.0% 80,628  

 
3-3. 第二子出生時の居住地「名古屋圏：中心部」 

         

 

移動率 

移動先の分布 

 
名古屋圏 
中心部 

名古屋圏 
非中心部 

 
その他の

大都市圏 
非大都市

圏 総数 n 
第二子 
出生年 

圏内移動

に占める

割合 

～1994 年 22.6% 25.6% 30.5% 54.4% 20.4% 23.6% 100.0% 771  
1995～99 年 27.7% 34.1% 35.0% 50.7% 16.4% 14.4% 100.0% 6,343  
2000～04 年 29.8% 36.2% 31.3% 46.4% 19.1% 13.4% 100.0% 6,696  
2005～09 年 29.7% 36.6% 33.4% 47.7% 17.5% 12.4% 100.0% 6,587  
2010～14 年 33.0% 37.8% 34.0% 47.4% 16.5% 11.7% 100.0% 7,878  
2015 年以降 34.0% 39.1% 33.6% 46.2% 16.1% 11.2% 100.0% 6,999  
総数 30.5% 36.6% 33.4% 47.7% 17.2% 12.8% 100.0% 35,274  
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【表 4】第一子出生時の居住地域別、第二子出生時の移動率および移動先地域類型の変化： 

    第一子出生時の居住地が「大都市圏：非中心部」のケース 
 

4-1. 第一子出生時の居住地「東京圏：非中心部」 
         

 

移動率 

移動先の分布 

 
東京圏 

非中心部 
東京圏 
中心部 

 
その他の

大都市圏 
非大都市

圏 総数 n 
第二子 
出生年 

圏内移動

に占める

割合 

～1994 年 22.1% 51.4% 10.7% 17% 9.9% 28.0% 100.0% 6,198 
1995～99 年 25.6% 61.9% 13.2% 18% 6.1% 18.8% 100.0% 52,572 
2000～04 年 25.4% 63.7% 13.9% 18% 5.8% 16.5% 100.0% 53,522 
2005～09 年 25.8% 65.8% 13.5% 17% 5.5% 15.2% 100.0% 52,393 
2010～14 年 25.3% 66.3% 13.1% 17% 5.3% 15.2% 100.0% 51,890 
2015 年以降 25.6% 66.1% 13.3% 17% 4.9% 15.6% 100.0% 42,097 
総数 25.4% 64.4% 13.4% 17% 5.7% 16.6% 100.0% 258,672 

 

4-2. 第一子出生時の居住地「大阪圏：非中心部」 
         

 

移動率 

移動先の分布 

 
大阪圏 

非中心部 
大阪圏 
中心部 

 
その他の

大都市圏 
非大都市

圏 総数 n 
第二子 
出生年 

圏内移動

に占める

割合 

～1994 年 18.5% 51.4% 11.6% 18% 14.0% 22.9% 100.0% 3,785 
1995～99 年 21.5% 61.4% 11.8% 16% 11.8% 15.1% 100.0% 30,348 
2000～04 年 21.6% 60.3% 11.8% 16% 13.3% 14.6% 100.0% 31,111 
2005～09 年 21.4% 61.5% 12.0% 16% 12.5% 14.0% 100.0% 28,487 
2010～14 年 21.1% 62.3% 11.7% 16% 11.9% 14.1% 100.0% 27,803 
2015 年以降 21.7% 62.6% 11.9% 16% 11.9% 13.6% 100.0% 22,732 
総数 21.4% 61.3% 11.8% 16% 12.4% 14.5% 100.0% 144,266 

 
4-3. 第二子出生時の居住地「名古屋圏：非中心部」 

         

 

移動率 

移動先の分布 

 
名古屋圏 
非中心部 

名古屋圏 
中心部 

 
その他の

大都市圏 
非大都市

圏 総数 n 
第二子 
出生年 

圏内移動

に占める

割合 

～1994 年 14.4% 49.2% 7.4% 13% 15.3% 28.1% 100.0% 1,606 
1995～99 年 16.9% 61.8% 9.9% 14% 10.2% 18.1% 100.0% 12,874 
2000～04 年 18.7% 63.1% 9.8% 13% 10.3% 16.8% 100.0% 14,870 
2005～09 年 20.8% 65.0% 9.7% 13% 9.7% 15.5% 100.0% 15,935 
2010～14 年 22.2% 65.5% 9.9% 13% 9.2% 15.4% 100.0% 17,593 
2015 年以降 23.6% 65.2% 11.1% 15% 9.2% 14.5% 100.0% 14,753 
総数 20.2% 63.9% 10.0% 14% 9.8% 16.3% 100.0% 77,631 
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【表 5】第一子出生時の居住地域別、第二子出生時の移動率および移動先地域類型の変化： 
    第一子出生時の居住地が「非大都市圏」のケース 

 

5-1. 第一子出生時の居住地「非大都市圏：中心都市」 
 

 

      

 移動先の分布 

第二子 
出生年 移動率 

非大都市圏 
中心都市 

非大都市圏 
非中心 

大都市圏 
中心 

大都市圏 
非中心 総数 n 

～1994 年 20.6% 30.1% 48.0% 6.7% 15.2% 100.0% 3,357 
1995～99 年 23.6% 35.2% 46.4% 6.6% 11.8% 100.0% 25,640 
2000～04 年 24.1% 34.1% 45.6% 7.7% 12.6% 100.0% 26,854 
2005～09 年 25.1% 36.0% 44.3% 7.6% 12.0% 100.0% 27,664 
2010～14 年 25.1% 37.7% 44.2% 7.2% 11.0% 100.0% 29,348 
2015 年以降 25.9% 38.1% 43.2% 7.9% 10.8% 100.0% 24,953 
総数 24.6% 36.1% 44.8% 7.4% 11.7% 100.0% 137,816 

 

5-2. 第一子出生時の居住地「非大都市圏：非中心部」 
 

 

      

 移動先の分布 

第二子 
出生年 移動率 

非大都市圏 
非中心 

非大都市圏 
中心都市 

大都市圏 
中心 

非大都市圏 
非中心 総数 n 

～1994 年 12.9% 65.5% 10.8% 6.7% 17.0% 100.0% 10,372 
1995～99 年 15.0% 71.1% 11.4% 5.0% 12.6% 100.0% 75,223 
2000～04 年 16.5% 70.8% 11.6% 5.0% 12.6% 100.0% 83,061 
2005～09 年 18.1% 70.5% 11.9% 4.9% 12.7% 100.0% 86,184 
2010～14 年 18.5% 70.8% 11.9% 4.9% 12.4% 100.0% 85,715 
2015 年以降 19.0% 70.6% 11.7% 5.2% 12.5% 100.0% 67,768 
総数 17.1% 70.6% 11.7% 5.0% 12.7% 100.0% 408,323 
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ポスト出生力転換期の先進諸国における出生力と出生意欲の動向 

守泉 理恵

めに

本 で 、第２次世 大戦後から近年 での主要先進諸国の出生力変動を概 するとと

もに、と わけ 2000 年代 を中 に、出生力 けで 出生意欲の動向と れらの変化

の について、データと文 から分析して とめる とを目的として研究を行 た

１ 主要先進諸国の出生力変動パターン

1960 年代 、 先進諸国で 次 と合計特 出生率（total fertility rate, TFR）の

的 下が た 図１A F 、 ・ ・ セア ア らびに ア ア諸国の主要

国 を 、1960 年代 の出生率の長期的推移を したもので る で 、2000
年代 での推移を概 し、2000 年 の近年の動向について 次 で し る  

ーロ パ諸国 ４つの地域に分けて代表的 国 の出生率を いた（図１A F） 中・

諸国（図１A） 、TFR が２を 、2.5 3 のレベルに る地域も か た 1960 年代

から、1970 年 でに２ 後のレベル で 下し、 の後 1990 年代 で 長

の で いに推移していた しかし、1990 年代に入ると出生率 再び大 下し、

1.5 を 出生率に 後、2000 年 から 回 基調に る  
諸国（図１B） 、1960 年代後 に一 に出生率が 下して、1970 年代に 1.5 2

未 のレベル で 下した の地域 、比較的 い出生率を した ランス イ

スと、1.5 を るレベル で 下してい た主に イ の国 （ イ ースト ア）

で動 が異 る ランス イ スで TFR２未 で るものの比較的 い で長

出生率が いと 、2000 年代に入ると 転 した ランスで 一時 TFR２の

に した とも た 一方、 イ ースト ア 出生率が 下してい 、TFR1.5
を る が長 いたが、 いレベル がらも 2000 年代 転 の動 を て

いる

諸国（図１C） 、 ーロ パの中で 出生率の 下時期が 、TFR2.5 後の時

期が 1970 年代後 で いた後、おもに 1980 年 後から出生率が に 下し、1990
年代に 1.5 を る 出生力地域と た しかし、 い がらも 2000 年代

出生率の回 向を た

諸国（図１D） 、 諸国と 1960 年代後 に一 に出生率が 下した

の後、デンマークで一時的に 1.5 を た 、スウ ーデンの「ローラーコースター」と

れるよ 波 つ TFR の動向が た したものの、概 1.5 2 の間で推移した 2000
年代に 出生率回 の 向を 、TFR２に近い で出生率 転 した  

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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・ セア ア諸国（図１E） 、1960 年代 TFR3.5 を る い の出生率で

たが、 の後 下し、1970 年代 に ア で TFR1.5 2 未 の で

いと た 1.5 の近 で出生率が下が て の いと たが、ア

1980 年代に 転 し、２を る を 2000 年代後 で した セア

ア諸国 TFR２ 後のレベルで 下が 、 の後 いで推移した  
 ア ア諸国（図１F）を ると、日本 1960 年代に すでに TFR２のレベル で出生率

が 下していた の後、日本 1970 年代 から らに出生率が 減してい 、1990
年代に 1.5 を 、2005 年の 1.26 で下が たが、 れを として の後 転 を

た 国・ ・シン ポール 、1960 年代 の TFR６ 後の い出生率から

に 下し、1970 年代後 に シン ポールが２を 、1980 年代 に 国と が２を

た の 国 、2000 年 に 先行して出生率が 下していた日本も 、TFR
１を る を する 、出生率の 下に めがかか てい い 中国 、

国・ ・シン ポールと比較すると出生率の 下がも 少し かに進 が、1990 年

代 に TFR２を る で 下し、 の後 1.5 2 未 のレベルで推移している

た し、中国の TFR に 諸 、 も 発表で 1.8 で るが、実 1.2
で 下している 性も る 中国の 合 、長年一人 子政策を行 て政府が 人の

産 を していた とも 、 情が特 で る 2015 年に 、 年から ての夫

婦に 2 人目の出産を める とを める 、一人 子政策 和 れて てお 、近年、

出生数が び 中で 的 「 」も近いと れている 後、 国のよ に 力

による子 も数の が い 態と た後に、 のよ 出生率を すのか 目 れる

と で る  
 

図１A 中・ 諸国 図１B  諸国 
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図１C 諸国 図１D 諸国 

  
 

図１E ・ セア ア諸国 図１F ア ア諸国 

  
資料：OECD Family Database（https://www.oecd.org/els/family/database.htm）よ 成（
・シン ポールを ） 2019 年 ランス・デンマーク・ ルウ ー・スウ ーデン・ ュ

ー ーラン ・ 国 OECD Family Database、 の の ーロ パ諸国 Eurostat Database
（https://ec.europa.eu/eurostat/web/main/data/database）、日本 人口動態統計 2020 年
国統計 の 表データで、 国・ ン ー・ ランス 定値 の 2015 年 でのデータ

Human Fertility Database（Max Planck Institute for Demographic Research (Germany) 
and Vienna Institute of Demography (Austria). Available at www.humanfertility.org (data 
downloaded on 15/4/2021)）、2015 年 内政部統計
（https://eng.stat.gov.tw/ct.asp?xItem=41871&ctNode=6339&mp=5） シン ポール 1960

2020 年 です てシン ポール統計 データ  
 
 れ で て た国 について、2000 年 の出生率の推移がわか すいよ

に ラ 化したのが図２A F で る で 地域別で 、1960 年代 の出生率

の推移の特 で ルー ン した 図２A C 2000 年代 でに 的に TFR が 1.5 を下

回 ていた 少子化国、図２D F TFR1.5 を 回る で出生率が推移していた 少子

化国について、2000 年 の TFR 推移を いている  
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 少子化国の近年の TFR の動向を ると、 国・ ・シン ポールに られる「 下

」（図２A）、ス イン・イタ ア・ シ ・日本に られる「一時 ・再 下 」

（図２B）、 ースト ア・ イ ・ ン ー・ ル ア・ポーラン ・ロシアに ら

れる「 」（図２C）の３タイプに分かれる  
 国・シン ポール 2000 年代に入 ても 下が 、い た TFR1.2 近 で い

に たが、2010 年代後 から 再び 下基調に た 国 2018 年 、３年

で TFR が１を る が いている 2010 年 で大 出生率を 下 た後、

一時 １.2 に近いレベル で が たが、2010 年代後 に 再び 下 向に る  
 諸国と日本で 、2000 年代に TFR が 基調に たものの、 の後再び 下し、

2000 年代 と のレベルに てし た 「一時 ・再 下 」と る

諸国で 、2000 年代に 的に TFR の が られ、2010 年 に 1.4 1.5 のレベルに

で したが、 の 向 か 、再び 下した 日本 動 が れているが、

諸国よ TFR の が 、一時 も 2010 年代 で いたが、2010 年代後

下基調に転 た 2019 年の 値 2000 年と 1.36 で る た 、日本の

合、TFR の 値と た 2005 年の値よ 近年の出生率 、「 下」の動

定的で い 出生率が山を いて再び 下し、 で推移する に入るか、

次に るよ に るか 後の動 による  
 少子化国でも出生率の 基調が している国 も る 2000 年代 と 2010 年

代後 を比較したと に、 る の増減 ても、近年の出生率レベルが 2000 年代

を に 回 ている ループで る ースト ア・ イ の イ 諸国、

ン ー・ ル ア・ポーラン ・ロシアの中・ 諸国が する 2000 年 TFR
が 1.2 1.4 の間に たが、 の後 概 基調が いてお 、2010 年代 も TFR1.4

1.6 の間に る  
 少子化国で 、2000 年代に出生率が回 いし いで推移した後、2010 年代に

み再び 下している 図２D 、2010 年 後 で出生率が回 した と 下し め、2010
年代後 に 1.5 を るレベル で TFR が した国 で る の ンラン 、 ル

ウ ーと が する 特に ンラン の 下 で、2010 年に 1.87 で た

TFR が 2019 年に 1.35 で 下し、2020 年に 9 年 に 1.37 へと回 を た  
 図２E 、2000 年代に出生率が回 し、2010 年 を ークに再び出生率が 下したが、

2020 年時点で TFR1.6 を 回るレベルを している国 で る ュー ーラン ・

ーストラ アの セア ア諸国、イ ス・ ランスの 諸国、デンマーク・スウ ー

デンの 諸国が れる れらの国 で 、2010 年代に入ると TFR が一 に 下基

調に入 、 ランス 外 1.7 を るレベル で ている 少子化国の中でも、

の イ ・ ン ー・ ル ア・ロシア い れも TFR1.5 を る を し

てお （図２C）、 れらの国 との差が ている  
 少子化国の 後の ループ 「 い・再 下 」で る 中国 出生率が を
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けるとい イレ ュラー 動 をしてお 、タイトルと 異 る動 が に めて

ラ 化した ア 2000 2009 年 で TFR２を る に たが、2010 年に T
を た後 下が 、2020 年に 1.64（ 定値）と た ラン も、2000 年代

1.7 1.8 の で推移していたが、 の後 下基調と 、2019 年に 1.57 と た

ラン の の出生率レベル 、 少子化国の中の の国 と レベルで る  
 

図２A 少子化国： 下  図２B 少子化国：一時 ・再 下  

  

 
図２C 少子化国：  図２D 少子化国：一時 ・再 下  

（TFR1.5 未 ） 
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図２E 少子化国：一時 ・再 下  

（TFR1.5 ） 
図２F 少子化国： い・再 下  

  
資料：図１に  

 
 本 で た国 について、2000 年代 の 近 20 年 の出生率の動 を概

すると、 少子化国で 出生率の 下に めがかから いか、一時 したものの 1.5
を る と して 少子化の 態から け出 い国 と、出生率が 的に

基調に 少子化国の一部の国 と出生率レベルが めた国 に分かれている

一方、 少子化国で 2010 年 後を ークに み出生率が 下した 近年 TFR1.6
1.7 のレベルに しつつ 、1.5 を る で出生率が 国 も出て てい

る 少子化国の出生率レベル 国と、 少子化国の出生率レベル下 国 入 る

と ている  
 した動 から 、 換 を下回るレベルへ 的に出生率が 下すると、も

換 へと出生率が回 するの に し 、比較的少子化のレベルが か 国

でも 1.6 1.7 に してい 流れが るよ に る 一方で、 少子化国で 、

TFR1.5 未 にと る国 が いが、1.5 を るレベルに回 して た国 も 、1.5
未 の TFR を長期に経 した社会でも、1.5 1.6 のレベル で す と で

いとい る た 、TFR1.5 を る が の らい長 いたのか、 た、 いとい

ても のレベル で 下したのかとい 要因も TFR が 1.5 に回 するか かに大

関わるとみられる １ 後の レベルに で TFR が ア ア諸国が、

後 で出生率を る とがで るか 未 数で る  
れ れの国で、 のレベルの出生率と ている で が、 の
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として 、 換 下への出生力 下が晩産化によ て推進 れたもので 、

の国で 30 代の出生率が ークで る構造に ている と、無子 1 人しか子

もを た い とが社会的に れ、 るい 経済的に を い が つつ

、無子化、少子化が が ている とが られるので いかと考 られる  
 
２ 主要先進諸国の出生意欲の の動向 
 
 TFR 、人口動態統計から られる出生データと異 、出生意欲の のデータ

社会調査からしか られ い 国で した文 で調査が れているわけでも 、

果報告 から年 関係を た集計 果を るの しい 比較 、 て

の調査で 票データを入 して特別集計を行わ い で る で、本 で 、

おもに出生意欲を調 ている調査の 表集計データ 、出生意欲について た研究論文

のデータから、先進諸国の近年の出生意欲について、 の の動向を た ア

について 、1972 2018 年の General Social Survey の 票データを集計した  
 ーロ パについて 、出生意欲の の長期的変化に関するも とも 的 研究と

して、Sobotka and Beaujouan（2014）が る の研究で 、1979 年 2012 年の期間

について、世 値 調査（World Value Survey, WVS）、 ーロ パ 値 調査（European 
Values Study, EVS）、国際社会調査（International Social Survey, ISSP）、 ーロ ロ

ーター調査（Eurobarometer (EB) Survey） のクロスセクション調査データを 集し、

18 49 女性の平 理 子 も数の時系 変化を国別に とめている での理 子

も数 、「 人の理 子 も数（personal ideal number of children）」で 、「一

的 社会 としての理 子 も数（general ideal number of children）」で る 論文の

本 Population and Development Review に れたが、EURREP 1に ンライ

ン 表４として クセル イルで 国の データが れている 2  
 本 で ている ーロ パ 国について、Sobotka and Beaujouan（2014）の 表４

から 1981 年・1990 年の EVS、2001・2006・2011 年の ーロ ロ ーターの平 理 子

も数と理 子 数が 0 1 人の無子・少子志向者 合の推移を ラ 化したのが図３A
D で る 一定のサンプル数を 保するため、15 49 の女性について集計が行われてい

る  
 図３A の中・ 諸国の理 子 も数を ると、近年 出生意欲 減しているが、平

で 2 人 の している 理 子 も数 0 1 人の 合で 、ポーラン 、 ン

ーで増加してお 、2011 年に 1 を た  
 図３B の 諸国 、時系 でみて出生意欲 下 向に る シ れでも比較

1 2012 17 年の 5 年間に行われた Fertility, reproduction and population change in 21st 
century Europe プロ クトの  
2 所の URL 、http://www.eurrep.org/two-is-best-pdr/ 
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的 い で推移しているが、ス イン 2011 年に 2.07 人で、イタ ア 2011 年に 1.95
人と 2 人を ている 理 子 も数 0 1 人の 合 の国でも増加 向に るが、イタ

アの推移が特 的で、2000 年 で無子 1 子を理 とする女性 10 未 で たに

もかかわら 、2006 年に 18.7 と 10 パーセントポイントも し、2011 年調査で 2
を た  
 

 

 
 図３C の 諸国 、 3 か国が 少子化国、 3 か国が 少子化国と るが、 ース

ト アと イ 地域について 、平 理 子 も数が の年次で 2 人を ている

の地域 出生力が いが、出生意欲も い イ ースト ア イ 地域よ

図３A 平 理 子 も数の推移： 
中・ 諸国 

図３B 理 子 も数 0 1 人の 合： 
中・ 諸国 

  

図３C 平 理 子 も数の推移： 
諸国 

図３D 理 子 も数 0 1 人の 合： 
諸国 
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出生意欲の 、平 で 2 人 を している た 、理 子 も数の推移

について ると、 下 向に 、2000 年 を として小 がら回 向に ると

もい る れと 応するよ に、理 子 も数 0 1 人の女性の 合も、2000 年 で

増していたが、 の後 下している れらの国 で 、出生率の が いている

が、出生意欲の でも回 している 子が られる  
一方、 ランス・ ラン ・イ スについて 、近年に る 平 理 子 も数

減（ ランス・ ラン ） いし い（イ ス）で推移しているが、2011 年時点で

も 2.3 人 の比較的 い を保 ている れらの国 で 、理 子 も数 0 1 人の

女性の 合 もともと で たが、時系 でみると に増加している  
 
図３E 平 理 子 も数の推移： 諸国 

 
 
図３F 理 子 も数 0 1 人の 合： 諸国 

 
 
 図３D の 諸国について 、出生意欲の おお いで、 下 向 られ
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い の ーロ パ諸国と比 ても出生意欲 、2011 年時点でも平 で 2.3 2.5 人

の理 子 も数を している た、理 子 も数 0 1 人の無子 いし少子志向の女性

もおお 5 未 と少 い た 、 ンラン とスウ ーデンで 、理 子 も数 0
1 人の女性 合が、2011 年調査で ンラン 8 、スウ ーデン 6.5 に した  
 
図３G 平 理 子 も数の推移： 諸国 

 
 
図３H 理 子 も数 0 1 人の 合： 諸国 

 
資料：Sobotka and Beaujouan (2014) online Appendix 4. 
 
 ア の出生意欲の動向について 、1972 年から いている General Social Survey3

のデータを用いて 察した の調査 1972 2018 年の期間に行われた 調査回のデータ

を してお 、本 でも GSS ウ サイトから ウンロー した 票データ

イルを用いて集計を行 た  

3 シ 大学の社会調査 関 NORC（National Opinion Research Center）が 1972 年から

実 している社会調査（https://gss.norc.org/）  
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 18 49 の女性の平 理 子 も数と理 子 も数 0 1 人の女性の 合について集計

を行 たのが図４で る 平 理 子 も数の推移を ると、1972 年の 2.86 人から 1970
年代後 に 2.5 人 と 、 の後 し ら の で推移した 1990 年代に再び

下して 2.3 人 で下が たが、 の後 回 して近年 2.6 人 の に る 理

子 も数が 0 1 人の無子・少子志向の女性の 合 一 して 、おお 5 未 の

で推移している  
 ア の出生意欲の推移に関する 近の研究で 、2006 2017 年の National Survey 
of Family Growth のデータを用い、15 44 男女の「 定子 も数」（ 子 も数と

加 定子 も数の合計）のデータを分析した Hartnett and Gemmill（2020）が る の

論文で 、平 定子 も数 2006 10 年の 2.26 人から 2013 2017 年の 2.16 人へわ

かに 下したが、人口のサ ループ別に ると 年 での平 値の 下 無子志向（理

子 も数 0 人）の増加が大 い と、 スパ ク系女性で小 志向が ている

ととい た特 的 動 がみられる とを らかにしている  
 
図４ 平 理 子 も数と理 子 も数 0 1 人の 合の推移：ア  

 
：集計 18 49 の男女および に 定した男女「 しい け（As many as want）」

との回 数値が特定で いため、 とともに 外して 出した  
資料：GGS 票データ  
 
 図５ 国の 女性の理 子 も数データを している 国の 女性の間で

、長ら 2.2 人 の平 理 子 も数が れて たが、2015 年 平 値が 2
人を る 下 向を している 2015 年と 2018 年のデータ 、49 での 女

性を として集計しているが、一 に理 子 も数 年長者の が い 向に るた

め、 の変 し 平 値を し る が、実際の平 値 下した しかも

の 2018 年の調査で 年 で平 が 2 人を てお （ 値が 25 未 で 1.57 人、
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値 45 49 で 1.95 人）、理 子 も数 0 1 人の 合も 23.3 に している（ 国

保健社会研究院 2018、p.161、表 5 40） 理 0 人 2.1 と に少 いが、理 1 人

が 21.2 とか い 国で 社会 での出生意欲が大 下しているとみてよ

で る しかも、20 代を ると理 子 も数 1 人とい 回 が 3 を め、 の

い世代の出生意欲 いとい る  
 
図５ 平 理 子 も数と理 子 も数 0 1 人の 合の推移： 国 

 
：1982 2009 年 15 44 の 女性、2012 年 20 44 の 婚女性、2015・2018

年 15 49 の 女性が集計  
資料： 国保健社会研究院（KIHASA）出生力および の健 と福祉に関する 国調査 2006

18 年報告  
 
 図６ 日本の理 子 も数の推移について ラ 化している 用いたデータ 出生動

向基本調査 のもので 、 の調査で 「夫婦の理 子 も数」としてた た回 を

集しているが、夫婦調査票の回 者 で るため、 女性の意 をよ した

回 で る 日本で 、夫婦の平 理 子 も数 1982 92 年に 2.6 人 、1997 2002
年に 2.5 人 、2005 2010 年に 2.4 人 、 の 2015 年調査で 2.32 人と長期的に ると

減 向に る の 少子化国の出生意欲 に比 れ 比較的 いが、 者の意

で るため、 関係で女性の回 を た 合 も と い とが れる の

調査で 別 者調査を行い、 者に 「 子 も数」をた ている 夫婦の理

子 も数と 問文が異 るため 比較 で いが、2015 年の第 15 回調査で 、

18 34 未 の未婚女性の平 子 も数 2.02 人で た（国立社会保障・人口問題

研究所 2017、p.67）  
日本で 、理 子 も数が 0 1 人の夫婦の 合も、2000 年代に入ると て てお

、近年 7.5 で した お、18 34 の未婚女性の 子 も数で 、0 1 人

と回 した 合 第 15 回調査で 14.7%で た（国立社会保障・人口問題研究所 2017、
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p.68） 夫婦調査よ も未婚女性の無子・少子志向 いが、2000 年代 、12 15%の

で いに推移してお 、と わけ増加する動 が られているわけで い  
 
図６ 平 理 子 も数と理 子 も数 0 1 人の 合の推移：日本 

 
：集計 婚 士の夫婦（ 50 未 ）  

資料：国立社会保障・人口問題研究所（2017） 
 
 出生意欲の動 について、 を概 してみると、 るの 、 少子化国 少

子化国に比 て出生意欲の が いとい と しかし、 れでも と の国で

平 で 2 人 の理 子 も数を している 一方、2018 年から TFR が 1 を下回

けている 国の出生意欲をみると、 2015 年調査で「理 子 も数 0 1 人」の

女性 合が 増し、平 理 子 も数が 2 を る に た 本 で たデータ

女性のもので るため、 関係総数で 察すれ も と い値で る 性も い

の後、出生率も らに 下してい た とを考 ると、意 の で「子 も いら い

か、 ても 1 人でいい」とい 考 方が が た とが、実態の出生行動にも大 影

響を及 しているとみられる  
先進諸国で 、かつてのよ に が し 意図し い が 発する で

い 、人 が 人 らいの子 もを たいと考 ているか 、 る意 の社会の出

生力回 の を しているとい る Sobotka and Beaujouan（2014） 、 ーロ パ

域を ても、2 人 子 的で、10 人中 6 人の女性 理 子 も数を「2 人」と

ている とを らかにしている れ 実際の出生力レベルに関係 られる

で、本 で たア 日本でも、時系 で て 40 60 「理 子 も数 2 人」で

、 大 数を めていた た、 少子化国の中でも、出生意欲に回 向が られる

国 で 出生率が近年 的に していた 人 の子 も数に する意 の変化が
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に無子・少子志向に てい と、実態の出生行動も らに向か てい ため、少子化

の流れを変 るの に し ると考 られる  
 
３ 出生と出生意欲変動の  
 
 2000 年 後に 、出生率の 下に めがかか 、TFR1.5 2.0 の間にと た 少

子化国と、TFR が 1.5 を下回るレベルに で 下した 少子化国に分 れ、 者の差が

に したもの のかを分析する研究が に た（Brewster and Rindfuss 2000; 
McDonald2000; Ahn and Mira 2002; Kohler et al. 2002; Castles 2003; Rindfuss et al. 
2003; Adserá 2004; Kögel 2004; Engelhardt et al. 2004; Billari and Kohler 2004; 山口 
2009： 2011） の時期の研究を概 すると、 ・婚外子が が （ 婚

成の 化）、 政策の けを て夫婦 が に実 で るよ 国 で 出

生率 和・回 する一方、 内外の性 分業が で、 主義が い国 で

と の 立 、 婚の ー ルの から出生率が し けている 向が る

と分析 れていた  
の後、2010 年に向けて 国とも出生率が 基調に たが、2000 年 後 2010 年

代 に世 的 経済の 後 で る「大 （Great Recession）」が 、 れを

として先進諸国の出生率の回 が したので いかとい 論が た

の 後 の時期に た経済構造の変化によ 経済的 実性が増し、 婚

出産が れたとする研究が れている（Sobotka et al. 2011; Goldstein et al. 
2013; Schneider 2015; Seltzer 2019; Matysiak et al. 2021） として、 市 の

実性 者の間でよ とが 、 婚・出生行動に大 マイ スの影響を

ている 一方で、出生意欲に する「大 」の影響について 、 計の経済 の 化

人 の出生意欲 に 影響し いが、 の実 性の 実性が るとい た分析が

れている（Testa & Gietel-Basten 2014）  
れ で、先進諸国の出生力 下について 、「先 転換（postponement transition）」

（Kohler et al. 2002）といわれる晩産化の進行が した大 因で ると れるが、

の として 学歴化、 年 の経済 態の 化、女性の 力率の と ン

ー 命、パート ーシ プの 化、 婚・ 意 の変化が の研究で指

れて た（Balbo et al. 2013; 岩澤 2015; Sobotka 2017a） して比較的出生率の 下が

かで た 、出生率を回 た した国 で 、 政策の 果が出ている と

がわか て てお 、特に保育サービス の増加 、 と の 立 策、

方の 及 用・ 政策分 の 策が出生行動と女性の就業との間の 関を

和し、出生力にポ 影響を る とが 出 れて ている（Thévenon and 
Gauthier 2011; Luci-Greulichand Thévenon 2013 Gauthier 2016）  

た、 国、 、シン ポール の ア ア諸国の一部が 出生率 下と を
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い 出生率に でいる とが世 的に 目を集めているが、 のよ

晩産化 要因が れらの国 でも 用しつつ、 らに「子 もの教育」とい

要因が大 を果たしている とが指 れている 「子 もへの教育 資」への 担

が出生意欲 出生行動を しているとい 問題で る（Tan et al. 2016 山田 2013
 2015 Jones 2019） 的 担 けで 、子 もに い学歴をつけ るため

に、親の「 力」が 大に められ、 の 理的 担も に大 い の「 ート教

育 」とい 要因 ア ア特 の少子化要因として 後 ら る 目を集めるものと考

られる  
出生意欲の動向について 、 の国で 下 向が られるものの、出生力のレベルに

かかわら 平 で理 子 も数が２人 を している ースが い 、 ラス

ク 変動 られてい い の「２人」とい ラインが れる理 について 、「男

女 と つ欲しい」とい 子 もの性別に するミ クス 、一人 子 か

れて育つ、 中 的に る よ いとい 値 、第１子に いを たい

とい 考 、 一子 もが亡 ても、も と るよ ２人 保したいとい 戦

、社会 への 応 が ると れる（Sobotka and Beaujouan 2014） しかし、本

で た 国で 、生 年 に る 女性の理 子 も数が平 で 2 人を 、

子 も 1 人で いとする意 が 女性の２ を める（ い世代で ３ を

める） 、 れ で の国でも られ か た「出生意欲の下 値を み た 下」

とも る 態が出 している た、1960 年代 生 れの人 の間で無子が が て

いる と すでに らかに てお （Miettinen et al. 2015; Sobotka 2017b; 守泉 2019）、
の大 が未婚化 晩産化に 「意図し い無子」で るが、「子 も いら

い」と考 る人 も少し つ増加している  
れ で る い出生意欲が れ、「理 子 も数 2 人」の下 ラインも

に たが、 実の出生力が 換 を下回る少子化 態と て数 年が経 し、 い世

代 無子の人 子 も数が 1 人の プルもめ らし い中で育 て ている れ

に加 、長時間 性の い 、 の い 用の拡大 用

の 化、 い ン ー平 、 統的 性 分業を基 とした 婚 の 、子

育ての い経済的・ 理的 担 の要因が ると、出生意欲も２人のラインを み

て 下する スクが ると る  
 
４ とめ 

1960 年代からの先進主要諸国の出生率の推移を ると、2000 年 でに TFR1.5 を 回

る出生率で下 た 少子化国と、1.5 を下回 て行 た 少子化国に 分 れていた

が、 の後、2000 年代に入ると の国で出生率が した しかし、 少子化国で 、

トレン が いた国も少数 がら られるものの、2010 年代に再び 2000 年 のレ

ベル で るか、 も も 2000 年代から一 して出生率が 下し けた国も 、動向が
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分かれている  
少子化国で 、2010 年 後の TFR を ークに近年 み出生率を 下 ていた

れでも 1.6 1.7 を しているが、1.5 のラインも下回る出生率と た国も

出 している 先進諸国で 換 を下回る出生率と た 因 晩産化で 、 の晩

産化 学歴化、 年 の経済 態の 化、女性 力率の と ン ー 命、パー

ト ーシ プ 婚・ 意 の 化がもたらしたが、 政策で れらの出生

力への の影響を成 に 和しても、TFR 1.6 1.7 を するのが の

かもしれ い とすれ 、ポスト出生力転換社会の行 先 際 い人口減少

社会で る  
先進諸国で 方法が 及し、 意図し い か の 率で と

がで る ると、人 らが する出生数を として出生行動をコントロー

ルする とに る れ で、 と の国で 少 とも子 も 2 人 欲しいと考

る人 が 大 数を めていたが、近年 に無子 少子（子 も数１人）が理 で

る人 の 合が増 、 らに理 子 も数が 2 を下回る国も出 し めている 出生意

欲 実際の出生行動に い影響を るため、 後、先進諸国の出生意欲 が のよ

に動 か 、ポスト出生力転換社会の未来を す でも 用 資料と る  
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市区町村マクロデータを用いたクラスター分析と出生力に差異をもたらす の特定 

・ 木貴  

問題意識：近年、子育て と出生力の関係について政 的関心が高まっており、政

変数と出生行動との関係を検証する なミクロ デル分析が んできた。しかし、ミク

ロ デルでは子どもを み育てるとったライフコース全 にわたって政 が する

な を 分に表現できない。同時に、子育て に いをもたらす 効果も考慮する

必要が指摘されている。 

目的：出生行動は個人や夫婦の 性や意 だけでなく、個人や夫婦を り く社会経済

ス や人口構 などのマクロ にも規定される。そこで本研究では、市区町村マク

ロデータを用いて地域の人口 ー および子育て の類型化を試み、当該地域の出生

力との関係を した。 

データ：市区町村の出生力指 に関しては人口動態統計および国勢調査の人口・ 関

係構 のデータを用いて推計し、人口 ー 、子育て については、国勢調査や

行政 ープンデータを加 した指 を用いた。人口 ー については、人口密度や高

化指 、人口流出 に加え、 ン ー 平 を示す 性の 力 加率、 族の結び

つきを示す家族 ス の 面を する。子育て については、今日の子育て

が、経済的 、育 業などの 立 、保育サー スの提供を中心に拡 しているこ

とから、経済 、 き方に関する 、保育サー スの に着目した。 

方法：出生力指 については、間接 準化法により めた市区町村別の合計（特 ）出

生率に加え、地域の相対結婚力指数、相対夫婦出生力指 （ ほか 2019）を用いる。

政 効果についてはコン クストの役割に着目したい。そのために、同 の人口 ー

、子育て をクラスター分析によって類型化することを試みる。最後に人口 ー

・子育て 類型と出生力指 との関係を する。

結 ： 性の 力率が高いこと 体は夫婦出生とマイ スの関係を示しているが、

のバランス良い 時間、育 業の 及、保育 の利用が、その関係を 和している

が示唆される。出生数へのインパクトとしては、性別分業特性のある人口の い大都

市近郊などでの今後の社会変化が重要であるとみられる。 

． 背景 

先 国地域では、様々な形で子育て が じられているが、とりわけ少子化が

で人口 少に結びついている国においては、どのような子育て が出生 に結びつ

くのかが、大きな政 的関心 となっている。それに えるべく、学 域でも数 くの

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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調査研究が蓄積されてきた。総じて、出生力に影響を与える要因の特定、とりわけ政 効

果を把握することは しいが、主に経済学分 においては、ミクロ デルの 化やパ

ルデータの活用によって、因果関係を特定する試みが んでいる（山口 2009, 口ほか 

2016）。一方で、ミクロ デル分析という 組みでは、政 の効果を 分に えきれ

ないとの指摘もある。家族政 と出生力の関係にくわしい Thévenonは、政 は個別の政

が加 的に影響するというより、いくつかの政 が組み合わさって出生行動に影響する

ことや、組み合わせの いでも影響が異なること、そしてその社会の歴 や 化など、

によっても影響が異なることを指摘する（Thévenon  2016）。例えば Rindfussらは、分

析に用いた国における出生力の いを説明する重要なコン クストとして、政府の 育コ

スト 以外にも、 市場の 性や結婚と出 の結びつきの度合い、 ン ー均

、 育 ス 、住 市場が重要であるこよに着目している(Rindfuss and Choe 

2016)。このような指摘は、どのような対 が子育て を 和し出生行動を する効

果をもたらすかを理 するためには、その個人がうける だけでなく、その個人をとり

まく社会 についても関心を せる必要があることを示唆する。 

こうした問題関心は、 は 2010 年代後半以降の日本の子育て の とも 和性

が高い。2014年の日本 成会 による「成長を続ける二一世 のために『ストップ少子

化・地方 』」（ 、 田 ポート）では地方 治体の 続可能性に関心が せら

れた。そして、同年「まち・ と・し と 生本部」が発 し、その後、 市区町村は

「まち・ と・し と 生長期 ン」「まち・ と・し と 生総合 」を 定

し、地方の人口 少の 和と地方 生のための り組みを めている。総合 では「若

い世代の結婚・出 ・子育ての をかなえる」という目 が られ、少子化対 は

「地域 プローチ」という 組みの中で、地方 治体が当該地域のデータなどを 集し

することで、効率的に当該地域の課題を把握し、少子化対 に り組むことが められ

ている。 

このように地方 治体がデータに基づき課題を り、必要な対 を効率的に める 組

みは いつつあるが、現 には のデータが有 的に結びつけられているとは限らな

い。本研究は、こうした地方 治体における少子化に対する り組みをさらに効果的に

めるための一 とすべく、少子化に関わる社会の と出生力との関係に着目する。 

 

． ・ に着目する研究と本研究の特徴 

 

 子育て に関するマクロ変数と出生力の関係に着目した先行研究は少なくないが、そ

の くは国や行政単位のマクロを比較して している(Rindfuss and Choe 2016, 中村

2016, 山内 2016, 加 2017)。しかし、行政単位といっても、人口の規模が大きく いす

る場合がある。例えば、国、都道府県と行政 ベルとしては異なる ル ーと 道

であるが、 ル ーは人口 5,200万(2015年)、 道は人口 5,382万(2015年)と人口
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規模という観点からは類 していることがわかる。この場合、子育て について ル

ーと日本を比較するより、 ル ーと 道を比較した方が、有効な対 のための課

題が するかもしれない。また、行政単位は必ずしも家族に関わる地域 化の区分とは

一 せず、むし 行政区分を超えた家族 ス の地域性の重要性を指摘するものもある

(Kato 2013)。 

つまり行政区域よりも、その地域に住む人々に影響を与える条件がある 度 する地

域を特定し、その いを比較するような デルが必要であると考える。その場合、ある

度の との効果を推定する 夫として、地域効果の非定 性を考慮した地理的加重回

帰の活用（鎌田・ 2009)や、 数の地域 ベルで効果を把握できるマルチ ベル デ

ルの活用が試みられている(鎌田 2013, Harknett et al. 2014)。本研究では、こうした

デル での 間の分類と言うよりも、同 な社会経済条件を有する具体的な地域の特定

が有用であると考えて、市区町村を社会生活に関わる様々な 変 を用いたクラスター分

析によって分類することを試みる。 

の研究の二つ目の限 は、出生力に関心がある場合、マクロ変数としては都道府県

や市区町村の合計出生率が利用されていることである。子育て の結果変数としての出

生力をとらえたいとき、結婚力にも依 する合計出生率 TFRはかならずしも適 ではな

い。そこで らかの形で結婚した夫婦の出生力を反映する指 が必要となる。夫婦出生力

に関する指 には、相対有 出生率指 が提 されている（Coale and Watkins 1986, 

小池 2010)。これらの指 は年 別出生数と年 別 性人口、年 別 性有 人口を用

いた 定が必要となる。本研究では合計出生率を 生 年 性有 率で統制して め

る相対夫婦出生力（ ほか 2019）（後 ）を利用する。 

本研究は、前半でクラスター分析による市区町村の分類を行い、後半で、全国およびク

ラスター とに トカ である相対夫婦出生力を 変数とした重回帰分析を行い、係

数から 変 との関係を確認する。 

 

 

． 方法とデータ 

 

4.1 クラスター分析と 変  

クラスター分析は、今回用いる主に 2015 年の変数に のない市区町村(1,843)を用

い、非 型クラスター分析である k平均法により行う。 

クラスター分析に用いる 変 は、国勢調査や行政統計を中心に表 1に示した 15の変

数を用いる。地域コン クストに関連するものとして、今回は人口特性や のあり方、

ス にかかわるものと、子育て の経済面、時間面、サー ス面に関わる変数を

選んだ。前者は、Demenyが人口転 や家族 ス を特徴付ける要素として定義した

人口 ー （Demeny 2005）に関する変数にあたる。後者は子育て に関わる変数
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といえる。以下で 変数について説明する。また、これらの変数を市区町村別にデータを

集するが、2018年 3月時点での 域を用いている。 

 

(1)「人口密度(対数)(2015)」は 2015 年国勢調査による人口密度の対数である。 

(2)「高 化率(2015)」は 2015 年国勢調査による総人口に占める 65 以上人口の割合で

ある。 

(3)「流 超 率(2015) 」は 2015年国勢調査による当該総人口に対する転 ・転出数で

ある。 は転 超 、 は転出超 を示す。 

(4)「25-49 力率比( 性=1)(2015) 」は、2015 年国勢調査から得られる子育て

の年代と言える 25～49 の年 の の 力率について、 性 1に対する 性の比

率である。 性の 力率が相対的に 性よりも低いと、1を下回る。 

(5)「 業者にしめる「家 のほか 」割合(%)(有 性 35～39 )(2005)」も 2015

年国勢調査から める。(4)では き方にかかわらず 力を えるが、その が主で

はない、すなわち家計 的な き方が い場合、ここで える。 

(6)「30～39 性の大 者割合(2010) 」は、 育の に関する 目がある 2010年国

勢調査により 性の大学 業以上の割合を示す。 

(7)「30～39 大 者割合の 比( 性=1)(2010) 」は、2010年国勢調査による 別

の大 者割合の比をとり、 性 1に対する 性の比率を表す。高学歴化について、相対的

に 性が んでいない場合、 が 1を下回る。 

(8)「三世代世帯割合(2015) 」は 2015 年国勢調査から二人以上一 世帯に対する三世代

世帯の割合を示す。 

(9)「 調 平均課 所得(2015) 」は 2015年の総務省「市町村 課 等の調」よ

り得られる平均課 所得を「 者 地域差指数 」で調 し、生活水準を示す指 と

なっている。 

(10)「生活保 保 率(0～17 人口千対)(2015) 」は 2015年の 生 省「 保 者

調査」から 0-17 人口千対 0-17 人口の生活比保 者割合を出している。地域の子ども

の 指 となる。 

(11)「 性 間 業時間(2005) 」は、 業時間については 2005年国勢調査で表 されて

いるため、2005年国勢調査により 性の あたりの平均 業時間を得た。(12)「 性 間

業時間(2005) 」は 性についてである。 

(13)「25～39 有 性 業割合(2005) 」は 2005 年国勢調査より、子育て時期にあた

る有 性の 業者割合である。育 業 得者が い場合、この指 に反映されると

定し、育 業の 及指 とする。 

(14)「0～6 保育所利用割合(2015) 」は保育 利用の 及度合いを示すものとして、

生 省「保育所等関連 りまとめ」により、6 以下総人口に占める、6 以下

の保育 利用者の割合としている。 
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(15)「 し みに対する 率(2015)」は、 生 省「保育所等関連 りまと

め」から、 し み者に占める 者数の割合である。 

 

表 1 分析に使用する変数(市区町村 ベル統計指 ） 

 

 

 指 によっては全市区町村別に表 されず、都道府県、政令指定都市、中 市のみが表

されている場合がある。その場合は、政令指定都市、中 市をのぞいた都道府県指

を、都道府県下全域のその他の市区町村の指 としている。この点は分 が 小となる点

として留意する必要がある。 

 また GISデータは国 省の国 数 情報より「全国世 地系平成 30年」版を 得

した。市区町村数は 1902であるが、「日本の地域別将来推計人口（平成 30年推計）」（国立

社会保障・人口問題研究所）に合わせ 2018年 3月時点での市区町村 域および一部の政令

指定都市を区単位ではなく市単位となるデータ 1を用いるとともに、人口が少ない等でデー

タが い 治体を 外した結果 2、分析に使用する 治体は 1843となる。 

1 さいたま市、相模原市、新潟市、静岡市、 市、堺市、岡山市、 本市は市単位とな

る。 
2 村、 村、留 別村、留別村、 村、 村、 村、 葉町、 岡町、大

指 データ ース

相対夫婦出生力指
間接 準化合計出生率 を 性有

率で統制

出生力
合計出生率（都道府県を 準とした間接
準化）

結婚力 ～ 性有 率（相対結婚力指 ）

人口密度 対数 総務省「国勢調査」

高 化率 総務省「国勢調査」

流 超 率 総務省「国勢調査」

力率比 性 総務省「国勢調査」

業者にしめる「家 のほか 」割合
有 性 ～

総務省「国勢調査」

～ 性の大 者割合 総務省「国勢調査」

～ 大 者割合の 比 性
=1)(2010)

総務省「国勢調査」

家族 ス 三世代世帯割合 総務省「国勢調査」

調 平均課 所得
総務省「市町村 課 等の調」「 者

地域差指数 」

生活保 保 率 ～ 人口千対 生 省「 保 者調査」

性 間 業時間 総務省「国勢調査」

性 間 業時間 総務省「国勢調査」

～ 有 性 業割合 総務省「国勢調査」

～ 保育所利用割合
生 省「保育所等関連 りまと

め」、総務省「国勢調査」

し みに対する 率 生 省「保育所等関連 りまとめ」

経済

業制度

保育サー ス

変数

夫婦出生力

説
明
変
数

人
口

ー

高 化・人口 少

ン ー 平

子
育
て

結
果
変
数

考

生 省「人口動態統計」 出生数）、総務
省「国勢調査」（ 性 関係別人口）、日

本版 データベース（ 性人口）
ほか
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4.2 夫婦出生力指  

トカ は夫婦出生力である。これはまず都道府県別年 別出生率を用いた間接 準

化法により市区町村の合計出生率を める。 

準となる都道府県を I、含まれる市区町村を iとし、年 を xとすると、 

 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑥𝑥𝑖𝑖 = 𝑐𝑐𝑖𝑖 × 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝑥𝑥𝐼𝐼  ただし, 𝑐𝑐𝑖𝑖 = 𝐵𝐵𝑖𝑖

∑ � 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐵𝐵𝐴𝐴𝑥𝑥𝐼𝐼5 × 𝑃𝑃𝑥𝑥
𝑖𝑖,𝐹𝐹

5 �44
𝑛𝑛=15

 

 

ここで ASBR は年 別出生率、cは 準化比（水準調 係数、スケール フ クター）、Bは

出生数、Pは人口（Fは 性）となる。対象地域の合計出生率は 

 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖 = 𝑐𝑐𝑖𝑖 × 𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝐼𝐼 

 

と表すことができる（Giannakouris 2010）。なお、今回の市区町村別出生率の年 別指

は、年 5 別に 出した。なお、間接 準化によって推定された TFRには、人口の少

ない地域において外れ が する。15～49 性人口 1,000人 の 治体における TFR

の 2 準 差(2 )の上限と下限は 2.641と 0.395であった。そこで、この を超える

治体の TFRはこの上限 あるいは下限 とし、推定に用いた。 定されたのは 16市区町村

であった。 

 合計出生率には 婚化による有 性が少ない要因と、結婚後の夫婦の出生行動の要

因がともに反映されている。夫婦の子育て と出生力の関係などを調べたい場合は、

関係構 による要因を統制した出生力指 の 出が不可 である。そこで、ここでは合計出

生率 TFRが、夫婦出生力と有 構 とその効果係数で まる デルを考え、 関係構

を統制した夫婦の出生力指 の 出を試みる。 

 市区町村𝑖𝑖の合計出生率 TFRiに関する以下の デルを考える。 

 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖 = 𝑀𝑀𝑇𝑇 ∙ �𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�𝛽𝛽 ∙ 𝜐𝜐𝑖𝑖 

 

ここで、MFは「基準結婚出生力 (base marital fertility)」である。PMは「有効有

率(effective proportion married)」であり、ここでは比較的出生率が高い 20～39 性

の有 率の平均 (PM20-39)を用いる。 は「有 率効果係数(coefficient of proportion 

married)」であり、有 率がどの 度出生率に影響するかを示す。 は出生力を変動さ

せる市区町村 有の指数で、相対夫婦出生力指数(relative marital fertility index)で

町、 葉町、 江町、 村、 村、利 村、 村、 村、 町、三

村、 村はデータがなく分析から 外している。 
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ある。𝜐𝜐𝑖𝑖 = exp(𝑢𝑢𝑖𝑖)とすると、 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖 = 𝑀𝑀𝑇𝑇 ∙ �𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�𝛽𝛽 ∙ exp(𝑢𝑢𝑖𝑖) 

 

𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖 = exp�log(𝑀𝑀𝑇𝑇) + 𝛽𝛽 ∙ log�𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�+ 𝑢𝑢𝑖𝑖� 

 

と表せる。対数をとることにより 

 

log(𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖) = log(𝑀𝑀𝑇𝑇) + 𝛽𝛽 ∙ log�𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�+ 𝑢𝑢𝑖𝑖 

 

となり、対数 型 デルになる。u iを いた デルの定数 log(MF)および傾き を市区町

村 i の TFRiおよび 20～39 性有 率 PM20-39iを使い最小二 法によって める。2015

年の市区町村データから推定した結果、log(MF)は-3.639、 は 1.056 と推定された。 

 

log(𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖) = −3.539 + 1.056 ∙ log�𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�+ 𝑢𝑢𝑖𝑖 

 

 さらに、全国 ベルの有 率が 43.8%である場合、全国 ベルの有 率 因出生力（結

婚力）は 0.353 となる。この全国結婚力を分離して、市区町村の結婚力を相対指 とする

と、下記の となり、 

 

log(𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴𝑖𝑖) = 0.353 + 𝛥𝛥log�𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴|𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�+ 𝑢𝑢𝑖𝑖 

 

辺 2 目の𝛥𝛥log�𝑇𝑇𝑇𝑇𝐴𝐴|𝑃𝑃𝑀𝑀𝑖𝑖
20−39�が相対結婚力、3 目の uiが相対夫婦出生力となる。 

この デルにより、合計出生率は、全国平均を基準とした場合の、 いに 立な相対結

婚力指数と相対夫婦出生力指数に分 できる。本研究では トカ として、相対夫婦出

生力指数 exp(𝑢𝑢𝑖𝑖)= 𝜐𝜐𝑖𝑖を用いる。 

 

4.3 夫婦出生力の重回帰分析 

トカ の平均 がクラスター とにどのように異なるかを確認した後、全国および

クラスター とに、どのような (X)が夫婦出生力(Y)と関係するのかを重回帰 デルで

検証する。クラスターはある 度社会経済 化変数の ベルが近いと考えられる。そうし

た を同じくする 治体に限定した上で、その中の差異がどのような社会経済要因の

いで説明できるのかを確認する。全国データを使った デルの係数とクラスター とに行

った場合の係数の比較から、 による規定要因の変化を確認する。 

なお、 クラスターに含まれる市区町村の数にはばらつきがあり、 くない場合も

する。 トカ は夫婦出生力を示す相対夫婦出生力指数だけでなく、合計出生率、相対

結婚力指数（ 性有 率）についても 考として行う。 
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． クラスター分析の結果 

クラスター分析においては、分析目的に うクラスター数の設定が重要である。本研究

の目的は、地域の を する 域に分類することであるが、代 するものとして都道

府県や、都道府県をまとめた地域 ロックなどがある。日本の地域 ロックは地理学 分

では全国を 道地方、東 地方、関東地方、中部地方、近畿地方、中国・ 国地方、

地方、 地方の 8区分に分類したものが主に用いられている。一方で、総務省の

「地域別表 に関する イ ライン」（平成 31年 3月 28 日）によれば、 用 例が い

ものとして、 道、東 、関東、 、東 中部、近畿、中国、 国、 、 の

10区分が類型 Iとして提示されている。本研究は日本の地域性に関する分類の くが 8～

10 区分であったことを み、 的に 8～10のクラスター分析を行った後、地域特性の

がわかりやすい つのクラスター数を 用することとした。分類に使用した 変 のク

ラスター との平均 を表 に示した。 

 

表 2 全国およびクラスター別にみた 編 の平均  

  

1 2 3 4 5 6 7 8 9
市 町村 224 91 172 248 58 256 311 309 174 1,843

人口 人 3,284 464 657 2,615 1,607 943 9,207 6,861 468 26,106
人口 4.89 4.44 4.44 5.18 7.82 4.76 7.71 6.36 3.98 5.57
高 32.3 33.0 34.4 31.7 23.8 35.4 25.8 27.6 39.9 31.4

0.42 -3.59 -9.06 -2.05 41.04 -6.33 -14.74 -0.33 -1.22 -3.49

0.80 0.84 0.90 0.85 0.81 0.84 0.77 0.80 0.88 0.82

54.8 33.1 26.0 35.5 48.0 50.7 57.4 51.6 31.8 45.4

大 0.12 0.11 0.10 0.13 0.20 0.12 0.19 0.15 0.12 0.14
大

0.53 0.62 0.62 0.62 0.67 0.58 0.59 0.58 0.64 0.59

6.7 19.7 25.4 13.7 8.3 14.2 6.9 11.6 12.7 12.5
3.37 3.27 3.20 3.27 3.56 3.29 3.49 3.41 3.20 3.34

人口
23.4 6.5 5.5 8.7 16.3 7.4 12.4 6.9 8.4 10.4

47.6 44.8 45.0 44.9 46.1 44.7 45.7 45.2 44.0 45.3
37.4 37.7 38.5 37.2 35.8 36.1 33.3 34.8 37.5 36.1
4.77 5.94 6.37 6.84 7.61 5.60 7.50 6.78 6.22 6.40

児 30.4 17.2 60.8 44.6 34.3 53.2 27.8 33.4 64.2 41.0
児 0.22 1.04 0.05 0.64 1.01 0.02 1.24 0.69 0.01 0.53

人
口

ー

高
人口
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1クラスターの 間的分布 
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クラスターの 間的分布（全クラスター） 

 

また、 クラスターが、どのような地域に分布しているかを確認するため、クラスター

に含まれる市区町村を 1に示した。ここからクラスター1は主に 道、クラスター2

は 東 地方、クラスター3は日本 や東 に いことがわかる。またクラスター4は

日本 と 地域、クラスター5は区部など都市的地域、クラスター6は東山地方のほか

比較的 地に がっている。クラスター7は区部の周辺など都市近郊地域、クラスター8

は市部の近郊と見られる。クラスター9は 日本に がっている。 クラスターに含まれ

る比較的大規模 治体の例を表 3に示した。 
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表 3クラスターの特徴と  

 

 

 クラスター との 変数平均 の高低(表 )および 間分布（ ）から、それぞれの

クラスターの社会経済 化的、 間的特徴を してみる。クラスター1は、 道を中

心に分布し、 性が長時間 で 性の育 業は少ない。そして子どもの生活保

割合が高い。「 道・ 差」クラスターとする。クラスター2は 東 で保育所利用が少

なく、 があり、三世代同居割合が高い。「保育社会化 」クラスターとす

る。クラスター3 は日本 、東 地方に く、 性 力率が高く、三世代同居、保育

所利用がともに高い。「 業・保育 」クラスターとする。クラスター4は日本 、

地域でフルタイ きで育 業や保育所利用をしている。 とも 時間が中

にある。「 き・WLB」クラスターとする。クラスター5は人口密度が高く人口流 が

い区部である。 性は高学歴で所得が高い。 性の 力率は高くなく、育 利用は

い。「区部」クラスターとする。クラスター6は比較的全国に分布するが、 とも 時

間が長くなく、所得は高くはないが、生活保 率は低い。「スローライフ」クラスターと

する。クラスター7は区部クラスターの近郊にあり、専業主婦、 性の家計 的 が

い。育 業は いが は い。家 ・子育てに専 するかフルタイ 用かの

極 な選択 が する地域といえる。「市部主婦・ 」クラスターとする。クラ

スター8は市部の近郊に く、性別分業地域といえる。「市部近郊」クラスターとする。ク

ラスター9は 日本に く、人口密度が低く高 化が んでいる。 性の 力率は高い

が、三世代同居は少なく、保育所の利用が高い。「 日本 」クラスターとする。 
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． クラスター別にみた夫婦出生力の関連変数 

 クラスター分析により、人口 ー 、子育て という観点で全国の市区町村を 9つ

に分類することができた。ここでは、これら分類されたクラスターと出生力、とくに夫婦

出生力との関係を確認してみたい。二つの プローチを行う。 

 一つ目では、クラスター とに、 トカ （夫婦出生力指 、合計出生率、結婚力指

数）を比較する。二つ目では、 編 と トカ の関係を、同一クラスターに限定して

検証し、クラスターによってどう関係が異なるかを確認する。 

 

5.1 クラスターと夫婦出生力 

 クラスター とに トカ を比較したのが表 4および である。夫婦出生力が高い

順からクラスターを べると、4 き・WLB、9 日本  、6スローライフ、3

業・保育 、2保育社会化 、8市部近郊、7市部主婦・ 、1 道・

差、5区部の順であった。ちなみに、6スローライフクラスターは、合計出生率で比較す

ると 6 目であるが、夫婦出生力では 3 目になる。結婚力が低いことが合計出生率を低

くとどめていることがわかる。一方、3 業・保育 、2保育社会化 、8市部近郊

の地域は合計出生率が比較的高いが、これは結婚力が相対的に高いことに 因していると

できる。 

 

表 4 全国およびクラスター別にみた結果変数の平均  

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9
市 町村 224 91 172 248 58 256 311 309 174 1,843

人口 人 3,284 464 657 2,615 1,607 943 9,207 6,861 468 26,106
1.40 1.49 1.48 1.60 1.28 1.43 1.39 1.47 1.53 1.46
1.03 1.05 1.02 1.04 0.93 0.98 1.00 1.04 1.01 1.02
45.0 45.7 44.7 45.3 40.8 43.0 43.9 45.3 44.0 44.4
0.96 1.00 1.02 1.09 0.96 1.02 0.97 0.99 1.07 1.01
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： ほど夫婦出生力が高い。 

3 全国およびクラスター別にみた結果変数の平均  

 

 

5.2 全国およびクラスター とに行う重回帰分析の比較 

 全国および 9つのクラスター とに、夫婦出生力を 変数とクラスター分析に用いた

社会経済マクロ変数を説明変数とした重回帰分析を行った。 

 まず、全国の 治体の分 を説明する全国 デルの結果を示そう。人口 ー におけ

る高 化率が高いほど夫婦出生力は低い関係が見られる。 ン ー 平では 性に対し

相対的に 性の 力率が高い地域ほど夫婦出生力が低い。また 性大 割合が高い地域

ほど夫婦出生力は高い。三世代世帯割合は夫婦出生に の関係を示した。 

 続いて、全国 デルにおける子育て の変数を見てみよう。所得が高い地域ほど夫婦

出生力は低い。生活保 率との関係は明確ではない。また 業 としては 性の

時間が長いと 、 性の 同時間が長いと の関係を示す。また、子育て年 の 性の

業率（育 業 得の反映と ）は、夫婦出生力に の関係を示している。保育サー

スについては、保育所利用の高さは夫婦出生力に の関係を示す一方で、 と夫

婦出生力も の関係をしめす。保育所の供 が 要を下回っている がわかる。 
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 さて、このような全国 ベルでの社会経済マクロ変数と夫婦出生力の関係が、同 な社

会経済 を有する クラスターに限定するとどのように がかわるのであ うか。 

 人口密度は一 的には密度が高いと出生力は低い。しかし 9の 地域や 6の 時間

が短い地域では、むし 人口密度が高いほうが出生力が高い。つまり、密度が低す るこ

とが子育てにはマイ スに作用することを示唆する。 性の 業者にしめる家 のかたわ

らに をする人の割合は、8市部近郊や 5区部では、家 と 立する をする人が

い地域で出生力が高い。三世代世帯の割合は全国では出生と の関係であるが、5区部と

いうローカルでは の関係を示した。 

 

表 5 クラスター との 

 

 

4 9 6 3 2 8 7 1 5

化

W
L
B

西
日
本

ー

イ

市

市

ャ

北
海
道

p値
人口密度（対数） 0.000 0.916 0.262 0.007 0.005 0.419 0.497 0.000 0.001 0.417 0.603
高齢化率 -0.003 0.001 0.006 0.462 0.030 0.444 0.601 0.214 0.164 0.375 0.065
流入超過率 0.000 0.132 0.440 0.059 0.192 0.872 0.416 0.247 0.490 0.392 0.073
25-49歳男女労働力率比（男性=1）-0.815 0.000 0.414 0.007 0.214 0.005 0.256 0.000 0.000 0.053 0.009
就業者「家事のほか仕事」割合
（有配偶女性35～39歳）

0.000 0.430 0.195 0.869 0.327 0.382 0.488 0.014 0.919 0.341 0.026

30-39歳女性大卒割合 0.313 0.004 0.002 0.358 0.049 0.491 0.055 0.965 0.076 0.586 0.088
30-39歳大卒割合男女比（男性=1） 0.028 0.364 0.091 0.762 0.492 0.688 0.704 0.152 0.000 0.404 0.583

家族システム 三世代世帯割合 -0.004 0.000 0.001 0.226 0.168 0.828 0.031 0.000 0.002 0.270 0.020
物価調整平均課税所得 -0.291 0.000 0.001 0.180 0.073 0.036 0.371 0.022 0.360 0.073 0.284
生活保護被保護率（0-17歳） 0.000 0.971 0.101 0.315 0.909 0.424 0.698 0.015 0.132 0.514 0.617
男性週間就業時間 -0.027 0.000 0.000 0.151 0.291 0.586 0.000 0.135 0.000 0.280 0.429
女性週間就業時間 0.029 0.000 0.019 0.033 0.016 0.554 0.007 0.000 0.000 0.556 0.009
25～39歳有配偶女性休業割合 0.012 0.000 0.007 0.015 0.553 0.096 0.248 0.000 0.006 0.022 0.770
0-6歳保育所利用割合 0.002 0.000 0.705 0.011 0.076 0.000 0.292 0.001 0.007 0.249 0.750
待機児童 0.006 0.029 0.006 0.555 0.967 0.241 0.895 0.018 0.904 0.681 0.745
切片 2.763 0.000 0.000 0.041 0.064 0.008 0.007 0.000 0.000 0.000 0.197

自治体数(N) 248 174 256 172 91 309 311 224 58

変 夫婦出生

変

p値：黒は正方向、赤は負方向

人
口
レ
ジ
ー
ム

高齢化・
人口減少

ジェンダー公平

子
育
て
環
境

経済状況

WLB/休業制度

保育サービス

1,843
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表 6 それぞれの のなかで重要な変数 

 

 

． 結  

 本研究は地域性と出生力の関係を える研究法に 2つの 良を試みた。まず地域性につ

いては、 今、経済社会変数と出生力との関係には地域性や 化といった が関与して

いることに関心がたかまっている。日本ではこうした地域性は都道府県や地域 ロック単

位で分析されることが い。しかし国や都道府県という行政区分だけでは 分に同 な

をとらえきれていない可能性がある。そこで本研究では、人口 ー および子育て

に関連する 15 の社会経済マクロ指 を用いて、全国の市区町村を 9つのクラスターに

分類し、それを用いて同 な の比較、統制を試みた。また、現 地方 治体で さ

れている子育て は結婚した夫婦を対象としているものが い。その場合、地域の出

生力指 は、結婚の による影響を した夫婦出生力で することが ましい。そ

こで トカ については、 性全体の指 である合計出生率ではなく、 性の有 率

で統制した、地域の結婚力とは 立の夫婦出生力の指 （相対夫婦出生力指数）を用い

た。 

 マクロデータが う 1,843 の 治体を 9つにわけたクラスターは、その 間的分布と

変数の平均水準から 1「 道・ 差」（ 治体数 224）、2「保育社会化 」（同 91）、

3「 業・保育 」（同 172）、4「 き・WLB」（同 248）、5「区部」（同 58）、6「スロー

ライフ」（同 256）、7「市部主婦・ 」（同 311）、8「市部近郊」（同 309）、9「 日

本 」（同 174）と特徴付けられた。 

 夫婦出生力は、4「 き・WLB」9「 日本 」6「スローライフ」3「 業・保育

人口レジーム

夫婦出生力と関連(**,*）
（赤字は負）

夫婦出生力と関連(**)
（赤字は負）

夫婦出生力と関連
(*)

（赤字は負）

全体 高齢化、男女労比、大卒、三世代
所得、男性長労、女性長
労、育休、保育園

待機児 26,106 1,843

4 WLB 高齢化、大卒、三世代
所得、男性長労、育休、待
機児

女性長労 2,615 248

9 西日本過疎 人密、男女労比 女性長労、育休、保育園 468 174

6 スローライフ 人密、高齢化、大卒 女性長労 943 256

3 農業・保育資源 男女労比 所得、保育園 657 172

2 男性長労、三世代 女性長労 464 91

8 市 人密、男女労比、パート比、三世代
所得、生保、女性長労、育
休、保育園

待機児 6,861 309

7
市部主婦キャリ

ア
人密、男女労比、大卒比、三世代

男性長労、女性長労、育
休、保育園

9,207 311

1 北海道・格差 育休 3,284 224

5 区部 男女労比、パート比、三世代 女性長労 1,607 58

子育て環境
15～49歳
女性人口
(千人）

クラスター 自治体数
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」で高く、7「市部主婦・ 」1「 道・ 差」5「区部」で低かった。ちなみ

に結婚力は 2「保育社会化 」4「 き・WLB」8「市部近郊」で高く、6「スローラ

イフ」5「区部」で低かった。なお、出生数へのインパクトという意 では、人口が く

含まれる 7「市部主婦・ 」（ 治体数 311）、8「市部近郊」（同 309）の社会変化の

動向が となる。 

 社会経済変数と夫婦出生力の関係は、全国でもクラスター別でも変わらなかったものと

して、 性に対する 性の 力率が高い（より 差がない）地域ほど出生力が低いと

いうものがあった。一方で、 性の 時間が短いほど、 性の 時間は長いほどプラ

スであった。そして育 業の 及と できる、子育て世代 性の 業率が高いほど夫

婦出生にはプラスであった。すなわち、 性の 力 加に 性の 力 加が近づくと

基本的には夫婦出生とは の関係を示すが、 の 時間に差がない、そして育 業

の利用、保育 の利用が の関係を示しており、 の ーク・ライフ・バランスと保育

の社会化が むことで、 性 力 加による 制を 和していることを示唆する。こう

した は、 国比較などによる と出生力の関係を説明している専 家の見 と

も近い（Gauthier 2013）。一方 で調 した所得は全国でもローカルでも、所得が高い

ほど夫婦出生はマイ スとなっている。単に生活に ができることだけでは出生 に

つながらない可能性を示唆するものである。子育てに対する 的 を する際は、

一 に子ども数を やせない理 として がる「子育てにお がかかる」という が

どのような水準で認識されているのかについて くさ る必要があると われる。 

 このほか、全国 デルで見られた関係がクラスターローカルでは異なるものもあった。

人口密度は全国では密度が高いほど低出生力と見られていたが、 地域などではある

度の密度があることが出生 につながることを示唆する。 密な都市部を 定して人口

密度が低いほど出生に有利と一 に考えることはミス ー となる。三世代世帯割合は

一区部では夫婦出生とプラスの関係を示した。都市部では三世代という居住 が 区

部生活にある様々な問題を している可能性がある。 

 本研究には不 分な点も する。今回は 2015年を中心とした一時点のマクロデータ

の関係を している。時系列や時間の変化についてデータを蓄積すれば変化についての

が むであ う。また使用しているデータは くが 2015 年のデータであるものの、

一部はデータの制約として 2005 年や 2010 年のものが含まれており時間の統一が 全には

かられていないことには留意が必要である。また、国内の市区町村マクロデータは、 々

にして、地域間移動に大きく影響を けることが指摘されている( 山 2018)。今回は、

市区町村の流 超 率で統制するにとどまっており、マクロデータが地域住 の特性なの

か、地域に る、あるいは地域に流 するといった ク ンの結果なのかについて

は、 分な検討はできていない。こうした点は今後の課題としたい。 

 このように社会経済 と夫婦出生力との関係は全国の傾向をローカルにも一 化でき

るものもあれば、地域の によっては が異なるものがあることが めて示された。
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近年では 地方 治体が域内の子育て を検討する 会が えている。そうした際

に、出生率が比較的高い 外国で されている対 や日本全体で平均的に検出された結

果、あるいは出生力が回 した他の市区町村の 例を したりすることがある。しか

し、地域 によって効果のある対 が異なるとすれば、当該地域がどのような社会経済

化的特徴を有しているのか、また同じような社会経済 化 を前提に、どのような

り組みが有効かを していくことが効率的である。そうした意 で本研究で示されたク

ラスター分析による地域性の把握がそうした プローチを するものになると期 した

い。 

 

 

都道府県および市区町村データの において、別府 、 田 平、鎌田健司 の

力を得た。 力に する。 
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親・成人子との居住距離および集住に関する基礎的分析 

千年よしみ 

1．はじめに 
 近年の欧米社会を対象とした国内移動の研究の流れは、かつて主流であった経済的要因
に着目した分析から、世帯外の家族（主として親、成人子）の存在や居住地に焦点を当て
た社会的要因に関する分析へ変わりつつある（Cooke 2008; Mulder 2007）。例えば、最近の
研究からは、別世帯に居住する家族の存在やその構成・それぞれのライフサイクルの変化
に伴う支援ニーズの変化が、個人の移動や目的地の選定に大きく関係していることが明ら
かにされている。米国の研究によると、別世帯に居住する家族が近居している場合、現在
の居住地域から転出する可能性は低くなり、それは特に若年成人子と親、低所得の成人子
と親との関係で顕著である（Spring et al. 2017）。さらに、成人子は高齢の親が居住する地
域に転入する可能性が高く、また、高所得層は親または成人子の居住地と近距離に転入す
る可能性が高い（Spring et al. 2017）。ヨーロッパにおいても国による地域差こそあるもの
の、高齢親の身体機能の低下は、親への支援・介護を行う目的のために、成人子の親との
同居・近居を目的とした移動を促進する（Vergauwen and Mortelmans 2020）。 
 このように、親や成人子との居住距離は移動を規定する重要な要因の一つであり、人口
学的にも世代間の居住距離やその変化は、しっかり把握されるべき事項である。しかし、
親・成人子との同別居に関する研究はこれまで数多くなされてきたものの、別居親・別居
成人子との居住距離に関する研究はあまりなされてこなかった。また、数少ない世代間の
居住距離に関する先行研究は、対象者と親、対象者と成人子といった二世代間に限定した
居住距離の現状把握とその規定要因の分析に終始してきた(大和 2017;千年 2013)。より広く、
親と成人子を含む三世代を考慮した居住距離や、三世代の集住の度合い、といった基本的
な情報は把握できていないのが現状である。三世代を対象とした数少ない研究の一つであ
る Choi et al.（2020）が、米国のデータを用いて行った分析によると、最も近くにいる親ま
たは成人子が近居（30 マイル（48.3km）内）している成人の割合は 75％に達する。また、
親と成人子がどちらも近居（30 マイル内）している成人の割合は 35%であった。親や成人
子との居住距離は、社会経済的属性によって大きく異なっており、社会経済的地位が低い
場合に親や成人子との距離が近いことが明らかにされている。 
本稿は国立社会保障・人口問題研究所が 2008 年、2013 年、2018年に実施した第 4回～

第 6 回全国家庭動向調査のデータを用いて、親・成人子それぞれとの居住距離、そして全
親および全成人子との集住状況の実態とその変化、といったこれまで分析されてこなかっ
た基本的な事項について把握する。また、親・成人子との居住距離が、個人の属性や地域
によってどのように異なるのか分析を行う。全国家庭動向調査の調査票は、主として有配
偶女性を想定して設計されているため、ここでは有配偶女性を対象者とし、その親（夫の
親を含む）と成人子との居住距離について分析を試みる。 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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2．親・成人子との居住距離に関する先行研究 
(1) 世代間の支援ニーズと居住距離 
 日本における世代間の居住関係に関する社会学的研究は、家族変動論や夫婦の個人化と
いった観点から、特に親世代・成人子世代との同別居に着目した研究が多く行われてきた
（施 2012; 大和 2017）。先行研究からは、父系規範は弱まりつつあるものの、長男夫婦が
夫方親と同居する傾向は残っていること（施 2012）、その一方、親世代との交流や支援関係
については、妻方親との援助行動の緊密化という双系化の傾向がみられることが確認され
ている（岩井・保田 2008）。また、多くの先行研究から、世代間の居住距離が近いほど家事
的・身体的支援が行われやすく、受け取りやすいことがわかっている（Chitose 2018; Mulder 
and Cooke 2009）。 
 一方、最近の欧米における研究は、人口学的視点から親・成人子との居住距離を含む社
会的なつながりが移動を規定する重要な要因の一つであることを明らかにしつつある。具
体的には、同じ地域に居住する親・成人子・きょうだいとの結びつきや、子ども同士の地
元でのつながりがあるほど、子育て世帯は転出する可能性が低い（Dawkins 2006; Mulder et 
al. 2020）。また、高齢者についても、近隣の人々との結びつきが強いほど、現住地域への満
足度は高く、他の地域への転出を考えない傾向にあることが指摘されている（Oh 2003）。
さらに、低所得層であるほど、地元での社会的結びつきは移動を強く抑制する傾向が観察
される（Dawkins 2006）。Boyd (2008) の研究によると、米国シカゴ市の低所得世帯を対象
に行われた、より経済的に豊かで多様な人種が居住する地区への移転プロジェクトでは、
約半数の世帯が一度はそのような地区へ引っ越したものの、最終的には再び元の地区へ戻
っていた。その理由は、家族や近所に住む友人といった社会的ネットワークから物理的に
遠くなってしまったこと、及びそこから生じる社会的孤立感やサポートの欠如のためであ
った。より豊かな地区にそのまま残った対象者の多くは、同地区に既に親族や友人が居住
していたり、地域のサポートにより新しい地区の人々との交流や社会活動に積極的に関わ
ることが出来た人たちであった（Boyd 2008）。 
 また、成人子は支援ニーズが高い場合に、親の居住地を考慮に入れて親との近居を選択
する傾向がみられる（Mulder et al. 2020; Smits 2010）。Michielin et al. (2008) によるオラ
ンダの行政データを用いた分析によると、成人子は支援や交流の必要性が高まると親の居
住地の近くに移動する可能性が高くなり、それは特に離婚後で顕著であった。その反面、
親の支援の必要性が成人子の移動に与える影響はずっと低かった。 Mulder et al. (2020) は、
スウェーデンのデータを用いて、都会に出た若い成人子が親の住む地域に U ターンする可
能性と規定要因について分析を行った。その結果、退学、低所得、失業といった苦しい状
況におかれた成人子は、親が居住する地域に U ターンする可能性が高いことを見出した。
一方、学歴や所得が高い成人子は、親が居住する地域にU ターンする可能性は低かった。 
 しかし、成人子が親との近居を選択するのは、自分の支援ニーズが生じた場合のみとは
限らない。親の支援ニーズが高まった時に、成人子が親の近くに移動する傾向も観察され
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る。Vergauwenと Mortelmans (2020)は、ヨーロッパ 15 ヵ国のデータを使い、親の身体機
能の低下が成人子の移動に与える影響について分析を行った。親の身体機能の低下が急で
あった場合、成人子は親との同居を選択する傾向にあった。また、同居および 5km 以内に
近居した成人子は、親への支援が増える傾向が観察された。一方、親の支援ニーズの変化
に伴う世代間の居住距離の変化は、国の福祉政策によっても異なってくる。スウェーデン
においては、比較的若い高齢者は成人子の近くに移動する傾向がみられるが、後期高齢者
になるとその傾向はあまりみられなくなる（Pettersson and Malmberg 2009）。Pettersson et 
al. (2009) は、その理由の一つとして福祉国家としてのスウェーデンの理念により、高齢者
の介護は国の役割とされているため、と論じている。     
 近居する親・成人子の存在が移動を抑制し、異なる地域に住む親・成人子の存在が移動
を促進することは、1980-2013年の 30 年以上にわたる米国のパネルデータを用いた Spring 
et al. (2017)の研究でも明らかにされている。Sprint et al. (2017) は、若年成人子は親から
の支援を受けるため、そして中高年成人子は親へ介護等の支援を提供するために親との近
居を選択すると結論づけている。さらに、親・成人子との近居は特に低所得層の移動を抑
制するものの、高所得層は移動を可能とする資源を保有していることから、高所得層で親・
成人子が居住する地域に転入する傾向が強いと論じている。 
 
(2) 上下両世代を考慮した居住距離 
 以上みてきたように、親・成人子との近居が移動を抑制すること、支援ニーズの増大が
世代間の距離を縮小させる方向へ働くこと、低所得・失業・離婚や、身体機能の低下とい
った生活上の困難が、支援関係の授受を目的とした親・成人子との近居を促進する傾向が
あることが、欧米社会を対象とした研究から明らかになりつつある。少子高齢化が進展し
ている今日、親と成人子両世代が共存する中間世代が増えている可能性があるが、上下両
世代を考慮に入れた居住距離や集住状況について実態を把握する試みは、ほとんどなされ
ていない。 
三世代を対象とした数少ない研究の一つに Choi et al. (2020)の研究があげられる。2013

年の米国におけるパネルデータを用いた分析の結果、最も近くに居住する親または成人子
が近居（30 マイル（48.3km）内）している成人の割合は 75％に達していた。また、親と成
人子がどちらも近居（30マイル内）している成人の割合は 35%であった。さらに、親や成
人子との居住距離は、社会経済的属性によって大きく異なっていることが見出された。具
体的には、社会経済的に不利な立場に置かれている層で世代間の居住距離が近い傾向がみ
られた。例えば、教育年数が 16 年未満の成人で親と同居・近居している者の割合は 71.5％
であるのに対し、教育年数が 16 年以上の成人では 54.7％と低かった。同様に親・成人子と
近居している者の割合は、白人よりも黒人で、配偶者がいる人よりもいない人で高い（Choi 
et al. 2020）。さらに、社会経済的属性による親・成人子との居住距離の違いは、測定に「最
も近い親または成人子との居住距離」を用いるよりも、「すべての親またはすべての成人子
との居住距離」を用いた場合に、大きな差がみられた。例えば、最も近い成人子と同居・
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近居している親の割合は、有配偶者で 74.3％、有配偶者以外で 80.8％であり、後者で 6.5
ポイント高い。一方、すべての成人子と同居・近居している親の割合は、有配偶者で 35.2%、
有配偶者以外で 46.6％と後者で 11.4 ポイント高い（Choi et al. 2020）。 
全国家庭動向調査では今後の移動予定について聞いていないため、世代間の居住距離や

集住状況と今後の移動意向の関係について分析することは出来ない。しかし、有配偶女性
自身の親、配偶者の親、そして成人子との居住距離についてはたずねている。そこで、本
稿では有配偶女性を対象に、夫婦の親および成人子との居住距離、そして属性別にみた上
下両世代との居住距離と集住状況について、実態を把握する。 
 
3．データと方法 
ここでは、国立社会保障・人口問題研究所が 2008 年、2013 年、2018 年に実施した第 4

回～第 6 回全国家庭動向調査の個票データを用いる。全国家庭動向調査の目的は、家庭内
における出産・子育て、親の介護をはじめとする家庭機能の実態と変化を捉えることにあ
る。調査は、同年に実施された「国民生活基礎調査」で設定された調査区より無作為に抽
出された 300調査区に居住する世帯の結婚経験のある女性（複数いる場合は最も若い女性、
1 人もいない場合は世帯主）を対象としている。調査方法は配票自計方式で、各回 7 月１日
時点の事実について記入を求めている。各調査回の有効回収率は、第 4 回から第 6 回を通
じて概ね 76～78％を維持している。 
全国家庭動向調査の調査票は、主として有配偶女性を想定して設計されているため、こ

こでは有配偶女性の親・成人子との居住距離について分析を行う。対象とする有配偶女性
は、25 歳以上とした。親については、有配偶女性の親だけでなく、夫の親についても含め
る。第 4 回～第 6 回の調査票では 18 歳以上の子どもが 4 人以上いる場合、上から 3人まで
について婚姻状況、居住距離、受けた支援、提供した支援の種類等についてたずねている。
成人子は、社会人となっている可能性が高い 25 歳以上に限定した。対象とした有配偶女性
に 1 人でも成人子がいれば、「成人子あり」とし、子どもはいても 25 歳に達していない場
合には、「成人子なし」とした。 
 本稿で鍵となる変数は、世代間の居住距離である。全国家庭動向調査では、親・成人子
との居住距離については、「あなたのお住まいから、親御さん（このお子さん）のお住まい
まで、どれくらいかかりますか。よく使う交通手段でかかる時間をお答えください」と時
間単位で聞いている。親・成人子共に第 5 回・第 6 回調査の選択肢は、「同じ敷地内」、「同
じ敷地内の別棟」、「15 分未満」、「15～30 分未満」、「30～60分未満」、「1～2時間未満」、「2
～3時間未満」、「3 時間以上」の 8つであり、ここから 1 つ選択する設問となっている。第
4 回調査のみ、「同じ敷地内」が、「同じ敷地内（玄関も同じ）」と「同じ敷地内（玄関は別々）」
の 2 つに分かれており、選択肢の数は 9 つとなっている。分析では、第 4 回調査の「同じ
敷地内（玄関も同じ）」と「同じ敷地内（玄関は別々）」を「同じ敷地内」として１つにま
とめた。親・成人子ともに対象とした有配偶女性と同じ世帯内に世帯員として含まれてい
た場合は「同居」とした。最も近くに住む親・または成人子の分析については、居住距離

- 120 -



の区分を「同居」、「近居（別居且つ 15分以内）」と、「近居（別居且つ 30 分以内）」、「遠居
（別居且つ 2時間以上）」の 4つに分けた。「同じ敷地内」の場合は「近居」とした。また、
すべての親、及びすべての成人子との居住距離の分析では、「全員同居」の他に、「全員 15
分以内（同居を含む）」、「全員 30 分以内（同居を含む）」、「全員 60 分以内）（同居を含む）」、
そして「全員遠居(2 時間以上)」を用いた。 
 また、有配偶女性の属性と親・成人子との居住距離の違いの分析では、学歴、就業状況、
居住地（大都市圏、非大都市圏）を用いた。また、サンプル数を確保するため、2008 年～
2018 年のデータをプールして用いた。 
 
4. 分析結果 
(1) 最も近くに居住する親・成人子との距離 
最も近くに居住する親・成人子との居住距離を、同居・近居・遠居に分類した結果を表 1

に示す。まず、親がいる有配偶女性を対象に、最も近くに居住する親との居住距離を把握す
る。最も近くに住む親が「同居」である女性の割合は、2018 年時点で 16.6％である。これ
は 2008年の 20.9％から 4.3 ポイントの減少である。一方、「15分以内」の近居は 3時点と
もに 3 割程度で大きな変化はみられない。最も近くに居住する親が「同居または近居」で
ある有配偶女性は、2008年には 53.2％と半数を超えていたが、主として同居の低下により
2018 年には 48.0％と 5 割を下回った。近居の定義を 30 分に広げると、最も近くに居住す
る親が「同居または近居」である女性の割合は、2018 年で 62.6％である。主として同居の
減少により 2008 年の 67.1％から低下したが、それでも親がいる有配偶女性の半数弱は 15
分以内の所に、そして 6 割強は、30 分以内の距離に親がいる。親が 2 時間以上の「遠居」
である女性の割合はこの 10年を通じて 14%前後である。2008 年から 2018年の間で、最も
増加幅が著しかったのは「15-60分未満」であり、2008 年の 23.9％から 28.1％へ上昇した。 

 
表 1 最も近くに居住する親・成人子との居住距離  

 
*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01 

(%)

2008 2013 2018 2008 2013 2018 2008 2013 2018 2008 2013 2018
ྠᒃ 20.9 26.4 16.6 115.0 *** 39.2 38.0 35.9 14.3 * 30.8 35.4 28.3 73.7 *** 56.5 59.8 51.5 30.6 ***

㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 32.3 28.2 31.5 18.5 18.4 18.2 29.3 26.5 27.9 21.4 19.8 19.8
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 53.2 54.5 48.0 57.7 56.4 54.2 60.1 61.9 56.1 77.9 79.6 71.3
㻝㻡㻙㻢㻜ศ 23.9 23.8 28.1 21.1 22.9 24.5 22.4 22.5 26.2 15.1 14.4 21.6
㻝㻙㻞㛫 8.9 7.8 9.8 8.7 8.9 9.7 8.0 6.6 8.6 4.1 3.5 4.5
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 13.9 13.9 14.1 12.6 11.8 11.6 9.5 9.0 9.1 2.9 2.5 2.6

ྠᒃ 20.9 26.4 16.6 125.7 *** 39.2 38.0 35.9 17.5 ** 30.8 35.4 28.3 81.0 *** 56.5 59.8 51.5 19.8 **

㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 46.2 40.0 46.1 30.2 29.5 31.1 42.6 37.9 42.3 30.6 27.5 33.0
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 67.1 66.4 62.6 69.4 67.5 67.0 73.4 73.3 70.5 87.2 87.4 84.5
㻟㻜㻙㻢㻜ศ 10.1 11.9 13.5 9.4 11.8 11.6 9.2 11.1 11.8 5.9 6.7 8.3
㻝㻙㻞㛫 8.9 7.8 9.8 8.7 8.9 9.7 8.0 6.6 8.6 4.1 3.5 4.5
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 13.9 13.9 14.1 12.6 11.8 11.6 9.5 9.0 9.1 2.9 2.5 2.6
n 3,960 3,672 3,308 2,641 2,906 2,845 4,557 4,652 4,289 1,074 1,178 1,103

ぶ䛸ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ぶ䛸䛾
ᒃఫ㊥㞳

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ᡂேᏊ䛸䛾ᒃ
ఫ㊥㞳

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ぶ䜎䛯䛿
ᡂேᏊ䛸䛾ᒃఫ㊥㞳

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ぶ䜎䛯䛿
ᡂேᏊ䛸䛾ᒃఫ㊥㞳

ぶ䛜䛔䜛ዪᛶ ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ ぶ䜎䛯䛿ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ

䃦2(8)䃦2(8)䃦2(8) 䃦2(8)
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表 1 の 2 列目は、成人子（25 歳以上）がいる有配偶女性を対象に、最も近くに居住する
成人子との居住距離を示している。最も近くに居住する成人子が「同居」である女性は、
2018 年で約 36％であり、2008 年の 39.2％から 3.3 ポイント低下している。一方、最も近
くに居住する成人子が「15 分以内」に近居している女性は 3 時点を通じて 18%台であり、
大きな変化はみられない。表 2 には掲載していないが、その構成をみると、「同じ敷地内」
が低下し、「15 分未満」が増加している。最も近くに居住する成人子が「同居または近居」
である女性は、2018 年で 54.2％と半数を超えているが、2008 年の 57.7%から低下傾向に
ある。成人子についても「同居」の減少が大きいが、「近居」は安定的である。「近居」の定
義を 30分以内に広げると、最も近い成人子が近居している女性は約 3 割となる。同居と合
わせると、成人子がいる有配偶女性の半数以上は成人子が 15分以内の距離に、そしておよ
そ 3分の 2（67.0％）は、30 分以内の距離にいる。「遠居」は、12%前後で変化はみられな
い。成人子についても、親同様「同居」が減少し「15-60 分未満」が増加傾向をみせている。 
表 1 の 3 列目は、親または成人子を持つ有配偶女性を対象に、最も近くに居住する親ま

たは成人子との距離をみたものである。親または成人子と「同居」する有配偶女性の割合は、
2018 年で 28.3％であり、2008 年の 30.8％から若干減少している。「近居」（15 分以内）は、
約 28％、「近居」（30 分以内）は 42％ほどで、どちらもここ 10年間に大きな変化はみられ
ない。ここでも「15-60 未満」の増加幅が一番大きく、3.8 ポイントであった。同居を含め
ると親または成人子をもつ有配偶女性の 56％は 15 分以内の場所に、そして約 7割は、親ま
たは成人子が 30 分以内の場所にいる。「遠居」は 9％程度で大きな変化はみられなかった。 
表 1 の 4 列目は、親と成人子の上下両世代を持つ有配偶女性を対象に、最も近くに居住

する親または成人子との距離を示している。上下両世代がいる場合、どちらかと「同居」し
ている女性は 2018 年で 51.5％と半数を超えており、2008 年の 56.5％と比べると低下傾向
にはあるものの、非常に高いレベルにある。近居の定義を「15 分以内」とした場合、最も
近い親または成人子が「近居」している女性は約 2 割、近居を「30 分以内」に広げると、
概ね 3 分の 1 となる。一方、「遠居」は 2%から 3%とおしなべて低い。同居を含めると、親
と成人子がいる有配偶女性の 7 割はどちらかが 15分以内の所に、そして約 85％はどちらか
が 30 分以内の距離に居住している。上下両世代がいる女性は、親・成人子との居住距離が
非常に高いことがわかる。 
 
(2) 親・成人子との集住の度合い 
 次に、親・成人子との集住の度合いをみるため、表 2 に全親・全成人子・全親または全
成人子、そして全親と全成人子が同居、同居を含む近居（15分・30 分・60 分以内）、そし
て遠居（2 時間以上）している有配偶女性の割合をまとめた。 
まず、全親が同居している有配偶女性の割合をみると、どの時点でも概ね約 4％である。

同居を含めて全親が 15 分以内に居住している割合は 2018 年で 15.4％であるが、30 分以内
に広げると 3 割に、60 分以内で 5 割弱となる。親がいる有配偶女性の約半数は、全親が 1
時間以内の距離に居住していることになる。2008 年からの変化をみると、同居・近居の割

- 122 -



合はすべての項目について 2008 年から若干低下している。 
表 2 の 2 列目は、全成人子が同居・近居している有配偶女性の割合を示している。全成

人子が同居している有配偶女性は、2018 年で約 1 割、15 分以内は 2 割弱、30 分以内は 3
割弱、そして 60 分以内は 4 割強となっている。親と比べると、成人子で全員同居と 15 分
以内の割合が高く、親で 60 分以内が高い。2008 年からの変化をみると、全親と比べて全
成人子の同居・近居割合は変化が小さい。 

 
表２ 全親・全成人子との集住の度合い 

 
1) *p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01 
2) 色付きセルは、n<50 
 

表 2 の 3 列目は、親または成人子がいる有配偶女性を対象に、全親または全成人子が同
居、15 分以内、30 分以内、そして 60 分以内の距離にいる女性の割合を示している。全親
または全成人子が同居している女性は、2018 年で 8.3％であった。全親または全成人子が
15分以内の距離にいる女性は 2 割弱、30 分以内は 3 分の 1 である。そして約半数の有配偶
女性は、全親または全成人子が 60 分以内の距離に住んでいる。 
表 2 の 4 列目は、親と成人子の両世代がいる有配偶女性について全親と全成人子が同近

居する女性の割合をみたものである。「全員同居」、および「全員遠居」は、該当数が少な
いためここでは言及しない。全親と全成人子が 30 分以内の距離にいる女性は 13％であるが、
60 分以内まで広げると約 4 分の１となる。2008 年時点と比べると、30 分以内、60 分以内
どちらについても低下傾向が観察されるが、低下幅は特に 60分以内で 4ポイントと大きい。
しかしカイ二乗検定の結果は有意ではなかった。 
 
(3) 個人属性別にみた最も近くに居住する親・成人子との距離 
表 1 から、最も近くに住む親または成人子が 30 分以内の距離にいる有配偶女性は 7 割、

そして親と成人子両世代がいる女性ではその割合が 85%の高水準にのぼることが判明した。
それでは、最も近くに住む親・成人子との居住距離は、有配偶女性の属性によってどのよ
うに異なるのだろうか。ここでは、学歴、就業状況、そして居住地域について、違いをみ
ていく。学歴は、「中高卒」と「短大・大学卒（専修学校・高専・短大・大学・大学院）」

(%)

2008 2013 2018 2008 2013 2018 2008 2013 2018 2008 2013 2018
ဨྠᒃ 4.3 5.4 4.1 7.4 ** 13.4 13.0 10.9 9.2 ** 8.3 9.8 8.3 8.7 ** 2.0 1.8 1.0 3.7

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 17.6 17.9 15.4 9.4 *** 21.9 20.9 19.4 5.2 * 21.3 22.0 19.3 10.1 *** 7.4 6.9 5.7 2.5

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 34.4 31.7 30.1 16.2 *** 31.6 30.1 29.0 4.5 36.7 34.8 33.3 11.7 *** 16.0 13.8 13.2 4.0

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻢㻜ศ௨ෆ䠅 51.7 51.6 48.3 10.2 *** 44.5 44.1 41.8 4.8 * 53.4 53.4 50.2 11.6 *** 29.1 27.1 25.1 4.5

ဨ㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 13.9 13.9 14.1 0.1 12.6 11.8 11.6 1.3 16.1 15.9 15.6 0.4 2.9 2.5 2.6 0.4

n 3,960 3,672 3,308 2,641 2,906 2,845 4,557 4,652 4,289 1,074 1,178 1,103

䃦2(2)䃦2(2)

ぶ䛸ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ

ぶ䛸ᡂேᏊ䛜௨ୗ䛾
㊥㞳䛻䛔䜛ዪᛶ

ぶ䛜௨ୗ䛾㊥㞳
䛻䛔䜛ዪᛶ

ぶ䛜䛔䜛ዪᛶ ぶ䜎䛯䛿ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ

ᡂேᏊ䛜௨ୗ䛾㊥㞳
䛻䛔䜛ዪᛶ

ぶ䜎䛯䛿ᡂேᏊ䛜௨ୗ
䛾㊥㞳䛻䛔䜛ዪᛶ

䃦2(2) 䃦2(2)
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に二分した。就業状況は、「非就業」と「就業」に分けた。居住地域は、居住都道府県を三
大都市圏（東京・千葉・埼玉・愛知・岐阜・三重・大阪・兵庫・京都）と非三大都市圏（そ
れ以外）に分類した。また、属性別の分析ではサンプル数を確保するため、2008 年～2018
年のデータをプールして用いた。 
 

表 3  学歴・就業状況・居住地域別、最も近くに居住する親・成人子との距離 

 
1) *p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01 
2) 色付きセルは、n<50 

(%)

୰㧗 ▷㻛Ꮫ ୰㧗 ▷㻛Ꮫ ୰㧗 ▷㻛Ꮫ ୰㧗 ▷㻛Ꮫ

ྠᒃ 25.7 17.9 110.1 *** 37.3 38.5 79.1 *** 37.0 26.0 233.0 *** 57.4 54.1 20.1 ***

㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 30.0 31.3 20.4 14.1 27.0 28.8 20.8 19.8
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 55.7 49.2 57.7 52.6 64.1 54.8 78.2 73.9
㻝㻡㻙㻢㻜ศ 24.3 25.8 23.3 21.9 22.5 24.8 16.8 17.2
㻝㻙㻞㛫 7.4 9.9 8.1 11.0 6.2 9.2 2.9 5.6
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 12.7 15.1 10.8 14.5 7.3 11.2 2.2 3.3

ྠᒃ 25.8 17.9 117.3 *** 37.3 38.5 77.1 *** 37.0 26.0 242.6 *** 57.4 54.1 23.4 ***

㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 43.7 44.4 32.8 24.8 40.1 41.7 31.3 29.3
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 69.5 62.3 70.1 63.2 77.1 67.7 88.6 83.3
㻟㻜㻙㻢㻜ศ 10.5 12.7 10.9 11.2 9.4 11.9 6.3 7.8
㻝㻙㻞㛫 7.4 9.9 8.1 11.0 6.2 9.2 2.9 5.6
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 12.6 15.0 10.8 14.5 7.3 11.2 2.2 3.3
n 4,631 6,208 5,538 2,696 6,616 6,740 1,893 1,422

㠀ᑵᴗ ᑵᴗ 㠀ᑵᴗ ᑵᴗ 㠀ᑵᴗ ᑵᴗ 㠀ᑵᴗ ᑵᴗ

ྠᒃ 16.6 24.0 218.1 *** 34.1 42.3 74.8 *** 28.7 33.5 148.6 *** 51.7 58.9 22.3 ***

㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 27.5 32.4 19.4 16.9 25.2 30.0 21.1 19.9
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 44.1 56.4 53.4 59.2 53.9 63.6 72.8 78.8

㻝㻡㻙㻢㻜ศ 26.5 24.5 25.0 20.1 25.5 22.3 19.3 15.4

㻝㻙㻞㛫 10.3 8.1 10.0 8.0 9.1 6.7 4.4 3.8

㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 19.1 10.9 11.5 12.7 11.6 7.4 3.6 2.0

ྠᒃ 16.6 24.0 212.6 *** 34.1 42.3 74.6 *** 28.7 33.5 124.6 *** 51.7 58.9 21.9 ***

㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 41.2 45.8 32.3 27.5 39.0 42.4 32.2 29.1
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 57.8 69.8 66.3 69.8 67.7 75.9 83.9 88.1
㻟㻜㻙㻢㻜ศ 12.8 11.2 12.1 9.5 11.6 9.9 8.2 6.1
㻝㻙㻞㛫 10.3 8.1 10.0 8.0 9.1 6.7 4.4 3.8
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 19.1 10.9 11.5 12.7 11.6 7.4 3.6 2.0
n 3,849 6,781 4,381 3,592 5,681 7,403 1,324 1,919

㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ 㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ 㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ 㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ

ྠᒃ 28.6 14.3 608.3 *** 36.3 39.3 146.9 *** 36.3 26.9 278.1 *** 57.4 54.3 46.9 ***

㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 33.3 28.1 18.5 18.2 29.5 26.3 21.8 18.4
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 61.8 42.3 54.8 57.5 65.8 53.2 79.2 72.7
㻝㻡㻙㻢㻜ศ 23.4 26.8 22.2 23.6 21.1 26.1 16.1 18.1
㻝㻙㻞㛫 5.9 11.8 7.4 11.1 5.2 10.2 2.1 6.4
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 8.9 19.1 15.7 7.8 7.9 10.5 2.6 2.7

ྠᒃ 28.6 14.3 613.0 *** 36.3 39.3 154.7 *** 36.3 26.9 279.2 *** 57.4 54.3 46.5 ***

㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 46.6 41.5 30.7 29.7 41.9 39.8 31.7 28.6
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 75.2 55.8 67.0 69.0 78.2 66.7 89.1 82.9
㻟㻜㻙㻢㻜ศ 10.1 13.4 9.9 12.1 8.7 12.6 6.2 8.0
㻝㻙㻞㛫 5.9 11.8 7.4 11.1 5.2 10.2 2.1 6.4
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 8.9 19.1 15.7 7.8 7.9 10.5 2.6 2.7
n 5,483 5,457 4,466 3,926 6,727 6,771 1,860 1,495
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 まず、親との居住距離について学歴別にみると、同居については中高卒 25.7％、短大・
大学卒ｓｗ17.9％と中高卒 7.8 ポイントほど高い（表 3）。一方、近居については 15 分以内
でも 30 分以内でも学歴間に大きな差はみられない。一方、成人子との同居については、中
高卒で 37.3％、短大・大卒で 38.5％と大きな違いは見られないものの、近居については 15
分以内でも 30 分以内でも中高卒で短大・大卒よりも高く、親とは対照的な結果となってい
る。距離が 1 時間を超えるとその割合は短大・大卒の方で高くなる。親または成人子がい
る女性について、最も近くに住む親または成人子との距離をみると、同居は中高卒で 37.0％、
短大・大卒で 26.0％と 10 ポイント以上中高卒で高い。しかし、近居については両者間に大
きな差はみられず、1 時間を過ぎたあたりから短大・大卒の方が高くなる。親と成人子両方
がいる有配偶女性では、どちらかと同居している割合が中高卒で 57.4％、短大・大卒で 54.％
とどちらも半数を超える。近居については両者間にそれほどの大きな違いはみられず、1時
間を過ぎたあたりから短大・大卒が高くなる傾向は他の項目とも共通している。つまり、
学歴間の違いは、ほぼ同居と 1 時間以上の遠居によってもたらされていると思われる。 
就業状況別では、親・成人子両方について一貫して有配偶女性が就業している場合に、

同居割合が高い。親との同居割合は、就業者で 24.0％、非就業者で 16.5％、成人子との同
居割合は、就業者で 42.3％、非就業者で 34.1％である。近居（15分以内）については、親
の場合、就業女性の方が非就業女性よりも近居割合が高いが、成人子については非就業者
の方が若干高い。結果的に同居・近居（15 分）を合わせた割合は就業者で高く、それは特
に親について顕著である。最も近くに住む親が 30分以内（同居含む）の距離にいる女性の
割合は、就業者で約 7 割、非就業者で 57.8％である。親と成人子両方がいる場合、同居を
含む 30分圏内にどちらかがいる女性の割合は、非就業者で 83.9％、就業者で 88.1％ときわ
めて高い水準にある。 
 居住地域別にみると、親との同居割合は非大都市圏で 28.6％、大都市圏で 14.3％と非大
都市圏で 2 倍高い。その反面、成人子との同居割合は、非大都市圏で 36.3％、大都市圏で
39.3％と大都市圏で若干高く、また両地域の差は小さい。近居については、15 分でみても
30 分でみても親については非大都市圏で高く、成人子では地域による違いはほとんどみら
れない。例えば、30 分以内に親がいる女性の割合は非大都市圏で 75.2％、大都市圏で 55.8％
と 20 ポイント弱非大都市圏で高いのに対し、30分以内に成人子がいる女性の割合は、非大
都市圏で 67.0％、大都市圏で 69.0％とほぼ同レベルにある。親と成人子が両方いる場合、
30 分以内（同居含む）にどちらかが居住する女性は非大都市圏では 9 割弱、大都市圏でも
8 割を超えるがやはり非大都市圏で高い。 
 
(4) 個人属性別にみた親・成人子との集住の度合い 
 親・成人子との集住の度合いについては、表 2から 2018 年時点で親または成人子がいる
有配偶女性の半数弱は全親または全成人子が 1 時間以内の場所に居住していることが判明
した。範囲を 30分以内に縮めると、その割合は 3割であった。そして、親と成人子両世代
がいる有配偶女性では、およそ 4 分の 1 は全親と全成人子が 1 時間圏内に居住していた。
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親・成人子の集住の度合いを、有配偶女性の学歴・就業状況・居住地域別に表 4 に示す。 
 

表 4 学歴・就業状況・居住地域別、全親・全成人子の集住との度合い 

 
1) *p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01 
2) 色付きセルは、n<50 

 
 まず学歴別に全親の集住状況をみると、中高卒で同居が 6.8％、短大・大卒は 2.8％と前
者で高い。同居・近居の範囲を広げるに従って学歴間の差は広がり、60 分以内に全親がい
る有配偶女性の割合は、中高卒で約 6割のところ、短大・大卒では 43.2％で両者の差は 17.2
ポイントとなる。一方、全成人子についてみると、同居は中高卒で 11.3％、短大・大卒で
15.0％と短大・大卒の方が高い。これは、親との同居とは反対の結果である。しかし、全成
人子が 60 分以内にいる女性の割合は、中高卒で 44.6％、短大・大卒で 40.9％と校舎で若
干高いが、全親との距離にみられた学歴間の差ほどは大きくない。親と成人子両方がいる
女性の場合、全親と全成人子が 60 分圏内にいる割合は、中高卒で約 3 割、短大・大卒で 2
割強とやはり中高卒で高い。 
 就業状況別にみると、すべての項目について就業者で全親・全成人子の集住の度合いが
高い。例えば全親についてみると、全親が同居の割合はどちらも4.5％と同レベルにあるが、
60 分以内に範囲を広げると非就業者では 45％弱のところ、就業者は 54％弱と 9 ポイント
ほど高い。全成人子についても就業者の方で集住の度合いが高い。親と成人子がいる女性
についても遠居を除くすべての項目で就業者が高い。全親と全成人子が 60分圏内に住む女

(%)

୰㧗 ▷㻛Ꮫ ୰㧗 ▷㻛Ꮫ ୰㧗 ▷㻛Ꮫ ୰㧗 ▷㻛Ꮫ
ဨྠᒃ 6.8 2.8 97.4 *** 11.3 15.0 23.2 *** 10.8 6.8 64.1 *** 1.6 1.4 0.2

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 22.1 13.1 151.8 *** 20.4 21.5 1.4 24.7 17.1 116.1 *** 7.3 5.6 3.7 **

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 41.1 25.2 309.0 *** 30.9 28.6 4.8 ** 41.2 28.7 228.3 *** 16.0 11.7 12.3 ***

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻢㻜ศ௨ෆ䠅 60.4 43.2 314.9 *** 44.6 40.9 10.3 *** 58.4 46.4 193.1 *** 30.8 21.9 32.9 ***

ဨ㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 12.7 15.1 12.6 *** 10.8 14.5 23.8 *** 14.4 17.4 23.1 *** 2.2 3.3 4.1 **

n 4,631 6,208 5,538 2,696 6,616 6,740 1,893 1,422

㠀ᑵᴗ ᑵᴗ 㠀ᑵᴗ ᑵᴗ 㠀ᑵᴗ ᑵᴗ 㠀ᑵᴗ ᑵᴗ

ဨྠᒃ 4.5 4.5 0.0 10.4 15.2 40.4 *** 8.6 8.9 0.3 1.4 1.8 0.8

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 14.8 18.0 17.7 *** 18.5 23.8 33.7 *** 18.5 22.6 32.6 *** 6.5 6.6 0.0

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 27.8 34.3 47.9 *** 28.0 33.5 28.2 *** 30.4 38.4 89.4 *** 12.9 15.0 2.8 *

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻢㻜ศ௨ෆ䠅 44.7 53.7 79.2 *** 41.1 46.5 22.8 *** 46.5 56.9 140.9 *** 24.2 28.7 7.8 ***

ဨ㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 19.1 10.9 136.4 *** 11.5 12.7 2.9 * 18.4 14.0 46.7 *** 3.6 2.0 7.0 ***

n 3,849 6,781 4,381 3,592 5,681 7,403 1,324 1,919

㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ 㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ 㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ 㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ

ဨྠᒃ 6.1 3.1 53.8 *** 10.4 14.7 35.7 *** 9.2 8.4 2.8 * 1.6 1.5 0.0

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 21.9 12.1 188.4 *** 18.4 23.4 31.5 *** 23.9 17.8 75.8 *** 6.7 6.6 0.0

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 41.5 22.8 438.1 *** 28.5 32.1 12.4 *** 41.4 28.6 240.6 *** 16.3 11.8 13.4 ***

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻢㻜ศ௨ෆ䠅 62.3 38.9 601.8 *** 39.7 47.7 54.5 *** 59.3 45.6 255.3 *** 30.2 23.3 19.9 ***

ဨ㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 8.9 19.1 236.5 *** 15.7 7.8 123.0 *** 14.0 17.7 34.4 *** 2.6 2.7 0.1

n 5,483 5,457 4,466 3,926 6,727 6,771 1,860 1,495
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性の割合は、非就業者で 24.2％、就業者で 28.7%である。他の項目と比べて、非就業者と
就業者の差は小さい。 
 最後に居住地域別にみると、全親が 60分以内の場所にいる女性の割合は、非大都市圏で
62.3％、大都市圏で 38.9％と圧倒的に非大都市圏で高い。一方、全成人子については、60
分圏内までは非大都市圏で 4 割弱、大都市圏で 47.7％と大都市圏で高いが、遠居は非大都
市圏の方が高い。全親または全成人子についてみると、同居割合はどちらも 8～9％でさほ
どの差はみられない。しかし、15分以内から 60分以内については、圧倒的に非大都市圏で
高い。親と成人子両世代がいる場合、全員が同近居している有配偶女性の割合は全て非大
都市圏で高い。全親と全成人子が 60分以内の距離に集住している割合は、非大都市圏では
30.2％、大都市圏で 23.3%という結果になっている。 
 
5. まとめと課題 
 本稿では、2008、2013、2018 年の全国家庭動向調査のデータを用いて、有配偶女性を対
象に、最も近くに住む親・成人子との居住距離、および先行研究でほとんど捉えられてこ
なかった親・成人子との集住の度合いについて基礎的な情報を把握した。集住の度合いは、
全親、全成人子、全親または全成人子、全親と全成人子が一定の距離内（同居を含む 15分、
30分、60 分以内）にいる女性の割合を用いて計測した。また、それぞれについて有配偶女
性の属性（学歴・就業状況・居住地域）別に分析を行った。結果をまとめると以下の通り
である。 
 
1) 同居を含めると、親または成人子がいる有配偶女性の 56％は、最も近くに住む親または
成人子が 15分以内の場所に、そして約 7 割は 30分以内の場所にいる。 

2) 同居を含めると、親と成人子両世代がいる有配偶女性の 7 割は、どちらかが 15 分以内
の所に、そして約 85％はどちらかが 30 分以内の距離に居住している。 

3) 最も近くに住む親・成人子との距離は、どちらも同居が減少した分 15 分以内・30 分以
内に居住する親・成人子の割合は減少傾向にある。 

4) 最も近くに住む親・成人子との距離は、30-60分で増加傾向がみられる。 
5) 親または成人子がいる有配偶女性の 2 割弱は、全親または全成人子が 15 分以内（同居
含む）の場所に、3 分の 1 は 30 分以内に、約半数は 1時間以内の所にいる。 

6) 親と成人子がいる有配偶女性の約 4分の 1は、全親と全成人子が 1 時間以内の所に居住
している。 

7) 全親または全成人子が 15 分・30分・60分以内（同居含む）に居住する有配偶女性の割
合は、2008 年と比べると減少傾向にあり分散化が進行している。それは特に親について
顕著である。 

8) 属性別に最も近くに住む親についてみると、親と近居（15 分・30 分以内）する女性の
割合は、中高卒、就業者、非大都市圏で高い。属性による違いは特に親との距離で大き
い。 
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9) 属性別に全親、全成人子、全親または全成人子、全親と全成人子が同近居している割合
をみると、全ての項目について同近居する有配偶女性の割合は、中高卒、就業者、非大
都市圏で高い。属性による違いは特に全親との距離で大きい。 

 
 本稿では、最も近くに住む親・成人子との同近居の実態のほか、これまで分析されるこ
とがほぼ無かった全親・全成人子との集住状況と変化について基礎的な情報を把握するこ
とを目的とした。有配偶女性の属性と、親・成人子との居住距離との関係は、欧米におけ
る先行研究の結果と整合的である。今後の課題としては、最も近くに住む親・成人子との
居住距離と移動意向の関係、および親・成人子との集住状況と移動意向の関係についても
分析を行い、親族ネットワークと移動意向との関係性について日本のデータを用いて実証
的に分析する必要があるだろう。 
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日本人生年 ートからみた出生・ 指 の変 点について

子 ・別府 ・ 井 ・ 内 和
国立社会保障・人口問題研究所 義 大学 田大学

はじめに

年の 者は 年に比べ 人増加し 人となった（ 生 働 ）。
このような大きな増加は、 年前、 年の出生数が大きく増加したことに 動してい
る。このように、「人生 年時代」といわれる現在、過 年間に こった社会的事象
が、現在の人口構 に反 されている。
日本における人口減少は、人口増加がそうであったように、着実に進行している。人口

数としては らかに 移しているようではあるが、人口を 作る出生と は、 らかに
移したわけではない。新 ロナウ ルス感 下の 年は、前年の 和婚の影響で出
生数の減少が例年ほどではなく、マスクの着用、三密 といった感 予 の行動変 も
あり 数は減少し、結果として人口減少の進行が まった。また 年は大幅な出生数
の減少も予測され、 ロナ以前よりもさらに大きな人口減少が こる可能性がある。このよ
うに、 ロナという不測の事態の中で人口に影響を与える出生、 の動向は文 通り予測
不可能となっている。
しかしながら、このような出生、 に影響を与えた事態は、過 世紀の間には 度も

あった。 年のス インインフル ン 流行、 年日中戦 、 年まで く 平
戦 、その後のベ ー ー 、および 生保護法の制定、 年のアジアか 、 年

の のえうま、などがそうである。これらの事象はその出生・ への影響が必ずしも 分
に分析されているわけではない。また、 年から大きく減少を始める出生率については、
その理由となる事態も に把握されているとはいいがたい。
本稿では、人口 が全国で 一して行われるようになった明 年以 、特にそれが

人口動態 計として整 された 年以 の人口動向について、不測の人口変化、つまり
それまでのトレン に 行するような変 点をもたらした時点を特定することを目的とす
る。最高齢者が 歳、 年生まれである現在、 年からの人口動態 計により記
される出生と が現在の人口の構成要 となっており、遠い過 の ではない。
現在の日本においては、国 調査による人口、住民基本台 による人口、 人口と複数

の人口 計があるが、 人口、日本人口について、 外在 人も含め差をみると、最大で
人程度の違いがある（表 ）。 人というのは国 調査による日本人口と、

人口から 外在 人数を差し引いた数の差が 人、ということであるが、これは
国 調査では国 不 が多いことが一番大きな理由であると考えられる。この程度の差（
～ 程度）を 差とみるのかどうかは、また別の 論となるが、人口の変 点を にと

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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らえるためには、 な差異が影響するため複数の人口データから同様な変化が認められ
るか検証する必要がある。

表 計別 人口・日本人口の差異（ 年 月～ 年 月）

人口（人） 計 時点

人
口

国 調査 年 月 日

住民基本台 年 月 日

日
本
人
口

国 調査 年 月 日

住民基本台 年 月 日

人口 年 月 日

外在 人数 年 月 日

人口 外在 人数

資 国 調査（ 計 ）、住民基本台 に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（ 自 行政 ）、 人口
（法 ）、 外在 人数調査 計（外 ）

㻌

本研究は、すでに 計として 表されている上記データに付け加え、人口動態 計などで
得られる各年の出生数、各年・各歳の 数に基づいて生年 ート人口として再構成した
人口データを作成し、変 点の特定を行うものであり、本稿はその第一段 の報 である。
㻌

 日本人生年 ートデータの作成

1. コホートデータについて 

日本における人口は国 調査や住民基本台 、 により、ある時点の数を集計して得る
ことができる。らさらに 人口 計は、 年 との国 調査の に、出生数、 数、
移動数を加える 差し引くことで、 年の人口を 定している。しかしながら、この国 調
査の に 年間の出生数、 数、移動数を加除した は 年後の国 調査の とは一
せず、そのため国 調査の が出た後で、過 の数 が されている。このように国 調
査には、調査 れ、重複調査、という 差が生じている。
このような一時点の人口をとらえる方法とは別に、同じ年に生まれた人の集 別に

を差し引き移動を加除することで人口を 定することもできる。このような試みは、長田
（ ）、人口問題研究所（ ）ですでに行われている。いずれも、人口動態 計をベー
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スにした 計は、国 調査よりも 度がよいとしている。しかしながら、長田（ ）は第
回国 調査の 年から 年までの期間、人口問題研究所（ ）では人口動態

計が 生 に移 されて以 の 年から 年までの期間に限られており、また 外
における出生・ 、および 外在 人数 計、国 異動、 年から 年までの
県の人口については 定の対象外である。
そこで本研究では、 法が実施された 年以 得られる 計を可能な限り収集し、

計、人口動態 計による出生数、 数より生年 ート人口データを作成し、国
調査、 ・人口 態 計・住民基本台 に基づく 的な各歳人口数と比較する。人口動
態 計に基づく ート人口の方が 度が高いとはされているものの、 出 れや 年
代から戦後にかけての大 の国 移動を考えると、いずれの 計が しいのかはいまだ判
できないが、ありうる 計を合計するとどの程度つじつまが合うのか、また人口の変 点

が異なった人口データでも同様に認められるのかについて検証する。
㻌

2. 生年コホートデータの原資料と適用状況 

ここでいう生年 ート人口とは、生年別の出生数から、生年別の 数を差し引き、国
移動を加除したものである。生年別の出生数は 年の出生数と同じであり、 年から

全国集計 があるが、生年別の 数が 表されるのは 明 年が最 であり（
生 ）、その後人口動態 計として （明 ）年よりある程度 的に 表され
ている。基本的にはこの各年の出生数から生年別の 数を 年差し引くことで、 年の各
歳人口が 定できるわけであるが、以下の点を考慮する必要がある。

¾ 出 れ
¾ 数が生年別ではなく各歳の場合
¾ 国外における出生・
¾ 国外への移動、国外からの移動
¾ ～ 年の 県の出生・
¾ 国 異動

㻌

現段 では、これらの項目すべてについて反 できているわけではない。それぞれの項目
の 用状況を に示した。
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㻌

生年 ート人口データの資 と 用項目

㻌

出生データは、年間出生数であり、比較的データは う。国内の日本人出生数（当年 け）
は、 年以 は人口動態 計の現在の 表資 に掲載されている。 ～ 年は、

年の人口動態 計報 書に掲載されている（ 、 年の は付 として収 され
ている）。 年以前は、日本長期 計 （ 計 、以下「長期 計」とす
る）に掲載されている数 を用いた。 資 は 年から 年までは 計、

年から 年までは 計 による人口動態 計であるが、長期 計では ～
年出生数は、 および地方 計書を元に内 計 が した数 （内 計 ）
が用いられており、 資 と に異なる数 がある。
国内出生の 出 れは、社人研日本 データベース プロジェクトによりとりま

とめられた 年以 の数 を用いた。
県の は、 ～ 年の期間、全国 に含まれていない。 、 年の出生数

はおそらく 計がないと思われるが、 ～ 年の出生数は 政府による人口動態
計にて、 出 れとともに集計・ 表されている を用いた。
国外における日本人の出生は、現段 では個票により数 を得られる 年以 につい

て 用した。 年以前は、 年より人口動態 計の中に集計・ 表されているが、今

㻌
各年の出 元（ ）は政府 の変化に じて次のように変化している。 （ ）、内

（ ）、内 （ ）、内 課（ ）、内 書 課（ ）、内
課（ ）、内 保 課（ ）、内 大 房文書課（ ）、年は 行年ではなく

計年。
年は「日本 国人口 計」の中に、人口 態 計と合わせて人口動態 計がある。 年以 年までは

「日本 国人口動態 計」、以 は「人口動態 計」となる。 も、内 計 （ ）、国 院（
）、 計 （ ）、内 計 （ ）、 計 （ ）、内 計 （ ）と変 してい

る。

当年

出 れ

個票

当年
生

（未 用） 各歳のみ

出 れ

政府
計

（各歳のみ）
個票
未 用

未 用

データなし非該当

未 用

生
長期 計 等

非該当

未 用

非該当

データなし

報 書入

データなし

国 異動

国外

国外

生年別

国内

出生

国内

非該当 政府 計

（未 用）未 用
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回は入 が未 のため 入していない。戦前は日本人の国外進出に伴い、無視できない数
の国外出生があり、 年においては 人で、日本人の出生 数 人の

にも上る。
データは生年別 数データが必要なので いが い。まず国内の当年 について

は、社人研日本 データベース プロジェクトによりとりまとめられたデータを用
いた。これは、人口動態 計によるもので、 年以 についてであるが、 ～ 年
のデータはない。ただし 資 である人口動態 計には 年 ～ 月、 年 ～ 月
は年齢 歳 別 者数が、 年 ～ 月は 年以 と同様、生年別・各歳
数が 表されている。戦時中の年齢別 数はいまだ不 であり、今後 ート人口と戦
前後の各歳人口の比較により、 計が可能かもしれない。また、 ～ 年は、生年別
ではなく各歳の集計しか 表されていないため、生年別に分 し再集計（ 計）した（
に後 ）。
人口動態 計以前の 数 計は、内 によるものと、内 生 によるも

のと二系列あるが、年齢別集計を 表しているのは後者である。 ～ 年は年齢 区
分、 ～ 年は 区分 、 ～ 、 ～ は各歳と、時代を下るにつれて
年齢 が になる。なお、当時は数え年で集計されているため、年齢別はすなわち生年
別となり、 年からの集計 は生年 ート人口データにそのまま み入れることが可
能である。
国内 の け出 れは、 年以 については 出 れの に関する方法論の検

と、この方法に基づいて 出 れ を行った場合の生 表への影響 が行われている
が（ 井 ）、現時点では本データに み入れていない。戦前については、 け出 れ
の年齢パターンを用いて生年別 数として 計する必要がある。

県の 数は出生数同様、 政府の人口動態 計に ～ 年の各歳 数が
表されている。国内の ～ 年同様、各歳のみの 表であるので、生年別に分 し

再集計（ 計）した（ に後 ）。 ～ 年は、 数は 表されているが、年齢
別 数はない。 ～ 年は出生数同様、 数もデータがない。
国外の 数については、 年以 は個票によりデータを得ることができるが、現時

点では未 用である。 年以前については、国外の出生数同様、少なくとも 年以
数は 表されているが、生年別データとして 計する必要があると思われる。

国 異動については現時点では 入しておらず、データの有無も含め、今後の課題とした。
㻌

3. 生年コホートデータと 2015 年国勢調査との比較 

以上のデータを用いて作成した生年 ート人口データを 年の国 調査と比較した
ものが である。国 調査データは、 月 日という調査時点の各歳人口ではなく、各

㻌
年齢区分は 歳未満 歳以上。
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歳の ～ 月生まれを生年別に み えた人口数を用いた。
㻌

㻌

年における生年別人口と国 調査日本人口の比較

㻌

概ね両者の は近 しているが、 年以前生まれ、 ～ 年生まれ、 年生
まれ以 の差が目立つ。いずれも生年 ート人口の方が、国 調査日本人口よりも大きい
が、 では目立たないが になっている年齢もある。 年は差が大きいが、これは
年の国 調査には 年 ～ 月出生者が入っていないことによる。
生年 ート人口と国 調査人口の差が同じ である生年 年齢層別に、その差の合計

を表 に示し、生年 年齢別の差を に示した。
㻌

表 生年 ート人口と 年国 調査との差（差の 別年齢層）

生年（年齢） 生年 ート 国 調査 差

（ ） （ ）

人

生年（年齢）生年 ート 国 調査
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合計

㻌

㻌

生年 ート人口と 年国 調査との差

㻌

現段 での生年 ート人口と 年国 調査との差は、全年齢で 人である。
この大きな差は、 ～ 年の 数を み入れていないことが大きな要因であると考
えられる。 年の人口動態 計に 表されている ～ 年の 数は
人であり、 年以前生年 ートと国 調査の差の合計 人を上回る。この差
は国外出生数によると考えられ、今後のデータ 入により分析する予定である。

年出生 ート以 の差の大きな 因は、国 調査の れ、日本で生まれてから
外に居住している人の影響が考えられる。しかしいずれにしても国 調査の方が少なくな
る方向であり、 ～ 年の生年 ート人口にくらべ、国 調査が 人多いのは、
出生 け出 れとは考えづらく、外国 から日本 への 化が影響している可能性もある。

年、 年生年 ートでは、国 調査との差がそれぞれプラス、マイナスとなって
いるが、 にあるように、 年から 年まで、差が一様に増加しており、 年お
きに らかの事象が作用したわけではなく、 的な傾向を持った 差要因が作用してい
ると考えられる。今後、 外在 人数、国 異動を 入し再度分析する必要がある。
㻌

人

生年（年齢）
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 差の検 からみた変 点、および生年別人口作成における考察

1. スペインインフルエンザ後のベビーブームと百寿者 

前 の通り、 年 月の の日に合わせて 表された 歳高齢者表 の対象者は
人で、前年より大きく増加した（ 生 働 ）。この増加幅は、前年 年で

は 人と同様、 年では 、 年では 人であり、 、 年の増加幅
は著しく大きい。

年に 歳になる人は、 年生まれであり、その年の出生数は 人で、
前年の 人から実に 人の増加があった。また、 年は第一回国 調査
が行われた年であり、そのために 出 れの動向が変わったことも考えられるが、 出 れ
を加えた数でみても、やはり、 年の出生数の大きな増加傾向は変わらない（ ）。
さらに、 年の国 調査、またその時点での生年 ートを見ても、 年生まれの

人の大きな増加傾向は同様である。したがって、 年の出生数増加は、確かに こった
と考えられる。
㻌

㻌

～ 年の出生数、 年における生年 ート人口と国 調査人口

㻌

日本におけるス インインフル ン 流行前後の 者数（全 因）を月別にみると、第
一 の ークは 年 月、第 の ークは 年 月にあり、特に 年 月
の 数は 立って高くなっている（ ）。一方出生数を見ると、 数 ークの か月

人

生年（ 年の年齢）

出生数 合計（ 出 れ含む） 年国 調査 年生年 ート
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後、すなわち 年 月、 年 月に、通常の月別パターンとは大きく異なる出生数
の減少が認められる。つまり、 数 ークの月には 数が減ったと考えられる。そして、

年 月の出生数の大幅減少後、 年 月 から出生数の増加がみられ、次に出生
数が減少した 年 月の前月まで、出生数の水準は例年になく高くなった。つまり、
失った の機会を取り戻すような行動があったと考えられる。このように、ス インイン
フル ン という急 に来 する事象に じて、出生数も月別に大きく変動し、出生数が大
きく減った後にベ ー ー ともいえる出生数の増加があった。

㻌

㻌

ス インインフル ン 前後の月別出生数と 数
資 人口動態 計（内 計 国 院 計 ）

㻌

年の 歳高齢者数の増加は大きかったが、 年の増加も同様に大きかった。しか
しながら、 年前の 年の出生数は前年と比べ減少している。この理由は、上記の月
別動態 計から 明できる。 の 表する 歳長 者の数は、 年度、つまり
年 月から 年 月までに 歳になった（なると見 まれる）人の数である。そのた
め、 年前の出生数も年度に み えると、 年 ～ 月の出生数増加が 年度出
生数に含まれることになり、 年としては前年より減少していた出生数が、 年度で
みると増加に転じる（表 、 ）。また、 歳高齢者を出生数で割ったものを 歳生存率
と定義し計 すると、分 を年の出生数にすると 年の 歳生存率が大きくなるが、分
子の 歳高齢者数と同様に分 を年度の出生数にすると、 歳生存率は 年から
年までス ーズに増加する。
つまり、 年のみならず、 年も 歳高齢者が増えたのは、現在の による

歳高齢者が年度で計上されていることによるもので、 歳高齢者の増加は出生数の増加に

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月
人 数

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

人 出生数
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対 しているといえる。

表 ～ 年の出生数（年 年度）と 歳高齢者数・ 歳生存率

出生数 歳高齢者数（年度） 歳生存率

年 年度 人 前年差 年 年度

資 出生数は人口動態 計（内 計 国 院 計 ）、 歳高齢者数は 生 働 （ ）

㻌 㻌

出生数、 歳生存率の年・年度比較
資 出生数は人口動態 計（内 計 国 院 計 ）、 歳高齢者数は 生 働 （ ）

㻌

2. アジアかぜの人口への影響 

の 年における人口をみると、 年の生年 ート、国 調査いずれにも、
人口の みがある。これは 年に日本で流行したアジアか が影響しているのだろうか。
日本におけるアジアか の流行は、 年のインフル ン 者・ 者の つの「 」
（増加）のうち、 月より始まる第 、第 の とされ、 者は合計 人であったとさ
れている（日本 生 会 ）。その数は、全体の 数から比べると少ないが、同時
期に 、 、 による 数が大きく増加しており、インフル ン と されない
が実 はインフル ン による が多くあったのではないかと考えられる。一方、
年前後の月別 数（全 因、 ）をみると、 年 月～ 年 月に前後の年よ

人 出生数

出生数年 出生数年度

歳生存率

歳生存率年 歳生存率年度
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りもかなり多い がある。またそれに して、 か月後の 年 月～ 月の出生数
が前後年と比べ大きく ち んでいる。 数の増加が、 数を減らし、 か月後の出生
数を減らしたことが、ここでも認められる。つまり、人口動向に影響した感 は、アジア
か よりも、その 前にあった 年最 のインフル ン の によるものであったとい
える。

㻌

アジアか 前後の月別 数と出生数
資 人口動態 計（ 生 ）

アジアか （ インフル ン ）のみならず、インフル ン にかかると流産、
出産の スクがあることは当時から知られていた（日本 生 会 ）。 年の出
生数の ち みは流産の増加によるのであろうか。 年前後の出生数、 産数、中 数
をみると（ ）、 年の出生数は前年よりも 減少したが、自 産数は
の増加であり、インフル ン による流産の増加を 定することはできないものの、出生

数の減少を自 産の増加ですべて 明することはできない。また、 年の中 数は前
年から 減少しており、 を れて中 が増えたわけでもない。
一方、 年の出生数は、 年に比べ 人（ ）の上昇をみた。これは、

年に出生を えたことによるベ ー ー であったといえるだろうか。戦後のベ ー ー
から 生保護法により経済的理由による中 が可能になってから、出生数は急 に減っ

たが、 年はその減少傾向の であった。インフル ン がなくても、 をついた可能
性もあるが、 年の減少は、それまでの減少幅よりも大きく、 年にいったん増加し
た出生数はその後再び減少に転じている。そのため、 年の通常よりも しい減少が

年の増加で しにされた、と考えるのが 当であろう。ただし、 年の出生数増

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

人 数

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

人 出生数
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加と同時に、中 数、人口 産数も増加していることから、意 せ が増えたことも考
えられる。つまり、 年に した ・出産の機会を 年に取り戻そうとした、とい
うことだけでは 年の出生数の増加を 明できない、ということになる。
㻌

㻌

出生・ 産・中 数の 移（ ～ 年）
資 人口動態 計（ 生 ）、中 数は 生行政報 例（ 生 ）

㻌

年、 年の出生数の変化は、 年時点での生年 ート人口においても、
年生まれが少なく 年生まれが多くなっており、同様に認められる（ ）。一方、
年の国 調査は 年生まれにほぼ対 する 歳人口が、出生数、生年 ート人口のよ
うに増加していない。これは の人口を加えても同様である。 年国 調査は出生月
別の人口が 表されておらず、個票も存在しないため、国 調査から生年別人口はわからな
いが、出生数を前年 月～当年 月に み えてみると（ の「出生数（ 月 期）」）、

年の急 な出生数増加は認められなくなり、国 調査の人口数の変動と同様である。
、 にあるように、出生数の月別変動が大きい場合は、生年別、年度別、 月 期

による年別といった年の定義が異なると、経年変化を しく把握することができないため、
定義を えることが重要である。

年

自 産（ ） 人 産（ ） 産数 数（ ）
出生数（ ） 中 数（ ）
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㻌
～ 年の出生数、 年における生年 ート人口と国 調査人口

出生数、生年 ートには 出 れ、 出生数を含む。

㻌

3. 年齢別死亡数から生年別死亡数への分解集計 

年齢とその 者の生年について整理すると のようになる。この は例とし
て、 年から 年まで（ ）、 歳から 歳まで（ ）について示したもので、

の始点が出生、終点が を表すレ シス である。ここで 年の 歳の 数は、
ンク色に着色され 実 で囲まれた範囲に終点がある人数で、この では 人である。

一方、 年生年 ートの 年の 数は 色に着色され 点 で囲まれた の
範囲に終点がある人数で 人である。このように年齢別と生年別の 数は区別される。

人

出生数 出生数 月 期
年国 調査 国 調査（ 含む）
年生年 ート
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㻌

レ シス による年齢別 者数と生年別 者数の 式

日本における 計では、 年の人口動態 計から、生年別と年齢別に 数を集
計・ 表していた。その時代に表 するような国 基準があったかはわからないが、それ以
前の 計の人口集計は生年別となっており、日本の数え年の 例が影響していた可能
性もある。数え年は自動的に生年が判明する年齢の数え方であり、生年 ート作成には都
合がよい。しかしな か、 ～ 年の期間は、生年別の 数は 表されなくなり、
年齢別のみの 表となった。そのため、生年別 数をなんらかの方法で 計する必要があ
る。この 計は、 において の 方 を対 で区 った二等 三 （レ
シストライアン ル）に分 することで可能になる。 方 の上側のレ シストライア
ン ルと、その上の 年年齢 歳の下側のレ シストライアン ルを足し合わせること
で、 年生まれ 数を得ることができる。
レ シストライアン ルの分 は、一番単 には半分ずつにすることであるが、 歳のよ

うに 率が時間の経過とともに大きく低下する場合や出生数の月別変動により半分にす
ることは 差をもたらすとされている（ ）。さらに の月変動が大き
い場合は、それによってもレ シストライアン ル上下の割合は半分から 離することに
なる。
そこで、 にならい、 方 に対する下側レ シストライアン ルの

割合を として、データのある年（ ～ 年、 ～ 年、 年以 ）につい
て、年齢別の の を計 した（ ）。 の分 のばらつきは大きいが、 歳や高年齢で
高く、それ以外では低い傾向があり、平 では を上回る程度で、ス インインフル

年
齢

年
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ン の異常な 数 ークが 月にあった 年のみ高い を示していることがわかる。

年齢別 （全国、 ～ 年、 ～ 年、 ～ 年）
白実 は全期間の平 、 実 は 年と 年の平

年齢

男性

年齢

女性
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今回、 表 がなく各歳 数から生年別 数の 計が必要なのは、 ～ 年の
期間であるが、 年の は外れ でありそれを用いるのは 当ではない。そこで、
年と 年の年齢別 の平 を用いて、 ～ 年の各歳 数から生年別 数
を 計した。
同様に、 政府による ～ 年の における 数データも、各歳 数のみ

で生年別 数が 表されていない。その期間の前後で各歳 数と生年別 数がいず
れも 表されているのは 年の人口動態 計であり、 年以 は都道府県別の各歳
生年別 数は 表されていない。 県の人口動態 計は 年代 から安定すると
されており（ 内 ）、 年について年齢別の を 定すると（ ）、全国でみた
ような年齢に じた変化は認められず、 はすべての年齢で 前後となっている。そのた
め、 ～ 年の生年別 数は、 を として各歳 数から 計することとした。

年齢別 （ 県、 年）
白実 は全期間の平 、 実 は 年と 年の平 、 ～ 年、 ～ 年、 ～ 年

㻌

㻌

 おわりに

現段 の生年 ート人口には、 ～ 年の 、 出 れの 、国外の出生・
、国 異動が 入されていない。このなかで ～ 年の が、それ以前に生ま

年齢

男性 女性
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れた人の現在の数に一番大きく影響すると考えられる。この期間の年齢別 数は 表さ
れておらず、全年齢の 数から年齢別の 数を 計するのではなく、前後の年齢別人
口の差から 数を 計する方が 当であると考えられる。そしてそのためには、戦前のか
なりの数に上る国外の出生、および引き げによる移動の影響を考慮したうえで人口数を

する必要がある。
年での生年 ート人口と国 調査日本人口との比較では、 ～ 年生まれ

の ート人口は、国 調査日本人口を 人下回っており、この差の理由は、出生の
け出 れ、 の不 な 出、 年時点で ～ である ～ 年生まれの人の
国 調査での重複回答、といった点は考えにくく、国 異動によるのかもしれない。国 異
動の年齢別データが長期間にわたり得られるかどうかは未知であるが、その必要性が確認
された。
今後は、生年 ート人口と比較する国 調査人口には、 外在 人を加える必要があ

る。さらに、住民基本台 による人口、 による人口との比較分析も行いたい。
今回 目した、 ～ 年ス インインフル ン と、 年アジアか の人口への

影響は、生年 ート人口がなくても、人口動態 計を月別に観察することで分析が成り立
つとはいえるが、複数の人口データがどの程度一 しているのか確認することで、人口の急
な変化についての理 を めることができるともいえる。

㻌

㻌

人口動態 計の個票は、 生 働行政 進調査事業 助 （政策 学 合研究事業（政策
学 進研究事業）「長期的人口減少と大国 人口移動時代における 来人口・世帯 計の方法論
的 展と 用に関する研究」（研究代表者小 ）において、 生 働 より 計法 の規
定に基づき提供を受けた。個票を再集計しているため、 表数 とは一 しない場合がある。
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戦後わが国における⻑寿化、晩婚・未婚化と就業パターンの変化およびその地域差 

はじめに 

年から 年の国 調査による長期時系列 計を用いて、わが国男女の就業行動
にどのような地域（都道府県）差があるのか実証的に示すことを目的とする。とくに、男女
年齢別配偶関係別の 働 状態別人口（もしくは就業者）に関する集計結果を用いて、就業
の都道府県 差を婚姻状態と配偶関係別就業状態の年齢パターンの都道府県 差のそれぞ
れの 与へ要因分 することを通じ、わが国における就業の地域差について基本的な理
を定 的に提示したい。わが国男女の就業行動における配偶関係構 の長期 とその男
女差については、すでに （ ）において報 した。ここで用いるデータ・分析手法は
（ ）と同一のものであり、地域 差についての結果を報 する。

（ ）の本分析の特 として、 就業 という指 を用い、 一的なデータ・方法
で長期をカバーすること、 の 度を人生の長さに 準化し、ライフ ース（ライフサ
イクル）の観点から男女を比較すること、とくに就業の配偶関係構 に着目することが げ
られる。ライフサイクルとは、個人が生まれてから までの生 におけるライフイベント
について、年齢を にみるものである（ ）。一言でいえば、「男女の生 における
就業」が戦後の社会経済変化のなかでどのように 移したかを した。 働 率の年齢ス
ジ ールの に 的な女性の特異性は の存在しない男性との比較におい

て き りとなるため男女で比較した。 ～ 年という長期時系列比較 びに男女差
の比較が意 のあるものであるためには比較可能性（ 度な類 性と異 性）が必要になる
が、ライフ ースの観点から就業 という指 を用いることで一定の意義を持たせた。就
業 は、おもに定常人口の生存人年、配偶関係構 （年齢パターン）と配偶関係別年齢別
就業率によって 定される。配偶関係構 と配偶関係別就業率の 与の要因分 に用いた

みは、特定の人口集 全体でみた「率」の変化（ 差）をサ ループの「率」の変化
と構成の変化の 与に分 するという く 準的な人口学的手法である。
本稿は、 （ ）が分析に用いたデータ・手法をそのまま用いて、「男女の生 におけ

る就業」にどのような地域差があるのかを しようとするものである。データと指 、要
因分 手法については （ ）を参照されたい。全国的な就業の長期 と男女差につい
ても り すつもりはないが、記 計として全国の ～ 年実 人口・定常人口の
就業率及び就業 （ ）についてのみ、以下に再掲する。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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．実 人口・定常人口の就業率及び就業 （参考： 働 ）：全国、 ～ 年
出 ： （ ）．

1．男⼥・都道府県別にみた 15 歳時平均余命と配偶関係別期待⽣存期間：1950

〜2015 年 

全国の 歳時平 、男性は 年の 年から 年の 年、女性は
年の 年から 年の 年へと一貫して増加していた。地域 差についてみると、
男性については、 年の 歳時平 が最も長い 県（ 年）と最も短い 田
県（ 年）の間には 年の差があったが、 年では 県（ 年）と 県
（ 年）の 年に縮小した（ ）。しかし、レンジでみる限り、その後の地域差は大
きく変わっておらず、 年は長 県（ 年）と 県（ 年）の間の 年であっ
た。時系列変化の幅に比べれば地域差は限られる。 ～ 年の 準 差は 年が
最大（ ）で 年（ ）までは一貫して低下したが、その後はあまり大きな変化
はない。 分位範囲と ～ 範囲の場合には、 年が最大（ と ）、 年
が最小（ と ）であり、どの指 でみても 年代までは地域 差が縮小する傾
向があったが、 年代以後は明 が方向を示していない。ただし、 ～ 年を通じ

男

女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

平均就業期間割合 就業率

a) 就業率，平均就業期間割合

男

女

男

女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

就業寿命 非就業期間 労働力寿命

b) 就業寿命，非就業期間，労働力寿命
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て平 は一貫して上昇しているため、 準 差を平 で除した変動係数でみると、
年以後も概ね縮小傾向がみられる。

．男女別 歳時平 ：全国と都道府県別特性 、 ～ 年

女性の 歳時平 についてみると、 年には 県（ 年）と 田県（
年）の間に最大 年の差があったが、 年は長 県（ 年）と 県（ 年）の
間の 年に縮小している。時系列変化の幅と比べると、地域差は極めて限定的である。女
性の場合には、 ～ 年の 準 差、 分位範囲、 ～ 範囲ともに、 年が最
大であり（ に 、 、 ）、 年（ 分位範囲は 年）が最小になってい
る（ に 、 、 ）。 ～ 年の間、一貫して 差を縮小してきたわけで
はないものの、地域 差には概ね縮小の傾向がみられる。

歳時平 の地域差は時系列変化の幅と比べれば限定的であるものの、一定の地理
的なパターンがみられる。 ～ 年を通じて、男性では長 県を中 とする中 地方
や 関東地方で 歳時平 は長く、東 地方（ ）や 地方（ ）で比較的短
い。 ～ 年の 年次で上位・下位 位に入ったことがある回数をみると、下位の
回数が最も多いのは 県の 回、これに 田県の 回が く。 に上位の回数が最も
多いのは、長 県の 回で、 番目に多いのは岐阜県・ 県・京都府の 回となってい

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

男

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

女

全国 都道府県平均 25%/75% 5%/95% 最小/最大
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る。女性については、地域 差が 対的に小さいので 位の変動幅も大きいが、 取県・
県・ 県・広 県を中 とする中国地方や 本県、 県、 年代以 は 県・

福井県・ 県といった の日本 側から長 県にかけての地域で長くなっている。 に、
東 地方から 関東までの地域で 歳時平 は短くなっている。 ～ 年の
年次で上位・下位 位に入ったことがある回数をみると、下位の回数が最も多いのは男性
と同じ 県の 回、これに 県の 回、 田県の 回が く。上位の回数が多いのは、

県の 回、 県の 回、そして 県の 回の であった。このように、 歳時平
には、男女とも比較的安定な地域パターンがあり、女性については地域差を縮小しつ

つ、男性における地域差は明 な 大はしておらず、全国的な に って上昇していると
みてよいだろう。
全国の配偶関係別期 生存期間の 移をみると、まず未婚については 年男性

年、女性 年だったが、 年に男性 年、女性 年になったあと 長が顕著に
なり、 年は男性 年、女性 年だった。有配偶については、 年の男性
年、女性 年から、男性は 年の 年に増加したあと るやかに低下し 年
は 年だったのに対し、女性は 年の 年に増加したあと るやかに低下し
年は 年だった。これらに比べると離 別はあまり大きく変化しておらず、 年は男
性 年、女性 年、 年は男性 年、女性 年だった。
未婚の期 生存期間の地位差については、男女とも 関東地方や近 地方の大都市とそ

の 地域及び 県で未婚期間が長くなっている（ ）。男性の場合、 年の東京都
（ 年）と 県（ 年）の間に 年の差があったが、 年には東京都（ 年）
と 県（ 年）の間の 年になった。女性については、 年の東京都（ 年）
と 県（ 年）の間に 年の差があったが、 年には東京都（ 年）と福井県
（ 年）の間の 年になった。未婚期間のレンジは男性の 年以後、女性の
年以後は 歳時平 のものよりも広い。 準 差、 分位範囲等の分 に関する特性
は、男女とも 年代前後まで小さくなったが、その後平 の上昇にともなって大き

くなる傾向がある。 準 差を平 で除した変動係数は概ね一貫して縮小しており、とくに
年までと男性の 年代以後の縮小幅が大きい。全国的に未婚期間が 長するなか

で 対的な地域差は縮小する傾向があるといえる。 ～ 年の 年次で上位・下位
位に入ったことがある回数をみると、上位の回数が多いのは男性では東京都（ 回）、
県（ 回）、 県（ 回）が多く、女性では東京都（ 回）、京都府（ 回）に福

県（ 回）が く。下位の回数が多いのは男性では 県（ 回）、 県（ 回）に 県・
県・ 県（ 回）が多く、女性では福井県（ 回）、 県（ 回）と 県（ 回）

が多い。
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．男女・配偶関係別期 生存期間（ 歳以上 数）：全国と都道府県別特性 、 ～
年

有配偶の期 生存期間の地域差については、男女とも東京都と大阪府、 県は短く、
に、 県・ 県・福井県から長 県・岐阜県・愛知県・ 県に広がる中 地方で長い
傾向がある。女性では 東 地方から東京都を除く関東地方で有配偶生存期間は平 より
長く、 地方で平 より短くなっている。一方、男性では関東地方は概ね平 より短く、
福 県と 県を除く 地方は平 より長い傾向がみられる。レンジをみると男性の
場合、 年の 県（ 年）と大阪府（ 年）の間に 年の差があったが、
年には 県（ 年）と 県（ 年）の間の 年になっている。女性については、

年の 県（ 年）と 県（ 年）の間に 年の差があったが、 年は
県（ 年）と 県（ 年）の間の 年になっている。有配偶期間のレンジは男性

の 年以後、女性の 年以後は 歳時平 のものよりも広い。 準 差、 分
位範囲等の分 に関する特性 は、男女とも 年代前後まで小さくなったが、その後大
きくなる傾向がある。有配偶期間については平 も一貫して大きくなったわけではない
ので、変動係数をみても、 ～ 年に縮小したが、 年以後は地域差を 大する傾
向がみられる。とくに、男女とも 年前後の地域差の 大が顕著である。 ～ 年
の 年次で上位・下位 位に入ったことがある回数をみると、上位の回数が多いのは男性

未婚

有配偶

離死別

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

男

未婚

有配偶

離死別

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

女

全国 都道府県平均 25%/75% 5%/95% 最小/最大
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では福井県（ 回）、岐阜県・ 県（ 回）、 県（ 回）が多く、女性では 県（
回）、 県（ 回）と岐阜県（ 回）が多い。下位の回数が多いのは男性では東京都（
回）、大阪府（ 回）と高知県・ 県（ 回）が多く、女性では東京都（ 回）、大阪府（
回）と 県（ 回）が多い。
離 別の期 生存期間の地域差については、男女とも 県と中国・ 国地方で長い。男

性では 県・ 県が短く、この他に 年以前は東 地方や 年以前は 地方
で短かったが、 年代以 では 関東地方や中 地方で短く、 に 地方は平 より
長くなっている。女性では、 東 地方や関東地方、中 地方で短く、 日本において長い
傾向がある。ただし、女性の 県については、 年は 都道府県中 番目に短い県
だったが 年代までに急 に 位をあげ、 年に 位、 年以後は最も長い県
になっている。また東京都と 県も 年は 位と 位で 対的に長い地域だった
が、 年は 位と 位で最も短い地域の つになっており、 位の変化が著しい。レン
ジについてみると男性の場合、 年の 県（ 年）と 県（ 年）の間に 年
の差があったが、 年には高知県（ 年）と東京都（ 年）の間の 年になってい
る。女性については、 年の 県（ 年）と 県（ 年）の間に 年の差が
あったが、 年は 県（ 年）と埼玉県（ 年）の間の 年になっている。離
別期間のレンジは、男性では水準が低いので 歳時平 のものより いが、女性で

は 歳時平 のものよりも一貫して広くなっている。 準 差、 分位範囲等の分
に関する特性 は、男性では 年まで小さくなったが、その後大きくなる傾向がある。
女性については、 準 差でみると全 的に縮小傾向だが、 分位範囲と ～ 範囲につ
いては、 ～ 年まで縮小したあと、やや 大している。変動係数をみると、男性で
は ～ 年に縮小したが、 年代以後は 大しており、女性では ～ 年
を通じ概ね縮小する傾向があるものの 年以後の変化は大きくない。男性については

年代までは離 別期間の地域差には縮小傾向があったが、 年代以後やや傾向が変
化しており、女性についてはレンジの縮小（ ～ 年に全国的に離 別期間がやや上
昇するなかで最も長い 県の離 別期間は縮小、 に最も短い 県や 県のものは
長）ほどには 年代以後の地域差は縮小していない。 ～ 年の 年次で上

位・下位 位に入ったことがある回数をみると、上位の回数が多いのは男性では 県（
回）、 県・高知県（ 回）、 県（ 回）が多く、女性では 県（ 回）、高知県（
回）と大阪府・福 県（ 回）が多い。下位の回数が多いのは男性では 県（ 回）、
県（ 回）と 県（ 回）が多く、女性では 県（ 回）、 県（ 回）と 県

（ 回）が多い。
期 生存期間の変動係数を男女・配偶関係で比較すると、 ～ 年の平 が大きな
に男性離 別（ ）、女性未婚（ ． ）、女性離 別（ ）、男性未婚（ ）、

女性有配偶（ ）、男性有配偶（ ）、男性の 歳時平 （ ）、女性の
歳時平 （ ）の になっている。変動係数が最大の年次と最小の年次の差を比較
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すると、 数（ 歳時平 に）については、男女とも 年が最も大きく、 年
が最も小さくなっており、男性は （ ）、女性は （ ）
である。未婚については男女とも 年が最も大きく、 年が最も小さくなっており、
男性は （ ）、女性は （ ）である。有配偶は男女と
も 年が最も大きく、 年が小さくて、男性は （ ）、女性は

（ ）である。離 別は 年が最も大きく、最も小さいのは男性に
ついては 年で （ ）、女性は 年が最も小さく （

）となっている。 数と比べて配偶関係別にみた期 生存期間の変動係数は大きいの
で、 歳時平 と比べて配偶関係割合の地域差は大きいことが示 される。配偶関係
別にみると、未婚と離 別の変動係数の縮小幅は同程度で、地域差が縮小傾向にあるとみら
れる。これに対し、有配偶は変動係数の変化幅は小さいものの 年以後 対的な地域差
をやや 大させている。
最後に、 歳時平 及び配偶関係別期 生存期間の地理的なパターンの男女差につ

いて言及しておきたい。 かくみればこれらの指 の地理的なパターンには男女差もある
が、都道府県間 関係数をみると、 ～ 年を通じて の 関があり、一定の地域パ
ターンを共有することがわかる。男性の 歳時平 と女性のものの都道府県間 関係
数は、 ～ で ～ 年の 年次すべてが 水準で 計的に有意である。
時系列の変化をみると、 年の 関係数が最も大きく、 年の最小に向けて概ね一貫
して低下していたが、 年代以後の 関は強くなる傾向がみられる。配偶関係別にみる
と、まず未婚の 関係数は ～ の範囲で 年代以来概ね一貫して 関を低
下させている。有配偶については、 関係数は ～ の範囲で 年以前（
～ ）がやや高く、 ～ 年と 年（ ～ ）がやや低いが、
～ 年（ ～ ）に一貫した変化はみられない。 ～ 年の離 別の地域
関係数は小さく 計的に有意ではないが、 年以後は 水準で 計的に有意な の
関がみられ、 関係数も大きくなっている（ ～ 年は ～ 、 年

は ）。各都道府県の男女の平 は全国的な にあわせ概ね一貫して 長するな
かで、 年代 まではおもに未婚（及び有配偶）の期 生存期間の地域差が縮小するこ
とを通じて 歳時平 における男女間の地理的なパターンの類 性が低下したが、

年代以後離 別の期 生存期間の地域差が縮小するなかで男女の地理的なパターンの
類 性は高まり、 歳時平 の男女間の地域 関が高まっていることが示 される。

2．男⼥・都道府県別にみた就業寿命と平均就業期間割合：1950〜2015 年 

全国の就業 は、男性は 年（ 年）から 年（ 年）へ 長したあと、
概ね低下傾向がみられ、 年には 年まで低下した（ 年は 年）。女性では

年の 年から 年の 年へ急 したことを除けば、 年の 年から
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年の 年へ一貫して上昇していた。平 就業期間割合は、男性では ～ 年
代を通じて概ね一貫した低下傾向があり、 年（ ％）から 年（ ％）、もし
くは 年（ ％）から 年（ ％）の低下が著しかった（ 年は ％）。
女性の平 就業期間割合は、 年（ ％）から 年（ ％）へ急 しており、
年（ ％）以後は 年（ ％）まで上昇が顕著であることを除くと、 年（ ％）
以来の傾向として目立った上昇や下 はなかった。
参考として、 付表 ～ に ～ 年の男女・都道府県別就業 の 移を示す。
はそちらを参照いただくことにし、ここでは就業 と平 就業期間割合の地域差に

ついて、 つの特 を指摘しておきたい（ 、 ）。第一に、 歳時平 や配偶関
係別期 生存期間と比べると、男女とも就業 と平 就業期間割合には大きな地域差が
ある。第二に、男性の就業 は 歳時平 と一定の地域 関を示すが、女性の就業

や男女の平 就業期間割合と 歳時平 の間の地域 関は 対的に弱い。一方で、
就業 と平 就業期間割合には男女とも強い地域 関関係がある。第三に、男性の就業
と平 就業期間割合の都道府県平 と全国 には明 な差はみられないが、女性のもの

は一貫して都道府県平 が全国 を上回る。これは人口規 の小さな非大都市地域でこれ
らの指 が大きいことを示す。第 に、就業 と平 就業期間割合の地域差は、男性より
女性で大きいが、女性における地域 差には縮小傾向がみられ、とくに 年以後もしく
は 年代以後の縮小が顕著である。第 に、女性の就業 と平 就業率は 年か
ら 年に概ねすべての都道府県で低下しており、 年以前と 年以後の変化に
がみられる。第 に、女性の就業 ・平 就業期間割合については、 年まで最も

大きい福井県や 取県、 県では 年から 年 までその水準は概ね同程度で
移しているが、就業 ・平 就業期間割合が短い大阪府や 県、 県などの大都市
とその 外の自 体で就業 は急 に上昇する で地域 差は縮小している。最後に、こ
のように男女で異なった地域パターンを示すようにみえる就業 と平 就業期間割合だ
が、男女間には一定の 関がみられる。重複する点もあるが、以下 単に 介する。
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全国 都道府県平均 25%/75% 5%/95% 最小/最大
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．男女別にみた就業 ：全国及び都道府県分 特性、 ～ 年

．男女別にみた平 就業期間割合：全国及び都道府県分 特性 、 ～ 年
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歳時平 と就業 及び平 就業期間割合の都道府県間 関係数を ～
年の 年次について男女別にみると、男性の就業 の 関係数は ～ で
～ 年を通し 水準で 計的に有意な の 関がある。男性の平 就業期間割合につ
いても、 年（ ）を除けば の 関があり、 ～ 年や ～ 年は

～ で 水準の 計的に有意な の 関があるものの、その他の年次の 関
（ ～ ）は強くない。女性の場合には 年以前の 関は で、 年以後は
になっている（ の 関が最も強いのは 年で就業 、就業期間割合 、
の 関が最も強いのは 年で就業 、就業期間割合 ）。女性の 歳

時平 と就業 との間の 関係数は、 ～ 年については 水準で 計的に
有意だが、配偶関係 数でみると じて関係性は弱い。これらと比べると、就業 と平
就業期間割合の 関係数は、男性で ～ 、女性で ～ であり、
～ 年を通じて 水準で 計的に有意に になっている。人生の長さと生 で働く
期間の長さは、とくに男性で一定の地域 関があるものの、生 で働く長さの地域差は人生
の長さよりも生 に める就業期間割合の高さ（の地域差）と強い関係がある。
男性の就業 ・平 就業期間割合の地域差については、 歳時平 あるいは有配

偶の期 生存期間と ている。就業 のレンジは、 年は岐阜県（ 年）と福 県
（ 年）の間に 年の差があったが、 年以後最も長いのは長 県、 年を除き
最も短いのは 県になっており 年は長 県（ 年）と 県（ 年）の間の

年になっている（付表 ）。平 就業期間割合のレンジは、 年は福井県（ ％）
と福 県（ ）の間に ％ポイントの差があったが、 年以後 年を除いて最
も長いのは長 県、 年以後最も短いのは 県になっており、 年は長 県（ ％）
と 県（ ％）の間に ％ポイントの差がある。 準 差等の地域分 の特性 をみ
ると、 年にやや地域差が大きくなっていることを除くと、 年から ～ 年
に 大傾向、 年代以後には縮小傾向がみられる（ 準 差については ）。地理的
なパターンについては、新 県・ 県・ 県・福井県から 県・愛知県の間に広がる
中 地方で高く、 県と 取県を除く 日本とくに 国地方・ 地方・ 県で低くな
っている。 ～ 年の 年次で上位・下位 位に入ったことがある回数をみると、
就業 が長い回数が最も多いのは長 県と福井県の 回、これに岐阜県の 回が く。
平 就業期間割合が高い回数が多いのもこの 県でそれぞれ 回、 回、 回となってい
る。 に就業 が短い回数が最も多いのは、福 県の 回で、 番目に多いのは 県
の 回となっている。平 就業期間割合が低い回数が多いのもこの 県でそれぞれ 回と
回である。
女性の就業 ・平 就業期間割合の地域差については、新 県・ 県・ 県・福井

県・長 県などの中 地方と 取県・ 県で高くなっていることは 歳時平 のパ
ターンと合 する。 に、未婚の期 生存期間が長い東京都・ 県・京都府・大阪府・
兵庫県・ 県・和 県・福 県といった大都市とその 外の自 体で低くなっていると
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いうパターンがみられる。 地方では未婚期間は長く、有配偶期間は短くなっていたが、
就業 や平 就業期間割合は平 より高い自 体と低い自 体がある。関東以 につい
ても高低が入り れている。
女性の就業 のレンジは、 年の福井県（ 年）と東京都（ 年）の間の

年から、 年の 取県（ 年）と 県（ 年）の間の 年を経て、 年の
県（ 年）と 県（ 年）の間の 年へと概ね一貫して くなっている。
からも明らかなように、就業 が最も長い自 体の は大きく変わっていないのに対

し、最小の自 体の上昇が著しい。 準 差等の分 の特性 についてみると、 分位範囲
は ～ 年にやや 大したが ～ 年以後概ね一貫して低下している。 準
差と ～ 範囲の変化パターンはほぼ同一で ～ 年は変化しなかったが、以後概
ね の低下をしている。 ～ 年の 年次で上位・下位 位に入ったことがある
回数をみると、就業 が長い回数が多いのは、福井県（ 回）、 取県（ 回）、長 県
と 県（ 回）となっている。 年代は 県の就業 が最も長かったが、
年代以後はこれら 県のいずれかで最も長くなっている。 に、短い回数が最も多いのは
大阪府（ 回）で、 県（ 回）と 県（ 回）が く。 年までは東京都で就
業 は最も短く、 ～ 年は 県で最短だったが、 年以後は 県で就業

は最も短くなっている。 ～ 年を通じて、これらを中 とする大都市に位置す
る自 体で就業 は短いため、都道府県平 よりも全国 は低い。また、就業 が短い
地域で 年以後の上昇が著しいため、全国 は都道府県平 に急 に近づいている。
女性の平 就業期間割合のレンジは、 年の福井県（ ）と東京都（ ）の間

の ％ポイントから、 年の 県（ ％）と 県（ ）の間の ％ポイ
ントへ一貫して くなっている。平 就業期間割合については、 年以来最小 が上昇
するだけでなく、最大 が低下する でレンジは一貫して縮小している。 年以後につ
いみると、平 就業期間割合においても最も高い地域の水準は 年 までほとんど変化
しておらず、最も低い地域の水準が り上がる で地域差は縮小しており、 年代以後
は概ねすべての都道府県で上昇がみられる。 準 差等の分 の特性 については、 分位
範囲は ～ 年は同程度の水準だったが、 ～ 年以後は急 に低下しており、
就業 より低下幅は急 である。 ～ 範囲や 準 差、レンジの変化は非常に てお
り、 ～ 年にやや 大したのを除くと ～ 年を通じて概ね一貫して の
縮小をしている（ 準 差については ）。地理的なパターンは就業 と類 しており、

～ 年の 年次で上位・下位 位に入ったことがある回数をみると、高い回数が
多いのは、福井県（ 回）、 取県（ 回）、長 県（ 回）となっている。 に、低い回
数が最も多いのは 県（ 回）で、 県（ 回）と大阪府・ 県（ 回）が く。
男女の変動係数を比較すると、 ～ 年の平 が大きな に、女性の就業

（ ）、女性の平 就業期間割合（ ）、男性の就業 （ ）、男性の平 就
業期間割合（ ）の になっている。変動係数の時系列変化については、男性では
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年が最も大きいことは就業 と平 就業期間割合に共通し、 年から 年に 大
し、 年以後は縮小するというパターンがとくに平 就業期間割合では顕著である。こ
れに対し、女性では就業 と平 就業期間割合の変動係数の大きさは ～ 年を通
じほとんど同水準であり、 年が最も大きく 年まで概ね一貫して縮小している。

歳時平 の変動係数と比較すると、男女とも就業 と平 就業期間割合には大き
な地域差がある。また、 対的に地域差が大きい女性において、地域差縮小の傾向が著しい。
最後に、就業 と平 就業期間割合の地理的なパターンの男女差について言及してお

きたい。男性のものが 国・ 地方で低い傾向がみられるのに対し、女性ではこれらの地
域で明 に低くなっているわけではない等、地理的なパターンには男女差もあるものの、都
道府県間 関係数をみると、 ～ 年を通じて の 関がある。男性の就業 と女
性のものの都道府県間 関係数は、 ～ 年に低くなる期間を除くと、 ～
であり、 ％水準で 計的に有意に である。男女の平 就業期間割合についての都道府
県間 関係数についても ～ 年を除けば ％水準で 計的に有意に であり、

年代は ～ 、 年以後は ～ である。平 就業期間割合、
すなわち生 で働く期間の割合は男女で水準と時系列変化のパターンが異なり、男性より
も女性の方が大きな地域差があるものの女性の地域差は急 に縮小している（男性の地域
差に一貫とした縮小傾向はみられない）という明 な違いがある。また、 業社会から 用
就業の一 化といった社会経済 の変化を経るなかで 的な変化をしているはずである。
それにもかかわらず、平 就業期間割合の地理的なパターンには男女間で一定の類 性が
みられるということになる。
なお、女性の就業 ・平 就業期間割合は未婚期 生存期間とマイナスの 関、有配偶

期 生存期間とプラスの 関がある。都道府県別にみても女性の年齢別就業率は未婚のも
のが有配偶のものより高いという配偶関係 差があるにも関わらず、この 関関係は未婚
の期 生存期間が長い地域で平 就業期間割合は低い傾向があることを意 する。これは
未婚率のみをみれば大都市において高く（ ）、かつ大都市地域においては有配偶の平
就業率が低く、平 就業期間割合は低くなっている（ ）という地理的な関係を反 した
ものと考えられる。就業の地域差に対する有配偶就業率の地域差の 与が（配偶関係構 の
地域差よりも）強いことが示 される。

3．配偶関係と年齢区分別平均就業率の都道府県格差：1950〜2015 年 

では女性の平 就業期間割合には男性よりも大きな地域差があるが、その地域差には
縮小傾向があることを示した。ここでは年齢区分別平 就業期間割合（配偶関係 数）と配
偶関係別就業率の検 を通じて、就業の地域差の年齢及び配偶関係構 とその時系列変化
についてみる。
配偶関係 数の平 就業率を年齢区分別にみると（平 就業期間割合に合 ）、男性では
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歳以上に大きな地域差があり、その他（とくに 歳代前半以下）の年齢における地域差
は 対的には小さい（ ）。女性の年齢区分別平 就業期間割合のレンジ・ 準 差・
分位範囲・ ～ 範囲をみると、どの地域分 に関する特性 についても ～ 年
の平 は、 ～ 歳における地域差がもっとも大きいことを示すが、 ～ 歳においても
～ 歳に比する地域差がある。 ～ 歳と ～ 歳の地域差の時系列変化のパターン

についても、 ～ 範囲についてはほぼ同水準となっており、概ね一貫して 差は縮小し
ている。ただし、 準 差や 分位範囲、レンジでみると、 ～ 歳のものは 年まで
は地域 差の縮小は るやかであり（ 分位範囲は ～ 年にやや 大）、 年以
後に急 な縮小がみられる（ ）。これに対し、 ～ 歳については、 準 差や 分位
範囲、レンジでみても、概ね一貫して の 差縮小がみられる。 かな差はあるものの女
性の ～ 歳と ～ 歳の平 就業期間割合の地域差のパターンは ており、 年代
以前には平 就業期間割合が最も高い水準（約 ）の都道府県の は大きく変化してお
らず最も低い水準の都道府県の上昇が著しいことで地域 差は縮小してきたが、 年以
後は約 ％の 井を き けるような で、概ねすべての都道府県の平 就業期間割合は
上昇している。年齢 数でみられたこのような時系列変化のパターンは、 ～ 歳女性の
幅広い年齢において多くの都道府県でみられる全国的な である。 年代以 の（有
配偶）就業率の上昇は、とくに（ 対的に女性就業率の低い）大都市及びその で大きい。
これらの結果、女性就業の地域差・配偶関係間 差はその幅を急 に縮小しているものの、
地理的なパターンの大きな変化は認められず、 年においても女性就業には過 と同様
の地理的なパターン（日本 側で高く、大都市及びその で低い）がみられる。これらの
年齢と比べると、女性の 歳以上の地域差は 対的に小さい。男性では加齢にしたがって
地域差は 大する傾向がみられ、 準 差等の指 でみると 歳以上の地域差は男性の方
が女性よりやや大きくなっている（ ）。ただし、全 的に男性の平 就業期間割合の方
が女性より大きいため、変動係数でみると 歳以上も男性より女性の方が大きくなる。男
性の平 就業期間割合と女性のものの地域 関係数を年齢区分別にみると、 ～ 歳は

～ 、 ～ 歳は ～ 、 歳以上は ～ で、 歳以上
が最も大きい。また、 歳以上では 関係数が最小の 年から最大の 年まで一貫
して大きくなっている。 歳以上の就業の地域パターンには、男女間に一定の類 性があ
る。なお、 ～ 歳については では になるため割愛したが、男女差はほとんどな
く、 年代以前には ～ 歳と同程度の地域 差が存在したものの 年代に急 に
差は縮小し 年代以 はどの年齢区分よりも低い水準になっている。
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．男女・年齢区分別にみた平 就業期間割合（配偶関係 数）：全国及び都道府県特性
、 ～ 年

年齢区分別平 就業期間割合と年齢 数の平 就業期間割合の単 関係数をみると、
男女ともすべての年齢区分において ％水準で 計的に有意な の 関がある。年齢間で
比較すると、 ～ 年の平 としては男女とも ～ 歳が最も 関が強く、男性で

～ 、女性では ～ となっている。 ～ 歳の 関係数について
も、男性で ～ 、女性で ～ と高い。年齢 数との 関係数の水準
は ～ 歳女性、 ～ 歳女性、 ～ 歳男性、 ～ 歳男性の に高く、地域差の大
きな女性の方が高い。ただし、時系列変化のパターンは異なり、男性では ～ 歳の 関
係数に上昇傾向があり、 ～ 歳のものは低下している。そのため、年齢 数との 関係
数は 年以前では ～ 歳の方が大きかったが、 年以後は ～ 歳の方が大き
くなっている。 ～ 歳男性においては、水準は低いものの、 ～ 年に地域差に
大傾向がみられる（ ）。 年代以 の 婚・未婚化と 用 が 化するなかで就業
の全 的な地域差への若年就業の 与は重要になっている可能性がある。一方、女性では

～ 年を通じ、 ～ 歳の方が ～ 歳より一貫して大きく、 ～ 歳の 関
係数がほとんど変化していないのに対して、 ～ 歳のものは 年以前（ ～

）から ～ 年（ ～ ）に低下し、 年以後（ ～ ）
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男

女
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40～64歳

全国 都道府県平均 25%/75% 5%/95% 最小/最大
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はやや小さくなっている。これらの年齢と比べれば、 歳以上の 関は男女とも 対的に
弱い。 歳以上の平 就業期間割合の年齢 数との地域 関係数は、男性 ～ 、
女性 ～ で、 年以前は女性の 関係数の方が大きく、 ～ 年は男
性の方が大きいが、 ～ 年は同程度の水準になっている。いずれにせよ、年齢区分
別平 就業期間割合は、いくつかの例外的な年次を除けば、年齢 数のものと高い の 関
があるため、地理的なパターンは年齢 数と たパターンを示す（ は割愛）。

．男女・配偶関係別にみた平 就業率（年齢 数）：全国及び都道府県特性 、 ～
年

配偶関係別の平 就業率の地域差は、データがえられる男性の 年以後、女性の
年以後の期間では、有配偶女性が最も大きい（ ）。その他は、 準 差、 分位範囲、
～ 範囲、レンジの地域分 に関するどの指 でみても、女性の未婚と離 別は同程度の
水準で、男性は未婚が離 別よりやや大きく、有配偶男性が最も小さくなっている。たとえ
ば、 準 差と ～ 範囲について ～ 年平 をみると、有配偶女性は と

、未婚女性は と 、離 別女性は と 、離 別男性は と 、
未婚男性は と 、有配偶男性は と である。時系列変化のパターンについ
ては、男女ともすべての配偶関係で ～ 年を通じ概ね一貫とした低下傾向がみられ
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総数
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有配偶女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

有配偶

未婚男
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1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

未婚

離死別男

離死別女

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

離死別

平均就業率:全国 都道府県平均 25%/75% 5%/95% 最小/最大
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る。また、有配偶女性以外の類 については水準が低いため変化も少ないが、低下幅も有配
偶女性の低下幅が最も大きい。男性では平 就業率が最も高い有配偶の地域 差が小さい
が未婚や離 別との差はわずかである。これに対し、女性では有配偶の地域差が大きいが、
地域差の縮小傾向も顕著である。
配偶関係別平 就業率の 準 差を年齢別にみても、 歳以上で有配偶男女のものが同

水準になっていることを除くと、すべての年齢で有配偶女性の地域差は大きいが、地域差の
縮小傾向も顕著である（ ）。年齢別に男女で比較すると、未婚と離 別については概ね
すべての年齢で女性の 準 差は男性と同じかやや小さく、男女とも るやかに低下して
いる。これに対し、 歳未満の有配偶では男性の 準 差は低水準かつ時系列変化も限定
的で、女性の 準 差の方が男性より顕著に大きく、低下傾向も明 である。このため、
歳未満有配偶の年齢別にみた平 就業率の 準 差の男女差は縮小する傾向があり、なか
でも女性の 準 差が最も大きく男性のものは最も小さい ～ 歳において地域差（ 準
差）が男女間で収 する傾向がみられる（有配偶年齢別に 準 差の男女差（女 男）を

年と 年の変化についてみると、 ～ 歳は と で ポイント、 ～
歳は と で ポイント、 ～ 歳は と で ポイント）。

．男女・配偶関係別にみた年齢区分別平 就業率の都道府県間 準 差： ～ 年

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

総数

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

有配偶

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

未婚

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

離死別

注：男女・配偶関係・年齢区分別の都道府県間格差に関する標準偏差．マーカーありは男，なしは女．1970～1985年男の配偶関係別集計は利用できない．15～19歳離死別を除く．男女年齢別人口に占める配偶関係割合

総数 20～24 25～39 40～64 65+
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配偶関係 数の平 就業期間割合と配偶関係別平 就業率の地域 関係数について男女
別にみると、未婚女性を除き 水準で 計的に有意な の 関がある。未婚女性におい
ても の 関があり、 ～ 年を除くと 水準で 計的に有意である。 関係数は
有配偶女性が最も大きく ～ で、有配偶男性の ～ が次に大きい。
有配偶男性の 関係数が概ね一貫して低下しているのに対し、未婚男性の 関係数は

～ で 番目に大きく、概ね一貫して上昇しており ～ 年は有配偶男
性のものより大きくなっている。離 別男性は ～ で、離 別女性の
～ より大きく、未婚女性の ～ が最も小さい。
有配偶女性の地域 関係数が大きい理由として、地域差が大きいことに加え、地理的なパ

ターンが安定していることを げることができる。有配偶女性の平 就業率の地理的なパ
ターンをみると、 取県と 県、中 地方と 県を除く東 地方で高く、 道、
県、 関東地方や近 地方及び福 県といった政 指定都市を する都道府県と 県で
低い。同様の地理的なパターンは未婚や離 別においてもみられるが、有配偶のパターンは
安定している。たとえば、 ～ 年の 年次の配偶関係別平 就業率の都道府県 位
をみると、未婚については 県や 県のように一貫して最低もしくは 番目に低い地
域がある一方で、 県のように 年の 位から 年に 番目に低い地域となっ
たものもある。離 別についても、 県のように ～ 年は一貫して低い（ 年
は 番目に低い）地域と、 取県や高知県のように一貫して最高もしくは 番目までに高
い地域もあれば、広 県のように 年は 番目に高かったが 年は 位になった
県もある。各都道府県について ～ 年の最高 位と最低 位の差を計 し、 都
道府県で平 すると、未婚は 、離 別は の 位の変化があったのに対し、有配偶
の 位の変化は である。有配偶の平 就業率は、 ～ 年を通じて 県で最も
低く、大阪府（ 年のみ 番目に低い）、 県（ 年のみ 番目に低い）、兵庫県
（ ～ 年を通じ 番目に低い）が く。 に、上位 番目までに入った回数は、福
井県（ 回）、 取県（ 回）、 県（ 回）と 県（ 回）に される。また、有配偶
平 就業率の 位の変動は未婚や離 別と比べて中 に近い地域においても小さく、地
域差は大きくその地理的なパターンは安定している。
以上を まえれば、男性については、都道府県別にみてもすべての地域で未婚就業率は有

配偶より低いという配偶関係 差があって、未婚就業の地域差は有配偶より大きい。男性に
おける未婚化と、 ～ 歳配偶関係 数の 準 差の 大、平 就業期間割合と ～ 歳
及び未婚平 就業率との地域 関の上昇傾向は整合的であり、未婚化が若年未婚者の全
的な就業の地域差のパターンへの 与を重要にしている可能性がある。一方で、女性につい
ては ～ 歳女性の平 就業期間割合と年齢 数の地域 関係数は 年以後やや低下
しており、未婚率の上昇が著しい時期と重なっている。また、配偶関係別平 就業率の地域
差は ～ 歳有配偶女性で最も大きく、女性の平 就業率と平 就業期間割合の地域 関
係数は有配偶が未婚と離 別を しており、地理的なパターンは未婚や離 別と比べて
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安定している。女性では未婚化が全 的な就業の地域差のパターンへの ～ 歳の 与を
低下させており、有配偶就業率の高まりのなかで地域差の水準は低下傾向にあるものの、
～ 歳有配偶女性の全 的な女性就業の地域差に対する 与は として重要である可能
性がある。
なお、 の最後に平 就業期間割合の地理的なパターンは男女で 通っていることを指

摘したが、配偶関係別にみても の 関がある。男性の平 就業率と女性のものの ～
年の 関係数は、未婚では ～ 、離 別では ～ 、有配偶では
～ である。これらは 年有配偶が 水準であるのを除けば、 水準で

計的に有意である。

4．⼥性就業率の M 字型の都道府県格差 

女性就業率の年齢ス ジ ールの はおもに未婚・有配偶の年齢ス ジ ールの
状の違い（配偶関係 差の年齢パターン）と未婚率の年齢パターン（ 婚タイ ン ）で
定されると考えられる。 幅の関係で は示せないが、都道府県別にみても未婚女性の就
業率の年齢ス ジ ールは、データの利用可能な 年以後すべての地域で ～ 歳が
最も高く ～ 歳以上では加齢にしたがって低下するという全国と同様のパターンを示
す。有配偶女性のものも 歳代以下は低年齢ほど低いというパターンはすべての地域で全
国と共通する。このため、都道府県別にみても配偶関係 差（有配偶 未婚）は 歳代で
マイナス幅が最も大きくなり加齢にしたがってマイナス幅は縮小するというパターンも同
じで、全国的な配偶関係 差縮小の も共通する。また、すべての年齢で地域 差には概
ね縮小傾向がみられる（とくに ～ 歳代で顕著）。ただし、配偶関係別年齢別就業率の
地域差により、配偶関係 差の水準は地域によって異なる。そして、就業率の時系列変化は
配偶関係と年齢で異なるため、配偶関係 差の年齢パターンの時系列変化の 方も地域に
よって異なる。そのため、地域別にみた配偶関係 差の水準・年齢パターンは多様であり、
地域差の時系列変化も年齢によって異なる。たとえば、 ～ 歳の配偶関係 差は ～

年の全国では ～ ポイントの水準を 移しマイナス幅が 大したわけではな
いが、配偶関係 差が の自 体数は 年の 自 体から 年の 自 体に減少
した。また、 ～ 歳では全国では 年の ％ポイントから 年の ポイン
トへ一貫して縮小しており（ 年は ％ポイント）、配偶関係 差が の自 体数は

年の 自 体から 年の 自 体へ増加した（ 年は 自 体）。配偶関係
数の就業率の年齢ス ジ ールはこのような配偶関係 差のほか、 婚タイ ン の影

響も受ける。すなわち、 歳代までは多くの地域で未婚就業率の方が有配偶よりも高いの
で、 婚は配偶関係 数の就業率を上昇させ（ の を くする）、年齢別就業率の配
偶関係 差と配偶関係構 の ね合いで年齢パターンは まる。配偶関係別期 生存期間
と比べ平 就業率には大きな地域差があり、とくに若年有配偶女性の地域差が大きいと同
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時に 差縮小の傾向も最も顕著であった。地域別にみた女性就業の の 状は、有配
偶就業率の地域パターンと時系列変化に大きく されることが示 されるが、実 にど
のように変化してきたか確認する。
女性就業の年齢ス ジ ールにおける の の さを比較するため、ここでは「
比」と 指 を用いる。まず ～ 歳で最大の就業率と ～ 歳で最大の就業率を

した年齢ス ジ ールによる ～ 歳平 就業期間割合を ～ 年につい
て都道府県別に計 した。この の がなかった場合の平 就業期間割合に対する実
の ～ 歳平 就業期間割合の比が「 比」である。「 比」が ％を超えるこ

とはなく、 歳代の の が いほど「 比」は小さくなる。全国の「 比」は
年の から 年の に一貫して低下し、 年以後は 年の ％

まで一貫して上昇している（ ）。

． ～ 歳女性の の がなかった場合の年齢ス ジ ールに める 実 の就業
期間割合 （％）：全国及び都道府県特性 、 ～ 年
： ～ 歳就業期間が の がなかった場合の年齢ス ジ ールに める割合とは 各年次の都道

府県別年齢ス ジ ールにおいて ～ 歳で最大の就業率と ～ 歳で最大の就業率を した

～ 歳平 就業期間割合に対する実 に観察された ～ 歳平 就業期間割合の比を指す。

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 15

全国 都道府県平均 25%/75% 5%/95% 最小/最大
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地域分 の 移をみると、都道府県平 は（ 分位範囲や ～ 範囲についても）
年まで低下した後、上昇しており、全国と同様の 移をした地域が多いことが見て取れる。
また、「 比」が最も大きな地域における の変化は 対的に少なく、下位の（ の
が い）地域における 対的な上昇が大きいこともわかる。このため、 ～ 年以

後は、「 比」の地域差は急 に縮小する傾向がみられる。「 比」のレンジの 移を
みると、 年の 県（ ％）と 県（ ％）の間に ポイントの差があ
ったが、 年には 県（ ％）と 県（ ％）の間の ポイントに縮小
している。その後もレンジは一貫して縮小しており、 年は 田県（ ）と
県（ ）の間の ポイントになっている。 ～ 年の「 比」が最大の自
体の は （ 年）から ％（ 年 取県）の範囲で ％ポイントしか変化
していないが、最小の自 体の は （ 年 県）から （ 年）へと

ポイント上昇している。 準 差と ～ 範囲の 移は非常に ており、 ～
年は同程度の水準だったが、 ～ 年以後は（ ～ 年に増加したのを除

くと）概ね の低下をしている。 分位範囲の場合には、 ～ 年にやや増加した
後、 年代の急 な縮小と ～ 年の を除けば、概ね の低下である。
「 比」の地理的なパターンについては、まず都道府県平 が全国 を上回ることか

ら大都市地域で「 比」は小さくなっていることがわかる。 ～ 年の 年次で
上位・下位 位に入ったことがある回数をみると、「 比」が大きい回数が最も多い（
の が い）のは 県（ 回）で、これに高知県と 県（ 回）が く。 に「

比」が小さい回数が最も多いのは、 県（ 回）で、埼玉県（ 回）、大阪府（ 回）
県（ 回）の である。「 比」は、 の がなかった場合の平 就業期間割合

の大きさと、 これと実 の差（ の さ）という つの要 を複合した指 になっている
が、 「 比」が全国より小さい（ の が い）か かという つの を み合
わせて各都道府県の女性就業率の年齢ス ジ ールを つの類 に分類し、全国の
を準 として地域別の を比較してみた。各都道府県の ～ 年の 年次の類
のうち最もあてはまる回数が多い類 をみると、該当自 体数が最も多いのは全国より

も「 比」が大きく、 の がなかった場合の就業率が高く、実 との差が小さい
ースの 自 体だった。次に多いのは、全国より「 比」が小さく、 の がなかっ
た場合の就業率が低く、実 との差が大きい ースで大都市圏の 自 体（ 道、埼玉
県、千葉県、東京都、 県、大阪府、兵庫県、 県）が該当した。この ースは
の が いだけでなく、就業率の水準が低いことになる。残る 自 体のうち 自 体は、
全国より「 比」が大きく、 の がなかった場合の就業率は低いが実 との差は小
さい ース（ 県、 県、 県、愛知県、 県）であり、 自 体は全国より「
比」が小さく（ の は く）、 の がなかった場合の就業率は高いが実 との差

は大きい ース（京都府、和 県、福 県、長 県、 県）だった。
このように ～ 年の 年次で最も該当する回数が多い類 に分類すると、
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の が全国より い回数の多い自 体は であった。このうち 自 体では就業率の全
的な水準が全国より低いことから 測されるように、これらの自 体では就業率が低く、と
くに有配偶就業率が低い。実 、「 比」と ～ 歳平 就業期間割合との地域 関係
数をみると、 ～ 年を通じて ％水準で の 関があり、 ～ であっ
た。とくに「 比」に大きな地域差があった ～ 年の 関係数は ～
と大きく、その後 年の まで低下したが（ ～ 年は ～ ）、

～ 年は ～ というように変化している。平 就業期間割合の地域差
は有配偶就業率と強い関係があることを考えると、「 比」の小さい（ の が い）
地域では有配偶就業率が低い可能性がある。配偶関係別データのえられる 年以後につ
いてみると、 ～ 歳の未婚平 就業率と「 比」の地域 関係数は ～
で、 計的に有意な 関関係はみられなかったのに対して、有配偶平 就業率との地域 関
係数は ～ であり（ 年が最も低く、 ～ 年は ～ 、

～ 年は ～ ）、 ～ 年を通じて ％水準で 計的に有意であ
った。 年以前についてはデータが得られないが、大都市における有配偶女性の就業率
は低く、 の も かった可能性がある。なお、「 比」と ～ 歳期 生存期間
に対する未婚期間の比との単 関については、未婚率の高い（ 婚）地域で「 比」は
小さいという の関係がある。ただし、 関係数は ～ 年は ～ であ
り 水準で 計的に有意だったが、 ～ 年は ～ で 計的に有意で
はなく、 ～ 年は 水準で 計的に有意な ～ というように 移し
ている。「 比」と未婚率との関係は じて弱く、女性就業の の地域差には（有
配偶）就業率の低さが 対的に重要といえよう。
なお、「 比」は女性就業の年齢ス ジ ールにおける の の さを測るが、

結婚・出産によって失われた女性 働の少なさを示すわけではないことに 意が必要であ
る。配偶関係 数の年齢ス ジ ールでみた の （たとえば ～ 歳就業率の
水準）は当該年齢までに結婚・出産し、既に離 した女性を含むため、「 比」は結婚・
出産による女性 働の 失分についての 計 としては らく過小であろう。また、実 に
観察された年齢ス ジ ールによる平 就業期間割合と の の 分を した年
齢ス ジ ールによる平 就業期間割合には非常に高い 関がある（ ～ 年の 関
係数は ～ ）。これは によって失われる就業期間の長さ以外にも、就業
の地域差にとって重要な要因（たとえば有配偶女性の就業率の地域差の要因）があることを
示 する。

5．男⼥別にみた平均就業期間割合の都道府県格差 

要因分 の手法は （ ）と同様であるため割愛するが、人口集 全体における「率」
の変化を人口集 の属性構成の変化の 与と属性別にみた 生確率の変化の 与に分 す
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る 準的な人口学的手法（ ）を用い
ている。平 就業期間割合は 定常人口の配偶関係 年齢分 （構成）をウェイトとする配
偶関係別年齢別就業率の加重平 であるため、要因分 の結果、各都道府県の平 就業期間
割合の全国 からの差は、「分 効果」と「率効果」に分 される。
福井県や 県、 県といった有配偶女性の平 就業期間割合の高い地域、 に 県

や 県といった低い地域における要因には関 があると思われるものの、 幅の関係
で、ここでは平 就業期間割合の地域差への「率効果」と「分 効果」の平 的な 与度を

回 デルで用いて集計した結果を示す。具体的には、まず都道府県別平 就業期間割
合の全国 からの 離（地域差）を「率効果」と「分 効果」に分 する。その上で、
年、 年、 年についての配偶関係別年齢 数のそれぞれの効果を配偶関係 数・年
齢 数の平 就業期間割合の地域差に回 し、係数を求めた。このようにして平 的な 与
を求める考え方（ 式 ）は の通りである。なお、 定 デルには 年を準 カ
ゴ ーとする つの年次ダ ーとの交差項を含めた。 に示す結果は、 つの年次の

平 的な係数である。

．地域差への「効果」の平 的な 与の考え方（ 式 ）

-2

-1

0

1

2

-1 0 1

率効果
分布効果

＜限界効果の模式図＞

地域の平均就業期間割合
の全国値からの差 ＝率効果 ＋分布効果

対⾓線

期待率効果＝ ×限界率効果
＋線形回帰からの乖離

�限界率効果 は の1 ポイン
トあたりの平均的な率効果の
⼤きさ．

�分布効果も同様．
より ．

平均就業期間割合
地域差 1

限界率効果

限界分布効果

ある に対する の期待値を線形投影
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率効果(%)=-0.109 + 0.990×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=0.109 + 0.010×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.967
分布効果=0.011

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

配偶関係総数

率効果(%)=-0.073 + 0.382×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=-0.557 + 0.013×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.794
分布効果=0.036

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

未婚

率効果(%)=-0.003 + 0.520×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=0.587 + 0.078×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.855
分布効果=0.065

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

有配偶

率効果(%)=-0.033 + 0.088×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=0.079 + -0.081×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.818
分布効果=0.304

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

離死別

男

率効果(%)=0.075 + 1.040×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=-0.075 + -0.040×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.993
分布効果=0.220

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

配偶関係総数

率効果(%)=-0.152 + 0.061×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=-0.304 + -0.142×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.284
分布効果=0.274

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

未婚

率効果(%)=0.332 + 0.906×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=0.061 + 0.099×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.964
分布効果=0.117

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

有配偶

率効果(%)=-0.105 + 0.073×(平均就業期間割合の差)
分布効果(%)=0.169 + 0.004×(平均就業期間割合の差)

R2:      率効果=0.408
分布効果=0.027

-10 -5 0 5 10
平均就業期間割合の差:配偶関係総数

離死別

女

率効果:1990 2000 2015 分布効果:1990 2000 2015

：配偶関係別率・分 効果とは 平 就業期間割合の地域差（都道府県 全国）を配偶関係別年齢別就業率の差の 与と配偶関係 年齢分 の差の 与に要因分 したものを配偶関係別に年
齢 数に合計したもの．それぞれの効果を平 就業期間割合の地域差 に回 した係数は ポイントあたり のそれぞれの効果の平 的な大きさに 当． 定では 年 年
年をプールし年次カ ゴ ー変数との交差項を 御している． - 171 -



回 係数は平 就業期間割合の地域差 ポイントあたりの平 的な「率効果」と「分
効果」の大きさに 当する。配偶関係別の効果についての回 係数は、当該配偶関係の効果
の平 的な 与度を示す（配偶関係別の係数の合計は概ね になる）。また、 定係数は、
各平 就業期間の地域差の水準に対 するそれぞれの効果の 近 の分散が、実 の
効果の分散に める割合で、このような平 の 近 からの 離（各平 就業期間の地
域差の水準と 立な偶 的変動、あるいは 差項）がどの程度小さいかを示す。
分析結果から、少なくとも 点を指摘することができる（ ）。第一に、配偶関係 数

（年齢 数）での平 就業期間割合の地域差に対する「率効果」の平 的な 与は男性で
、女性で であり、「分 効果」は残りの男性 、女性 に過ぎない。「率効

果」についての 定係数も男性 、女性 で、平 与率に対する く単 な
近 からの 離は非常に少なく、平 就業期間割合の地域差に対する「率効果」の 与が大
半の地域で非常に高いという見方と整合的である。
第二に、配偶関係別にみた「率効果」の 与度は男女によって異なる。男性では未婚が
％、有配偶が ％であり、未婚「率効果」も地域差に一定の 与をしている。また、

男性における 定係数は「率効果」が ～ であるの対し、「分 効果」は ～
であり、すべての配偶関係で「率効果」に対し「分 効果」のものが小さい。これは、

「分 効果」には一定の地域差があるにも関わらず平 的な 与度が低いためである。一方、
女性では有配偶「率効果」の 与が ％と、他の類 を しており、女性の平 就業期
間割合の地域差は平 的には有配偶「率効果」の大きさと強い関 がある。また、 定係数
は有配偶「率効果」の に対して、その他の類 では ～ と低く、女性では
有配偶「率効果」の 与が非常に高いという見方と整合的である。 定係数が高いことは、
く少数の例外（外れ ）を除けば、平 就業期間割合の水準に関わらず、女性では有配偶

「率効果」がほとんどの地域で重要な要因であることを示 する。
第三に、「率効果」と「分 効果」の平 的な 与度の時系列変化について、平 就業期

間割合の地域差と年次ダ ーとの交差項の 定結果によると、 年男性の未婚「率効果」
は 年と比べ 水準で 計的に有意に大きく（ 年 ％に対し 年 ％）、

年女性の未婚「分 効果」は 年と比べ 水準で 計的に有意に小さくなってい
た（ 年 ％に対し 年 ）。その他の配偶関係・効果ついては 計的に有意
な時系列変化は観察されなかった。これらは平 就業期間割合の地域差に対する未婚の
与が ～ 年に変化している可能性を示 するものの、上で指摘した つの結果と
するものではない。平 就業期間割合の地域差は、ほとんどが「率効果」の 与により、

とくに女性では有配偶「率効果」の 与が他を する重要な要因であることは、少なくと
も ～ 年の期間では安定しているといえよう。
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6．結語 

戦後わが国の男女とくに有配偶女性の就業行動は産業構 の変化（サー ス産業化）と
用就業の増大、都市への人口集中といったマクロ社会経済 の変化と高学歴化をはじめ
とする クロ属性の変化のなかで大きく変 した。これは 婚・ 産化と少子化、すなわ
ちパートナーシップ 成・家族 成タイ ン の れと水準の低下 びにそれらの地域
差をともなっていた。一方で、平 就業期間割合が測る男性の就業の低下と女性の 年
以後の上昇は、 婚タイ ン や ・高齢期の離 別期間の男女差及び ～ 年の
的な変化にも関わらず、配偶関係と年齢構 の男女差の 与は限定的（主要な 分は有配

偶の年齢別就業パターンの差に 因）、かつ、 対的 与度は変化していない（ ）。
本稿の分析結果によれば、地域別の就業率変化の は全国と共通するが、 年代以
の有配偶就業率の上昇は、とくに（ 対的に女性就業率の低い）大都市及びその で大

きい。その結果、女性就業の地域差・配偶関係間 差はその幅を急 に縮小しているものの、
地理的なパターンに大きな変化は認められず、 年においても女性就業には過 と同様
の地理的なパターン（日本 側で高く、大都市及びその で低い）がみられる。そして、
その地域差は ほぼ 全に既婚就業率の差（「率効果」）が反 されたものであり、配偶関係・
年齢構 には一定の地域差があるにも関わらず、未婚率の地域パターンは女性就業率の地
域差にほとんど影響を及ぼしていないことなどが明らかになった。一方で、これらの結果は
平 就業期間割合という指 が就業行動の地域差を的確に縮約し測る指 であることを示
する。他方で、男女・配偶関係別にみた就業率の地域差がな 生じているのかを 明する

ことが次の重要な課題となる。

参照文献

一（ ）「ライフサイクルからみた少子高齢社会の問題」ライフサイクル指 研究
員会 『 年のライフサイクル指 研究 日本人のライフサイクル変化

に関する研究』社 法人 イジン 合研究センター ージ
（ ） 年 月 日アクセス．
（ ）「就業 戦後わが国における長 化 婚・未婚化と就業パターン」
子他 著『人口変動と家族の実証分析』 義 大学出 会 年（第

）．
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付表 ．都道府県別就業 の 移：男、 ～ 年

出 ：『国 調査報 』（ 計 ）「日本 データベース」（国立社会保障・人口問題研究所）

「水 生 表」（水 他）を用いて 者 出． ：配偶関係別男女年齢別就業率については （ ）

付表を用いた．各都道府県についても同様．ただし 都道府県別に配偶関係別の男女年齢別就業率が利

用できるのは 年以後であり これ以前は配偶関係 数の男女年齢別就業率を用い 都道府県別には配

偶関係構 を 御していない．就業 は 各年次の『国 調査』による都道府県別男女年齢別の配偶関

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015
全国 41.1 44.0 44.8 45.2 45.8 44.7 44.4 43.9 44.4 44.3 42.9 42.5 42.4 43.6

北海道 41.3 43.2 44.1 44.5 45.2 44.6 43.9 42.4 42.9 43.4 42.0 41.2 40.9 42.6
青森県 41.2 43.6 43.3 43.7 44.4 43.1 42.8 41.8 42.3 42.8 41.9 40.3 40.0 42.3
岩手県 43.1 44.8 45.2 44.9 44.9 44.6 44.7 44.0 44.7 45.3 44.0 42.6 41.2 44.2
宮城県 42.0 43.5 43.7 43.8 44.7 44.0 44.0 43.3 44.1 44.4 42.6 41.6 40.5 43.1
秋田県 40.4 43.0 43.0 43.6 44.2 43.9 43.6 42.9 43.5 44.1 42.8 41.8 41.3 43.0
山形県 41.9 44.0 43.7 44.3 44.9 44.2 44.5 44.5 45.3 45.7 44.8 43.8 42.9 44.7
福島県 42.3 43.6 43.9 44.0 44.7 44.1 44.3 43.7 44.4 44.8 43.3 42.5 41.9 44.0
茨城県 42.4 44.2 45.4 45.1 45.3 44.4 44.5 44.1 44.7 44.6 43.1 42.4 42.1 43.3
栃木県 41.7 44.6 44.5 44.9 45.4 44.8 44.9 44.7 45.3 44.9 43.6 43.0 42.7 43.6
群馬県 43.3 44.8 45.5 45.9 46.9 45.8 46.0 45.6 46.0 45.7 44.0 43.2 42.6 43.9
埼玉県 41.9 43.9 45.4 45.7 46.6 45.3 44.8 44.4 45.0 44.6 43.1 42.9 42.7 43.6
千葉県 41.1 43.0 44.3 44.8 45.7 44.6 44.3 43.8 44.5 44.1 42.6 42.4 42.6 43.5
東京都 40.0 42.3 44.3 46.5 47.2 45.9 45.5 45.2 46.0 45.0 43.5 43.5 43.5 44.6
神奈川県 40.9 41.9 44.1 45.9 47.3 45.8 44.7 44.4 44.9 44.2 42.5 42.7 43.0 43.8
新潟県 42.2 44.8 45.4 45.4 46.1 45.3 45.4 44.5 45.2 45.8 43.7 43.4 43.0 44.0
富山県 43.2 45.2 46.0 45.7 46.8 45.7 45.6 45.2 45.7 46.2 44.6 44.0 43.4 44.8
石川県 42.5 45.3 45.9 45.4 46.6 44.8 45.2 44.7 45.1 45.4 43.7 43.4 43.3 44.4
福井県 44.1 46.3 47.1 47.1 47.7 46.6 46.7 46.3 46.6 47.0 45.4 44.8 44.3 45.5
山梨県 43.8 45.5 45.8 45.4 46.0 45.5 45.7 45.7 46.2 46.2 44.8 44.0 43.5 44.3
長野県 43.9 46.5 46.7 46.8 48.0 47.3 47.7 48.0 48.3 48.6 46.9 45.9 45.0 46.2
岐阜県 44.5 46.8 47.5 47.5 48.4 46.7 46.5 46.1 46.3 46.1 44.5 44.0 43.6 45.0
静岡県 43.6 45.0 46.1 46.5 47.5 46.4 46.3 46.0 46.5 46.3 44.9 44.7 43.9 44.7
愛知県 42.7 45.4 46.5 47.4 48.2 46.6 45.9 45.4 45.8 45.4 44.1 44.3 44.4 45.1
三重県 43.2 45.1 45.9 45.7 46.5 45.4 44.9 44.4 44.7 45.1 43.4 43.4 43.6 44.5
滋賀県 42.7 45.1 45.7 45.9 47.3 46.3 45.9 45.7 45.7 45.9 44.1 43.8 43.7 44.5
京都府 40.8 43.2 45.1 46.2 47.3 45.7 45.1 44.4 45.2 44.7 43.1 42.8 42.7 43.5
大阪府 40.1 41.9 44.1 45.3 46.8 44.4 43.4 42.6 43.2 42.8 40.8 40.3 41.0 42.2
兵庫県 41.8 43.4 45.0 45.8 47.1 45.2 44.1 43.4 43.8 43.4 41.9 41.4 41.8 42.7
奈良県 41.9 43.2 44.5 44.8 46.1 44.6 44.1 43.5 43.8 44.1 42.2 41.3 41.0 42.0
和歌山県 42.4 43.9 45.0 44.8 45.6 44.2 43.9 42.7 43.3 43.9 42.1 41.8 41.9 43.3
鳥取県 43.2 44.6 45.0 44.2 45.4 45.1 45.3 44.4 44.9 45.4 44.5 43.2 42.6 43.9
島根県 43.4 46.0 46.4 45.3 46.3 45.9 46.0 45.6 45.7 46.5 45.1 44.0 43.8 45.0
岡山県 43.2 45.7 46.4 46.3 47.5 46.1 45.4 44.8 44.8 45.3 43.2 43.0 41.8 43.7
広島県 43.5 44.8 46.0 46.4 47.3 46.0 44.9 44.4 44.6 44.7 43.1 43.1 43.3 44.1
山口県 42.1 43.5 44.3 44.8 45.7 45.4 44.4 43.5 43.9 44.5 42.8 42.8 42.4 43.5
徳島県 41.7 43.8 44.1 43.1 44.1 43.0 42.6 41.5 42.3 42.7 41.6 40.4 40.4 41.6
香川県 42.3 45.1 45.1 45.3 46.3 45.4 45.2 44.3 44.5 45.0 43.1 42.4 42.5 43.5
愛媛県 43.7 44.9 44.9 44.6 45.1 44.0 43.7 42.8 43.2 43.6 41.9 41.7 41.2 42.9
高知県 43.7 44.6 44.8 43.4 43.5 42.2 42.4 41.1 42.0 42.6 41.5 40.1 40.4 42.1
福岡県 40.5 40.1 41.5 41.3 42.6 41.8 41.1 40.0 40.9 41.6 40.6 40.4 40.7 42.1
佐賀県 41.3 41.7 42.8 43.2 44.3 43.5 43.8 42.9 43.5 44.5 43.0 42.6 42.6 44.2
長崎県 40.8 41.3 43.2 42.9 43.2 42.3 42.0 41.3 41.7 42.6 41.3 40.9 41.1 42.8
熊本県 42.1 43.3 43.3 43.2 43.1 42.4 42.5 41.7 42.1 42.8 42.1 41.9 41.9 43.3
大分県 41.8 43.8 43.9 44.5 44.8 43.9 43.6 42.6 43.0 44.0 42.5 42.2 41.6 43.3
宮崎県 42.3 44.6 45.1 44.0 44.2 43.2 43.1 42.0 42.3 43.3 41.9 42.1 41.8 43.1
鹿児島県 42.7 45.3 45.1 44.1 43.8 43.0 43.4 42.5 42.3 43.2 41.6 41.2 41.4 42.7
沖縄県 41.5 43.6 43.3 43.4 43.3 40.8 41.1 41.1 40.7 39.6 38.1 37.2 38.0 40.6
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係と 働 （就業）状態を経験する場合に期 する期間であり 状態間の 移確率が いた場合のもので

はない． （ ）第 を参照．

付表 ．都道府県別就業 の 移：女、 ～ 年

出 ：付表 と同じ．

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015
全国 23.8 26.2 27.0 27.3 28.3 25.8 26.8 27.5 28.7 29.3 29.7 30.8 32.4 34.7

北海道 20.5 22.7 22.9 22.9 24.5 23.0 24.2 24.6 26.4 27.6 28.2 29.3 30.9 33.5
青森県 27.6 30.0 29.8 28.8 30.0 27.0 27.2 27.7 29.5 30.4 31.2 31.7 32.6 35.7
岩手県 29.7 32.4 33.0 31.4 33.3 30.9 30.9 32.0 33.6 33.8 34.0 34.0 34.0 37.1
宮城県 22.7 25.2 26.0 26.2 27.7 24.6 25.4 26.9 28.6 29.0 29.3 29.8 30.7 33.4
秋田県 24.1 28.0 28.9 28.0 30.2 27.4 27.5 29.0 31.0 31.1 32.0 32.7 33.9 36.6
山形県 25.9 28.9 30.2 30.2 32.5 29.6 30.9 32.6 34.2 34.2 34.7 35.1 35.7 38.4
福島県 27.3 29.6 30.8 30.9 33.1 30.1 30.8 31.7 32.7 32.4 32.5 32.7 33.5 35.9
茨城県 31.3 32.7 34.8 31.7 32.0 27.6 28.1 28.4 29.3 29.2 29.8 30.6 31.8 34.3
栃木県 27.3 30.3 31.6 31.0 31.8 28.5 29.6 30.5 31.2 31.1 31.5 31.9 33.2 34.9
群馬県 26.0 29.5 30.6 31.3 33.0 28.5 29.4 29.7 30.7 30.7 31.2 32.1 33.2 35.7
埼玉県 24.6 26.6 27.4 25.9 26.2 22.7 23.8 25.2 26.4 26.9 27.7 29.3 31.3 33.6
千葉県 27.5 29.6 30.2 27.5 26.8 23.0 24.0 25.1 26.5 27.2 27.8 29.3 31.3 33.8
東京都 13.3 15.8 17.8 21.5 22.4 23.6 25.3 26.9 28.5 29.2 29.6 30.5 33.0 35.3
神奈川県 15.0 16.5 17.9 20.3 21.2 20.3 21.7 23.6 25.1 26.0 26.7 28.7 30.8 33.2
新潟県 28.3 31.1 32.6 32.1 34.1 31.1 31.7 31.8 33.1 33.7 33.3 34.1 35.2 37.4
富山県 29.2 31.5 33.1 33.1 34.8 31.3 32.2 32.6 33.6 34.4 34.3 35.2 36.2 38.4
石川県 29.1 32.0 33.8 32.8 34.2 30.4 31.9 32.1 33.3 33.7 33.4 34.3 35.8 37.8
福井県 32.3 34.7 36.3 35.8 37.8 33.7 35.0 34.7 35.3 35.6 35.2 35.7 36.6 39.1
山梨県 27.4 29.5 30.4 30.8 32.6 28.7 29.9 30.6 31.6 31.9 32.6 33.4 34.3 36.6
長野県 29.8 33.8 34.2 34.2 36.9 32.7 33.9 34.6 35.2 35.5 35.4 35.8 36.1 38.3
岐阜県 27.3 29.7 31.4 32.0 34.7 30.1 30.9 31.0 31.6 31.6 31.9 33.0 33.9 36.6
静岡県 24.9 25.9 27.8 28.5 31.1 28.6 30.3 31.2 32.5 32.9 33.1 34.1 34.4 36.4
愛知県 24.4 26.1 27.4 28.5 29.5 27.3 28.3 28.7 29.8 30.2 30.6 31.8 33.2 34.9
三重県 26.7 28.4 29.5 29.1 30.6 26.9 27.8 28.6 29.7 30.5 30.7 32.1 33.7 35.7
滋賀県 28.6 31.0 32.2 32.5 34.2 28.7 28.1 28.0 28.7 29.4 29.6 31.0 32.4 34.6
京都府 20.1 22.3 24.8 26.7 27.6 26.3 27.0 27.2 28.4 28.9 28.9 30.5 32.5 34.6
大阪府 13.4 16.5 18.4 21.5 22.5 21.5 23.0 23.8 25.0 25.7 26.1 27.7 30.2 32.6
兵庫県 19.3 22.1 23.1 24.2 25.4 22.5 23.5 24.3 25.5 25.7 26.7 28.3 30.3 32.6
奈良県 18.3 21.1 21.7 23.8 25.0 20.3 21.0 21.8 22.8 23.8 24.7 26.6 28.5 31.3
和歌山県 22.1 23.6 24.5 25.0 27.1 23.7 25.4 26.0 27.3 28.2 28.7 30.3 31.7 34.5
鳥取県 31.2 33.5 35.0 34.5 37.6 34.5 35.1 35.1 35.7 36.0 35.7 35.6 36.5 38.7
島根県 31.1 33.7 35.7 33.9 36.6 33.3 34.0 34.3 34.8 35.6 35.1 35.7 37.3 39.6
岡山県 28.1 31.2 33.4 33.5 35.0 30.1 30.1 30.1 30.5 31.1 31.1 32.1 32.6 35.4
広島県 27.6 28.8 30.8 30.9 32.1 28.4 28.9 29.0 29.8 30.4 30.7 31.9 33.3 35.0
山口県 25.2 27.3 28.1 29.2 30.7 28.4 28.6 29.0 29.9 31.1 31.2 32.3 33.0 35.0
徳島県 27.3 30.4 31.6 29.7 31.9 28.7 29.5 29.4 30.2 30.6 30.8 31.3 32.9 35.0
香川県 27.2 31.5 32.0 32.1 33.3 29.0 30.2 30.1 30.9 31.7 31.7 32.4 33.8 35.7
愛媛県 25.6 27.9 27.4 28.7 30.6 26.8 28.4 28.7 29.2 29.9 29.9 31.1 32.2 35.0
高知県 30.9 32.2 32.7 31.6 33.0 29.9 31.2 31.1 32.2 33.1 33.2 33.6 35.5 37.7
福岡県 19.2 20.6 21.3 23.4 25.4 23.8 24.6 25.0 26.4 27.6 28.5 29.7 31.4 33.8
佐賀県 25.1 27.2 28.5 29.4 32.1 29.2 30.4 30.5 31.8 32.8 32.9 33.8 34.8 37.4
長崎県 24.0 25.0 25.7 25.8 26.5 24.1 25.6 26.2 28.1 29.5 30.1 31.2 32.6 35.3
熊本県 27.6 27.6 28.5 28.3 29.8 27.6 28.7 29.3 30.7 31.5 32.1 33.3 34.5 36.7
大分県 28.1 30.6 30.9 30.8 31.4 27.3 27.9 27.9 29.0 30.2 30.7 31.9 32.8 35.4
宮崎県 30.7 31.5 32.1 30.8 32.6 29.1 29.9 30.3 31.3 32.5 32.6 33.5 34.6 37.0
鹿児島県 36.1 37.1 36.3 33.7 33.9 28.9 29.2 29.0 29.2 30.3 30.8 31.9 33.4 35.7
沖縄県 30.4 30.8 31.9 27.7 25.3 20.5 22.4 24.2 25.8 26.0 27.0 27.8 30.4 33.9
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ຊͷਓݮޱগԼʹ͓͚ΔಓݝҠಈܥේʹΑΔ

λΠϓผ࠶ੜ࢈ͷղੳ

ਓߏޱڀݚ෦ɹେઘྮ

ཁࢫ

ਓޱΛਓͷͷμΠφϛΫεͱͨ͑ߟ߹ɼͦΕΛߏ͢Δཁૉ୯७Ͱ͋Δɽྸɼ

ग़ੜɼࢮɼͦͯ͠ҬؒͷҠಈͰ͋Δɽࣾձతഎܠผͱͯ͠ɼগྸߴࢠԽग़ੜ͕ݮ

Γɼࢮ݁ͨͬݮՌͱ͑ߟΔ߹ɼݱͷਓݮޱগʹӨڹΛٴ΅͍ͯ͠Δྸผͷग़

ੜɼࢮɼҠಈͷߦಈΛఆྔతʹධՁͰ͖Εɼਫ਼ີͳੳྸੈʹ߹Θͤͨࡦ

ཱҊ͕ग़དྷΔͩΖ͏ɽɹ͜͏ͨ͠ఆྔධՁΛ͑ߟΔͷʹ͋ͨͬͯɼຊڀݚͰҰൠԽϨε

Ϧʔྻߦͷجຊ࠶ੜ࢈ʹ͋ͨΔ type reproduction number(TRN)ͷղੳʹযΛͯ

Δɽ͜ͷΛ͢ࢉܭΔ͜ͱʹΑΓҬຖͷকདྷͷਓݮޱগͷࠩΛΔ͜ͱ͕Ͱ͖Δɽ

͡Ίʹ

ຊͷਓݮޱগ͕࢝·͔ͬͯΒ 10 ͕ܦͱ͏ͱ͍ͯ͠Δɽ͜Ε 50 ۙ͘ʹٴͿਓ

ಛघܭ߹ؒظਫ४ஔޱҼͰ͋ΔɽਓݪԽ͕ࢠਫ४ΛԼճΔग़ੜɼ͍ΘΏΔগஔޱ

ग़ੜʹ͓͍ͯਓޱͷ૿ݮͷΛܾΊΔᮢͱͯ͠༻͍ΒΕ͖ͯͨɽ·ͨɼΑΓચ࿅͞

Εͨࢦඪͱͯ͠جຊ࠶ੜ࢈ʢ·ͨ७࠶ੜ࢈ʣ͕͋Δɽਓޱஔਫ४͕Ұਓͷঁੑͷ

جͷʹର͢ΔͰ͋ΔɽࣇΉঁ࢈Ұਓͷঁੑ͕ऀޙͷʹର͢Δʹରͯ͠ɼࢠΉ࢈

ຊ࠶ੜ࢈ਓޱਪܭͳͲʹΘΕΔϨεϦʔྻߦͳͲͷجຊతͳཧϞσϧ͔Βಋ͔Ε

ΔͷͰɼཧڀݚʹ͓͍ͯͪ͜Βͷํ͕ѻ͍͍҆ɽ·ͨɼਓޱஔਫ४உੑͷࢮͳ

ͲͷมԽͷӨڹΛड͚ΔͨΊɼʹΑͬͯ 2Ҏ্ͷͰมಈ͢ΔɽҰํɼجຊ࠶ੜ࢈ʹ

͓͚Δᮢৗʹ 1 Ͱ͋Γมಈ͠ͳ͍ͱ͍͏ͷ͜ͷࢦඪͷѻ͍͍҆Ͱ͋Δɽ࠷৽ͷ

2021ਓޱ౷ࢿܭྉूʹΑΔͱ 2019ͷجຊ࠶ੜ࢈ 0.66Ͱ͋ΓɼਓݮޱগҾ͖

ଓ͖ଓ͘ͷͱ͑ߟΒΕ͍ͯΔɽ

ΕݟͷͰ͋Δ͕ɼҰํͰग़ੜʹҬ͕ࠩ͋Γɼ֤ҬͰۉฏࠃશ࢈ੜ࠶ຊج

શࠃͱͷʹ͕ࠩੜ·ΕΔͣͰ͋ΔɽগࢠԽͷΛଅਐ͢ΔཁҼ୯७ʹग़ੜͷԼ

͚ͩͰͳ͘ࢢ෦ͳͲͷग़ੜྗͷ͍ҬͷਓޱҠಈͳͲ͑ߟΒΕΔɽਓޱಈଶͷج

ຊग़ੜɼࢮɼͦͯ͠ҠಈʹΑͬͯߏ͞ΕΔ͔ΒͰ͋Δɽجຊ࠶ੜ࢈ʹ͜ͷҠಈ

ͷޮՌͱ͍͏ͷ͕ө͞Ε͍ͯͳ͍ɽ͘͠ɼཅʹݱΕ͍ͯͳ͍ɽྫ͑ɼग़ੜͷ

Ҭ͕͋ͬͨͱͯ͠ɼͦ͜ͷҬग़ऀͷຆͲ͕ͦͷҬʹཹ·Δ߹ɼͦͷҬͷ͍ߴ

ਓޱ૿Ճ͢ΔࣄʹͳΔɽ

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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͔͠͠ɼग़ੜͷ͍͕͋ࢢΓͦ͜ʹਓྲྀ͕ޱΕ͍ͯ͘ͷͰ͋Εɼ݁ہग़ੜͷߴ

͍ҬͦͷޮՌ͕͔͖ফ͞Εͯ͠·͏ͩΖ͏ɽ͜͏ͨ͠ޮՌࢦྀͨ͠ߟඪ͕͋Εɼ

ΑΓਓݮޱগͷཧղʹݙߩग़དྷΔ্ʹҬࡦͷཱҊʹཱͭͣͰ͋Δɽ

ͭ·ΓɼҬੑΛجྀͨ͠ߟຊ࠶ੜ࢈ʹΘΔࢦඪ͕ඞཁͱͳΔɽ͜ΕΛతͱ͠

ͯਓֶޱʹಋೖ͞Εͨͷ͕λΠϓผ࠶ੜ࢈: type reproduction number (TRN)Ͱ͋Δ

[Inaba, 2009]ɽTRN͋ΔҬग़ͷঁੑ͕ಉҬʹશͯͷੈʹ͓͍ͯ࠷ॳʹݱΕΔ

ঁੑͷࢠଙʢ·ͨઌʣͷظ૯Ͱ͋Δɽ͜Ε͚ͩͰेʹཧղ͢Δͷ͔͠

͠Εͳ͍ɽTRNجຊ࠶ੜ࢈ͱൺΔͱෳࡶͳ֓೦Ͱ͋Δ্ɺҰൠԽϨεϦʔྻߦʹ

͍ͭͯ৮Εͳ͚ΕɼԿ͜ނͷࢦඪ͕ҬಛੑΛऔΓೖΕͨجຊ࠶ੜ࢈ʹΘΔࢦඪͱ

ͳΔͷ͔͔Βͳ͍Ͱ͋Ζ͏ɽͦ͜ͰɼຊߘͰ·ͣ TRNͷಋೖͱҰൠԽϨεϦʔྻߦ

ʹ͍ͭͯղઆ͢Δ͜ͱ͔Β࢝ΊΔɽ

ҰൠԽϨεϦʔྻߦ

ϨεϦʔྻߦग़ੜͱࢮաఔͷΈͰߏ͞Ε͍ͯΔ͕࣮ࡍͷਓޱಈଶ͜ΕʹҠಈ

ՃΘΔɽຊߘͰดਓޱΛԾఆ͠ࠃҠಈΛ೦಄ʹҰൠԽϨεϦʔྻߦΛߏ͢Δɽn

Δͱ͠Α͏ɽ͋Δ͕͋ࠃΒͳΔ͔ݝ j Β͔ݝ i ʹݝ a ͷঁੑ͕Ҡಈ͢Δׂ߹Λࡀ kij (a)

ͱ͢Δͱɼ୯Ґؒ࣌ t+ 1ʹ iݝʹΔ a+ ޱͷঁੑਓࡀ1 Pt+1 (a+ 1, i)

Pt+1 (a, i) =
n∑

j=1

kij (a)Pt (a, j) , (1)

ͱදͤΔɽ͜ͷͱ͖ɼ୯Ґؒ࣌Ͱ͜ىΔࢮྀ͢ߟΔͱ

∑

i

kij (a) ≤ 1.

ͱͳΔɽ·ͨ aࡀͷ j Ήঁੑ͕ॅʹݝ iݝͷ୯Ґޙؒ࣌ͷग़ੜΛmij (a)ͱ͢Δͱ୯

Ґޙؒ࣌ͷ ͷࣇঁࡀ0 iݝͷਓޱ

Pt+1 (0, i) =
ω∑

a=0

n∑

j=1

mij (a)Pt (a, j) , (2)

ͱද͞ΕΔɽ͜͜Ͱ ω ݶքྸͱ͢Δɽ͜͜ͰɼPt (a, j) Λ࣍ͷ༷ʹϕΫτϧඪهʹ

͢ɽ

pt :=





pt(0)
...

pt(a)
...

pt(ω)




, pt(a) := (Pt(a, j))1≤j≤n . (3)

͢Δͱɼࣜ (1)ͱࣜ (2)ҎԼͷྻߦϞσϧʹม͞ΕΔɽ

pt+1 = Lpt. (4)
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͜͜ͰɼLҎԼͰ༩͑ΒΕΔɽ

L :=





M0 · · · Ma · · · Mω

K0 O · · · · · · O
O K1 O · · · O
... O

. . .
. . .

...
O · · · O Kω−1 O




, (5)

·ͨɼ͜ͷྻߦΛߏ͢ΔখྻߦҎԼͰ༩͑ΒΕΔɿ

Ma := (mij(a))1≤i,j≤n, Ka := (kij(a))1≤i,j≤n , O : n× n− 0 .ྻߦ (6)

͜ͷͱ͖ɼྻߦ L ͷࣄΛҰൠԽϨεϦʔྻߦ Generalized Leslie’s Matrix ͱݺͿ

[Inaba, 1986]ɽ

ಛੑํఔࣜͱੈ࣍ྻߦ

લग़ͷจݙ [Inaba, 1986]ʹ͓͍ͯ͜ͷϞσϧͷجຊతͳղੳ͕ͳ͞Ε͍ͯΔɽͦΕʹ

͍ͭͯɼຊߘͷൣғΛҳͯ͠͠·͏ͷͰɼTRN ͱີʹؔΘΔ෦Λղઆ͍ͨ͠ɽ

ҰൠԽϨεϦʔྻߦϨεϦʔྻߦͱҟͳΓ Euler-Lotka ͷެࣜΑ͏ͳग़ੜͱࢮ͔Β

ਓ૿ޱՃಋ͘୯७ͳํఔࣜͳ͍ɽҰํɺͦΕʹΘΔಛੑํఔࣜ࣍ͷ༷ʹ༩͑Β

ΕΔɽ
det (I−Ψ (λ)) = 0 (7)

͜͜ͰɼI n× n ୯ҐྻߦɼΨ (λ)ɼҎԼͰ༩͑ΒΕΔɿ

Ψ(λ) := (ψij(λ))1≤i,j≤n , (8)

ψij(λ) :=
ω∑

a=0

n∑

"=1

K(0, j → a, $)mi"(a)λ
−a−1. (9)

͞Βʹɼ

K(s, j → a, i) :=






n∑

j1=1

...
ja−s−1=1

kij1(a− 1)kj1j2(a− 2) · · · kja−s−1j(s) s < a− 1

δij s = a− 1

. (10)

͜ͷྻߦ Ψ (λ) ͕ҰൠԽϨεϦʔྻߦͷ༷ʑͳੑ࣭Λแ͍ͯ͠Δɽ͜ͷྻߦΛߏ͢

Δ ψij(λ) j ग़ͷঁੑͷݝ iݝʹର͢Δ ͳ͢͜ͱ͕ग़དྷΔɽͳͥͳΒɼݟൟ৩Ձͱࡀ0

ؔ K j ࿏ΛશؚͯΜͰ͓Γɼͦ͜ʹੜଘؚ·ΕΔͷͰܦग़ͷঁੑͷҠಈݝ

͜ΕҬผੜͷҙຯ߹͍ซͤͭ࣋ɽग़ੜ mͱੜͷੵΛ࠷େݻ༗Ͱྸ

ຖʹׂΓҾ͍ͨ߹͕ܭൟ৩ՁͷఆٛͰ͋Δ͔Βɽ͜Ε·ͨൟ৩Ձͱݟͳ͢͜ͱ͕ग़དྷΔ

ͩΖ͏ɽͦͯ͜ λ = 1Λೖͨ͠ ψij((1)Λ͑ߟΑ͏ɽ͜Εɼj ग़ͷҰਓͷঁੑ͕ݝ

Ұੜ֔ʹ i࢈ʹݝΉঁࣇͷظͱͯ͠ղऍͰ͖Δɽͭ·Γ͜ΕΛʹྻߦͭ࣋Ψ (1)

શੈͷ৽ੜ͔ࣇΒੈ࣍ͷ֤ಓݝͷ৽ੜࣇΛੜ͢Δ͕ࣄग़དྷΔɽ
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͜ͷྻߦΛੈ࣍ྻߦ Next Generation Matrix ͱݺͿ [Inaba, 2017]ɽ[Inaba, 2009]

ʹΑΕɼੈ࣍ྻߦΨ (1)ͷεϖΫτϧܘ Λ(Ψ (1))جຊ࠶ੜ࢈ͱఆٛͰ͖Δࣄ

͕ࣔ͞Ε͍ͯΔɽͭ·ΓɼΛ(Ψ (1)) > 1Ͱ͋ΕɼҰൠԽϨεϦʔྻߦͷ࠷େݻ༗ 1

Λ͑ΔɽΛ(Ψ (1)) ≤ 1Ͱ͋Εɼ1ҎԼͱͳΔɽ

λΠϓผ࠶ੜ࢈

ඪͷҰͭͰ͋Δɽ͜ͷࢦಈଶΛௐΔ্Ͱɼॏཁͳޱਓ࢈ੜ࠶ຢ७࢈ੜ࠶ຊج

ΒͣӸֶͷ্Ͱಉ༷ͳׂΛՌ͖ͨͯͨ͠ɽҰਓͷঁੑ͕ੜ֔·ཹʹֶ͚ͩޱඪਓࢦ

͢Δ·ͰʹԿਓͷࢮΔ͍࣏͋છऀ͕ײඪͱಉ༷ɺҰਓͷࢦͷΛද͢͜ͷࣇΉঁ࢈

ίϩφΟܕҖΛৼΔ͍ͬͯΔ৽ࠓࡢΘΕΔɽΔͷ͔ͱ͍͏จ຺Ͱ͢࢈ੜ࠶છऀΛײ

ϧεײછͷχϡʔεͳͲͰऔΓ্͛ΒΕ͍ͯΔࢦඪͷҰͭͰ͋Δɽ

[Heesterbeek and Roberts, 2007]͜͏ͨ͠ײછʹର͢ΔશମతͳࢦඪͰͳ͘ɼײ

છऀͷλΠϓ͕͋Δ߹ʹݸʑͷλΠϓຖʹ࠶ੜ࢈ʹؔ͢Δࢦඪ͕ͳ͍͔ͱௐͨɽͦ͠

ͯɼײછऀຖͷ࠶ੜ࢈Λද͢ࢦඪͱͯ͠ “λΠϓผ࠶ੜ࢈ (TRN: Type Reproduction

Number)”Λಋೖͨ͠ɽ͜ͷ֓೦Λਓࠐͪ࣋ʹֶޱΜͩͷ͕ [Inaba, 2009]Ͱ͋Δɽ

͜͜Ͱ [Inaba, 2009]ʹ฿͍ɼࢢํϞσϧΛྫʹͱΓɼҰൠతͳఆٛΛհ͢Δɽ

n Ҭ͋Δ࣏ࣗମͷɼࢢ෦ͱ͞ΕΔҬ͕ κ ෦Λࢢఆ͞Ε͍ͯΔͱ͢Δɽࢦ͚ͩ

1, ํ෦Λ 2ͱఆٛͦ͠ΕͧΕͷҬͷભҠ͢Δੈ࣍ྻߦ Ψ (1)Λฒସ͑ͨྻߦ

Λ Φͱ͢Δɽ

Φ :=

[
Q11 Q12

Q21 Q22

]
. (11)

Qk" Ҭ $͔ΒҬ k ͷਪҠখྻߦΛද͢ɽ Q11  κ× κྻߦɼQ22  (n− κ)×
(n− κ)ྻߦɼQ21  (n− κ)× κྻߦɼͦͯ͠Q12  κ× (n− κ)ྻߦΛͦΕͧΕද͢ɽ

·ͣɼࢢ෦ΛλʔήοτҬͱͨ͠ TRN Λ͑ߟΑ͏ɽ͜͜ͷͱ͖εϖΫτϧܘ

Λ (Q22) < 1 ΛԾఆ͢Δɽ࣍ʹࢢ෦ͷҠಈͷΈΛࣸ૾͢Δྻߦ U Λ࣍Ͱఆٛ͢Δɽ

͢ͳΘͪɼ

U :=

[
I11 O12

O21 O22

]
, (12)

͜ͷͱ͖ I11 ୯Ґྻߦɼ Ok"  ,Λද͠ྻߦ0 ͜ΕΒͷఴ͑ࣈ Qk" ʹͦΕͧΕରԠ

͢Δ. ͞Βʹ࣍Ͱ༩͑ΒΕΔεϖΫτϧܘ Λ(Q) ͕ࢢ෦ͷ TRNͷఆٛΛ༩͑Δɽ

Q := UΦ (I− (I−U)Φ)−1 . (13)

ͷࣜΛల։͢Δͱه্

Q =

[
Q1 Q12 (I−Q22)

−1

O21 O22

]
, (14)

Q1 : = Q11 +Q12 (I−Q22)
−1 Q21, (15)

ͱͳΔɽྻߦͷҰൠΛ༻͍Ε Λ(Q) = Λ(Q1) ͱͳΔ͜ͱ͕ΒΕ͍ͯΔ (ৄ͘͠

[Heesterbeek and Roberts, 2007, Inaba, 2009, Inaba, 2017]).
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ͰɼྻߦQ1 ͷͭ࣋ਓֶޱతҙຯΛͯ͑ߟΈΔɽྻߦٯ (I−Q22)
−1 ࣍ͷڃʹల

։͞ΕΔ.

(I−Q22)
−1 = I+

∞∑

m=1

Qm
22.

͜ͷڃϊΠϚϯڃ ( Neumann series)ͱݺΕɼͦͷऩଋ͕݅ Λ (Q22) < 1Ͱ

͋Δɽ͜ͷڃΛQ1 ͷࣜʹೖ͢Δ͜ͱҎԼΛಘΔɽ

Q1 = Q11 +Q12Q21 +
∞∑

m=1

Q12Q
m
22Q21. (16)

Qm
22 mੈͷؒɼࢢ෦Ҏ֎ͷํҬʹཹ·ΔࢠଙͷظΛ༩͍͑ͯΔͷͰɼQ1

ࢢग़ͷঁੑ͕ɼશͯͷੈΛ௨ͯ͠ॳΊͯࢢग़ͷঁੑΛࢠଙʹظͭ࣋Λ༩

͍͑ͯΔɽͭ·ΓɼTRNͷఆٛͰ͋ΔεϖΫτϧܘ Λ(Q1)Ұਓͷࢢग़ͷঁੑ͕

શͯͷੈΛ௨ͯ͠ॳΊͯࢢग़ͷঁੑΛࢠଙʹػͭ࣋ମਓͱղऍग़དྷΔɽκ = nͱ

͓͚ɼ͜ͷࢦඪલग़ͷجຊ࠶ੜ࢈ͱҰக͢ΔͷͰɼ͜ͷ֓೦ͷҰछͷ֦ுͱଊ͑Δ

ग़དྷΔɽ͕ࣄ

ಓݝผ TRNͱ౷ܭΛ༻͍ͨσʔληοτʹ͍ͭͯ

ΑΓ۩ମతͳղੳʹೖΔҝʹɼTRNΛنఆ͢Δ “λΠϓ”ΛܾΊͳ͚ΕͳΒͳ͍ɽ

Ұൠతͳ TRNεϖΫτϧܘΛతʹ͢ࢉܭΔ͜ͱʹͳΔ͕ɼຊڀݚͰ֤ಓ

ͱͷ͝ݝ TRN ͷղੳΛ͢ࢦɽͭ·Γ, n = 47 ͓Αͼ κ = 1 ͱͯ͑͠ߟΔͷͰ͋Δɽ

κ = 1Ͱ͋ΕɼQ11 εΧϥʔɼQ12, Q21 ͦΕͧΕɼߦϕΫτϧͱྻϕΫτϧͱͳ

Δɽྫ͑ i൪ͷݝΛλʔήοτͱͯ͠ TRN: Ti Λߏ͢Ε Q11 = ψii (1)ͱͳΓɼ

ϕΫτϧ:Qijߦ = (ψij (1))
$
1≤j≤47ɼྻϕΫτϧ Qji = (ψij (1))1≤j≤47 ͱͳΔɽiߦ iྻ

Λআͨ͠ྻߦΨi (1)ͱซͤͯࣜ (16)ʹೖ͠ɼͦΕΛ͢ࢉܭΕ

Ti = ψii (1) +
∞∑

m=1

ψ(m)
ii (1) (17)

ψ(m)
ii (1) : =

∑

j1 %=i

...
jm %=i

ψij1(1)ψj1j2(1)× · · ·× ψjmi(1)

ͱͳͬͯɼ TRNͷΛٻΊΔ͕ࣄग़དྷΔɽຊશͯͷݝͰਓޱஔਫ४ΛԼճͬ

͍ͯΔͷͰɼTRNΛߏ͢ΔແڃݶͷऩଋੑΛؾʹ͢Δඞཁແ͍ɽͭ·Γɼզʑ

Ψྻߦ (1)ͷ͔ΒεϖΫτϧܘΛٻΊΔ͕ࣄग़དྷΔͷͰ͋ΔɽTRN (17)ੈ

Λ͑ͨಓݝҠಈܥේͱݟͳ͢͜ͱ͕ग़དྷΔɽ·ͨɼψij (1)Λߏ͢Δࣜ (10)

Ұਓͷঁੑͷੜ֔ҠಈܥේͷີΛ༩͓͑ͯΓɽҰൠԽϨεϦʔྻߦΛૅجͱ͢Δਓޱಈ

ଶੈΛ͑ͨҠಈͱݸਓͷ྆ํʹ͢ΔඞཁੑΛ͍ࣔࠦͯ͠Δɽ

۩ମతʹຊͷಓݝͷ TRNΛղੳ͢Δʹ͋ͨͬͯɼύϥϝʔλʔΛઃఆ͢Δࣄ

ॏཁͰ͋ΔɽਓޱҠಈͷશࠃௐࠪ૯ল͕ࠃ͏ߦௐࠪ [MIAC, 2015]ʹґଘͤ͟ΔΛ

͑ͳ͍ͷͰɼඞવతʹ ؒ࣌Αͼ୯Ґ͓ڃ֊ࡀ5 5ͷϞσϧΛߏங͠ͳͯ͘ͳΒͳ͍ɽ- 181 -



ຊڀݚͰɼղऍΛ୯७ʹ͢ΔҝɼҠॅ kij (a)Λ Ҡॅ֬ɹ Tij(a) ͱ 5લͷॅډ

ͷ 5ؒͷੜଘ pj(a)(σʔλ [MHLW, 2015])ͱͯ͠ҎԼͷ༷ʹ༩͑Δɿ

kij(a) = Tij(a)× pj(a) i, j = 1, 2, 3, · · · , 47. (18)

·ͨग़ੜmij (a)ɼଞͷಓ͔ݝΒͷ 5Ҏͷग़ੜɾҠಈ͕গͳ͍ͷͱԾఆ͠ɼ

5લͷॅډͷΈ͔Βͷग़ੜΛ࠾༻͢Δ͜ͱʹ͢Δɽͭ·Γ:

mij (a) =

{
mij (a) ≥ 0 i = j

0 i &= j
.

֤ग़ੜɼग़ੜੑൺɼೕࢮࣇ [pop, 2020] ͱಉࢿྉूͷաڈͷͷΛ༷ͨ͠ɽ

۩ମతͳύϥϝʔλͷߏํ๏ࢴ໘ͷ߹͕͋ΔͷͰɼࡏݱߘ४උதͷʮਓޱݚ

ʯͷಛूΛ͝ཡ͖͍ͨɽڀ

1 ݁Ռ

શͯͷಓݝͷ TRN ʹؔͯ͠ಛू߸ߘ४උதͷߘݪ 2 ॏʹͳͬͯ͠·͏ͨ

ΊɼຊߘͰ࠷͍ͷͱ࠷͍ߴͷΛ͍ͨ͛ڍɽ2015ࠃௐࠪΛϕʔεͱ͢Δ

݁ՌҎԼͷ௨ΓͰ͋Δɽ

શࠃ (࢈ੜ࠶ຊج) : 0.69

౦ژ (࠷) : T13 = 0.34

ԭೄݝ (ߴ࠷) : T47 = 0.63

Ͱ͋ΔɽશࠃͰͨݟ߹Ұਓͷঁੑͷجຊ࠶ੜ࢈ 0.69Ͱ͋Δ͕ɼͦͦͦΕΑΓ

ग़ੜͷ͍ߴԭೄݝʢಉσʔλͷࢉܭͰ૯࠶ੜ࢈ 0.92ʣͰ͢Βجຊ࠶ੜ࢈ͷͦ

ΕΑΓ͍݁Ռͱͳͬͨɽ·ͨɼ౦ژʹ͓͍ͯ૯࠶ੜ࢈ 0.55ΑΓ͍ɽ͜Εɼ

ҠಈʹΑΔग़ؼ࠶ʹؔͯ͠ଛࣦ͕͋ΔͨΊͱ͑ߟΒΕΔɽ

2 ·ͱΊ

λΠϓผ࠶ੜ࢈ؒظσʔλ͔Βɼ1ੈ͚ͩͰͳ͘ɼͦͷ··ଓ͍ͨ߹ͷੈޙࠓ

ͷใશؚͯ·ΕΔͱ͍͏Ͱɼ߹ܭಛघग़ੜجຊ࠶ੜ࢈ͱେ͖͘ҟͳΔɽج

ຊ࠶ੜ࢈͕ 1Λ͍͑ͯΔ߹ɼશͯͷಓݝͷλΠϓผ࠶ੜ࢈͕ 1Λ͑Δ͔ɼ

߹ʹΑͬͯڃ (17)͕ऩଋͤͣ Ti = ∞ͱͳΔ߹͋ΔɽͦΕྫ͑͋ΔҬͷ
ग़ੜ͕ਓޱஔਫ४ΛԼճ͍ͬͯͨͱͯ͠ɼੈΛͨܦҠಈͷ݁Ռɼग़ੜͷ͍ߴ

ҬΛܦ༝ͨ͠ܥේΛࢠͭ࣋ଙʹΑͬͯิΘΕΔ͔ΒͰ͋Δɽ͜ΕٯͷޮՌ͋Δ͜ͱΛ

͍ࣔࠦͯ͠ΔɽຊͷΑ͏ʹਓޱஔਫ४ΛԼճΔͱ͖ɼԭೄݝͷΑ͏ʹग़ੜ͕ݝ͍ߴ

͕͋ͬͨͱͯ͠ʢͦΕ͕ܭ߹ؒظಛघग़ੜ͕ 2  3 ͱ͍ͬͨେ͖ͳͰʣҠಈʹ

Αͬͯग़ੜͷ͍Ҭʹ͋Δׂ߹ͷࢠଙ͕ॅΊɼͦͷҬͷ࣮ࡍͷਓ૿ޱͷݙߩ

গͳ͘ͳΔ͑ݴ͕ࣄΔɽ
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ԭೄݝͷঁੑ͕ 0.92ਓͷঁࣇΛ࢈Μͩͱͯͦ͠ͷதͰԭೄݝͷਓ͢ݙߩʹޱΔࢠଙ

ͷ 0.63ਓʢશͯͷੈͰʣ·ͰݮΔͱ͍͏ࣄͰ͋ΔɽগྸߴࢠԽରࡦʹ͓͍ͯҠಈ

ͷ֓೦͕͍͔ʹॏཁͰ͋Δ͔͜ͷ݁Ռ͍ͯͬޠΔɽޙࠓଞͷݝʹؔͯ͠ɼࡏݱ४උ

தͳͷͰಛू߸·Ͱ͓͖͍ͪͨɽ

ݙจߟࢀ
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死亡率推計へのモデル生命表の応用について

石井太・堀口侑

はじめに
死亡は年齢によってその発生頻度が大きく異なることから、死亡率などの生命表関数を

単純な法則や規則を用いて簡約化したものが死亡の年齢パターンのモデリングである。死
亡の年齢パターンモデルには、大きく分けて、(1) 数学的関数によるモデル、(2) 数表に
よるモデル、(3)リレーショナルモデルの 3種類があり、従来、モデル生命表と呼ばれる
ものは、Coale-Demneyのモデル生命表など数表によるモデルを指すことが多かった。し
かしながら、現在では、コンピュータを用いることにより、モデルにある程度複雑な計算
過程が含まれるものであっても、ユーザーが必要なパラメータを設定しさえすれば、推計
結果を比較的簡単に得ることができようになっており、モデル生命表の提示にあたって、
数表による形式よりも、いくつかのパラメータを投入することで生命表関数を得られるリ
レーショナル・モデルを基本とする方式の方がユーザーにとっても活用がしやすい状況に
なっている。このような背景から、近年、リレーショナル・モデルを基本とするモデル生
命表がいくつか提案されている。
そこで、本研究では、死亡率のモデリングと、近年のリレーショナル・モデルを基本と
するモデル生命表についてレビューを行うとともに、これらを日本の死亡率推計に適合さ
せるための修正を行ったモデル開発に関する試みについて述べることとしたい。

1 死亡率のモデリング
人口動態事象は年齢によってその頻度が大きく異なるものがあるが、死亡もその代表例
である。一般に、年齢別に死亡率を見ると精密に観察を行うことができるが、多くの率を
取り扱う必要性が生じるため、複雑さも増大することとなる。したがって、死亡率などの
死亡を表現する生命表関数を、単純な法則や規則を用いて簡約化して表すことができると
便利であり、これを実現するのが死亡の年齢パターンのモデリングである。
死亡の年齢パターンモデルには、大きく分けて、(1)数学的関数によるモデル、(2)数表
によるモデル、(3)リレーショナルモデルの 3種類がある。(1)の数学的関数によるモデ
ルとは、年齢の数学的関数によって生命表関数を表現するものであり、死亡法則 (law of

mortality)とも言われる。これには多くの先行研究があるが、死力を年齢の指数関数で表
す Gompertzモデル (Gompertz 1825)はその代表例である。また、これに定数項を加え
た Gompertz-Makehamモデル (Makeham 1860)は、現在、厚生労働省が作成する完全

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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生命表・簡易生命表で用いられている。一方、これらの指数関数では超高年層での死亡率
を過大推定してしまうことがしばしば観察されることから、加齢に応じて死力の傾きが逓
減するロジスティック関数で死力を表現する Perks (1932)、Beard (1971)のような先行
研究がある。
(2)の数表によるモデルは、経験に基づくいくつかの数表によって生命表関数を表現す
るものである。Coale-Demney のモデル生命表 (Coale and Demeny 1983) がその代表
例であり、生命表の形状（シェイプ）を 4種類 (North, South, East and West)に分け、
それぞれに 25のレベルから成るモデル的な生命表を用意して様々な生命表を表現してい
る。また、国連のモデル生命表 (United Nations 1982) もその例であり、4 つの地域パ
ターン (Latin American pattern, Chilean pattern, South Asian pattern, Far Eastern

pattern)と一般的なパターン (General pattern)の５種類の形状について、それぞれ男女
別に 35～75年の e0 に対応する生命表を示している。
数学的関数によるモデルは、生命表関数を数少ないパラメータで表現でき、豊富な情報
を簡約化して表現できるという点で優れているが、一方で、実際の死亡の年齢パターンは
複雑であり、必ずしも既知の数学的関数で表されるとは限らない。また、これを改善する
ために複数の数学的関数を組み合わせていくと、多くのパラメータが必要となってかえっ
て複雑性を増してしまうという問題点がある。これに対し、数表によるモデルは、実際に
経験された年齢パターンから作成されることから、このような数学的関数によるモデルの
ような制約はない。しかしながら、この方法では、それぞれのレベルや形状の種類に対応
した数表を用意しなければならないため、レベルや形状を細分化していくと、膨大な数の
数表が必要となり、やはり複雑性が増大してしまうという問題点がある。
(3)のリレーショナルモデルは、この二つのモデルの長所を採り入れたモデルともいう
ことができ、経験に基づく（数表による）標準的な年齢パターンと、そこからの変化に関
するパラメータを組み合わせて死亡パターンを表現するものである。リレーショナルモデ
ルの代表例としては、Brass (1971)により開発されたブラス・ロジットシステムが挙げら
れる。ブラス・ロジットシステムは、lx をロジット変換した関数 Yx = log

(
lx

1−lx

)
を考

え、ある基準となるパターン Y s
x を用いて、任意の Y a

x が、Y a
x = α+ βY s

x と表されると
するモデルである。ここで、αがレベル、β が形状を表すパラメータとなっている。
また、リーとカーターによって開発された生命表のリレーショナルモデル (リー・カー
ター・モデル, LCモデル)は、年齢別死亡率を、標準となる年齢パターン、死亡の一般的
水準 (死亡指数)、死亡指数の動きに対する年齢別死亡率変化率および誤差項に分解するこ
とで、死亡の一般的水準の変化に応じて年齢ごとに異なる変化率を記述するモデルであ
り、現在国際機関や各国が行う将来推計においては標準的なモデルとして広く用いられて
いる (Lee and Carter 1992)。

logmx,t = ax + ktbx + εx,t

ここで、
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logmx,t: 対数死亡率
ax: 対数死亡率の標準的な年齢パターン
kt: 死亡水準（死亡指数）
bx: kt が変化する時の年齢別死亡率の変化
εx,t: 平均 0の残差項

である。
さて、この死亡モデルの分類であるが、最終的な表現はそれぞれ異なっているものの、
その作成過程においては互いにオーバーラップする部分も存在している。例えば、Coale

and Demeny (1983)では、生命表の形状である 4種類 (North, South, East and West)

と性別に、nqx と log10(10000nqx)を e10 で回帰し、

nqx = Ax +Bxe10

log10(10000nqx) = A′
x +B′

xe10

という形で回帰係数 Ax, Bx などとして求め、これを基に各レベルの生命表関数を作成
している。ここで、この推定されたパラメータ Ax, Bx は、リー・カーター・モデルの
= ax, bx と本質的には同じ役割を果たしている。また、高齢部分の死亡率の作成では、数
学的関数によるモデルである Gompertzモデルが仮定されている。
また、United Nations (1982)では、５種類の形状 iに含まれる各種生命表 j の死亡確
率 nqx のロジット

nD
ij
x = logitnqx =

1

2
ln

(
nqx

1− nqx

)

に対して、主成分分析を行って第１主成分に対応した項を取ることにより、

nY
ij
x = nȲ

i
x + a1jU1x

という形（ただし、nY ij
x はモデル化された死亡確率のロジット、nȲ i

x は形状 iのクラス
ターに含まれる nY ij

x の平均)で表すことにより数表を作成しており、この手続きはリー・
カーター・モデルと同じものとなっている。
このように、数表によるモデルであっても、その作成過程では、リレーショナル・モデ
ルや数学的関数によるモデルが用いられていることがあることがわかる。
現在では、コンピュータを用いることにより、モデルにある程度複雑な計算過程が含ま
れるものであっても、ユーザーが必要なパラメータを設定しさえすれば、推計結果を比較
的簡単に得ることができようになっており、モデル生命表の提示にあたって、数表による
形式よりも、いくつかのパラメータを投入することで生命表関数を得られるリレーショナ
ル・モデルを基本とする方式の方がユーザーにとっても活用がしやすい状況になってい
る。そこで、このようなリレーショナル・モデルを基本とするモデル生命表作成の試みに
ついて次に述べることとしたい。
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2 リレーショナル・モデルを用いたモデル生命表
近年、リレーショナル・モデルを基本とするモデル生命表がいくつか提案されているが、
本稿ではその中から、Wilmoth et al. (2012)、Clark (2019)についてレビューを行う。

2.1 Wilmothらの flexible model

Wilmoth et al. (2012) は、間接推定のための新たなモデル生命表 (flexible two-

dimensional mortality model, 以下、flexible modelと呼ぶ)を開発して提案している。
このモデルは、

log(mx) = ax + bxh+ cxh
2 + νxk

という形を取り、hは log(5q0)であり死亡率のレベルを表すパラメータ、kは通常 (−2, 2)

の範囲の値を取り、通常のパターンからの乖離を示すシェイプに関するパラメータであ
る。ax, bx, cx, νx は、Human Mortality Database(HMD)における 719の生命表に基づ
き、ウエイト付き最小二乗法と特異値分解を用いて推定されている。
この flexible modelは、少ない情報から様々な年齢パターンを効率的に表現することが
でき、これまでに提案されているモデル生命表よりも優れた、あるいは少なくとも同程度
のパフォーマンスを発揮するとされている。
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図 1は、この flexibleモデルを用いてスウェーデンの e0 を推定した結果と、実績の e0

と一緒にグラフにしたものである。実線が実績の e0 を、点線が flexible modelによって
推定された e0 を示しているが、極めて長期間の推定にも関わらず、両者は概ね一致して
いることが観察できる。
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図 2 flexible model による mx の推
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図 3 flexible model による mx の推
定 (スウェーデン, 女性, 2005-2009年)

また、図 2、3 は、スウェーデン女性の、1970-1974 年, 2005-2009 年の mx について
の推定を行った結果を示したものである。ここで、黒の実線が実績の mx、赤の実線が
flexible modelによる推定値、青の点線は flexible modelにおいて、k = 0という制約の
下に推定値した推定値となっているが、いずれの推定値についても実績との当てはまりが
よいことが観察される。このように、flexible model は極めて長期的な死亡率の動向を、
その形状も含めてモデル化することに成功していることがわかる。
なお、このような優れたモデル生命表の開発には、HMDプロジェクトによって、一定
のクオリティが保証された同一形式の膨大な量の生命表がデータベース化されたことも大
きく貢献しているといえよう。

2.2 Clarkの SVD-comp model

一方、Clark (2019) は、特異値分解を用いて死亡確率のモデリングを行った、”SVD

Component model ”(以下、SVD-Comp modelと略す）を提案した。
今、Qz を性 z ∈ {female, male}の死亡確率を格納した A × L 行列であるとする。た
だし、Aは年齢階級の数、Lは生命表の数を表し、l ∈ {1, 2, · · · , L}で、各生命表を添字
を付けて表す。Qz を特異値分解することにより、

SVD(Qz) = UzSzV
T
z =

ρ∑

i=1

sziuziv
T
zi
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という表現を得る。ただし、 Uz は左特異ベクトル uzi を列方向に並べた行列、Vz は
右特異ベクトル vzi を列方向に並べた行列、Sz は特異値を成分とする対角行列であり、
ρ = rank(Qz)である。vzi の第 l成分を vzli と書くとき、性 z, 生命表 lの年齢階級別死
亡確率 qzl は、特異値分解における c項目まで (c ≤ ρ)の和を用いて、

qzl ≈
c∑

i=1

vzli · sziuzi

と書けることになる。Clark (2019)では、c = 4で、HMDに含まれる死亡確率の近似に
十分であるとしている。
また、flexible modelのように、5q0 や 45q15 を用いてパラメータ推定を行う観点から、

sziuzi を固定する一方で、vzli を 5q0 や 45q15 によって回帰し、その係数を固定すること
によって、モデル生命表の推定を行う方法を提案している。
このように、Clark (2019)のモデルはリー・カーター・モデルよりも高次の特異値に対
応する成分を用いながら、flexible modelのような、5q0 や 45q15 を用いて推定のできるモ
デル生命表を提案したものと位置付けることができよう。

3 わが国の死亡率推計のためのモデル生命表
第 2.1節においては、flexible modelがスウェーデンの死亡率を長期にわたって表現す
ることが可能であることを見た。それでは、このモデルは日本の死亡率推計にも有用であ
ろうか。
図 4は、この flexibleモデルを用いて日本の e0 を推定した結果と、実績の e0 と一緒に
グラフにしたものである。実線が実績の e0 を、点線が flexible modelによって推定され
た e0 を示している。日本のデータに当てはめた場合、スウェーデンとは異なり、1980年
代以降で実績との間に乖離が生じていることが観察される。
また、図 5、6 は、日本女性の、1970-1974 年, 2005-2009 年の mx についての推定を
行った結果を示したものである。これを見ると、1970-74年については、モデルの実績値
への当てはまりはかなりよいことが観察されるのに対し、2005-2009年では、黒の実線で
示された実績値よりも、flexible modelの推定値がかなり上回っていることがわかる。図
4における e0 の乖離は、このような高齢死亡率におけるモデル当てはめの問題点がその
原因となっていることが考えられ、特に近年の日本の死亡率に対して、flexible modelを
用いることはあまり適切ではないと考えられる。
そこで、flexible modelを日本の死亡率に合うように修正し、日本の死亡率に対するモ
デル生命表の開発を試みたものが、筆者らによる堀口 (2021)である。堀口 (2021)では、
先に示した日本の高齢死亡率に対する flexible modelの問題点の構造を調べる観点から、
日本版死亡データベースに収載されている都道府県別生命表を用い、flexible modelによ
る推定値と実績値の乖離を観察したところ、高齢層でベル状の年齢パターンを持ってお
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り、実績の平均寿命が伸長するほどその山が高くなるような傾向が見られた。
そこで、flexible model と実績の平均二乗誤差 (MSE) を計算し、e65 との関係を示し
たものが図 7である。これを見ると、MSEは e65 が大きくなるほど大きい傾向が観察さ
れる。
この観察に基づき、flexible modelと実績の乖離を特異値分解し、その第一特異値に対
応する項でこの乖離を近似することで flexible modelを改善することが可能であると考え
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図 7 e65 と flexible modelと実績のMSEとの関係 (女性) (堀口 (2021)より引用)

られる。そこで、堀口 (2021)では、これを修正項として新たにモデルに付加することに
より、flexible modelを修正することを提案した。以下、これを修正モデルと呼ぶ。
修正モデルは以下のような式で表される。

log(mx) = ax + bxh+ cxh
2 + νxk + uxr

ここで、右辺第４項までが flexible modelに相当する部分であり、修正モデルではこれ
に第５項 uxr が追加されている。ここで、ax, bx, cx, νx については flexible model のパ
ラメータをそのまま用い、ux については、特異値分解を用いて推定されたもので固定す
ることとする。そして、この修正モデルを用いて、生命表の推計をするためには、まず、
flexible modelと同様に、h = log 5q0 とし、さらに k を log 45q15 を再現するような値と
して数値解析的に求める。次に、r を e65 を再現するような値として同じく数値解析的に
求めることにより、生命表関数が推定可能となる。
近年、日本では 5q0 や 45q15 はかなり低いレベルとなっており、平均寿命の伸長は高齢
死亡率改善によるところが大きいことから、e65 をある程度適切に推計することができれ
ば、この修正モデルを用いることにより全ての生命表関数の推計が可能となる。
そこで、修正モデルを市区町村レベルの生命表推計に応用する例として、埼玉県和光
市の女性 (2015 年) の死亡率推計を試みた結果が図 8 である。ここでは、2015 年の e65,

45q15, 5q0 について、e65 については, 和光市の 2010 年 e65 の実績値に, 埼玉県の女性
(JMD) の e65 の 2003-2007 年から 2008-2012 年への増加率を乗じて推計し、45q15, 5q0

については和光市の 2010 年実績値を固定して用いている。図からも明らかな通り、e65

を増加率を用いて単純に推定しただけであっても、実績値をかなりよく表現できているこ
とがわかる。このように、修正モデルは、自治体が将来人口推計を行う際に必要となる生
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図 8 死亡率推計結果 (埼玉県和光市女性, 2015年) (堀口 (2021)より引用)

残率の設定などに極めて有用であると考えられる。

おわりに
本研究では、死亡率のモデリングと、近年のリレーショナル・モデルを基本とするモデ
ル生命表についてレビューを行うとともに、これらを日本の死亡率推計に適合させるため
の修正を行ったモデル開発に関する試みについて述べた。
具体的には、死亡の年齢パターンモデルとして、(1)数学的関数によるモデル、(2)数表
によるモデル、(3)リレーショナルモデルの 3種類が存在するが、近年、リレーショナル・
モデルを基本とするモデル生命表がいくつか提案されており、その例として、Wilmoth

et al. (2012)の flexible model と Clark (2019)の SVD-comp model に関するレビュー
を行った。また、flexible modelを日本の死亡率に合うように修正し、日本の死亡率に対
するモデル生命表の開発を試みた堀口 (2021)の修正モデルについて述べ、埼玉県和光市
の女性 (2015年)の死亡率を修正モデルを用いて推計した例を観察することで、このモデ
ルは自治体が将来人口推計を行う際に必要となる生残率の設定などに極めて有用であると
考えられることを見た。
このように、わが国の死亡率推計に有用であると考えられる修正モデルであるが、問題
点もないわけではない。現在の修正モデルは flexible modelのパラメータを用いることで
推計を行っており、若年層の死亡パターンは概ね flexible modelによって規定されている
と考えられるが、特に近年の日本では若年死亡のレベルも諸外国に比べてかなり低いもの
となっており、flexible modelに基づく若年死亡パターンが日本での表現に必ずしも優れ
ているとは言えない面があることである。また、修正モデルはあくまでも都道府県別生命
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表に基づいてモデリングされているが、自治体としてはさらに規模の小さい市区町村での
活用も必要とされることから、このような小規模自治体における死亡率推計の安定性につ
いてはさらなる検討が必要であると考えられる。このような問題については、今後の課題
としていきたい。
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⼈⼝（平成 25 年 3 ⽉推計）」より作成

年における 人の 別人口動  

⼩池司朗

１．はじめに 

⽇本の総⼈⼝は 2008 年 を境に減少に じた⼀⽅で，外国⼈⼈⼝は 加の⼀ をたどっ
ている。総務省⾃治⾏政局「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」（以下，
「 基本 ⼈⼝」）によれば，2020 年 1 ⽉ 1 ⽇現在の外国⼈⼈⼝は約 287 万⼈にのぼ
り，総⼈⼝に占める割合は約 2.3％まで上昇している。このような状況を受け，2015 年の国
勢調査⼈⼝を基準とした国⽴社会保 ・⼈⼝問題研究所（以下，社⼈研）「⽇本の将来推計
⼈⼝（平成 29 年推計）」では，⼈⼝を明⽰的に⽇本⼈と外国⼈に分けた将来⼈⼝推計が⾏わ
れている。

⼀⽅，同じく 2015 年国勢調査⼈⼝を基準とした社⼈研「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平
成 30 年推計）」では⽇本⼈・外国⼈別の推計は⾏っておらず，出⽣・死亡・⼈⼝移動とも⽇
本⼈・外国⼈を統合した傾向をもとに仮定値を 定している。しかしながら，地域別にみた
外国⼈の⼈⼝移動パターンは⽇本⼈⼈⼝の⼈⼝移動パターンとは⼤きく異なっていること
には 意が必要である（中川ほか 2016）。図 1 は，2015 年の外国⼈⼈⼝割合と，2010 年国
勢調査⼈⼝を基準とした社⼈研「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成 25 年 3 ⽉推計）」によ
る 2015 年の推計⼈⼝の誤差率 対値の 関係数を，2015 年の⼈⼝規模別にみたものであ
る。

図 1 2015 年の⼈⼝規模別，外国⼈⼈⼝割合と推計誤差率 対値（2015 年）の 関係数

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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本図から明らかなように，とくに⼈⼝規模の⼤きい地域では⼩さくない正の 関がみら
れ，外国⼈⼈⼝割合が⾼いほど誤差率 対値が⼤きい傾向が表れている。推計は 影の観点
で⾏われているため，誤差率が⼤きいのは，基本的には⼈⼝動態（地域別将来⼈⼝推計（以
下，地域推計）では主に⼈⼝移動）の傾向が変化したことを意味する。すなわち，外国⼈⼈
⼝割合が⾼い地域では，総じて⼈⼝移動傾向が変化しやすいことを⽰ しているといえる。 

以上のことから，とくに⼈⼝移動については⽇本⼈と外国⼈を統合した傾向を地域推計
の基準とすることが 影の観点から必ずしも適切とはいえない可能性もある。そこで本稿
では，近年における外国⼈の地域別⼈⼝動向に 点を当て，⽇本⼈の⼈⼝動向との⽐較を

まえながら主に⼈⼝分布変化の観点からいくつかの分析を⾏う。地域推計においても，
⽇本⼈・外国⼈別の推計への 要は⾼まってきており，そのための検証は かすことがで
きない。 来，外国⼈の地域別⼈⼝動向について できる資料はほとんど存在しなかっ
たが，2012 年の 基本 法の 正を 機として，少しずつではあるものの地域別の外
国⼈⼈⼝に関する統計も⼊⼿可能となってきた。本稿は，それらの統計を活⽤し，地域推
計において外国⼈⼈⼝の 加に対応した推計 デ が可能かどうかを に，いくつかの
個別事例の検証を含め， 的な分析を⾏うことを主たる⽬的とする。 
 
２． 人人口に る統計 

 分析に⼊る前に，外国⼈⼈⼝に関する統計について 触れておく。全数としての外国⼈
⼈⼝が 可能な主な統計として，総務省統計局「国勢調査」，総務省⾃治⾏政局「 基
本 ⼈⼝」，法務省「在 外国⼈統計」（ ・ 録外国⼈統計）の 3 つの統計が挙げられる。
以下，各統計における外国⼈の表章について簡単に述べる。 
 「国勢調査」は，外国⼈⼈⼝について 地域別・国籍別等，詳細な属性別の⼈⼝が
可能である。属性は各回の調査で異なるものの，1920 年の 1 回調査から継続して外国⼈
⼈⼝が表章されており，外国⼈⼈⼝の変化に関して⻑期的な時 分析も可能である。「在

外国⼈統計」には，都道府県別 ⼥年齢別国籍別の⼈⼝や他の統計では得られない在 資
格別の⼈⼝が都道府県別に表章されている。2012 年に「 録外国⼈統計」から「在 外国
⼈統計」となってからは 年 6 ⽉と 12 ⽉に統計が公表されるようになり，3 つの統計のな
かで最も 頻度が⾼い。「 基本 ⼈⼝」においては，上述の 基本 法の 正
により，2014 年から外国⼈⼈⼝が表章されるようになった。そのなかには，市区町村別の
⼈⼝動態や 数， ⼥ 5 歳階級別⼈⼝などが含まれるが，国籍別⼈⼝の情報は存在しな
い。 
 外国⼈⼈⼝の分析が な要因のひとつとして，3 統計で される外国⼈⼈⼝の違いが
挙げられる。表 1 は，「国勢調査」（2015 年 10 ⽉ 1 ⽇），「在 外国⼈統計」（2015 年 12 ⽉
31 ⽇），「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」（2016 年 1 ⽉ 1 ⽇）によ
る全国の ⼥ 5 歳階級別外国⼈⼈⼝である。本表には，「 基本 ⼈⼝」による⼈⼝を
100 とした場合の指数を併記しているが，3 統計のなかでは「在 外国⼈統計」による⼈⼝
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本
⼈⼝

国⼈
計

国
国⼈
計

国
本

⼈⼝
国⼈
計

国
国⼈
計

国

0〜4歳 39,117 39,669 32,308 101.4 82.6 36,487 36,892 30,414 101.1 83.4
5〜9 30,885 32,167 26,070 104.2 84.4 29,449 30,740 25,020 104.4 85.0
10〜14 27,198 28,304 23,382 104.1 86.0 25,561 26,648 22,380 104.3 87.6
15〜19 46,793 48,075 37,564 102.7 80.3 45,015 46,254 36,953 102.8 82.1
20〜24 146,903 149,475 101,656 101.8 69.2 129,850 132,294 95,425 101.9 73.5
25〜29 166,569 170,515 116,883 102.4 70.2 148,801 152,401 111,959 102.4 75.2
30〜34 124,982 128,923 94,476 103.2 75.6 137,395 141,159 110,461 102.7 80.4
35〜39 95,383 98,967 74,721 103.8 78.3 121,260 124,517 99,996 102.7 82.5
40〜44 78,872 81,871 63,467 103.8 80.5 111,192 113,896 93,693 102.4 84.3
45〜49 68,886 71,286 55,670 103.5 80.8 106,764 108,995 88,504 102.1 82.9
50〜54 56,748 58,579 46,245 103.2 81.5 81,465 83,303 67,366 102.3 82.7
55〜59 40,541 41,906 33,535 103.4 82.7 55,681 57,148 45,928 102.6 82.5
60〜64 32,525 33,432 27,929 102.8 85.9 39,960 41,036 33,762 102.7 84.5
65〜69 26,236 27,009 23,174 102.9 88.3 28,438 29,179 24,745 102.6 87.0
70〜74 17,053 17,457 15,617 102.4 91.6 20,823 21,162 18,600 101.6 89.3
75〜79 11,178 11,416 10,159 102.1 90.9 15,869 16,036 13,501 101.1 85.1
80歳 上 10,354 11,017 9,157 106.4 88.4 20,177 20,459 16,284 101.4 80.7
数 1,020,241 1,050,070 807,136 102.9 79.1 1,154,228 1,182,119 945,232 102.4 81.9

⼥
⼈⼝（⼈） 数（ ⼈⼝＝100） ⼈⼝（⼈） 数（ ⼈⼝＝100）

が最も多く，「国勢調査」による⼈⼝が他の 2 統計と⽐較して⼤幅に少なく，とりわけ ⼥
とも 20 歳代を中⼼とする 年⼈⼝で差異が⼤きい。「国勢調査」と他の 2 統計の間に 3
⽉のタイ ラグがあることを考慮しても，「国勢調査」による外国⼈⼈⼝の少なさは顕著で
あり，その要因として外国⼈が「国勢調査」に対して⾮ ⼒的である可能性が指摘されてい
る（ 川 2019）。 
 

表 1 3 つの統計による ⼥年齢別外国⼈⼈⼝の⽐較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：「 基本 ⼈⼝」は 2016 年 1 ⽉ 1 ⽇現在，「在 外国⼈統計」は 2015 年 12 ⽉ 31 ⽇現在，「国勢

調査」は 2015 年 10 ⽉ 1 ⽇現在。 

 
 
 本稿の主 が近年の外国⼈の地域別⼈⼝動向にあること，また外国⼈⼈⼝の変化が し
いことなどから，主に 頻度の⾼い「 基本 」および「在 外国⼈統計」を⽤いて，
外国⼈⼈⼝の地域分布変化等に関する分析を⾏う。 
 
３． に 人人口の動  

 外国⼈⼈⼝の地域分布の分析に⼊る前に，全国的にみた外国⼈⼈⼝の動向について簡単
に触れる。 
 図 2 は，「在 外国⼈統計」による 1980 年以降における全国の国籍別の外国⼈⼈⼝の推
移を⽰したものである。外国⼈⼈⼝の総数は 1980 年には約 78 万⼈であったが，2019 年に
は約 293 万⼈と 4 倍 に 加している。国籍別にみると，2019 年時点で多い に，中国
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の

（29.9％）， 国・ （16.2％），ベト （14.0％）， ン（9.6％）， ラジ （7.2％）
となっており，この 5 カ国で全体の 77.0％を占めている。 国・ ⼈の⼈⼝が減少傾向
にある⼀⽅で，その他の ジ 諸国の外国⼈⼈⼝ 加が⽬⽴っており，とくにベト ⼈の

加は顕著である。外国⼈全体とこれら 5 カ国の 2019 年の⼈⼝ ラ ドを くと図 3 の
ようになり，国籍によって性年齢 が⼤きく異なることが⾒て取れる。このような性年齢

の違いに⼤きく影響している要因のひとつが在 資格である。5 カ国における 2019 年
の在 資格別⼈⼝は表 2 のとおりであり，各国間で在 資格の分布は⼤きく異なっている。
最も多数を占める中国⼈は外国⼈全体の分布に近いが，「 ・⼈⽂知 ・国 務」と「
学」の割合がやや⾼く， 国⼈はいわ る ー ドカ ーが多いことから，「特別 者」
をはじめとする「 分・地位に基づく在 資格」の割合が⾮常に⾼い。近年急 しているベ
ト ⼈は「 能実 」が半数以上を占め， ン⼈は「 分・地位に基づく在 資格」
の割合が⾼いが，そのなかでは「 者」・「定 者」および「⽇本⼈の配 者等」が⼤半を
占めている。 ラジ ⼈は，ほぼすべてが「 分・地位に基づく在 資格」となっている。
また，在 資格別の⼈⼝ ラ ドは図 4 のとおりであり，国籍別の⼈⼝ 成の違いには
在 資格別の⼈⼝ 成が強く反映されていることがうかがえる。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：法務省「在 外国⼈統計」 

 
図 2 国籍別外国⼈⼈⼝の推移 
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資料：法務省「在 外国⼈統計」 

 
 

図 3 国籍別の⼈⼝ ラ ド（2019 年） 
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資料：法務省「在 外国⼈統計」 
 
 

図 4 在 資格別の⼈⼝ ラ ド（2019 年） 
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（％）

9.3 14.0 11.8 6.9 51.0 7.0
中 国 11.2 10.1 17.7 10.1 43.1 7.8
韓 国 6.1 0.0 4.0 2.7 84.2 3.0
ベ ト ナ ム 12.6 53.1 19.2 5.2 7.2 2.7
フィリピン 2.9 12.7 1.2 1.3 77.8 4.2
ブ ラ ジ ル 0.3 0.0 0.3 0.4 98.6 0.4

技術・人文
知識・

国際業務
技能実習 留　　　学 家族滞在

身分・地
位

その他

表 2 国籍別，在 資格別⼈⼝割合（2019 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：法務省「在 外国⼈統計」 
 
４． 人の 分 の分析 

 外国⼈の地域分布について，以下では外国⼈の国籍別⼈⼝や年齢別⼈⼝を対象として主
にジ 係数による分析を⾏う。その ，全国的な傾向は都道府県別⼈⼝から求めたジ 係数
により，また都道府県別の傾向は市区町村別⼈⼝から求めたジ 係数により，それぞれ
する。 
 
４ １． 別に 分  

 外国⼈⼈⼝割合は都道府県によって⼤きな差があり，2019 年時点での最⾼は東京都
（4.0％），最低は ⽥県（0.4％）となっている。また，2014 年と 2019 年の⼈⼝を⽇本⼈
と外国⼈別にみると（表 3），5 年間で⽇本⼈が 加しているのは東京圏の 1 都 3 県と 知
県，沖縄県の 6 都県にとどまっているのに対し，外国⼈は全都道府県で 加している。ただ
し， 加率には沖縄県の 76.9％から ⽥県の 6.6％まで⼤きな幅がある。 
 「在 外国⼈統計」から，2013 年と 2018 年の国籍別⼈⼝のジ 係数を求めたのが表 4 で
ある。本表には，⽇本⼈と外国⼈全体（2014 年，2019 年）についてのジ 係数も併記して
いる。まず⽇本⼈と外国⼈を⽐較すると，外国⼈のジ 係数の⽅が⾼く，都道府県単位でみ
れば外国⼈の⽅が集中的な分布を⽰していることがわかる。実 に，「 基本 ⼈⼝」
による 2019 年の外国⼈の全国に占める東京圏の⼈⼝シ は 41.0％（⽇本⼈は 28.5％），
三⼤都市圏の⼈⼝シ は 70.1％（⽇本⼈は 51.7％）と，⼤都市圏への⼈⼝集中が⽬⽴っ
ている。ただし，2013 年と 2018 年を⽐較すると，⽇本⼈はやや集中化の傾向があるのに対
して，外国⼈はほぼ横ばいとなっている。国籍別にみると，中国・ ・ 国などで集中傾
向が強い⼀⽅で，インド シ やベト などでは集中傾向はあまり強くない。2013 年か
ら 2018 年の 5 年間でみると，⽐較的⼤きな変化が⽣じているのは中国⼈とベト ⼈であ
り，中国⼈は集中化，ベト ⼈は分散化の傾向がそれぞれみられる。 
 続いて，「 基本 ⼈⼝」から⽇本⼈と外国⼈の年齢別のジ 係数の変化をみるが，
本稿では年齢 5 歳階級別の ー ートで観察する（表 5）。たとえば，期 年齢 0〜4 歳は 
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2014年 2019年 2014年 2019年

国 126,434,634 124,776,364 -1.3 2,003,379 2,667,199 33.1
北海道 5,441,079 5,268,352 -3.2 21,966 36,061 64.2
⻘森県 1,363,963 1,287,029 -5.6 3,895 5,680 45.8

県 1,305,990 1,243,012 -4.8 5,377 7,130 32.6
宮城県 2,314,509 2,281,915 -1.4 14,930 21,183 41.9
⽥県 1,066,538 996,292 -6.6 3,688 3,931 6.6

⼭ 県 1,145,288 1,088,125 -5.0 6,030 7,258 20.4
福島県 1,966,594 1,887,006 -4.0 9,502 14,047 47.8
城県 2,944,064 2,871,183 -2.5 49,574 65,001 31.1
県 1,980,414 1,935,463 -2.3 29,858 40,658 36.2
県 1,979,094 1,924,605 -2.8 40,593 56,597 39.4
県 7,168,616 7,200,193 0.4 120,232 177,095 47.3

葉県 6,141,503 6,157,685 0.3 106,357 153,505 44.3
東京都 12,807,627 13,189,049 3.0 394,410 551,683 39.9

川県 8,940,001 8,976,954 0.4 160,605 212,567 32.4
県 2,341,907 2,242,517 -4.2 12,965 16,792 29.5

富⼭県 1,078,692 1,045,031 -3.1 12,920 18,262 41.3
川県 1,152,949 1,130,737 -1.9 10,431 15,211 45.8

福井県 797,066 771,847 -3.2 11,163 14,656 31.3
⼭ 県 848,292 817,065 -3.7 13,323 15,704 17.9
⻑野県 2,130,885 2,066,413 -3.0 29,929 35,478 18.5

県 2,054,702 1,990,598 -3.1 43,474 53,516 23.1
静岡県 3,731,920 3,637,196 -2.5 71,561 89,341 24.8
知県 7,288,942 7,311,801 0.3 189,664 253,508 33.7

三 県 1,827,576 1,773,994 -2.9 41,284 50,643 22.7
県 1,397,955 1,390,806 -0.5 23,824 29,274 22.9

京都府 2,534,567 2,494,923 -1.6 51,337 60,145 17.2
⼤阪府 8,678,514 8,613,021 -0.8 200,180 235,977 17.9

県 5,560,378 5,462,316 -1.8 94,983 108,302 14.0
県 1,392,193 1,350,265 -3.0 10,841 12,516 15.5

和 ⼭県 1,006,455 958,055 -4.8 5,781 6,543 13.2
県 583,274 561,445 -3.7 3,793 4,607 21.5

島根県 706,064 677,251 -4.1 5,300 8,875 67.5
岡⼭県 1,924,542 1,883,926 -2.1 20,666 27,796 34.5
島県 2,838,523 2,787,086 -1.8 37,777 51,546 36.4

⼭⼝県 1,429,968 1,366,822 -4.4 13,178 16,257 23.4
徳島県 777,454 744,521 -4.2 4,888 5,998 22.7
川県 1,001,667 974,869 -2.7 8,361 12,467 49.1
県 1,427,866 1,369,853 -4.1 8,661 11,908 37.5

知県 750,927 713,006 -5.0 3,348 4,474 33.6
福岡県 5,063,541 5,055,178 -0.2 55,272 76,127 37.7

県 848,040 822,443 -3.0 4,245 6,338 49.3
⻑崎県 1,416,850 1,355,223 -4.3 7,683 10,168 32.3
本県 1,816,276 1,764,768 -2.8 9,410 15,311 62.7

⼤ 県 1,188,155 1,147,448 -3.4 9,699 12,770 31.7
宮崎県 1,138,313 1,097,293 -3.6 4,173 6,462 54.9

島県 1,696,429 1,633,098 -3.7 6,362 10,339 62.5
県 1,438,472 1,458,686 1.4 9,886 17,492 76.9

⽇本⼈⼈⼝（⼈） 国⼈⼈⼝

表 3 都道府県別，⽇本⼈⼈⼝と外国⼈⼈⼝（2014 年，2019 年） 
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2013年 2018年
0.6198 0.6283 0.0085
0.7791 0.7790 -0.0001

中国 0.7831 0.8241 0.0410
0.8616 0.8569 -0.0047

国 0.8406 0.8417 0.0011
ベ 0.7438 0.6836 -0.0601

0.7321 0.7214 -0.0107
イ 0.6591 0.6442 -0.0150

0.8377 0.8379 0.0002
イ 0.7787 0.7628 -0.0159
国 0.8159 0.8220 0.0061

0.7683 0.7679 -0.0004
の 0.8099 0.8030 -0.0068

⽇本⼈
国⼈

国 別

期 年
数

（2014年）
数

（2019年）
0〜4歳 0.6293 0.6274 -0.0020
5〜9 0.6169 0.6184 0.0014
10〜14 0.6087 0.6168 0.0081
15〜19 0.6050 0.6585 0.0535
20〜24 0.6382 0.6761 0.0380
25〜29 0.6589 0.6647 0.0057
30〜34 0.6580 0.6578 -0.0002
35〜39 0.6537 0.6539 0.0002
40〜44 0.6627 0.6637 0.0011
45〜49 0.6556 0.6566 0.0010
50〜54 0.6193 0.6190 -0.0003
55〜59 0.5850 0.5830 -0.0020
60〜64 0.5866 0.5843 -0.0024
65〜69 0.6087 0.6071 -0.0016
70〜 0.5779 0.5842 0.0063

期 年
数

（2014年）
数

（2019年）
0〜4歳 0.8034 0.8121 0.0087
5〜9 0.7989 0.8028 0.0039
10〜14 0.7951 0.7740 -0.0211
15〜19 0.7762 0.7488 -0.0274
20〜24 0.7470 0.7723 0.0254
25〜29 0.7710 0.7808 0.0098
30〜34 0.7810 0.7887 0.0077
35〜39 0.7860 0.7869 0.0008
40〜44 0.7891 0.7862 -0.0029
45〜49 0.7948 0.7927 -0.0021
50〜54 0.8034 0.8006 -0.0028
55〜59 0.8024 0.8012 -0.0012
60〜64 0.8040 0.8037 -0.0003
65〜69 0.8124 0.8123 -0.0001
70〜 0.8281 0.8272 -0.0009

表 4 国籍別ジ 係数（2013 年，2018 年） 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：⽇本⼈と外国⼈の値は「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」（2014 年，2019 年）

より算出，国籍別の値は法務省「在 外国⼈統計」より算出 

 
表 5 ⽇本⼈と外国⼈の ー ート別ジ 係数（2014 年，2019 年） 

         
⽇本⼈                   外国⼈ 
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2014 年時点で 0〜4 歳であり，2019 年には⽣存していれば 5〜9 歳となる ー ートであ
る。⽇本⼈では，期 年齢 15〜19 歳および 20〜24 歳における集中化が⽬⽴ち，10〜14 歳
および 25〜29 歳においてもやや集中化しているが，50〜54 歳から 65〜69 歳にかけては

ながら分散化の傾向がみられる1。外国⼈では，10〜14 歳と 15〜19 歳では分散化，20〜
24 歳から 30〜34 歳にかけては集中化の傾向がみられ，40〜44 歳以上では ながら分散
化の傾向となっている。このような現象の要因については詳細な分析が必要であるが，10〜
14 歳や 15〜19 歳において⽇本⼈と異なり分散化傾向を⽰す⼤きな要因としては， 規に
⼊国する外国⼈のなかに各地に点在する⼤学の 学⽣が多く含まれることが挙げられよう。 
 
４ ２．市区町村別に 分  

 表 6 は，市区町村別の⽇本⼈⼈⼝と外国⼈⼈⼝から都道府県別のジ 係数を算出したも
のである。本表で，⽇本⼈⼈⼝については「 基本 ⼈⼝」（2014 年，2019 年）を⽤
いているが，外国⼈⼈⼝については次に国籍別の⼈⼝分布変化をみるため，「在 外国⼈統
計」（2013 年，2018 年）を⽤いている。⽇本⼈⼈⼝は 2014〜2019 年の 5 年間において全
都道府県でジ 係数が上昇している⼀⽅で，ほぼ同じ 5 年間において外国⼈⼈⼝のジ 係
数が上昇しているのは 17 県にとどまる。ジ 係数の変化幅も総じて⽇本⼈と⽐較して⼤き
く，最⾼は島根県（+0.0704），最低は⼤分県（-0.0365）となっている。とくに⻄⽇本では，
外国⼈⼈⼝のジ 係数が低下する府県が⽬⽴つようにみえる。 
 ジ 係数の変化を国籍別にみると（表 7），国籍によって傾向が⼤きく異なっている。中
国⼈や ン⼈ではジ 係数が上昇する県が⽬⽴ち， 国⼈・ ラジ ⼈・ メ カ⼈
では上昇する県と低下する県が概ね する⼀⽅で，ベト ⼈や ⼈ではジ 係数が
低下する県が 勢である。とりわけベト ⼈では 43 都道府県で低下しており，都道府県
内では⼈⼝が分散化する傾向が顕著となっている。福島県では国籍「その他」も含め，すべ
ての国籍の⼈⼝でジ 係数が低下している。 
 続いて前 と同様，「 基本 ⼈⼝」から年齢 5 歳階級の ー ート別のジ 係数を
求めるが，その には 意すべき点がある。「 基本 ⼈⼝」では，外国⼈ の「
性総数が 1〜9 ⼈」・「⼥性総数が 1〜9 ⼈」・「 ⼥計総数が 49 ⼈以下」のいずれかに該当す
る市区町村において，外国⼈の ⼥ 5 歳階級別⼈⼝が表章されていない2。表 8 は，2014 年
と 2019 年の外国⼈の ⼥ 5 歳階級別⼈⼝の記載状況をまとめたものであるが，1,896 市区
町村のうち，540 市町村では少なくともいずれかの年で外国⼈の ⼥ 5 歳階級別⼈⼝が記
載されていないため， りの 1,356 市区町村を対象として⽇本⼈と外国⼈について都道府 

                                                       
1 ⾼齢の外国⼈⼈⼝が⾮常に少なくなるため，本表は⽐較を にするために 70 歳以上の ー ートで
まとめているが， 研究において前期⾼齢者では⼤都市圏から⾮⼤都市圏に向かう移動が すること
が⽰されており（平  2007），70〜74 歳においてもジ 係数は低下している可能性が⾼い。 
2 https://www.soumu.go.jp/main content/000701326.pdf（2021 年 4 ⽉ 13 ⽇最 ク ス） 
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2014年 2019年 2014年 2019年

北海道 0.8791 0.8851 0.0061 0.9047 0.8902 -0.0145
⻘森県 0.5255 0.5348 0.0092 0.6332 0.6579 0.0247

県 0.4665 0.4830 0.0165 0.4794 0.4465 -0.0329
宮城県 0.6173 0.6231 0.0057 0.6857 0.6840 -0.0017
⽥県 0.4851 0.4918 0.0067 0.4985 0.5202 0.0217

⼭ 県 0.4992 0.5108 0.0116 0.4782 0.5124 0.0343
福島県 0.4587 0.4678 0.0090 0.4796 0.4976 0.0180
城県 0.3861 0.3984 0.0123 0.4710 0.4646 -0.0064
県 0.4251 0.4333 0.0081 0.5667 0.5809 0.0141
県 0.5757 0.5827 0.0069 0.8457 0.8283 -0.0174
県 0.5204 0.5284 0.0080 0.6498 0.6727 0.0229

葉県 0.6158 0.6252 0.0094 0.7017 0.6998 -0.0019
東京都 0.4047 0.4090 0.0043 0.6110 0.6105 -0.0005

川県 0.4129 0.4201 0.0072 0.5826 0.5839 0.0014
県 0.6681 0.6759 0.0078 0.7365 0.7252 -0.0113

富⼭県 0.4352 0.4432 0.0080 0.5352 0.5306 -0.0046
川県 0.6138 0.6285 0.0147 0.6316 0.6380 0.0064

福井県 0.4866 0.4974 0.0108 0.5860 0.6237 0.0377
⼭ 県 0.6045 0.6199 0.0154 0.7883 0.7671 -0.0211
⻑野県 0.5175 0.5239 0.0064 0.5730 0.5648 -0.0082

県 0.5965 0.6052 0.0087 0.6585 0.6546 -0.0039
静岡県 0.5465 0.5518 0.0053 0.6760 0.6604 -0.0156
知県 0.4460 0.4489 0.0030 0.5637 0.5530 -0.0107

三 県 0.5313 0.5445 0.0132 0.6270 0.6345 0.0075
県 0.4339 0.4472 0.0133 0.4687 0.4832 0.0145

京都府 0.6506 0.6544 0.0037 0.7500 0.7479 -0.0021
⼤阪府 0.4023 0.4107 0.0083 0.6892 0.6837 -0.0055

県 0.6442 0.6464 0.0022 0.7925 0.7870 -0.0054
県 0.5834 0.5872 0.0038 0.6093 0.6019 -0.0074

和 ⼭県 0.5834 0.5899 0.0066 0.6881 0.6753 -0.0128
県 0.6305 0.6365 0.0060 0.7239 0.7095 -0.0145

島根県 0.4540 0.4642 0.0103 0.5730 0.6434 0.0704
岡⼭県 0.6218 0.6321 0.0103 0.6590 0.6493 -0.0097
島県 0.6832 0.6913 0.0081 0.7618 0.7517 -0.0101

⼭⼝県 0.3834 0.3955 0.0121 0.4995 0.4880 -0.0115
徳島県 0.6497 0.6622 0.0125 0.6363 0.6381 0.0018
川県 0.4322 0.4407 0.0084 0.5962 0.6301 0.0339
県 0.5466 0.5583 0.0118 0.6056 0.5978 -0.0078

知県 0.6242 0.6336 0.0094 0.6855 0.6951 0.0096
福岡県 0.5592 0.5692 0.0100 0.7323 0.7208 -0.0116

県 0.3009 0.3134 0.0125 0.4644 0.4630 -0.0014
⻑崎県 0.4843 0.4947 0.0104 0.5707 0.5770 0.0063
本県 0.7033 0.7138 0.0106 0.8180 0.7891 -0.0289

⼤ 県 0.5136 0.5249 0.0114 0.7883 0.7518 -0.0365
宮崎県 0.5107 0.5188 0.0080 0.5565 0.5665 0.0101

島県 0.4524 0.4635 0.0112 0.5792 0.5489 -0.0303
県 0.6839 0.6841 0.0002 0.7292 0.7216 -0.0077

⽇本⼈ 国⼈

表 6 都道府県別に算出した⽇本⼈と外国⼈のジ 係数（2014 年，2019 年） 
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中国 国 ベ の
北海道 0.0217 0.0056 0.1175 0.0113 0.0021 0.0089 0.0067 0.0200
⻘森県 0.0994 0.0160 0.1825 0.0576 0.0238 0.0071 0.0247 0.0317

県 0.0771 0.0050 0.3937 0.0238 0.0735 0.0775 0.0254 0.0305
宮城県 0.0091 0.0025 0.1557 0.0139 0.0099 0.0087 0.0009 0.0014
⽥県 0.1165 0.0070 0.2466 0.0021 0.0730 0.1489 0.0493 0.0240

⼭ 県 0.0306 0.0181 0.2009 0.0231 0.0260 0.0335 0.0166 0.0432
福島県 0.0069 0.0086 0.1207 0.0413 0.0006 0.0759 0.0363 0.0141
城県 0.0139 0.0082 0.1296 0.0008 0.0168 0.0077 0.0120 0.0011
県 0.0046 0.0097 0.0411 0.0421 0.0074 0.0071 0.0251 0.0277
県 0.0170 0.0068 0.0906 0.0329 0.0024 0.0758 0.0084 0.0205
県 0.0359 0.0071 0.0722 0.0152 0.0074 0.0140 0.0017 0.0410

葉県 0.0041 0.0040 0.0814 0.0016 0.0098 0.0135 0.0014 0.0097
東京都 0.0100 0.0036 0.0067 0.0059 0.0305 0.0184 0.0192 0.0012

川県 0.0087 0.0013 0.0894 0.0083 0.0265 0.0224 0.0127 0.0054
県 0.0073 0.0074 0.0838 0.0069 0.0115 0.0661 0.0076 0.0263

富⼭県 0.0346 0.0231 0.0927 0.0444 0.0134 0.2005 0.1373 0.0780
川県 0.0641 0.0121 0.0270 0.2004 0.0130 0.1210 0.0287 0.0898

福井県 0.0196 0.0118 0.0891 0.0545 0.0300 0.0127 0.0116 0.0197
⼭ 県 0.0198 0.0044 0.1684 0.0134 0.0203 0.0604 0.0124 0.0347
⻑野県 0.0076 0.0028 0.1011 0.0132 0.0292 0.0152 0.0116 0.0017

県 0.0132 0.0149 0.1782 0.0071 0.0049 0.0908 0.0409 0.0041
静岡県 0.0246 0.0086 0.1131 0.0114 0.0096 0.0270 0.0153 0.0160
知県 0.0111 0.0063 0.0047 0.0202 0.0248 0.0185 0.0121 0.0414

三 県 0.0130 0.0060 0.0083 0.0137 0.0035 0.0633 0.0335 0.0116
県 0.0883 0.0085 0.2422 0.0151 0.0241 0.0075 0.0529 0.0564

京都府 0.0098 0.0004 0.0674 0.0073 0.0499 0.0101 0.0238 0.0061
⼤阪府 0.0230 0.0006 0.0021 0.0202 0.0322 0.0144 0.0004 0.0026

県 0.0050 0.0000 0.0511 0.0324 0.0397 0.0098 0.0155 0.0127
県 0.0262 0.0013 0.0843 0.0233 0.0362 0.0645 0.0286 0.0689

和 ⼭県 0.0097 0.0159 0.1887 0.0033 0.0124 0.0507 0.0306 0.0034
県 0.0510 0.0019 0.0935 0.0078 0.0710 0.0441 0.0274 0.0327

島根県 0.0152 0.0295 0.1112 0.0222 0.0099 0.1324 0.0120 0.0658
岡⼭県 0.0571 0.0030 0.0043 0.0616 0.0156 0.0660 0.0423 0.0046
島県 0.0128 0.0074 0.0554 0.0082 0.0023 0.0164 0.0213 0.0165

⼭⼝県 0.0540 0.0004 0.0425 0.2271 0.0607 0.1136 0.0242 0.0204
徳島県 0.0386 0.0153 0.0849 0.0758 0.0246 0.0065 0.0493 0.0400
川県 0.0912 0.0245 0.0088 0.0257 0.0081 0.0683 0.1299 0.0321
県 0.0082 0.0038 0.1686 0.1331 0.0003 0.0387 0.0610 0.0396

知県 0.0231 0.0222 0.0250 0.0135 0.0300 0.0472 0.0582 0.0167
福岡県 0.0057 0.0221 0.1271 0.0094 0.0391 0.0050 0.0117 0.0149

県 0.0454 0.0094 0.2678 0.0178 0.0500 0.0234 0.1279 0.1094
⻑崎県 0.1090 0.0770 0.0934 0.0238 0.0260 0.0532 0.0195 0.1025
本県 0.0178 0.0083 0.0957 0.0271 0.0120 0.0026 0.0052 0.0381

⼤ 県 0.0030 0.0098 0.1816 0.0352 0.0122 0.0359 0.0346 0.0294
宮崎県 0.0145 0.0133 0.1836 0.0356 0.0250 0.0290 0.0108 0.0828

島県 0.0634 0.0174 0.0954 0.0701 0.0335 0.0206 0.0380 0.0182
県 0.0202 0.0120 0.1345 0.0077 0.0029 0.0119 0.0097 0.0108

表 7 都道府県別に算出した国籍別のジ 係数の変化（2013 2018 年） 
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2014年 2019年 に 391
2014年の 13
2019年の 136
2014年 2019年 に 1 356
合計 1 896

表 8 「 基本 ⼈⼝」における市区町村別 ⼥年齢 5 歳階級別⼈⼝の記載状況 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」 

 
 
県別・ ー ート別のジ 係数を算出した。540 市町村は総じて⼈⼝規模が⼩さい⾃治体で
あり，これらの市町村を除外した場合でも全体的な分布の傾向は⼗分に 可能と考えら
れる。表 9 は，2014 年と 2019 年の双⽅で ⼥ 5 歳階級別⼈⼝が得られる市区町村を対象
として，⽇本⼈と外国⼈について都道府県別 ー ート別ジ 係数の変化の概要を⽰した
ものである。⽇本⼈では，期 年齢が 10〜14 歳から 40〜44 歳の ー ートにおいてジ
係数が上昇する都道府県が多く，とりわけ 15〜19 歳と 20〜24 歳では全都道府県で集中化
の傾向を⽰している。 学や を機に，県 所在都市など都道府県内主要都市への⼈⼝移
動が することを反映していると考えられる。⼀⽅外国⼈は，全年齢を通してジ 係数の
変化が ラスの県と イ スの県が概ね しており，⽇本⼈のような 年 における顕
著な集中化傾向は観察されない。ただ，⽇本⼈と⽐較すると変化の標準偏差が⼤きく，都道
府県による⼈⼝分布変化の差異が⽬⽴っている。その背景には，外国⼈の⼈⼝規模が⼩さい
ことも挙げられるが，年齢別⼈⼝分布変化に関して⽇本⼈と全く異なるパターンを⽰して
いる点には⼤いに 意すべきであろう。 
 
４ ３． 別  

 以上のように，外国⼈⼈⼝の地域別の変化は多様であるが，本節では個別の事例について，
島根県出 市・⼤分県別府市および北海道 町・ 知安町・占 村・佐 間町を対象と
して述べる。 
 

 出 市 分 別 市 

 2013 年から 2018 年の外国⼈⼈⼝のジ 係数の変化が最⼤の島根県と最⼩の⼤分県につ
いて，表 10 に市町村別の外国⼈⼈⼝を⽰した。両県とも⼤半の市町村において 5 年間で外
国⼈⼈⼝が 加しているが，島根県では 加が出 市などに集中しているのに対して，⼤分
県では多くの市町でほぼ万 なく 加している状況である。以下では，2018 年の 対数で
みて最も外国⼈⼈⼝規模が⼤きい島根県出 市と⼤分県別府市を取り上げ，外国⼈⼈⼝  
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期 年 差 ⼤値
⼤値の

都道府県
⼩値

⼩値の
都道府県

0〜4歳 0.0078 16 0.0134 県 0.0283 川県
5〜9 0.0036 33 0.0097 ⻑崎県 0.0068 川県
10〜14 0.0056 44 0.0214 ⻑崎県 0.0087 県
15〜19 0.0157 47 0.0667 福岡県 0.0051 県
20〜24 0.0184 47 0.0876 ⼤阪府 0.0044 ⻘森県
25〜29 0.0090 42 0.0370 ⼭ 県 0.0050 京都府
30〜34 0.0057 35 0.0145 ⼭ 県 0.0115 県
35〜39 0.0038 36 0.0102 県 0.0084 県
40〜44 0.0021 38 0.0066 県 0.0045 県
45〜49 0.0018 25 0.0064 県 0.0037 県
50〜54 0.0015 24 0.0027 京都府 0.0045 県
55〜59 0.0021 19 0.0030 島県 0.0045 ⼭⼝県
60〜64 0.0017 15 0.0025 県 0.0061 東京都
65〜69 0.0018 27 0.0031 城県 0.0077 東京都
70〜 0.0050 40 0.0133 城県 0.0108 東京都

期 年 差 ⼤値
⼤値の

都道府県
⼩値

⼩値の
都道府県

0〜4歳 0.0551 16 0.1127 島根県 0.2753 徳島県
5〜9 0.0408 17 0.0551 県 0.1607 島県
10〜14 0.0889 15 0.1045 ⼤ 県 0.2698 県
15〜19 0.0760 20 0.1304 ⽥県 0.2274 知県
20〜24 0.0752 17 0.1300 川県 0.2268 ⼤ 県
25〜29 0.0528 17 0.1102 島根県 0.1399 ⼤ 県
30〜34 0.0396 23 0.1103 島根県 0.0894 島県
35〜39 0.0298 23 0.1126 島根県 0.0631 ⼤ 県
40〜44 0.0234 26 0.0641 島根県 0.0578 徳島県
45〜49 0.0284 19 0.1310 島根県 0.0776 ⼤ 県
50〜54 0.0229 20 0.1064 島根県 0.0310 ⽥県
55〜59 0.0248 21 0.0457 県 0.0903 宮崎県
60〜64 0.0250 24 0.0586 県 0.0935 徳島県
65〜69 0.0302 26 0.0876 県 0.0989 宮崎県
70〜 0.0270 28 0.0933 ⼭ 県 0.0525 ⻘森県

表 9 都道府県別に算出した⽇本⼈と外国⼈の ー ート別ジ 係数変化の概要 
（2014 2019 年） 

 
⽇本⼈ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

外国⼈ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
総務省「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」より算出 
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2013年 2018年 2013年 2018年
松 市 1,154 1,509 355 ⼤ 市 2,775 3,148 373
浜⽥市 644 627 -17 別府市 3,995 4,433 438
出 市 2,060 4,975 2 915 中津市 611 1,404 793
⽥市 320 385 65 ⽇⽥市 317 463 146

⼤⽥市 301 419 118 市 225 422 197
市 132 266 134 市 145 286 141

津市 243 301 58 津 市 35 28 -7
南市 218 222 4 ⽥市 175 212 37
出 町 88 75 -13 豊 ⽥市 298 494 196
南町 26 37 11 市 109 173 64

川本町 17 14 -3 宇 市 392 653 261
町 18 18 0 豊 ⼤野市 166 214 48

南町 55 103 48 市 201 445 244
津和野町 61 58 -3 国東市 152 246 94
吉 町 98 152 54 島村 0 0 0
海⼠町 7 11 4 ⽇出町 120 123 3
⻄ 島町 10 20 10 町 53 100 47
知 村 1 3 2 町 93 107 14

の島町 77 79 2

表 10 島根県と⼤分県の市町村別外国⼈⼈⼝（2013 年，2018 年） 
 

島根県                   ⼤分県 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：法務省「在 外国⼈統計」 
 
 
加の要因等について可能な範囲で考察する。両市の国籍別⼈⼝の変化をみると（表 11），出

市では ラジ ⼈⼈⼝の 加が⾮常に⼤きい⼀⽅で，別府市ではその他国籍の⼈⼝ 加
が⼤きく，この点は外国⼈⼈⼝の変化を捉えるうえで必要不可 な情報となる。 

まず出 市について，2015 年の外国⼈⼈⼝割合を地区別にみると（図 5），その割合が⾼
いのは伊 野・ などの⼀部の地区に 定されている。 地区には ラジ ⼈を多く
⽤する出 村⽥ 作所が⽴地しており，2018 年時点で同社の正社 数は約 4,000 ⼈である
が，それ以外に約 3,000 ⼈の ラジ ⼈が働いている（  2019）。伊 野・ の両地区
を中⼼とした地域には，同社で働く ラジ ⼈労働者が多く しているものと考えられ
る。出 市の ー ージで公開されているデータから，2015 年 3 ⽉〜2019 年 8 ⽉におけ
る地区別⼈⼝の 減率をみると，⼈⼝ 加率が⾼いのは概ね出 村⽥ 作所に地理的に近
い地区に集中しており，国籍別の内 は不明であるものの，同期間に ラジ ⼈⼈⼝が約
2,000 ⼈ 加していることを考慮すれば，⼈⼝ 加地区では ラジ ⼈⼈⼝の 加が⼤きく
寄与している可能性が⾼い。 
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表 11 出 市と別府市の国籍別外国⼈⼈⼝（2013 年，2018 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：法務省「在 外国⼈統計」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省「国勢調査」 
 

図 5 出 市の地区別外国⼈⼈⼝割合（2015 年） 
  
 

2013年 2018年 2013年 2018年

中国 450 312 -138 1,318 911 -407
国 172 134 -38 811 735 -76

ベ 35 304 269 344 471 127
171 242 71 134 156 22

1,121 3,646 2 525 11 14 3
0 1 1 88 120 32

国 22 21 -1 118 128 10
の 89 315 226 1,171 1,898 727

合計 2,060 4,975 2 915 3,995 4,433 438

出 市 別府市
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⼀⽅，別府市の外国⼈⼈⼝については，市内に⽴地する⽴命 ジ 平 ⼤学の影響が
⼤きい。同⼤学の 2019 年 5 ⽉ 1 ⽇現在の国籍別学⽣数は表 12 のとおりであり， 学⽣の
数が⽇本⼈の学⽣数に するとともに，国籍もきわめて多 にわたっている。上述の別府
市におけるその他国籍⼈⼝の 加は，様々な国籍を持つ同⼤学の 学⽣の 加が多分に反
映されていると考えられる。 
 
 

表 12 ⽴命 ジ 平 ⼤学の国籍別学⽣数（2019 年 5 ⽉ 1 ⽇現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：⽴命 ジ 平 ⼤学の eb ージより 者作成 

 
また，⼤分県の資料によれば，2019 年 12 ⽉末時点における⼤分県内の在 資格「 学

⽣」の外国⼈⼈⼝は 3,678 ⼈であるが，そのうち 81.5％に 当する 2,997 ⼈が別府市に集
中しており3，同⼤学の 学⽣の⼤多数も別府市内に していることがうかがえる。2015
年における町 別の外国⼈⼈⼝割合をみても，同⼤学が⽴地する⼤ 野⽥地区では
68.2％と 出した値となっている（図 6）。ただ⼤分県全体でみれば，別府市以外における
市町でも 能実 ⽣を中⼼とする外国⼈⼈⼝の 加が顕著であるため，県内の⼈⼝分布は
分散化する形となっている。 
 

                                                       
3 https://www.pref.oita.jp/uploaded/attachment/2086546.pdf（2021 年 4 ⽉ 13 ⽇最 ク ス） 
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資料：総務省「国勢調査」 
 

図 6 別府市の町 別外国⼈⼈⼝割合（2015 年） 
 
 
2  町 町 村 町 

 2014〜2019 年の都道府県別の外国⼈⼈⼝割合でみてさほど⼤きな変化がない北海道にお
いても，⼤きな変化が⽣じている市町村は少なくない。もともと ーツク 地域におけ
る外国⼈⼈⼝割合が⾼かったが，近年では内 部において割合が急 する町村が⽬⽴って
いる。「 基本 ⼈⼝」による 2019 年の外国⼈⼈⼝割合が⾼い 20 市区町村は表 13 の
とおりであり，占 村（26.1％）をはじめとして， 川村（12.6％）， 都村（12.3％），

知安町（11.9％）， 町（9.4％）と，スキー ートが んな⼩規模町村が 20 位以
内に み を連ねている。 
 北海道が公表している「 基 トにおける⼈⼝」から得られる 町・ 知安町・占

村・佐 間町における外国⼈⼈⼝割合の推移を図 8 に⽰した。いずれの町村も外国⼈⼈
⼝割合は 加傾向であるが， 町・ 知安町・占 村の 3 町村では 節性が明 に表れ
ている。このなかで， 町・ 知安町では 期で ーク，占 村では 期と 期で ー
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大阪府 大阪市西
大阪府 大阪市

クというパターンを⽰しており，1 年間での変動が⾮常に⼤きい。たとえば占 村では，「
基 トにおける⼈⼝」による 2019 年 1 ⽉末，4 ⽉末，8 ⽉末の外国⼈⼈⼝割合がそれぞ
れ，27.7％，10.6％，22.8％と推移している。占 村は 野 ートが するト が有

であるが，スキー ートのほか当地で観察される 海を活⽤して 期にも観 が多
く集まるようになり（中  2009），それに伴って ート施 の として働く外国⼈
⼈⼝も 加したものと考えられる。⼀⽅，佐 間町を含む ーツク 地域では 同
組合で働く外国⼈ 能実 ⽣を継続的に受け⼊れているという事情があるため（中  
2019），外国⼈⼈⼝割合は 加基調を⽰しつつも，本グラ に⽰した 3 町村とは異なり安定
的に推移している。 

 
 

表 13 外国⼈⼈⼝割合が⾼い市区町村（2019 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省「 基本 に基づく⼈⼝、⼈⼝動態 び 数調査」 
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資料：北海道「 基 トにおける⼈⼝」 
 
図 7 町・ 知安町・占 村・佐 間町の外国⼈⼈⼝割合の推移（2013 年 9 ⽉〜） 
 
 
５．お に 

 本稿では，近年 加が著しい外国⼈⼈⼝に着⽬し，主に⼈⼝分布変化の観点からジ 係数
を⽤いた分析を⾏った後，個別事例について少々触れた。外国⼈⼈⼝割合の 加に伴い，⽇
本⼈と外国⼈を統合した総数ベースでみた⼈⼝移動傾向も外国⼈の移動傾向の影響度が強
まることになる。本稿で⽰したように，都道府県別にみても市区町村別にみても外国⼈の⼈
⼝分布変化のパターンが⽇本⼈のそれと⼤きく異なる状況では，地域推計において総数ベ
ースで⼈⼝移動傾向を捉えることには検討の余地が⼤きいといえよう。将来的には，全国の
将来⼈⼝推計と同様，地域推計においても⽇本⼈と外国⼈を明⽰的に区分した推計が望ま
しいと考えられる。 
 ⼀⽅で，地域別の外国⼈⼈⼝の将来推計は⾮常に である。本稿の個別事例でも⽰した
とおり，地域別外国⼈⼈⼝の変化には ・⼤学・ 施 などの⽴地や，場合によっては

節的な要因も⼤きく影響している。したがって，⼀ に個別地域で観察された 近の⼈⼝
動態を将来に反映させるという 影の観点からの推計は適切ではなく，外国⼈⼈⼝に関し
てすべての市区町村別において ⼥年齢別の移動仮定を 定することは⾮現実的といえよ
う。それに代わる推計⽅法としては，全国で推計されている外国⼈⼈⼝を都道府県別，市区
町村別に配分する⽅法が考えられる。配分にあたっては，たとえば全国や都道府県単位で観
察された全域的な傾向を，都道府県や都道府県内市区町村に適⽤する⼿法があり得る。いず
れにしても，外国⼈⼈⼝の 影が⾮常に であることに加え，最 的な推計結果を全国の
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将来推計⼈⼝と整合させることを考慮すれば，全国の外国⼈⼈⼝をあらかじめ 約 と
するのが妥当といえよう。本稿で⽰したように，⼈⼝分布変化のパターンが国籍別に⼤きく
異なる点にも 意が必要であるが，これについては全国から都道府県別，市区町村別に外国
⼈⼈⼝を配分する の有⽤な情報として活⽤できる可能性もある。 
 現時点では，外国⼈⼈⼝の適切な推計⼿法に関する情報がまだ不⼗分であることも事実
であるが，2020 年国勢調査を基準とする次期推計では， 近期間となる 2015〜2020 年に
おいて「 基本 ⼈⼝」により市区町村別外国⼈⼈⼝の変化が 1 年ごとに捉えられる
ようになるなど，将来的に⽇本⼈・外国⼈別の推計を 野に⼊れた分析のための 材も着実
に整 されてきている。 ス（ O ID-19）の感 ⼤以降，国 ⼈⼝移動
がほぼシ ト トされた状態となり，急 に 加してきた外国⼈⼈⼝も するなど
⼤きな変化がみられるが，このような 変下における地域別外国⼈⼈⼝の動きについても

査することにより，適切な外国⼈⼈⼝の推計⼿法につながる知⾒が得られるとも考えら
れる。とくに地域推計にとっては，今後も様々な⾓度から外国⼈⼈⼝に関する分析を継続さ
せていくことが必要不可 といえよう。 
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市区町村別にみた将来の人口 加率の要因分 ：

鎌田健司・小池司朗・ 太・山内昌和

．はじめに

本稿は市区町村別にみた将来の人口 加率の要因分 を行った鎌田他（2020b）で

できなかった仮定 の分布や 表を として することを目的とする。

鎌田他（2020b）は，国立社会保障・人口問題研究所が平成 30（2018）年 3 月に 表し

た「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計）」における市区町村別の将来の人口 加

率について，Bongaarts and Bulatao（1999）の 法を用いて年 構 要因・出生要因・

要因・移動要因の 4 要因に分 し，将来の人口変化に対する 要因の影響を分析し

た。分析対象は 県内市町村を く 1,682 市区町村である。 
主要な結果として，(1)将来の人口 加率に対する 与度は年 構 要因と移動要因が大

きく， 要因の 与度は人口規模によらず 5% 度であり，出生要因の 与は総じて

小さい。(2)人口 加を す仮定における出生率の上昇は人口規模が大きい地域ほど将来の

人口 加率への 与度が大きく， 移動率の半 は人口規模が小さい地域ほど 与度が大

きくなるなど，人口規模によって 要因の影響にばらつきがみられた。(3)人口 ンタ

の分析では，長期的に人口が一定となる静 人口年次は 2075～2080 年の間となる。

(4) 県内の市町村を中心とした 12 地域は静 人口比が 1 を超え，2015 年時点において

人口 加を内 した人口構 にあり，それ以外の 1,670 地域は長期的には人口 少が内

された人口構 であり，大都市圏を含めて全国的に人口 少が不可 な人口構 を つこ

と等を明らかにしている。

本稿では，はじめに分析 法についてまとめ，推計に使用した出生率，生 率， 移動

率の分布を示す。次に，将来の人口 加率ならびに 要因について 2015 年時点の人口規

模別にみた度数分布と推計の 類間の比較を行う。第三に 要因の 与度の地理的分布を

示す。

．分析 組

．Bongaarts and Bulatao (1999)による要因分 法 

Bongaarts and Bulatao（1999）の要因分 法は，将来の人口 加率を基準人口の年 構 要

因，出生要因， 要因，移動要因の 4 要因に分 する。要因分 には推計 時点の基準

人口 P と 4 類の推計 別推計結果を用いる（表 1）。 準 Psは人口動態率

が仮定 りに 影される推計結果， Pn は 準 の仮定 のうち

移動率を ロに変 する推計結果， 長 Pr は 移動率 ロ及び出生率を

2015 2020 年以降一定に変 する推計結果，年 構 Pm はさらに生 率を 2015

2020 年以降一定に変 する推計結果である。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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 4 類の推計結果と基準人口の比をとることで， 要因の 数 M（multiplier）が得られる。

要因の 数は，(1)年 構 要因 数 Mm=Pm/P，(2)出生要因 数 Mb=Pn/Pr，(3) 要因

数 Md=Pr/Pm，（4）移動要因 数 Mmg=Ps/Pnで得られ， 数を基準人口に け合わせること

で， における推計結果となる。 

 分析結果の においては，将来の人口 加率の 要因の 与度を用いる。 与度は 要

因による人口変化が基準人口（2015 年）に占める割合を示し， 要因の 与度の合計は当

該期間の人口 加率となる指 である。 

本稿では，2015～2045 年の 30 年間の人口 加率について，地域推計（平成 30 年推計）

の結果の分析を行った上で，2 類の人口 加を す仮定に基づく推計結果を示す（表 1）。

第 1 の仮定（以下，人口 加仮定 ）は，(1)出生率が人口置 水準に する，(2)平均

が 2040 2045 年の水準に延 ，(3) 移動率は地域推計（平成 30 年推計）と同一の場合で

ある。第 2 の仮定（以下，人口 加仮定 ）は，(1)，(2)に加え，(3’) 移動率が一 半 す

る場合の推計結果である。 

 

．人口動態率の定義 

 本稿で用いる人口動態率のうち，生 率は地域推計（平成 30 年推計）で 表されている

仮定 であり，年 別出生率・ 移動率は 表されている仮定 ではなく推計結果と 合的

な数 を 出した上で分析を行った。 

 

(1) 出生率 

 出生率とは，地域推計（平成 30 年推計）で用いられている出生仮定である子ども

性比及び全国推計と一 させるための によって得られた将来の 0～4 人口に 合的な

年 別出生率である。都道府県の分析では，2015 年時点の 5 別年 別出生率につい

て，全国 と 都道府県の相対的較差（比）を「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」（以

下，全国推計（平成 29 年推計））（国立社会保障・人口問題研究所 2017）における 5

別に合 した将来の年 別出生率に け合わせて，都道府県別の将来の年 別出生率とし，

それを用いた推計結果から得られた 5 年間の出生数と地域推計（平成 30 年推計）から得ら

れる 0～4 人口との比を 係数として け合わせることによって，5 別の 出

生率𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( )𝑖𝑖,𝑥𝑥を 出した（鎌田他 2020a）。 出生率には出生 0～4 人口の生 率・

移動率，全国推計との合計調 による変化が含まれる。 

 市区町村の 出生率𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥は， 上記で作成した都道府県別の 出生率

𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( )𝑖𝑖,𝑥𝑥に，地域推計（平成 30 年推計）における 市区町村と都道府県の 2020～2045

年の 5 年 の子ども 性比の比 𝐴𝐴( ) 𝐴𝐴( )𝑖𝑖を け合わせることで市区町村の年 別

出生率𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥を 出した。i は都道府県，j は市区町村，x は 15～19 から 45～49 ま

での 5 間 の年 ， は 2020 年から 2045 年までの 5 年間 の時点である。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥 = 𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( )𝑖𝑖,𝑥𝑥 × � 𝐴𝐴( ) 𝐴𝐴( )𝑖𝑖� 
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𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥を用いた推計結果から得られた 5 年間の出生数と地域推計（平成 30 年推計）

から得られる 0～4 人口との比を 係数 ( ) とした。 

( ) = 𝑃𝑃( ) ,0~ (𝑃𝑃( ) ,𝑥𝑥 × 𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥)
~ 9

~ 9
 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥と ( ) を け合わせ，市区町村別の 5 別 出生率𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥を作成し

た。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥 = 𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥 × ( )  

人口置 水準の 出生率𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥
𝐴𝐴 は，人口置 水準を市区町村一 2.07 と仮定し，

本推計における 出生率の合計∑ 𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥
~ 9
~ 9 との比を 市区町村の年 別出生率

𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥に け合わせて 出した。なお，出生性比に相当する 0～4 人口性比は地域推

計（平成 30 年推計）から得られる市区町村 との を用いた。 

𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥
𝐴𝐴 = 𝐴𝐴𝐴𝐴𝑇𝑇𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥 × (

2.0
∑ 𝐴𝐴𝐴𝐴 𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥
45~4
15~1

)  

 

 市区町村 との合計 出生率の分布について 2015 年から 2045 年までの推移を示した

ものが 1 である。中 の分布は 1.6 度で一定に推移し，90%タイルでは 2.0～2.1，10%

タイルでは 1.3 度の で 市区町村が分布している。また，2015 年から 2045 年までの

年 別 出生率の分布を示したものが 2 である。15～19 から 30～34 までは 201～

2045 年までほぼ変化がなく，35～39 では 2015～2025 年にかけて低下し，その後 ばい

になり，40～44 では 2015 年から 2020 年にかけて上昇し，その後 ばいとなる。 

 

(2) 生 率・ 移動率 

 将来の 年 別の生 率𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥は，地域推計（平成 30 年推計）で 表されている仮定

である（国立社会保障・人口問題研究所 2018）。j は市区町村，x は 年 であり，

0～4 5～9 から 85 以上 90 以上，は 2015 2020 年から 2040 2045 年まで 5 年

間 の時点を示す。 

 年 別生 率の分布は， 性の方が，平均 が長いことを反映して 形化が んで

いる他は，年 別にみた分布の いはあまりみられない。 

 将来の 年 別の 移動率 𝑀𝑀( ) ,𝑥𝑥は，地域推計（平成 30 年推計）における推計結果

の時点間のコー ート変化率 𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥から生 率𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥を いた である。j は市区町村，

x は 年 であり，0～4 5～9 から 85 以上 90 以上，は 2015 2020 年か

ら 2040 2045 年まで 5 年間 の時点を示す。 
𝑀𝑀( ) ,𝑥𝑥 = 𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥 − 𝐴𝐴( ) ,𝑥𝑥 

 年 別 移動率の分布は，10 代から 30 代において大きな変動がみられ，大都市圏ほ

ど 移動率はプラスになり，非大都市圏ではマイ スとなる。中 の分布は， 性では 10

代で大きくマイ スになり，20 代後半でプラスに転じて，その後一定となり，高 部分で
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プラスになる分布を示す。一方 性では，10 代で大きくマイ スになることは変わらない

が，20 代後半でのプラスがみられずマイ スのままであり，大都市圏への移動が U ターン

等による非大都市圏への移動が 性に比べて生じていないという現 を 影している。 

 
．分析結果 
表 2 は 2015～2045 年の人口 加率と 要因の 与度について，要因分 結果と 仮定

の 類間の差の中 を，2015 年時点の人口規模別である。まず，地域推計（平成 30
年推計）の総数では，当該期間の人口 加率（中 ，以下同じ）は-34.9%， 要因につ

いては年 構 要因-27.6%，出生要因-0.2%， 要因 4.7%，移動要因-11.0%である。

2015 年時点の人口規模別にみると，人口 加率は人口規模が大きくなるにしたがってマイ

ス が 小する（1 万人 -49.4%から 100 万人以上-7.5%）。年 構 要因の 与度も

同様の傾向である（同-36.2%から同-19.3%）。出生要因は 1 万人 では 0.2%とプラスの

与度であるが，1 万人以上の人口規模ではマイ スとなり-0.1～-0.7% 度のマイ スの

与度である。 要因は人口規模別の傾向はみられず 4.6～4.8%のプラスの 与度

である。移動要因は人口規模が 30 万人 ではマイ スの 与度であり，人口規模が小

さくなるほどマイ スの 与度が大きくなる（1 万人 -16.9%）。一方，30 万人以上の

人口規模ではプラスの 与度となり，とりわけ 100 万人以上は 11.1%と 出して大きい。 
人口 加仮定に基づく推計結果には，人口 加仮定 （人口置 水準出生率，2040

2045 年生 率， 移動率本推計）と人口 加仮定 （人口置 水準出生率，2040 2045
年生 率， 移動率半 ）があり，本推計との差は人口置 水準の出生率 2.07 と 2040
45 年の生 率を用いている点は と で し，移動要因において は の 移動率を一

半 としている。総数について人口 加率をみると，人口 加仮定 は総数が-31.2%，

は-23.9%と本推計よりもマイ ス が 少する結果となる。出生率が大 に上昇する地

域が く， 者が少なくなることで人口 加率のマイ スが 和され，人口 加仮定

においては 移動率を半 させることによって，転出超 が観察される地域ではマイ ス

が 小される。人口 加仮定 は，本推計で仮定されている大都市圏への集中傾向が続く

とする移動傾向が同じで出生率が上昇する仮定であるため，人口規模別にみると人口規模

が大きい地域ほど人口 加率が高くなる。一方で，人口 加仮定 では移動傾向が 小さ

れることで，人口規模が小さい地域ほど人口 加率が高くなる（人口 少率が 和され

る）という傾向がみられる。 要因の 与度をみると，出生要因は総数で 5.8%のプラスの

与度であり，人口規模が大きくなるほどその 与度が大きくなる（1 万人 3.8%から

100 万人以上 11.7%）。 要因は総数 5.4%であり，人口規模間の差は小さい。移動要因

について，人口 加仮定 をみると総数で-13.6%であり，人口規模が大きくなるにしたが

って 与度が上昇する（同-19.9%から同 13.5%）。人口 加仮定 は の傾向と同様で

与度は の半分 度の水準となる（総数-6.8%，同-10.9%から同 6.8%）。 
 次に仮定 の 類間の差をみると，本推計に比べて人口 加仮定 の人口 加率の 加
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分は 3.7%（1 万人 1.6%から 100 万人以上 14.4%）， は 10.2%（同 10.6%から同

8.4%）であり， 移動率を一 半 させた仮定において人口 加率の 加分が大きくなる

地域が い。人口 加仮定 と の差は移動要因の差と同じであり 6.5%（同 8.9%から同-
6.9%）となり，人口規模が小さい地域ほど人口 加率の 加分が大きく，30 万人以上の

人口規模では半数の地域がマイ スとなる。出生要因の本推計と人口 加仮定の差は 5.9%
（同 3.7%から同 12.2%）と人口規模が大きくなるほど 加分はプラスになり， 要因

では 0.8% 度で人口規模によらず同 度のプラスの 与度となる。移動要因については，

本推計と比べて人口 加仮定 は-2.0%（同-2.5%から同 2.9%）， は 3.7%（同 5.8%から

同-3.5%）であり，人口規模が小さいほどプラスの 加分が大きい地域が い。 
表 3 は 2015 年の人口規模別の人口 加率の分布である。地域推計（平成 30 年推計）の総

数では，2015 年から 2045 年の人口 加率が-60%～-40%のカ が 35.1%と最も高く，-

40%～-20%（33.0%），-20%～0%（20.5%）と続き，今後 30 年間の人口 加率がマイ スの

地域は 94.4%となる。人口規模別の分布では，人口規模が小さい地域ほど人口 加率が低い

傾向がみられ，5 万人 では-60%～-40%のカ ，10 万人以上では-20%～0%のカ

に含まれる地域が最も い。人口 加率がプラスになる地域割合は，人口規模が 50 万人

以上では 20%を超える。人口 加仮定では，全体的に人口 加率はプラスの方向に分布し，

出生と移動の影響が大きく，出生率が 2.07 になる影響は，若年人口割合の高い人口規模が

大きい地域でプラスの影響が大きく，人口 加仮定 I では移動傾向が変わらないと仮定して

いることから，大都市圏（とくに東京圏）への集中傾向を反映して，人口規模が大きい地域

ほど人口 加率が高くなる。一方で，人口 加仮定 II では 移動率を一 半 しているた

め，人口規模が小さい 治体での人口 加率のプラスの効果が得られる。表 4 では推計の

類間の比較を行っており，地域推計（平成 30 年推計）と人口 加仮定 I では，91.9%の地域

で人口 加率が高くなっており，人口規模 30 万人以上ではすべての地域でプラスの結果と

なった。また，人口 加仮定 II との比較では，97.7%の地域で人口 加率は高くなっており，

1 万人 の地域で 98.7%，50 万人以上ではすべての地域でプラスとなっている。人口 加

仮定 I と II の比較では， 移動率半 の効果もあり，人口規模が小さい地域ほど人口 加

率が高くなる傾向が顕著にみられる。 5(A)は，推計の 類別の人口 加率の市区町村別

の地理的分布を示しており，大都市圏で人口 加率が高く，非大都市圏で低い地理的分布で

あることがわかる。人口 加仮定 I では，大都市圏の人口 加率が の地域（ ）が 加

し，大都市圏郊外地域の人口 加率のマイ スが 和（ から水 ）されていることがみて

とれる。さらに人口 加仮定 II では非大都市圏においても水 の地域が えており，人口

加率のマイ スの 和が がっている。 

表 5 は年 構 要因の 与度の分布を示している。人口 加率に対する 与度は，-40%

～-20 のカ が 61.2%と最も高く，1 万人 の地域ではややばらつきがあるものの，

1 万人以上の地域では-40%～0%の間に 9 割以上の地域が含まれる。 5(B)は年 構

要因の地理的分布を示しており，全国的にマイ スの 与の分布を示しており， 道の非
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都市地域， 田県， 県，山形県， 県，高知県， 県，大分県， 良県 部，中国

地方の中山間地域など高 化率が高い地域ほどマイ スの 与が大きい。 

表 6 は出生要因の 与度の分布を示しており，地域推計（平成 30 年推計）では-1%～2%

の に 78.6%が分布する。出生要因のプラスの 与は人口規模が小さい地域で く，人口

規模が大きい地域ほどマイ スの 与となる。一方で，人口 加仮定 I・II では，全体的に

プラスの 与が大きくなり，人口規模が 30 万人以上の地域ではすべての地域で出生要因が

プラスとなり，人口規模が大きい地域では 10%以上のプラスの 与度となる。表 7 は，推計

の 類間の出生要因の 与度の比較を示しており，地域推計（平成 30 年推計）に比べて人

口 加仮定 I・II は 92.2%の地域で出生要因の 与度が高く，人口規模が大きい地域ほど出

生要因の 与度が高い地域が くなる。 5(C)は出生要因の地理的分布を示しており，地

域推計（平成 30 年推計）では， 道の非都市地域，東 地方や 地方， 県などを

く地域ではマイ スの 与の分布が がっているが，人口 加仮定 I・II では，全国的に

プラスになるほか，全国的にプラスの 与となり，大都市圏ほどプラスの 与度が高い。な

お， 良県 部や 崎県の一部， 県 部や 部， 県においてマイ スの 与と

なるのは，地域推計（平成 30 年推計）の 出生率が 2.07 よりも高い地域であり，一 2.07

にすることで 与度が下がることによるものである。 

表 8 は 要因の 与度の分布を示している。 要因は地域推計（平成 30 年推計）で

は 4%～5%のカ に 80.7%の地域が含まれ，5%～6%のカ を含めると 98.3%とな

り，人口規模間の差はほぼない。人口 加仮定では最頻カ が 5%～6%になるなど

要因の 与度は上昇し，人口規模間の差もほぼない。表 9 は推計の 類間の 要因の 与

度の比較を示しており，地域推計（平成 30 年推計）に比べて人口 加仮定 I・II は 99.9%の

地域で 要因の 与度が上昇している。 りの 0.1%は 者で変化しない地域である。

5(D)は 要因の 与度の地理的分布を示している。全国的な地域差は小さいものの，東

地方や 関東， 県，和 山県， 県， 国地方， 地方 部と 県， 県な

どではプラスの 与度が高く，それ以外の地域では比較的小さい。人口 加仮定 I・II でも

同様である。 

表 10 は移動要因の 与度の分布を示している。地域推計（平成 30 年推計）における移

動要因の 与度は-20%～-10%のカ が 37.7%で最も高く， 与度がマイ スの地域は

人口規模が小さい地域を中心に全体の 80%を占める。人口 加仮定 I は大都市圏（とくに

東京圏）への移動傾向を仮定していることから，大都市圏における移動要因の 与度が高

くなる。一方，人口 加仮定 II は， 移動率を一 に半 化しているため，全体のばらつ

きが少なくなり，人口規模が小さい地域のマイ スの 与度が上昇し，人口規模の大きい

地域のプラスの 与度が 少する。表 11 は推計の 類間の移動要因の比較を示しており，

地域推計（平成 30 年推計）に比べて人口移動仮定 I の方が移動要因の 与度が高まる地域

は 13.3%なのに対して，人口 加仮定 II では 78.6%と人口規模が小さい地域を中心に 与

度が上昇する。人口 加仮定 I と II では，II の方が移動要因の 与度が上昇する地域が
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82.8%となる。 5(E)は移動要因の 与度の地理的分布を示している。地域推計（平成 30

年推計）の地理的分布では，東京圏を中心に大都市圏や 市， 岡市など政令指定都市

においてプラスの 与度が高い。人口 加仮定 I においても基本的には同様の地理的分布

を示し，都市地域のプラスの 与度が高まり，移動要因がマイ スの地域はさらに 与度

がマイ スになるという傾向を示す。一方で，人口 加仮定 II においては，大都市圏や都

市地域のプラスの 与度が 小し，非大都市圏のマイ スの 与度が上昇に転じる。 

 
：本研究は，国立社会保障・人口問題研究所一 会計プロ クト「地域別将来人口推計（都道府県別

人口推計・市区町村別人口推計）」（代表者：小池司朗）， 生 行政推 調査 業 （政 学総

合研究 業（政 学推 研究 業））「国際的・地域的視 から見た少子化・高 化の新潮流に対 した

人口分析・将来推計とその 用に関する研究（研究代表者：小池司朗）」， 生 行政推 調査 業

（政 学総合研究 業（政 学推 研究 業））「長期的人口 少と大国際人口移動時代における将

来人口・世帯推計の方法 的発 と 用に関する研究（研究代表者：小池司朗）」による 成を けた． 
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表 1 推計 と仮定 ・ 数の構成 

 
"Note: 1. Adjusted fertility rates: The fertility rates are the age-specific fertility rates to obtain the number of births consistent with 
the projected results of the population aged 0-4 years in the regional projections (2018). 
2. The net migration rate is calculated by subtracting the future survival rate from the cohort change rate, which is obtained from the 
results of the regional projections (2018). 
3. The survival rate is the rate for the period from 2040 to 2045 in the regional population projections (2018). 
4. The fertility rate at the population replacement level is the ratio of the national fertility rate at the population replacement level of 
2.07 to the sum of the age-specific adjusted fertility rates for each municipality, multiplied by the adjusted fertility rate. 
5. The net migration rate is uniformly cut in half. 
6. Each multiplier is based on (1) the age structure factor Mm=Pm/P, (2) the birth factor Mb=Pn/Pr, (3) the death factor Md=Pr/Pm, and 
(4) the migration factor Mmg=Ps/Pn, where P is the base population."    
 

 

1 合計 出生率の分布：2015～2045 年 

 

  

Senarios of Projections Assumptions Results Multipliears

　1. Standard Momentum, Mortality, Fertility1, Migration2 Ps P・Mm・Md・Mb・Mmg

　2. Natural Momentum, Mortality, Fertility1 Pn P・Mm・Md・Mb

　3. Replacement Momentum, Mortality Pr P・Mm・Md

　4. Momentum Momentum Pm P・Mm

　5. Standard Momentum, Mortality3, Fertility4, Migration2 Ps_I P・Mm・MdI・MbI・MmgI

　6. Natural Momentum, Mortality3, Fertility4 Pn_I P・Mm・MdI・MbI

　7. Replacement Momentum, Mortality3 Pr_I P・Mm・MdI

　8. Momentum Momentum Pm P・Mm

　5. Standard Momentum, Mortality3, Fertility4, Migration5 Ps_II P・Mm・MdI・MbI・MmgII

　6. Natural Momentum, Mortality3, Fertility4 Pn_I P・Mm・MdI・MbI

　7. Replacement Momentum, Mortality3 Pr_I P・Mm・MdI

　8. Momentum Momentum Pm P・Mm

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045

2-1. Simulation I: 2015-2045

2-2. Simulation II: 2015-2045
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2 年 別 出生率の分布：2015～2045 年 
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3 年 別生 率の分布：2015 2020 年～2040 2045 年 
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3（つづき） 
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4 年 別 移動率の分布：2015 2020 年～2040 2045 年 
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4（つづき） 
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表 2 2015 年時点の人口規模別の人口 加率・ 要因の 与度・ びに仮定 の 類間の

差の中  

 
  

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

Population Growth Rate and four factors under each assumption: 2015-2045
Population Growth Rate
　RPP -34.9 -49.4 -37.4 -26.2 -17.9 -9.5 -10.3 -7.5
　Simulation I -31.2 -47.8 -33.3 -19.6 -9.7 -1.6 1.5 8.7
　Simulation II -23.9 -38.2 -26.3 -14.6 -8.3 -3.5 -1.2 1.1
Momentum -27.6 -36.2 -29.2 -22.7 -21.0 -20.3 -20.4 -19.3
Fertility
　RPP -0.2 0.2 -0.1 -0.4 -0.6 -0.7 -0.6 -0.4
　Simulation I・II 5.8 3.8 5.5 6.4 7.7 8.4 9.6 11.7
Mortality
　RPP 4.7 4.6 4.7 4.6 4.6 4.6 4.6 4.8
　Simulation I・II 5.4 5.5 5.5 5.4 5.4 5.4 5.4 5.5
Migration

RPP -11.0 -16.9 -12.4 -6.1 -0.2 4.3 4.2 11.1
Simulation I -13.6 -19.9 -15.1 -8.2 -1.4 3.7 4.7 13.5
Simulation II -6.8 -10.9 -7.7 -4.2 -0.6 1.8 2.4 6.8

Difference between scenarios
Population Growth Rate
　S-I - RPP 3.7 1.6 3.4 5.5 8.0 9.2 12.8 14.4
　S-II - RPP 10.2 10.6 10.7 9.6 8.9 7.6 8.3 8.4
　S-II - S-I 6.5 8.9 7.3 4.1 0.7 -1.9 -2.4 -6.9
Fertility: S-I・II - RPP 5.9 3.7 5.6 7.1 8.6 9.0 10.5 12.2
Mortality: S-I・II - RPP 0.8 0.8 0.8 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
Migration
　S-I - RPP -2.0 -2.5 -2.4 -1.8 -1.0 -0.3 0.7 2.9
　S-II - RPP 3.7 5.8 4.3 2.1 0.1 -2.1 -2.0 -3.5
　S-II - S-I 6.5 8.9 7.3 4.1 0.7 -1.9 -2.4 -6.9

1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: RPP: Regional Population Projections for Japan (2018), S-I: Simulation I, S-II: Simulation II
municipality (N)

Total

Population size in 2015
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表 3 推計の 類別，2015 年の人口規模別，2015～2045 年の人口 加率の分布 

 
表 4 2015 年の人口規模別，推計の 類間の 2015～2045 年の人口 加率の比較 

 
表 5 2015 年時点の人口規模別，年 構 要因の 与度の分布 

 

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045
less than -60% 5.8 18.2 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-60〜-40% 35.1 56.8 42.1 12.8 2.0 0.0 0.0 0.0

-40〜-20% 33.0 19.0 37.7 47.9 41.3 14.9 4.2 0.0

-20〜0% 20.5 5.0 14.2 30.7 43.4 78.7 70.8 72.7

0〜5% 2.5 0.8 1.8 3.1 6.1 2.1 16.7 9.1

5〜10% 1.4 0.0 0.9 2.7 4.1 0.0 4.2 18.2
10% or more 1.7 0.2 1.6 2.7 3.1 4.3 4.2 0.0

2-1. Simulation I: 2015-2045
less than -60% 4.5 14.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-60〜-40% 29.8 55.3 32.9 5.8 0.5 0.0 0.0 0.0

-40〜-20% 32.4 24.2 41.0 42.4 22.4 4.3 0.0 0.0

-20〜0% 22.1 4.6 18.9 34.2 50.0 53.2 41.7 18.2

0〜5% 3.4 1.0 2.8 5.1 5.1 12.8 16.7 9.1

5〜10% 3.1 0.4 1.0 5.1 8.2 12.8 12.5 45.5
10% or more 4.7 0.0 2.2 7.4 13.8 17.0 29.2 27.3

2-2. Simulation II: 2015-2045
less than -60% 0.8 2.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-60〜-40% 15.8 42.0 9.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-40〜-20% 41.8 43.6 57.3 33.9 12.2 0.0 0.0 0.0

-20〜0% 31.7 10.2 27.2 51.0 63.8 66.0 54.2 18.2

0〜5% 4.9 0.6 3.4 6.2 9.7 23.4 20.8 54.5

5〜10% 2.1 0.2 1.0 5.4 5.1 2.1 4.2 9.1
10% or more 3.0 0.6 1.3 3.5 9.2 8.5 20.8 18.2

municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: Each category is based on Jenks (Natural breaks).

Total

Population size in 2015

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

RPP < S-I 91.9 82.3 93.3 97.7 99.5 100.0 100.0 100.0
RPP < S-II 97.7 98.7 97.0 97.3 98.0 97.9 100.0 100.0
S-I < S-II 82.8 97.3 90.3 75.5 56.1 29.8 16.7 9.1

municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11

Note: RPP: Regional Population Projections for Japan (2018), S-I: Simulation I, S-II: Simulation II

Total

Population size in 2015

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

less than -60% 0.5 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
-60〜-40% 13.9 35.1 9.6 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0

-40〜-20% 61.2 51.8 70.8 59.5 57.7 53.2 54.2 45.5

-20〜0% 23.1 10.9 18.1 37.4 41.3 46.8 45.8 54.5

0〜5% 0.8 0.4 0.7 1.6 1.0 0.0 0.0 0.0

5〜10% 0.2 0.2 0.3 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0
10% or more 0.2 0.0 0.4 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0

municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: Each category is based on Jenks (Natural breaks).

Total
Population size in 2015
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表 6 2015 年時点の人口規模別，出生要因の 与度の分布 

 
表 7 2015 年の人口規模別，推計の 類間の出生要因の比較 

 

表 8 2015 年時点の人口規模別， 要因の 与度の分布 

 
表 9 2015 年の人口規模別，推計の 類間の 要因の比較 

 

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045
less than -3% 1.1 2.5 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-3 -1% 17.4 14.2 14.2 27.6 23.0 21.3 16.7 0.0
-1 0% 39.2 27.1 36.8 43.6 57.1 68.1 70.8 90.9
0 2% 39.4 48.9 46.3 28.0 19.9 10.6 12.5 9.1
2 5% 2.9 7.1 1.8 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0

5 10% 0.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
10% or more 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2. Simulation I・II: 2015-2045
less than -3% 3.1 7.7 1.8 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0

-3 -1% 2.2 5.0 1.6 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0
-1 0% 2.5 5.0 2.5 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0
0 2% 7.0 14.2 5.8 3.5 0.5 0.0 0.0 0.0
2 5% 27.2 31.9 32.0 25.3 12.2 2.1 0.0 0.0

5 10% 49.9 32.6 50.9 61.9 68.9 74.5 54.2 9.1
10% or more 8.2 3.5 5.2 7.4 17.9 23.4 45.8 90.9

municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: Each category is based on Jenks (Natural breaks).

Total
Population size in 2015

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

RPP < S-I・II 92.2 82.9 93.6 97.7 99.5 100.0 100.0 100.0
municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: RPP: Regional Population Projections for Japan (2018), S-I・II: Simulation I and Simulation II

Population size in 2015

Total

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045
less than 4% 1.5 2.1 1.2 1.9 0.5 2.1 0.0 0.0

4 5% 80.7 78.3 75.6 84.4 93.4 93.6 95.8 90.9
5 6% 17.4 19.0 22.5 13.6 6.1 4.3 4.2 9.1
6 7% 0.4 0.4 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

7% or more 0.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
2. Simulation I・II: 2015-2045

less than 4% 0.1 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
4 5% 11.1 10.6 10.2 17.5 7.7 10.6 8.3 0.0
5 6% 78.7 75.8 76.9 77.4 88.8 89.4 91.7 90.9
6 7% 9.6 12.3 12.3 5.1 3.6 0.0 0.0 9.1

7% or more 0.5 1.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11

Note: Each category is based on Jenks (Natural breaks).

Total
Population size in 2015

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

RPP < S-I・II 99.9 99.8 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: RPP: Regional Population Projections for Japan (2018), S-I・II: Simulation I and Simulation II

Total

Population size in 2015
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表 10 2015 年時点の人口規模別，移動要因の 与度の分布 

 
表 11 2015 年の人口規模別，推計の 類間の移動要因の比較 

 
  

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045
less than -20% 16.1 36.3 14.4 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0

-20 -10% 37.7 45.7 45.4 36.2 9.7 0.0 0.0 0.0
-10 0% 26.2 14.4 28.1 34.2 41.3 27.7 4.2 9.1

0 5% 9.9 2.5 7.0 15.6 20.9 27.7 50.0 9.1
5 10% 5.2 0.6 3.0 7.4 14.8 21.3 12.5 27.3

10 15% 2.4 0.4 1.3 3.5 5.1 10.6 8.3 27.3
15% or more 2.6 0.0 0.7 2.7 8.2 12.8 25.0 27.3

2-1. Simulation I: 2015-2045
less than -20% 26.3 49.5 27.8 6.2 1.5 0.0 0.0 0.0

-20 -10% 34.4 34.9 41.6 39.3 16.8 0.0 0.0 0.0
-10 0% 21.2 12.3 20.5 27.6 36.7 29.8 12.5 9.1

0 5% 8.3 2.3 5.4 14.0 17.3 25.5 37.5 9.1
5 10% 4.2 0.4 2.2 6.6 11.2 19.1 16.7 9.1

10 15% 2.4 0.6 1.8 3.1 4.1 8.5 8.3 27.3
15% or more 3.3 0.0 0.6 3.1 12.2 17.0 25.0 45.5

2-2. Simulation II: 2015-2045
less than -20% 0.8 2.5 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-20 -10% 29.8 54.7 32.2 7.4 3.1 0.0 0.0 0.0
-10 0% 50.0 37.6 56.4 64.2 51.5 29.8 12.5 9.1

0 5% 13.4 3.8 8.8 21.4 29.1 44.7 54.2 27.3
5 10% 3.7 0.6 2.2 5.4 8.7 12.8 12.5 45.5

10 15% 0.9 0.0 0.1 1.2 3.1 4.3 4.2 18.2
15% or more 1.3 0.8 0.0 0.4 4.6 8.5 16.7 0.0

municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11
Note: Each category is based on Jenks (Natural breaks).

Total
Population size in 2015

(%)

less than
10,000

10,000-
50,000

50,000-
100,000

100,000-
300,000

300,000-
500,000

500,000-
1,000,000

1,000,000
or more

RPP < S-I 13.3 12.7 5.2 10.1 29.6 38.3 62.5 90.9
RPP < S-II 78.6 95.4 86.1 67.3 52.6 21.3 12.5 9.1

S-I < S-II 82.8 97.3 90.3 75.5 56.1 29.8 16.7 9.1

municipality (N) 1,682 479 668 257 196 47 24 11

Note: RPP: Regional Population Projections for Japan (2018), S-I: Simulation I, S-II: Simulation II

Total
Population size in 2015
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5 2015～2045 年の人口 加率， 要因の地理的分布 

 
 

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045

2-1. Simulation I: 2015-2045

2-2. Simulation II: 2015-2045

A) Population Growth Rate: 2015-2045

B) Contribution of the momentum factor: 2015-2045
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5 2015～2045 年の人口 加率， 要因の地理的分布（つづき） 

 
  

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045

C) Contribution of the Fertility factor: 2015-2045

2. Simulation I・II: 2015-2045

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045

D) Contribution of the Mortality factor: 2015-2045

2. Simulation I・II: 2015-2045
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5 2015～2045 年の人口 加率， 要因の地理的分布（つづき） 

 

1. Regional Population Projections for Japan (2018): 2015-2045

E) Contribution of the Migration factor: 2015-2045

2-1. Simulation I: 2015-2045

2-2. Simulation II: 2015-2045
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都道府県・市区町村データでみる人口及び保健 サー ス ク スの分析

地域差を考慮した政 ミ ー ンのための考察

小

．はじめに 

 わが国では人口 少、少子高 化の など、人口を る動きがこれまでとは異なる社会

に っている。例えば、わが国の人口は 2008 年を ークに 少局面に っており、総務省

統計局『国勢調査』によると 2015 年の人口は約 1 2709 万人であるが、2010 年の約 1
2806 万人より約 96.3 万人 少している。今後もわが国の人口は 少する見 しである。ま

た、高 化の動きをみると、2015 年の高 者（65 以上の者）の数は約 3,347 万人であり、

これが人口に占める割合である「高 化率」は 26.6 であった。わが国の高 者の数は 2020
年にかけて大きく 加するものの、2020 年から 2040 年 までは、高 者人口が 3,600
3,800 万人の間で推移する。そして、2040 年以降は高 者人口も 少し める。すでにわ

が国の人口は 少しているので、高 化率は上昇を続け、2060 年には人口の 39.9 が高

者になる見 しである。こうした動きには地域差がある。東京や大阪などの大都市圏で高

化が に む一方、非大都市圏では高 者の数が人口とともに 少する局面にいち く

る。

 高 化の対 として、年 制度の の一方で、保健 サー ス体制の も必要であ

る。年 制度は全国 の制度で するため、政 ミ ー ンも全国的な デルで

の分析となる。しかし、保健 サー スは、地域住 に 接提供されるものであるため、

住 個人の ー はもとより、住 を り く地域 にも 慮したものである必要があ

る。わが国の 制度でいえば、現 、高 者が住み れた地域で や などのサー

スを れ目なく利用できる『地域 ケ ス 』の構 を めている。この ス が

定している地域は、日 の （ を含む）により 30 分以内で けつけることの

できる である。具体的には中学 の 区を 定している。日本の地域（都道府県、市区

町村といった地方 治体、市区町村を構成するコミ ）は、人口、高 化の 、

関や 業所の などが大きく異なる。つまり、『地域 ケ ス 』の

具体的な構 の 方には、全国 の えがある ではない。 際に、 保 制度見 し

に関する意見として、「地域の 情に じた サー ス基 」が せられている（

生 省『 分 をめ る について』（社会保障 会 付 分 会第 176 回

）による）。 保 法や 人 法の でも、「地域の特性に じた認知 対 や

サー ス提供体制の 等の推 」が われている。そのため、 に限らず保健 分

での政 ミ ー ンは全国的なものに加え、人口や保健 サー ス提供の地域差

を考慮したものも必要がある。政 ミ ー ンをすべての都道府県や市区町村 と

に行うのは、それにかかる時間などを考えると現 的とは言いがたい。人口や保健 サー

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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ス提供の地域差の 型的なパターンを 出した上で、いくつかの デルを作る方が現

的であ う。こうした地域差を考慮した政 ミ ー ンには、人口や保健 サー

ス提供の地域差の現 を把握する必要がある 1。 
このような問題意識のもと、都道府県及び市区町村別に データが利用できる政府統

計を用いて、人口や保健 サー ス提供の地域差の現 把握の分析を行った。 
 
．分析の考え方と分析方法 

（分析の考え方） 
本研究では、人口及び保健利用サー ス提供の地域差の把握を目的とする。そこで、これ

らの地域別にみた にどの 度ばらつきが見られるかを明確にすることを基本とする。

地域の単位として、都道府県、市区町村とする。なお、東京特別区、政令指定都市の区はそ

れぞれ一つの市区町村と見なした。保健 サー スの利用については市区町村以下の

ベルでの把握が ましいが、データ利用可能性から、この 2 類の単位での分析とする。 
（使用データ） 
 本研究で使用したデータは、政府統計の データである 2。そして都道府県、市区町村

別の集計表が利用できるものである。 
 まず、人口と世帯については総務省統計局『国勢調査』を用いた。地域差の現 分析なの

で、最も新しい結果が利用できる 2015 年調査の結果のうち、都道府県・市区町村の人口、

年 別人口、家族類型別一 世帯数、外国人人口、5 年前の居住地別の人口の集計表を

用いた分析を行った 3。後 の『住 地統計調査』の分析のため、人口密度のデータもこ

の調査のものを用いた。 
 保健 サー ス提供の現 把握のため、サー ス提供主体または利用者主体いずれか

の統計で把握するかを める必要がある。ここでは、人々の保健 サー スへの ク ス

の地域差を検証する観点から、後者の統計を用いる。これがわかる統計として、総務省統計

局『住 地統計調査』（2018 年）があり、住 の統計がある。具体的には、最 りの

人デイサー ス ンター、保育所、 関、 関、 所などの距離別に見た世帯分

布の統計がある。この統計表から、最 りの 人デイサー ス ンターからの距離、最 り

の保育所からの距離、最 りの 関からの距離、それぞれ距離別の世帯数分布の集計表

を用いることとした。それぞれの集計表からこれら 設からの距離が 500 ートル の

世帯割合を都道府県、市区町村別に め、その分布を把握した。これを対 する都道府県、

市区町村人口密度（2015 年国勢調査より）、 家率との関係をみる形で、これらの指 でみ

た地域差の把握を試みた。 
 
．わが国の人口からみた地域差 

（人口 加率） 

 1（すべて 末に ）は、わが国の市区町村別人口 加率（2010～2015 年の変平均）
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をまとめたものである 。都道府県別の人口 加率のばらつきとの比較を行うため、市区町

村の人口 加率も都道府県別まとめ、その最大 と最小 を つ市区町村をそれぞれ上限

と下限にして グラフで示したものである。つまり、 グラフの間に 都道府県の市区町村
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が分布している。そして、 し形で示しているのは都道府県別の人口 加率である。 
この を見ると、市区町村の人口 加率の地域差（ グラフの縦の ）は、都道府県のそ

れ（ し形のばらつきの ）よりも大きい。ばらつきの 度を示す分 で見ると、市区町村

で 0.018 、都道府県で 0.001 である。都道府県で見て人口が 加している、千葉県、

県、東京都、 川県、 県、 県、 岡県、 県では、人口が 加している市区

町村がある一方で、人口が 少している市区町村もある。特に、都道府県別人口 加率が最

も高い方に する東京都（0.5 ）と 県（0.6 ）では、人口 加率がそれぞれ 4.0 、

2.0 に する市区町村がある一方で、-2.0 の人口 少率となっている市区町村も す

る。都道府県別人口 加率がもっとも低い方に するのは 田県（-1.2 ）、 県（-1.2 ）

や 県（-1.0 ）などであるが、これらの都道府県の中には人口が 加している市区町村

が する。例えば、 県では人口 加率が 0.4 である市区町村がある。 県でも

0.6 の人口 加率となっている市区町村が する。他の都道府県を見ても、人口 加率

がプラス、マイ スの市区町村が する形になっている。このように、人口 加率の地域

差は都道府県よりも市区町村 ベルで大きい。しかも、人口が 加している都道府県でも人

口が 少している市区町村が見られる。 
 
（高 化率） 

2 は、わが国の市区町村別の高 化率の 2015 年についてまとめたものである。 1 と

同じように、市区町村の高 化率を都道府県別にまとめ、その最大 と最小 を つ市区町

村をそれぞれ上限と下限にした グラフを表示した。ここでも、それぞれのグラフの間に

都道府県の市区町村が分布している。また、 し形で示しているのは 2015 年の都道府県別

高 化率である。 
この を見ても、市区町村別の高 化率の地域差（ グラフの縦の ）は、都道府県別の

それ（ し形のばらつき）よりも大きい。ばらつきの 度を示す分 で見ると、市区町村で

0.511 、都道府県で 0.075 である。2015 年の数 （ グラフ）で見ると、 県、長

県、 良県で高 化率が 60 近くになる市区町村がある一方、東京都、 川県、 知県

などでは高 率が 10 台の市区町村がある。わが国で高 化率が最も高い・低い市区町村

の差は 47.8 となり、この差は都道府県の高 化率の地域差の （14.2 ポイント）よりも

大きい。 
 市区町村別の高 化率の 差は の グラフや面グラフの縦の が示すように、都道府

県内でも顕著である。例えば、この から都道府県別高 化率が最も高い 田県で見ると、

2015 年では高 化率が最も高い市区町村で 48.7 、最も低い市区町村で 28.6 である。

田県内で高 化率の 差がおよそ 20 ポイントあるだけでなく、最も高 化率が低い市区

町村はわが国全体の高 化率に近い水準である。同じ年で高 化率が最も低いグループに

ある東京都では、高 化率が最も高い市区町村で 48.2 、最も低い市区町村で 12.7 であ

る。高 化率の 差がおよそ 36 ポイントと非 に大きい。また、東京都で高 化率が最

- 246 -



も高い市区町村は、 田県で最も高 化率が高い市区町村とあまり変わらない水準である。

このように、高 化率の地域差は都道府県よりも市区町村 ベルで大きい。しかも、高 化

率が高い（低い）都道府県で、高 化率が低い（高い）市区町村が見られる。 
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（世帯構 ・外国人割合・人口移動） 
 人口の他の 面についても地域差が見られる。表 1 は世帯構 （夫婦のみ及び単 世帯

割合）、外国人人口割合、移動率（5 年前 が現住地と異なる者の割合）をまとめたも

のである。都道府県別にこれらの指 の数 、 都道府県内の市区町村別のこれらのす指

の最大 と最小 をまとめている。 
 まず、夫婦のみ及び単 世帯割合を見ると、都道府県別では東京都の 64.3 から山形県

の 43.4 までの差があり、差はおよそ 20 ポイントとなる。分 は 0.2 となる。これを

市区町村別で見ると最大 は 95.6 、最小 は 25.1 であり、70 ポイントの となる。

分 は 0.913 となる。世帯構 で見ても、都道府県よりも市区町村の の方が大きい。夫

婦のみ及び単 世帯割合が高い（低い）都道府県内でも、これが低い（高い）市区町村が見

られる。例えば、東京都では一 世帯の 64.3 が夫婦のみまたは単 世帯であるが、この

割合が 87.2 になる市区町村がある一方で、45.0 にとどまる市区町村がある。後者はこ

の割合がもっとも低い山形県や 井県の水準に相当する。その一方で、山形県内の市区町村

には夫婦のみ及び単 世帯割合が 51.7 になる市区町村が し、この水準は 県、

知県、三重県、岡山県などに相当する。 
 次に外国人人口割合を見ると、都道府県別では東京都の 2.8 から 田県の 0.3 まで、

およそ 2.5 ポイントの がある。これを市区町村別で見ると最大 は 15.8 、最小 は

0.0 であり、およそ 16 ポイントの となる。分 で見ると、都道府県で 0.003 、市区

町村で 0.013 である。外国人人口割合で見ても、都道府県よりも市区町村の の方が大き

い。外国人人口割合がもっとも高い東京都では、その割合が 9.1 の市区町村がある一方、

0.1 にとどまる市区町村もある。後者は 田県の数 を下回る。外国人人口割合が 1 台

の都道府県でも、市区町村別では最大で 10 台の外国人人口割合のとこ がある。例えば、

県（1.9 ）、長 県（1.3 ）ではそれぞれ最大で 14.6 、15.8 の外国人人口割合を

つ市区町村がある。なお最小 ではそれぞれ 0.4 、0.3 となる。 
 さらに移動率である 5 年前居住地が現住地と異なる者の割合は、都道府県では、

県の 24.6 から 田県の 14.6 まで、10 ポイントの がある。市区町村別では、最大で

66.3 、最小で 4.2 と、60 ポイントを超える がある。分 で見ると、都道府県で 0.054 、

市区町村で 0.307 である。移動率で見ても、都道府県よりも市区町村の の方が大きい。

都道府県内の市区町村の移動率の最大 が 40 を超えるとこ を見ると、 県

（66.3 ）、 県（59.3 ）がある他、 道（40.2 ）、 県（47.5 ）、東京都（44.6 ）、

県（47.4 ）、 県（45.3 ）がある。一方で最小 の市区町村の水準が 5 台以下

の都道府県として、京都府（4.2 ）に加えて、山形県（5.8 ）、 県（5.9 ）、 県

（5.8 ）、 良県（5.5 ）がある。市区町村 ベルで見て移動率が特に高い、低いとこ

は、全国的に分布していることになる。 
 このように、人口のさま まな 面で地域差があり、より地理的な が い市区町村

- 248 -



ベルで地域差が大きく現れることがわかる。 
 

 
 

都道府県
市 町村
（最大値）

市 町村
（最 値）

都道府県
市 町村
（最大値）

市 町村
（最 値）

都道府県
市 町村
（最大値）

市 町村
（最 値）

北海道 188 61.2% 78.2% 44.0% 0.4% 5.0% 0.0% 22.7% 40.2% 12.0%

県 40 49.4% 63.0% 31.8% 0.3% 0.8% 0.0% 17.6% 23.5% 7.8%

県 33 49.1% 59.6% 34.3% 0.4% 1.5% 0.1% 20.9% 47.5% 7.4%

宮城県 39 52.0% 67.6% 26.2% 0.6% 1.6% 0.2% 23.9% 59.3% 8.7%

県 25 48.4% 56.1% 29.8% 0.3% 0.8% 0.1% 14.6% 19.3% 7.1%

山 県 35 43.4% 51.7% 27.0% 0.5% 1.1% 0.2% 16.6% 23.6% 5.8%

福島県 53 49.1% 95.6% 25.1% 0.5% 1.4% 0.1% 19.5% 66.3% 6.9%

茨城県 44 48.7% 57.4% 34.0% 1.4% 3.9% 0.2% 17.6% 26.0% 5.9%

県 25 48.5% 54.0% 34.7% 1.3% 3.4% 0.4% 18.1% 21.5% 7.5%

県 35 49.4% 70.1% 36.7% 1.9% 14.6% 0.2% 18.3% 25.5% 7.4%

埼玉県 72 51.1% 60.3% 35.9% 1.4% 5.2% 0.2% 18.6% 25.4% 6.2%

県 59 53.4% 64.7% 37.6% 1.4% 3.7% 0.3% 18.8% 24.6% 6.4%

東京都 62 64.3% 87.2% 45.0% 2.8% 9.1% 0.1% 20.3% 44.6% 13.3%

奈 県 58 55.8% 72.1% 42.9% 1.6% 7.8% 0.3% 20.1% 27.3% 10.2%

県 37 46.3% 63.3% 31.7% 0.5% 1.2% 0.2% 16.6% 26.5% 8.9%

山県 15 45.6% 50.3% 29.6% 1.0% 1.6% 0.2% 15.6% 19.1% 9.1%

県 19 51.4% 59.9% 25.5% 0.8% 1.7% 0.3% 18.1% 30.0% 8.6%

福 県 17 45.0% 52.1% 34.5% 1.2% 3.3% 0.3% 15.3% 19.5% 6.8%

山 県 27 50.6% 74.3% 37.8% 1.3% 3.9% 0.1% 17.5% 25.6% 9.4%

長野県 77 49.6% 70.3% 32.8% 1.3% 15.8% 0.4% 18.3% 23.4% 7.8%

県 42 46.7% 52.5% 34.8% 1.7% 6.4% 0.4% 16.3% 24.1% 6.8%

静岡県 43 48.9% 68.0% 38.4% 1.6% 4.7% 0.3% 19.8% 26.5% 9.6%

県 69 52.7% 80.5% 32.9% 2.2% 6.7% 0.7% 20.3% 29.7% 9.9%

県 29 51.5% 67.0% 35.1% 1.7% 3.6% 0.3% 17.0% 23.6% 7.3%

県 19 48.2% 58.2% 36.4% 1.4% 3.6% 0.4% 17.6% 24.4% 5.8%

京都府 36 57.7% 73.1% 39.6% 1.7% 4.9% 0.2% 18.0% 23.4% 4.2%

大阪府 72 57.0% 82.4% 44.5% 1.7% 12.6% 0.3% 18.6% 26.6% 6.4%

県 49 54.0% 76.4% 38.3% 1.4% 6.9% 0.3% 18.5% 25.0% 8.1%

奈良県 39 49.1% 79.7% 34.7% 0.6% 1.6% 0.0% 16.4% 22.9% 5.5%

山県 30 52.6% 76.1% 42.0% 0.5% 0.7% 0.1% 16.4% 19.8% 8.0%

県 19 48.3% 55.1% 33.4% 0.6% 1.0% 0.2% 18.0% 21.9% 7.8%

島 県 19 50.9% 77.3% 37.6% 0.8% 1.9% 0.3% 18.7% 25.4% 12.2%

岡山県 30 52.7% 63.5% 43.0% 0.9% 1.7% 0.1% 19.3% 27.1% 9.8%

島県 30 56.3% 72.9% 48.2% 1.2% 2.5% 0.4% 21.2% 27.2% 12.5%

山口県 19 57.4% 69.4% 53.0% 0.8% 1.3% 0.1% 20.9% 24.2% 9.7%

島県 24 53.1% 70.1% 42.5% 0.5% 1.9% 0.2% 17.2% 24.4% 6.8%

県 17 53.6% 66.5% 42.8% 0.7% 2.2% 0.4% 18.6% 27.0% 11.0%

県 20 56.3% 70.7% 46.8% 0.6% 4.0% 0.1% 19.3% 23.0% 11.4%

高 県 34 57.8% 73.7% 46.9% 0.4% 2.3% 0.1% 18.1% 21.0% 7.8%

福岡県 72 56.5% 77.4% 35.7% 0.9% 2.5% 0.1% 23.1% 34.5% 10.7%

県 20 45.7% 51.0% 34.1% 0.5% 1.0% 0.1% 19.9% 24.7% 10.1%

長崎県 21 54.0% 67.1% 40.1% 0.6% 1.2% 0.1% 21.5% 26.4% 12.5%

熊本県 49 51.4% 67.3% 38.6% 0.5% 1.6% 0.1% 21.7% 29.5% 9.1%

大 県 18 55.9% 63.0% 48.3% 0.7% 3.0% 0.0% 21.3% 24.7% 13.0%

宮崎県 26 56.1% 67.1% 45.2% 0.3% 0.8% 0.1% 23.0% 25.5% 12.0%

鹿児島県 43 59.6% 76.3% 52.2% 0.4% 1.3% 0.0% 24.6% 47.4% 13.5%

沖縄県 41 47.8% 78.3% 36.0% 0.8% 4.8% 0.2% 23.2% 45.3% 13.8%

：

注：市 町村 は 定都市 東日本大 福島 た
福島県 町村（ 岡町 大熊町 町 町 村 村） は福島県 市町村

人口 値（ ）

人人口
市

町村
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．わが国の保健 サー スへの ク スからみた地域差 

（人口密度との関係） 
わが国の保健 サー ス 設までの距離について、「住 地統計調査」より 人デイ

サー ス ンター、保育所、 関からの距離が 500 ートル の世帯割合を、市区

町村、都道府県別 め、そのばらつき具合をまとめてみた。 3 はばらつき具合を地域の都

市化の 度を示す人口密度（「国勢調査」（2015 年）の数 をマッチング）を にしてまと

めたものである。 
まず、 人デイサー ス ンターからの距離が 500 ートル の世帯割合は、市区町

村別では、最大 が 100.0 、最小 が 0.0 、平均 36.4 であり、分 は 5.2 である。

都道府県別では、最大 が 72.0 、最小 が 23.8 、平均 38.9 であり、分 は 1.3 で

ある。よって、市区町村の方が都道府県よりも、 人デイサー ス ンターへの ク スの

度の地域差が大きい。 3 より、人口密度との関係でみた市区町村の分布（ りつ した

い点）を見ると、人口密度が大きな地域ほど、この割合が高いという大まかな傾向が見ら

れる。市区町村の人口密度の単 平均（2,284 人）、 人デイサー ス ンターから 500
ートル 世帯割合の単 平均（36.4 ）を基準にして見ると、 者が高い部分、低い部分

に市区町村が分布している。人口密度は平均よりも低いが、 人デイサー ス ンターへの

ク スは平均よりも良い市区町村も見られるが、その はあまり見られない。都道府県別

の分布（ きの い点）を見ると、市区町村よりも分布の が い形になっている。 
次に、保育所からの距離が 500 ートル の世帯割合は、市区町村別では、最大 が

96.1 、最小 が 0.0 、平均 26.8 であり、分 は 4.4 である。都道府県別では、最大

が 76.6 、最小 が 14.2 、平均 28.9 であり、分 は 1.4 である。 人デイサー

ス ンターの場合と同様に、市区町村の方が都道府県よりも、保育所への ク スの 度の

地域差が大きい。 3 より、人口密度との関係でみた市区町村の分布（ りつ した い

点）を見ると、 人デイサー ス ンターの場合よりも明確に、人口密度が大きな地域ほど、

この割合が高いという傾向が見られる。市区町村の人口密度の単 平均（2,284 人）、保育

所から 500 ートル 世帯割合の単 平均（26.8 ）を基準にして見ると、 者が高い部

分、低い部分に市区町村が分布している。人口密度は平均よりも低いが、保育所への ク

スは平均よりも良い市区町村もある 度見られるが、その はあまり見られない。都道府県

別の分布（ きの い点）を見ると、 人デイサー ス ンターの場合と同様に、市区町

村よりも分布の が い形になっている。 
そして、 関からの距離が 500 ートル の世帯割合は、市区町村別では、最大

が 100.0 、最小 が 0.0 、平均 45.5 であり、分 は 5.9 である。都道府県別では、

最大 が 86.0 、最小 が 30.1 、平均 48.5 であり、分 は 1.5 である。 人デイサ

ー ス ンターの場合と同様に、市区町村の方が都道府県よりも、 関への ク スの

度の地域差が大きい。 3 より、人口密度との関係でみた市区町村の分布（ りつ した

い点）を見ると、 人デイサー ス ンターの場合よりもさらに明確に、人口密度が大き 
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な地域ほど、この割合が高いという傾向が見られる。市区町村の人口密度の単 平均（2,284
人）、 関から 500 ートル 世帯割合の単 平均（45.5 ）を基準にして見ると、 

者が高い部分、低い部分に市区町村が分布している。しかも、 関まで 500 ー

トル の世帯割合が高い市区町村が く分布する形になっている。人口密度は平均より

も低いが、保育所への ク スは平均よりも良い市区町村もある 度見られるが、その は

ほとんど見られない。都道府県別の分布（ きの い点）を見ると、 人デイサー ス

ンターの場合よりも、市区町村よりも分布の が い形になっている。 
これらの結果から、人口密度の高い地域ほど、 人デイサー ス ンター、保育所、

関への ク スが良い世帯割合が高い傾向が見られる。こうした地域は都市的な地域で

あり、そうでない地域では、これらのサー スへの ク スは良くない傾向があるといえる。

ただし、人口密度が低くても、これらのサー スへの ク スが良い地域も見られる。人口

が少ない地域で、保健 に力を れている地域であると われる。 
 
（ 家率との関係） 
 4 は、都道府県、市区町村別の 人デイサー ス ンター、保育所、 関からの距

離が 500 ートル の世帯割合を、「住 地統計調査」で代表的な指 である 家率と

の関係をまとめたものである。 
まず、 人デイサー ス ンターからの距離が 500 ートル の世帯割合と 家率と

の関係を見ると、 ち家率が高い地域ほど、この割合は低下するという 下下がりの分布と

なっている。特に、市区町村の分布（ りつ した い点）のほうが、都道府県の分布（

きの い点）よりも い。 
次に、保育所からの距離が 500 ートル の世帯割合と 家率との関係も同様の傾向

が見られる。ただし、市区町村で見た場合に、 家率が低く、保育所からの距離が近い世帯

割合が高い地域は、分布がまだらになっている。一方で 家率が高く、保育所からの距離が

近い世帯割合が低い地域は、 人デイサー ス ンターの場合よりも密集した分布となっ

ている。 
そして、 関からの距離が 500 ートル の世帯割合と 家率の関係も同様の傾

向であるが、分布は の り上の方に位置する形となっている。つまり、おおむ 関

から近い世帯割合は、 人デイサー ス ンターや保育所より若干高くなる傾向にある。ま

た、こうした分布から外れる市区町村が他の保健 サー スよりも くなっている。 
これらの結果から、 ち家率がむし 低い地域ほど、 人デイサー ス ンター、保育所、

関への ク スが良い世帯割合が高い傾向が見られる。都市的な地域では 住

が いという 情を反映しているものと考えたれる。 
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（保健 サー ス相 間の関係） 
 5 は、 人デイサー ス ンター、保育所、 関への ク スが良い世帯割合の相

の関係を市区町村、都道府県別の分布としてまとめたものである。基準として、 人デイ

サー ス ンターから 500 ートル 世帯割合を用いた。 

 
 まず、 人デイサー ス ンターから 500 ートル 世帯割合と保育所から 500 ー

トル 世帯割合の組み合わせで見た市区町村の分布を見ると、前者が高いほど後者も高

：
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い形で市区町村が分布している。 者それぞれの単 平均である、36.4 、26.8 を基準と

して分けた区分で見ると、 者とも高い地域、低い地域に市区町村が く分布している。都

道府県の分布は市区町村の分布の に まる形で、市区町村と同様の形で分布している。 
 次に、 人デイサー ス ンターから 500 ートル 世帯割合と 関から 500
ートル 世帯割合の組み合わせで見た市区町村の分布を見ても同様の傾向が見られる。

ただし、後者の平均が 45.5 であるため、分布は の上方に位置する形となっている。

者それぞれの単 平均である、36.4 、45.5 を基準として分けた区分で見ても、 者とも

高い地域、低い地域に市区町村が く分布している。いずれか一方のみが高い地域の分布は

少ないが、この分布傾向から外れる市区町村の分布が 少見られる。まや、都道府県の分布

も市区町村の分布の に まる形で、市区町村と同様の形で分布している。 
これらの結果から、 人デイサー ス ンターへの ク スが良い地域ほど、保育所、

関への ク スも良いという傾向が見られる。 
 
．考察 

わが国は、人口及び保健 ク スに地域差がある。特に都道府県より市区町村で見た

場合の地域差が大きい。このことは保健 分 での政 ミ ー ンを行う場合、全

国を単位としたものに加え、地域差を考慮した を設定する必要があることを意

する。 
人口について言えば、人口 加が されている大都市圏でも人口が 少している市区

町村がある。その一方で、人口 少地域でも人口 加を できている市区町村がある。高

化が んでいる地域でも、高 化率が低い市区町村が し、高 化が相対的に んでい

ない大都市圏でも高 化率がすでに高くなっている市区町村が する。大都市圏と非大

都市圏で、人口が 少または 加 、高 化率が高いまたは低いという 設定が可

能である。 
保健 サー スへの ク スでは、人口密度が高い都市的な市区町村ほど、 人デイサ

ー ス ンター、保育所、 関への ク スが良い世帯割合が高い。 人デイサー ス

ンターへの ク スが良い世帯割合が高い市区町村ほど、保育所や 関への ク

スが良い世帯割合が高い。人口密度が低い市区町村でも、こうしは保健 サー スへの

ク スが良い地域もある。これより、保健 サー スの ク スの として、 都

市的で、保健 サー スへの ク スが良い地域、 都市的でなく、保健 サー スの

ク スが良くない地域、 都市的ではないが、保健 サー スへの ク スが良い地域、

が設定できよう。このほかに、世帯構 、転居の 度、外国人人口の割合を に加

することができるであ う。 
このように、保健 サー スに関する政 ミ ー ンの 設定には、ある

度パターン化させることが可能である。これを現 的なものにするには、市区町村別など

の地域差の傾向を検討することが必要であ う。
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1 こうした分析例として、小 （2017） 。 
2 本研究では、政府統計の データのみを用いた。そのため、法令に基づく 続きは不

要であり、またデータの 、流出等に基づく問題も生じ得ない。よって 理的な問題は

発生しなかった。 
3 東日本大 ・ 第一原子力発 所の の影響により調査時点で居住が制限されて

いた 県の一部の町村（ 岡町、大 町、 葉町、 江町、 村、 村）を く。 
 
 
（ 考 ） 
小 （2017）「日本 龄化的地区差 和社区综合护理体系」『社会政 研究』2017 年

第 6 期、中国 政 社、pp.3-14. 
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外国人受入れ拡大による社会保障財政影響
シミュレーションに関する基礎的研究

石井　太・小島 克久・是川　夕

1 はじめに
わが国は現在、先進諸国の中でも極めて低い出生水準となっており、また、このような
低水準出生率の継続が見込まれることから、今後、恒常的な人口減少過程を経験するもの
と見られている。さらにこれに加え、平均寿命は国際的にトップクラスの水準を保ちつ
つ、なお延伸が継続しており、少子化と長寿化が相俟って、他の先進諸国でも類を見ない
ほど急速に人口の高齢化が進行するものと見られている。国立社会保障・人口問題研究所
の「日本の将来推計人口（平成 29年推計）」(国立社会保障・人口問題研究所 2017)によ
れば、2015年に 1億 2,709万人であった日本の総人口は今後一貫して減少し、出生中位・
死亡中位仮定によれば 2065年には 8,808万人まで減少すると見込まれる。また、65歳以
上人口割合は 2015年の 26.6%から上昇を続け、同じく出生中位・死亡中位仮定によれば
2065年には 38.4%と概ね４割の水準に到達することが見込まれるのである。
わが国ではこれまで、外国人人口受入れに関しては比較的保守的な政策を採ってきたこ
とから、これら少子・高齢化がもたらす問題の解決策としての外国人人口受入れに関する
本格的な定量分析が十分に行われてきたとは言い難い状況にある。このような分析を行っ
た先行研究として、著者らの一部は石井・是川 (2015)との研究を行ったが、そこで用い
た手法はやや機械的な複数の前提条件の下でシミュレーションを行ったものであった。そ
こで、筆者らはこれを発展させ、より現実的な外国人受入れ政策に対応した影響を考察す
る観点から、介護労働者の受入れのシナリオについて諸外国の例などを参考により具体的
に設定し、外国人介護労働者の受入れが将来の人口変動及び公的年金財政に与える影響を
定量的シミュレーションにより評価する研究を行った (石井［等］ 2018)。また、本研究
の先行事業では、外国人介護労働者の社会保険加入シナリオについて新たに「特定技能 1

号」にどのような社会保険が適用されるかについても考慮を加えた設定を行うとともに、
移民女性の定住化の影響を考慮し、受入れ外国人女性の滞在期間に応じて出生力水準が変
動したとした場合の外国人女性の出生率推計モデルを構築し、将来人口への影響及び公的
年金財政影響に関するシミュレーションを行った (石井［等］ 2020)。
本研究は、これらの先行研究をさらに発展させる観点から、石井［等］ (2020)におけ
る研究成果をまとめ直すとともに、新たに検討が必要な課題等について整理することを目
的とした基礎的な研究である。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月
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2 先行研究とこれまでの研究成果
移民は、通常、貧しい国から経済的に発展した国へ向かうことから、受入れ国における
財政影響がしばしば問題とされる。移入者は公的援助を必要としたり、子どもへの教育費
用がかかることから、非移入者の税負担増を招くのではないかという議論がある一方で、
高齢化を緩和し、年金の負担を軽減するのではないかという議論もある。一般に、多くの
移入者は負担をするとともに受益もあることから、ネットでの財政影響が問題となる。こ
のような外国人受入れに関して影響評価を行った人口学分野での代表的な先行研究として
Lee and Miller (1997)が挙げられる。Lee and Miller (1997)では、移入者の受益・負担
に関する年齢プロファイルを世代毎に推定し、長期的な人口プロジェクションと組み合わ
せることにより、追加的移民に関する影響を評価している。Lee and Miller (1997) の研
究の対象は公的年金に限らず、全ての受益と負担であるが、長期的な人口シミュレーショ
ンを用いて移民の影響を評価するという点は本研究と共通している。特に、年金財政への
評価に関し、このようなアプローチはアクチュアリアル（年金数理的）な財政影響評価法
とも共通性があるものと考えられる。公的年金の財政をアクチュアリアルに評価するもの
の代表例は厚生労働省が行っている財政検証（旧財政再計算）(厚生労働省年金局数理課
2015)であるが、財政検証では人口プロジェクションを基礎データとして用いており、人
口シミュレーションとの親和性が高い。
一方、わが国に外国人を受け入れとした場合の公的年金への影響に関する先行研究とし
ては様々な角度のものがあり、外国人の社会保障制度上の取扱いについて制度面からアプ
ローチした高藤 (2001)や、経済理論面からのアプローチしたものとして、公的年金と移
民受入れに関して移民の経済厚生格差への影響を評価した上村・神野 (2010)などが挙げ
られるが、本研究に関しては、シミュレーションやモデル等を活用した定量的な財政影響
評価、特にアクチュアリアルなアプローチを用いて財政影響評価を行ったものがより直接
的な先行研究といえよう。
公的年金に関してその財政をアクチュアリアルに評価するものの代表例が財政検証であ
ることは先述の通りであるが、学術分野においても公的年金財政をアクチュアリアルなア
プローチを用いて評価した先行研究は多数存在する。山本 (2010b) はそれらに関する包
括的なレビューを行ったものであるが、OSU モデルを提案した八田・小口 (1999)や財政
検証のプログラムを応用した山本 (2010a)や山本 (2012)などが代表的なものとして挙げ
られる。
また、公的年金財政への影響を念頭に、外国人の移入などを変化させた場合の長期的な
将来人口の動向、特に老年従属人口指数に与える影響を分析したものとして石井 (2008)

が挙げられる。これをさらに具体化し、わが国に外国人労働者を受け入れたとした場合の
長期的な将来人口の動向をシミュレーションするとともに、その公的年金等に与えるマク
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ロ的な財政影響を定量的に評価したのが石井［等］ (2013)であり、さらに国際人口移動
に関してより幅広い選択肢を設定し、それらに対応する外国人女性の出生パターンの違い
を考慮して評価を行ったものが石井・是川 (2015)である。
一方、石井［等］ (2018)は、外国人の受入れについてやや機械的に複数の前提条件を設
定し、シミュレーションを行って財政影響を評価した石井・是川 (2015)とは異なり、よ
り現実的な外国人受入れ政策に対応した影響を考察する観点から、介護労働者の受入れを
対象とし、諸外国の例などを参考に具体的なシナリオを設定して介護労働者の受入れが将
来の人口変動及び公的年金財政に与える影響を定量的シミュレーションにより評価したも
のである。
ところで、このシナリオにおいては、受け入れた外国人女性労働者が長期的に日本に滞
在することが想定されているが、このような滞在期間の長期化が、受け入れ外国人女性の
出生力水準の変化を通じて、将来人口や公的年金財政に与える影響は明示的には考慮され
ていない。しかしながら、Korekawa (2017)によれば、日本における外国人女性の出生力
は日本への国際移動前後で先送りした出生を取り戻す効果（追いつき効果）により急上昇
する傾向が見られる一方で、移動直後は日本社会への適応途上にあることから出生力の水
準自体は低く、その後、５年程度の居住期間を経る中で出生率は安定することが明らかに
されている。
石井［等］ (2020)は、以上の点を踏まえ、移民女性の定住化の影響を考慮し、受入れ
外国人女性の滞在期間に応じて出生力水準が変動したとした場合の外国人女性の出生率推
計モデルを構築し、将来人口への影響及び公的年金財政影響に関するシミュレーションを
行ったものである。そこで、まず次節において、石井［等］ (2020)で行った外国人介護
労働者受入れシナリオの検討結果について整理する。

3 外国人介護労働者受入れシナリオの整理
3.1 外国人介護労働者受入れのメリットとデメリット

OECD加盟国（特に EU地域）では、わが国と同じように高齢化が進み、介護ニーズ
も増大している。介護人材の確保ルートとして、国内での人材確保の他、外国人介護労働
者の受入れがある。国や地域による違いはあるが、外国人介護労働者が相当な数や割合で
存在する。その受入れにはさまざまな仕組みがあり、EUでは域内の労働力移動は自由で
あるが、域外からの介護労働者移動に対しては、国による受入れの仕組みに違いがある。
また、カナダ、イスラエル、台湾では受入れの仕組みが整っているが、カナダは永住権取
得のオプションがある一方で、イスラエルや台湾は、最長の滞在期間がある一時的な労働
者としての受入れである *1。

*1 これについての詳細は、小島 (2015a)、小島 (2016)でまとめたところである。また、台湾の外国人介護
労働者（以下、「外籍看護工」）については、小島 (2015b)を参照。現在「外籍看護工」は最長で 14年ま
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外国人介護労働者を受け入れるメリットとして、「介護人材の確保」がある。その他の
社会経済的な影響について、Lamura et al. (2013)では、マクロ（国や国際社会）、メゾ
（家族や介護事業所）、ミクロ（介護労働者）別にメリットと課題を論じて表にまとめてい
る。ただし、社会保障、特に医療や年金の社会保険財政に関する影響は明示されていな
い。そこで、この表に社会保障（年金財政を含む）に関するメリットやデメリットを加え
たものが表 1である。

表 1 介護労働者が国際移動することによるメリットと課題（対応のレベルと関係者別）

表 1をみると、マクロレベルでのメリットとして、受入れ国での介護労働者不足の解消
や彼らの育成コストの節約、送り出し国にとっては、受入れ国で得た賃金の一部送金、送
り出した介護労働者が帰国した際の介護サービス水準の向上などが期待できる。社会保障
に関する面では、受入れ国での税や社会保険料の収入増加、特に年金財政における収入の
増加や年金基金の積立金の増加が期待できる。また送り出し国では、将来におけるかつて
の受入れ国からの年金受け取りが期待できる (内需の維持)。一方で課題として、受入れ国
では、彼らの社会への適応の支援の他、介護技能のスキルアップや補充訓練のニーズがか
えって大きくなる。それに加えて、社会保険未加入に伴う、疾病時の医療費が自己負担に
なることによる受診抑制、年金未加入の結果としての年金受給権が得られないことがあげ
られる。特に後者は、高齢期の貧困につながる。その一方で、送り出し国での人材枯渇も
ある (特に送り出し国に戻らない場合)。これに加えて、受入れ国で不況になったときに、
外国人介護労働者が失業した場合に失業給付が増える、将来彼らが年金受給権を得ると年
金の支出が増える、という課題も考えられる。
メゾレベル（家族や介護事業所）、ミクロレベル（個人）の両方を見ても、マクロレベ

で滞在可能である。
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ルと関係が深い内容でのメリットや課題がある。特に、外国に移住した介護労働者個人に
とっては、高い賃金、高度な介護技術の習得の他、将来の年金受給権を得ることができる。
一方で、移住した先での社会的な適応などの課題が考えられる。
このように、介護労働者が国際移動することには、社会のさまざまなレベルで、メリッ
トや課題が考えられ、マクロレベルを中心に社会保障、特に年金財政への影響も考えられ
る（表 1）。

3.2 わが国で本格的に外国人介護労働者を受け入れる場合のシナリオ

3.2.1 外国人介護労働者受入れと外国人への社会保障の適用
わが国では、これまでは外国人介護労働者を受け入れるための専用の仕組みは、EPA

による枠組みを除いてほとんど存在していなかった。例えば、外国人がわが国の大学で介
護や福祉を学び、資格を取っても、介護人材としての就労が難しかった*2 。2016年 11月
に「出入国管理及び難民認定法」が改正され、介護業務に従事する外国人の受入れを図る
ため，介護福祉士の国家資格を有する者を対象とする新たな在留資格として「介護」が設
けられることになり、平成 29年 9月から施行された。また、「外国人の技能実習の適正な
実施及び技能実習生の保護に関する法律」も改正されるとともに、「産業競争力の強化に
関する実行計画」（2015年版（平成 27年２月 10日閣議決定）等）に基づいて、外国人技
能実習制度に「介護」分野が追加されることになった *3。在留資格「介護」では長期の居
住が可能である (最長 5年、在留状況に問題がなければ在留期間の更新回数に制限なし)。
また、外国人技能実習制度での滞在期間が最長 5 年間になったが、より長期の定住がで
きる資格での再来日も考えられる。さらには、2018年 12月の「出入国管理及び難民認定
法」の改正により、2019年 4月から在留資格「特定技能」での外国人受入が可能となっ
た。特に介護分野では「特定技能 1号」（特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験
を必要とする技能を要する業務に従事する外国人）での受入対象となり、最長で 5年間の
居住が可能となった*4。そのため、わが国での長期間の居住を前提とした外国人介護労働

*2 もっとも、「日本人の配偶者」などの他の在留資格でわが国に居住し、介護の仕事に従事することは可能
であると考えられる。

*3 制度改正の詳細は、それぞれ以下を参照。
「出入国管理及び難民認定法」改正
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri05 00010.html 　（2017 年 2 月
10日閲覧）
平成 28年入管法改正について
http://www.immi-moj.go.jp/hourei/h28 kaisei.html(2018年 2月 27日閲覧)

外国人技能実習制度への介護職種の追加について
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000147660.html　（2017年 2月 10日閲覧）
外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（技能実習法）について
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000142615.html　（2017年 2月 13日閲覧）

*4 在留資格「特定技能」の詳細は以下を参照。
新たな外国人材の受入れ及び共生社会実現に向けた取組（在留資格「特定技能」の創設等）
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri01 00127.html
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者の受入れが進み始めていると言える。
一般に外国人を受け入れる場合、労働条件はもとより、住居、子どもの教育などの様々
な面での社会的サポートが必要になる。社会保障の面では外国人に制度をどう適用するか
が重要になる。わが国の社会保障制度は、1981年の「難民の地位に関する条約」の批准
に合わせて、国内法の国籍要件の撤廃などの整備が行われた。そのため、原則として、日
本人と同様に制度が適用される。例えば社会保険制度では、被用者の場合、「常用的雇用
関係」があれば、外国人も医療保険（組合健保、協会健保など）や年金保険（厚生年金）
などに加入する。被用者以外の場合、「住所を有する者」であれば、国民健康保険や国民
年金などに加入する*5 。なお、「特定技能 1号」で介護人材を受け入れる場合でも、『特
定技能雇用契約及び一号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令』の第 2条におい
て、特定技能雇用契約の基準として「労働、社会保険及び租税に関する法令の規定を遵守
していること。」とされている*6。
このように外国人介護労働者を本格的に受け入れる場合、日本人と同様に医療や年金な
どの社会保険に加入する。そのため、その影響（特に保険財政）は相当な規模であると考
えられる。

3.2.2 外国人介護労働者受入れシナリオ（男女・年齢などの基本属性の設定）
外国人介護労働者の受入れと年金財政への影響に関するシミュレーションを行う場合、
外国人介護労働者としてどの国から、どのような人々（性、年齢）を受け入れるかをまず
設定する必要がある。まず、外国人労働者の送り出しの地域として、わが国が EPAです
でに門を開いており、諸外国に多くの介護労働者を送り出しているフィリピンやベトナム
といった東南アジアというシナリオを設定する（出生率などの想定でさらに具体的な国を
設定）。
次に、外国人介護労働者の男女・年齢の属性であるが、男女別では女性が多いと言われ
ている。例えば台湾の「外籍看護工」の場合、2015年で 99.4％が女性であり、年齢構成
も 25～34歳が 47.6％を占める（労働部「外籍労工管理及運用調査」による）。これより、
本論文のシミュレーションでは、外国人介護労働者を受け入れる場合、全員が女性で、結
婚・出産をすることが多い年齢での者が多くなる、というシナリオを設定する。
そして、外国人介護労働者の配偶関係であるが、カナダの外国人介護労働者についての
分析によると、1993年から 2009年にかけてカナダに来た住み込みでの外国人介護労働者
（Live-in-Caregiver）の約 66％が未婚者であり、有配偶者は約 30％である (Kelly et al.

2011)。これより、石井［等］ (2020)では、外国人介護労働者は未婚者が半数、母国に配
偶者がいる者も半数というシンプルなシナリオを設定した。前者の場合、その後日本人男

*5 外国人へのわが国の社会保障制度適用の経緯については、社会保障研究所 (1991)、手塚和彰 (1999)、高
藤 (2001)）を参照。

*6 『特定技能雇用契約及び一号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令』は以下を参照。
http://www.moj.go.jp/content/001288310.pdf

- 262 -



性と結婚すると仮定する。後者の場合、家族の呼び寄せができるか否かも重要である。カ
ナダでは定住権を得るまでは、家族の呼び寄せは事実上不可能であり、台湾でも家族の呼
び寄せはできない。ただし、わが国で定住を前提に外国人介護労働者を受け入れる場合、
このような制限は現実的ではない。そこで、有配偶者である外国人介護労働者は、日本に
来たその後で配偶者（夫）を呼び寄せるというシナリオとした。

3.2.3 外国人介護労働者受入れシナリオ（就業状態と社会保険加入）
諸外国の外国人介護労働者受入れ制度では、家庭での介護労働者の雇用主の義務とし
て、医療保険、雇用保険などへの加入（カナダ）、国民保険への加入（イスラエル）、全民
健康保険などの社会保険加入（台湾）、がある。しかし、多くの国や地域では短期の滞在が
前提となっており、年金制度への加入が明確でなかったり、加入率が低かったりする *7。
わが国で外国人介護労働者を定住前提で受入れる場合、社会保険、特に年金制度への加入
は当然に行われるべきものと考えられる。
わが国では年金制度への加入は、雇用形態により異なってくる。大まかに言えば正規雇
用の場合は厚生年金、非正規雇用の場合は国民年金である。
そもそも、わが国の介護労働者の就業形態などがどのようになっているかを、介護労働
安定センター「平成 27年度介護労働実態調査」でみてみよう。介護労働者が勤務する介
護事業所は、従業員規模 19 人以下の事業所が 55.1 ％を占め、小規模な事業所が半数を占
める。従業員の就業形態をみると、介護サービス従事者のうち、正規職員は 53.7 ％、非
正規職員は 45.7 ％であり、正規雇用、非正規雇用が半数ずつ存在する*8 。
外国人に限らず労働者を雇用するときにどのような雇用形態をとるかは、最終的には経
営者の判断となる。一方で、雇用される労働者に社会保険制度への理解が十分でない場
合、非正規雇用でもよいと考える場合があり得る。特に外国人の中で、わが国の言語や社
会事情に関する理解が不十分な場合、わが国の社会保険に関する情報を得る機会が十分で
なかった、こうした情報を提供するソーシャルワーカーなどの福祉関係者との信頼関係が
十分でなかった、という状況に陥ることも考えられる。その結果、正規雇用されて厚生年
金が適用されるべきところが、非正規雇用で国民年金の適用になる場合、または社会保険
そのものに加入しない場合が考えられる。
なお、国によってはわが国と社会保障協定を結んでいる場合がある。これは人的な国際
移動の促進、年金などの二重加入を解消するための仕組みであり、2018年 8月現在ではア
メリカ合衆国やフィリピンなど 18カ国で発効済みであり、中国など 3 カ国で署名済みで
ある。こうした協定を結んだ国では、わが国の滞在が短期（5年未満）の場合、わが国の
社会保険の加入が免除される。フィリピンは介護労働者を世界的な規模で送り出している

*7 台湾の「外籍看護工」の場合、全民健康保険（医療保険）の加入率は 95.5％であるが、労工保険（年金保
険に相当）の加入率は 2015年で 25.8％にとどまる（労働部「外籍労工管理及運用調査」による）。その
他、「外籍看護工」の現状については小島 (2017)参照。

*8 ただし、訪問系介護サービス従事者になると 60.9％が非正規雇用である。
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が、ここでは滞在 5年以上の長期になると仮定するので、この協定の影響は考慮しない。
これらをもとに考えると、シミュレーションのための外国人介護労働者の就業形態と年
金加入のオプションとして、(1)正規雇用で厚生年金に加入、(2)非正規雇用で国民年金に
加入、のふたつが考えられることから、石井［等］ (2020)では、（A）(1)だけが起きる、
（B）(1)と (2)が 50％ずつの確率で起きる、というシナリオを想定した。また、有配偶
の外国人介護労働者に呼び寄せられる配偶者（夫）については、企業などに雇用され、厚
生年金に加入するものとした。そして、このシナリオをもとに、出生率などの人口の面で
のパラメータの設定、年金財政のシミュレーションのための設定を行い、外国人介護労働
者の本格的な受入れに伴う年金財政への影響に関するシミュレーションを行ったところで
あり、本シナリオは、今後、行われる新たな将来人口・社会保障シミュレーションにおい
ても、基本的な想定として利用できるものと考えられる。

4 シミュレーションの方法論に関する問題点整理
次に、シミュレーションを行うための方法論についての問題点を整理する。石井［等］

(2020)で行ったシミュレーションの全体構成は図 1に示すとおりであり、将来の人口シ
ミュレーションを行う「人口ブロック」と年金制度（厚生年金・国民年金）への評価を行
う「年金ブロック」から成る。人口ブロックでは、外国人受入れに関するシナリオ設定と
ともに、外国人人口の長期シミュレーションを実行する。年金ブロックでは、人口ブロッ
クで推計された人口に基づき給付費推計を行い、全体の収支計算を実行する。

図 1 全体構成

出所：筆者作成
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4.1 人口ブロック

石井［等］ (2020)では、外国人受入れに関する将来人口の変化については、国立社会
保障・人口問題研究所 (2012)の「日本の将来推計人口」（平成 24年推計）の仮定値及び
推計結果を利用した。これは、石井［等］ (2020)では年金財政のシミュレーションにお
いて、平成 26年財政検証を基礎としていたことによっている。一方、財政検証について
は、新たに、令和元年財政検証が公表されており (厚生労働省年金局数理課 2020)、ここ
では、基礎となる将来推計人口として国立社会保障・人口問題研究所 (2017)の「日本の
将来推計人口」（平成 29年推計）が用いられていることから、新たなシミュレーションで
は、この平成 29年推計をベースとすることが必要となる。
また、石井［等］ (2020)では、これにさらに以下のような前提の下に外国人労働者を
政策的に受け入れたとして将来人口の仮想的シミュレーションを実行した。
まず、シナリオ設定において、外国人介護労働者として女性外国人の受入れを想定した
ことから、シミュレーションにおいては毎年 10万人の女性外国人労働者が移入するもの
とした。この規模については韓国の雇用許可制などを参考にした石井［等］ (2013)、石
井・是川 (2015)と同じものとした。また、年齢分布については、「日本の将来推計人口」
（平成 24年推計）における 18～34歳の外国人入国超過年齢分布を利用した。また、女性
外国人労働者のうちの半数は未婚で入国する一方、残りの半数は有配偶で家族呼び寄せを
行うシナリオとしたことから、有配偶者については配偶者と子とともに入国するとしてシ
ミュレーションを行う。このため、毎年 5万人の男性が有配偶女性と同時に移入するとと
もに、子どもの帯同については、平成 24年推計の外国人入国超過年齢分布を用い、女性
の 18～34歳労働者に相当する 17歳以下の男女入国者数を設定した。これらについては、
新たなシミュレーションにおいても、考え方はそのままで、基礎となる人口を平成 29年
推計に置き換えることにより、シミュレーションを実行することが可能である。
次に、石井［等］ (2020)では外国人女性の出生力について、以下のような仮定を置い
た。Korekawa (2017) によれば、外国人女性の出生力は来日直後には低く抑えられてい
るものの、その後、居住期間の長期化に伴う社会的適応によって上昇することが明らかに
されている。また、同研究では外国人女性の出生力は日本人女性の出生力からの格差とし
て表すことが出来ることが示されている。　本稿では同研究において行われた多変量解析
（プロビット推定）から、国籍による効果、及び居住期間の長期化（５年以上）による効
果を抽出し、それを基準値としての日本人女性の出生力に加味するという外国人女性の出
生率推計モデルを構築し、外国籍女性の出生力を求めた 。
その際、外国籍女性の出生力として用いたのは日本に居住する中国籍女性の出生力であ
る。その理由は、中国籍人口は現在、日本において最大の外国籍人口で有り、またその増
加ペースも依然として早く、今後もマジョリティとしての位置を占め続けると考えられ
る。また、同国籍人口の移住過程は経済的動機に基づく者が多く、今後、アジアの多くの
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国・地域からの移民がたどる移住過程を代表しているといえる。更に、中長期的な推移を
求めるに当たっては、Korekawa（2017）において明らかにされた日本人女性と外国籍女
性の出生力の関係が持続すると仮定し、「日本の将来推計人口」（国立社会保障・人口問題
研究所 2017）の出生力・中位仮定に沿って推移すると仮定した。
具体的には、ASFRf,age,y: 外国人 (f)の年齢 age、年次 y の年齢別出生率について、
居住期間 5年未満の場合、

ASFRf,age,y = Φ
{
Φ(ASFRj,age,y)

−1 + F + (FAge · age2) + (FMg · γage)
}

居住期間５年以上の場合、

ASFRf,age,y = Φ
{
Φ(ASFRj,age,y)

−1 + F + (FAge · age2) + (FMg · γage) + STL + STMg · γage

}

である*9。ここで、
ASFRj,age,y: 日本人 (j)の年齢 age、年次 y の年齢別出生率
γage: 年齢 ageにおける有配偶率（2015年国勢調査の値（総人口）で固定）
F : 外国人の効果 (主効果）
FAge:外国籍女性に固有の年齢効果（追加的効果）
FMg:外国籍女性に固有の有配偶効果（追加的効果）
STL:居住期間長期化（５年以上）の効果（主効果）
STMg: 居住期間長期化（５年以上）の有配偶者に固有の効果（追加的効果）
であり、F , FAge, FMg, STL, STMg は Korekawa (2017)による。

図 2 外国人出生率

出所：筆者推計

*9 この合計出生率は全女性に対する率であることから、有配偶者については 50歳時未婚率の補数で除して
有配偶出生率に換算した率を用いる。ただし、日本におけるフィリピン人女性の 50歳時未婚率のデータ
がないことから、日本の 2015年の 50歳時未婚率 (14.06%)を用いた。
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図 2は、2015年、2060年における外国人出生率推計値を示したものである。合計出生
率は 2015年では居住期間 5年未満で 0.53、5年以上で 1.51、2060年では居住期間 5年
未満で 0.54、5年以上で 1.52となっており、いずれも居住期間 5年未満では低い値であ
るのに対して、5年以上では高い値となっている。
一方、第二世代以降については、日本人女性と同じ出生率となるものと仮定した。これ
は、日本社会への適応が世代間で進むことを想定したものである *10。以上の仮定を設け
ることで、移民女性の定住化の影響を考慮し、受入れ外国人女性の滞在期間に応じて出生
力水準が変動することを織り込むことが可能となり、より現実的なシミュレーションが可
能となる。
また、今後、国際人口移動のパターンのシミュレーションに必要な外国人の出入国に関
するモデルの精緻化を行うためには、過去の滞在期間別在留外国人者数に基づいて外国人
の帰国ハザードを推定する方法が考えられる。そこで、本年度においては、新たなシミュ
レーションにおいて、このようなモデルの精緻化を採り入れることを視野に入れ、これに
必要となるデータを収集し、その整備を行ったところである。

4.2 年金ブロック

石井［等］ (2020)では、年金の財政影響評価に当たっては、厚生労働省年金局数理課
(2015)の平成 26年財政検証システムを基本とし、これに外国人労働者を受け入れた場合
の影響を評価できるようなモジュールを独自に開発して加えることによってシミュレー
ションを実行した。具体的には、図 1で示したとおり、人口ブロックで推計された外国人
人口に基づいて外国人被保険者数およびこれに対応する給付費を推計し、基礎年金拠出
金・国庫負担推計及び国民年金・厚生年金収支計算にこれらを投入することによって公的
年金への財政影響を評価した。先述の通り、令和元年財政検証が公表されたことから、新
たなシミュレーションにおいてはこれに対応することが必要となる。本年度は、新たに行
うシミュレーションに関するベースとなる、令和元年財政検証システムの実行環境の整備
を行ったところである。
また、平成 26年財政検証ではそれまでの財政再計算・財政検証と異なり、長期的な経済
前提について標準的なケースを置かず、ケース A～Hの８通りの複数のケースを前提とす
ることにより、財政検証の結果について幅を持って解釈できるようになっていた (表 2)。
本研究で行う公的年金財政影響評価も、経済前提によって結果は異なるものとなりうるこ
とから、本来は財政検証同様複数ケースを設定してすることが望ましい。しかしながら、
石井［等］ (2020)では、石井［等］ (2018)において行った検討に従い、労働市場への参

*10 移民女性の出生率が現地社会への適用により現地人女性の水準に一致するかどうかといった点については
多くの先行研究があるが、それらによると、移民第二世代の出生率は現地人女性と母親（移民第一世代）
のおおよそ中間位となるとしているものが多い（e.g. Milewski (2010)）。しかし、本研究では簡略化の
ため、日本人女性に一致するとした。
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表 2 平成 26年財政検証の長期の経済前提

加が進まないケースであるケース G(物価上昇率:0.9%, 賃金上昇率 (実質<対物価>):1.0%,

運用利回り (実質<対物価>):2.2%)を基本ケースとして財政評価を行った。ケース Gは足
下の経済前提として使われている内閣府「中長期の経済財政に関する試算」の参考ケース
に接続する系列であり、また、所得代替率についても機械的にマクロ経済スライド調整を
続けたものであることから、基本ケースとして設定にあたって必ずしも標準的とはいえな
い側面はあるものの、財政影響を所得代替率の変化で適切に評価することが研究の主目的
であることから、これを基本ケースとして選択した。

表 3 令和元年財政検証の長期の経済前提

一方、令和元年財政検証においても、平成 26年財政検証と同様、ケース I～VIの 6通り
の経済前提が置かれており (表 3)、この中から、基礎となるケースを選定することが必要
となる。これは実際のシミュレーションを行った上で、検討することが必要と考えられる
が、石井［等］ (2018)において行った検討を踏まえれば、ケース Gに比較的近い経済前
提である、ケース IV(物価上昇率:1.1%, 賃金上昇率 (実質<対物価>):1.0%, 運用利回り (実
質<対物価>):2.1%)やケース V(物価上昇率: 0.8%, 賃金上昇率 (実質<対物価>):0.8%, 運
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用利回り (実質<対物価>):2.0%)を基礎とすることが一つの案として考えられるであろう。
次に、シミュレーションにおける年金制度上の取り扱いについて述べる。現在の年金制
度においては、短期に滞在した外国人に対しては国民年金、厚生年金から脱退一時金を請
求することができる。また、3節でも触れたとおり、保険料の二重負担防止及び年金加入
期間の通算の観点から、外国との間で社会保障協定が締結されており、現在、20ヶ国と協
定を署名済で、うち 17ヶ国分が発効している (2017年 8月現在)。このように、現行法に
おいては外国人の年金制度上の取扱いは日本人とは異なるものとなっている。これまで、
わが国では国際人口移動の水準が低く、また定住化する者もそれほど多くなかったと考え
られ、日本での一定期間の滞在後帰国し脱退一時金を受け取ることで年金制度上の影響も
ほとんど考慮する必要がなかったと考えられる。しかしながら、本研究で評価を行おうと
しているのは、より本格的に外国人労働者を受け入れ、かつ、彼らが定住化し、家族形成
などを行ったとした場合の影響についてであり、石井［等］ (2020)においては、受け入
れた外国人は年金制度上日本人と全く同じ取扱いをするという前提を置いている。
具体的な年金制度への適用については、3節において検討した通り、受入れた女性外国
人労働者が全て厚生年金適用となるケース A、厚生年金と国民年金に 50%ずつ適用され
るケース Bの２通りを仮定した*11。いずれのケースにおいても配偶者として入国する男
性については厚生年金適用となるものとする。また、第２世代以降についても第１世代と
同様の適用が行われるとしてシミュレーションを実行した。厚生年金のシミュレーション
には、受け入れた外国人介護女性労働者とその男性配偶者、及び第２世代以降の者に関す
る賃金プロファイルについての仮定が必要となるが、これらについては低賃金労働者を想
定し、賃金構造基本統計調査の中学卒男性・中学卒女性のデータを利用して設定を行っ
た。このような仮定については今後行われる新たなシミュレーションにおいても活用が可
能であると考えられる。

5 おわりに
本研究では、外国人受入れ拡大による社会保障財政影響シミュレーションを行うため、
先行研究である石井［等］ (2020)における成果をまとめ直すとともに、新たに検討が必
要な課題等について整理することを目的とした基礎的な研究を行った。今後、本研究にお
いて行った問題点整理に基づいて、実際の財政影響シミュレーションを行うことが課題で
ある。

謝辞
本研究は，厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））「国際的・

地域的視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対応した人口分析・将来推計とその応用に関する研究」（課題番
号：H29-政策-指定-003，研究代表者：石井太）、および「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人
口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」（課題番号：20AA2007，研究代表者：小池司朗）による助

*11 受入れ外国人等のうち、厚生年金には 18～64歳を、国民年金には 20～59歳を適用対象とした。
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成を受けた。
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⽇本における無⼦志向の
未婚男性に関する分析

守泉 理恵
国⽴社会保障・
⼈⼝問題研究所

⽇本⼈⼝学会第72回⼤会
（埼⽟県⽴⼤学・Zoom開催）

2020年11⽉15⽇（⽇）
⾃由論題C-2「家族と性」

本研究は，厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦（政策科学総合研究事業（政策科学推
進研究事業））「⻑期的⼈⼝減少と⼤国際⼈⼝移動時代における将来⼈
⼝・世帯推計の⽅法論的発展と応⽤に関する研究」（課題番号︓20AA2007，研究代表
者︓⼩池司朗）による助成を受けた。

1

研究の背景
z1960年代⽣まれ以降、⼥性の無⼦割合が急速に⾼まっている

※40歳代半ば以降の時点における⼥性の無⼦割合
1900−05年⽣まれ 10.4％（国勢調査データ）
1942−47年⽣まれ 8.9％（出⽣動向基本調査データ）
1955年⽣まれ 11.9％（Human Fertility Database）
1960年⽣まれ 16.6％（HFD）
1965年⽣まれ 22.1％（HFD）
1970年⽣まれ 26.9％（HFD）
1974年⽣まれ 28.1％（HFD）

z無⼦の多くは未婚由来であり、⼥性より未婚率の⾼い男性は、無⼦
⼈⼝割合も⼥性より⾼いとみられる。

z無⼦に関する研究は⽇本ではまだ少なく、さらに「男性の無⼦」を
扱った研究はほとんどない。
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男性の無⼦に関する先⾏研究
z男性は、⼀般的に⼥性より未婚率が⾼く、おしなべて⼥性より無⼦
割合は⾼い（Miettinen et al. 2015）
z無⼦男性の特徴として、離婚経験がある、低学歴、低賃⾦の職業、
健康状態が悪いといった属性が多くみられるが、国によって状況は
異なる（Tanturri et al. 2015; Kreyenfeld and Konietzka 2017）
z⼥性と⽐較して、婚外／前婚出⽣について履歴を過少報告する傾向
があるなど、男性の出⽣歴把握は問題が多い（Rendall et al. 1999）
z⾃発的無⼦⼥性の特徴的属性は、平等なパートナーシップ志向、世
俗化、⾼学歴または特定の専攻（教育・保健）、都市居住、専⾨職、
離死別経験、晩婚・未婚などが⾒出されているが、男性ではこれら
は有意であったり、なかったり、⽅向が異なったりすることがある。
z⽇本の男性無⼦の研究︓菅（2008）は40歳時点の既婚男性の無⼦の
決定要因を分析→初婚年齢と初婚解消が無⼦確率を⾼める

3

研究の⽬的
z⼈⼝動態統計など公的な調査で出⽣データが取れる⼥性
と異なり、男性の出⽣⼦ども数は学術的な標本調査をも
とに推計するしかないことが多い。

z本研究では、「出⽣動向基本調査」のデータを⽤いて、
⽇本における男性の無⼦割合の推計と無⼦の未婚男性の
特性を探る分析を⾏う。

※使⽤した「出⽣動向基本調査」の個票データは、国⽴社会保障・⼈⼝問題
研究所調査研究プロジェクト「出⽣動向基本調査プロジェクト」のもとで、
統計法第32条に基づく⼆次利⽤申請により使⽤の承認を得たものである。
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研究課題とデータ
1. ⽇本における男性の無⼦割合について、国勢調査、出⽣動

向基本調査（第10・14・15回）のデータを⽤いて推計する
2. 出⽣意欲データを⽤いて、無⼦の男性独⾝者の中で「無⼦

志向」の男性を識別する。
3. 無⼦の未婚男性に注⽬し、特徴的な属性があるかどうか検

討する
※本研究では、調査時点までの出⽣⼦ども数がゼロの場合を無
⼦とする。
※第10、14、15回データを⽤いるのは、独⾝・有配偶両⽅の
調査時点までの⽣涯出⽣⼦ども数が把握できるため。

5

男性の無⼦割合の推計⽅法
z国勢調査の年齢5歳階級（20〜49歳）・配偶関係別の男性⼈⼝に、
出⽣動向基本調査（夫婦調査・独⾝者調査）で集計した年齢別⼦ど
も有無割合を掛けて、配偶関係別の⼦ども有無別⼈⼝を求め、男性
の無⼦⼈⼝割合を推計

z今回の推計⽅法の限界
１．再婚男性が前婚で⼦供を持っていてもデータに出てこない
（調査では、夫の⼦ども数は「現在の結婚」のデータしかない）
２．妻の年齢が50歳未満の夫しかデータがない（調査対象者が「妻
の年齢50歳未満の夫婦」であるため）

このため、 有配偶男性の無⼦割合は実際より⾼めに出る可能性
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20-49歳男性の無⼦割合の推計結果

7
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独⾝無⼦男性のタイプ分類
z無⼦の独⾝者を出⽣意欲の有無で分類
→希望⼦ども数０⼈＝無⼦志向者
→希望⼦ども数１⼈以上＝有⼦志向者

9

調査回別にみた未婚男性の
無⼦志向者割合
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ϲϬ͘Ϭ

ϳϬ͘Ϭ

未
婚
男
性
の
無
⼦
志
向
者
の
割
合
（
％
）

未婚男性の年齢

未婚男性（総数）第ϭϰ回;ϮϬϭϬͿ
未婚男性（総数）第ϭϱ回;ϮϬϭϱͿ
未婚男性（結婚意思あり）第ϭϬ回;ϭϵϵϮͿ
未婚男性（結婚意思あり）第ϭϰ回;ϮϬϭϬͿ
未婚男性（結婚意思あり）第ϭϱ回;ϮϬϭϱͿ

ϭϭ͘ϵ ϭϬ͘ϳ ϭϮ͘ϱ

Ϯϭ͘Ϯ

Ϯϴ͘ϰ

ϱϮ͘ϱ

ϲϳ͘ϭ

ϲ͘ϲ
ϰ͘ϭ ϱ͘ϰ ϳ͘Ϭ

ϭϭ͘ϳ

Ϯϭ͘Ϭ

ϰϮ͘ϱ

ϳ͘ϳ
ϱ͘ϰ ϱ͘ϱ

ϭϮ͘ϲ ϭϰ͘ϲ

ϯϳ͘ϲ

ϱϴ͘ϵ

Ϭ͘Ϭ

ϭϬ͘Ϭ

ϮϬ͘Ϭ

ϯϬ͘Ϭ

ϰϬ͘Ϭ

ϱϬ͘Ϭ

ϲϬ͘Ϭ

ϳϬ͘Ϭ

未
婚
⼥
性
の
無
⼦
志
向
者
の
割
合
（
％
）

未婚⼥性の年齢

未婚女性（総数）第ϭϰ回;ϮϬϭϬͿ
未婚女性（総数）第ϭϱ回;ϮϬϭϱͿ
未婚⼥性（結婚意思あり）第ϭϬ回;ϭϵϵϮͿ
未婚⼥性（結婚意思あり）第ϭϰ回;ϮϬϭϬͿ
未婚⼥性（結婚意思あり）第ϭϱ回;ϮϬϭϱͿ

未婚男性 参考︓
未婚⼥性
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無⼦志向の未婚男性の特性
に関する分析
z使⽤データ︓第15回出⽣動向基本調査（独⾝者調査）
z分析対象︓男性、35歳未満、既卒
z無⼦志向＝1、有⼦志向＝０の２値変数を従属変数とし
たロジスティック回帰分析
z独⽴変数に、社会経済要因（学歴、年収）、パート
ナーシップ要因（離死別経験、交際状況）、⽣育環境
（乳幼児ふれあい経験、15歳時都市圏居住）、価値観
（家族志向）を含めた。

11

記述統計

12
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分析
結果

13

まとめと考察
z男性の無⼦⼈⼝割合は、（⾼めに出ている可能性はあるもの
の）⼥性より⾼く、1960年代⽣まれで３割にのぼる。
z３割という男性の無⼦割合は、国際的にみても⾼い。
z未婚男性の無⼦志向者割合は、35歳未満層では１割弱。40年
代⽣れよりも60年代⽣れで明らかに⾼まっている。
z35歳未満層の無⼦志向男性について分析すると、低所得、交
際異性なし、乳幼児ふれあい経験が少ない、15歳時都市圏居
住、仕事志向といった要因が有意な予測因⼦であった。
z社会経済要因、⽣育過程要因の両⽅が有意。⼦供との親和性
が低く（ふれあい経験少）、さらに不利な経済要因が加わる場
合に無⼦志向となる傾向

14
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考察と課題
zMiettinen (2010)によれば、無⼦には２種類の「意図的な無
⼦」の⼈々が⾒出せる
→⾃発型の無⼦︓⼦どもを持つつもりはなく、⼦どもなしのラ
イフスタイルを選好。その決定要因としては⽣育歴が関連が深
い。
→放棄型の無⼦︓かつて出⽣意欲はあったが、親になることを
どこかの時点で放棄し、現在は⼦どもを持つつもりはない。そ
の決定要因としては社会経済地位やパートナーの⽋如が関連が
深い。
z⽇本のデータ分析からは、経済要因の影響が強く、放棄型無
⼦が多いとみられるが、⾃発型無⼦の特徴である⽣育過程要因
も有意であり、両者を識別できる⽅法・データを探っていくこ
とが課題。どちらのタイプが多いかで政策的対応も異なる。

15

⽂献
Miettinen, A. (2010) “Voluntary or Involuntary Childlessness? Socio-Demographic 
Factors and Childlessness Intentions Among Childless Finnish Men and Women Aged 
25-44”, Finnish Yearbook of Population Research, pp.5-24.

Miettinen, A., A. Rotkirch, I. Szalma, A. Dono and M.-L. Tanturri (2015) Increasing 
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Working Paper Series, 33.

Tanturri, M. L., M. Mills, A. Rotkirch, T. Sobotka, J. Takacs, A. Miettinen, C. Faludi, V. 
Kantsa and D. Nasiri (2015) State-of-the-art report: Childlessness in Europe, 
FamiliesAndSocieties Working Paper Series, 32.

Kreyenfeld, M. and D. Konietzka (2017) Childlessness in Europe: Contexts, Causes and 
Consequences, Demographic Research Monographs, Berlin: SpringerOpen.

Rendall, M. S., L. Clarke, H. E. Peters, N. Ranjit and G. Verropoulou (1999) “Incomplete 
Reporting of Men’s Fertility in the United States and Britain: A Research Note”, 
Demography, 36(1), pp.135-144.

菅桂太（2008）「わが国における40歳時無⼦の傾向と要因に関する考察ー家
族形成⾏動の観点からー」『⼈⼝学研究』第42号、pp.57-70.
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ご清聴ありがとう
ございました

17
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長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究

・

的

研
究
方
法

期

る

長期的な人口減少

方 における
人口の急 な減少

国際人口移動の 発化

出生 ・出生 急減 →

の 大 →

法 ・新 の →

新時代に対応した将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究の

・ 用した人口・世帯推計の総合的な人口・世帯の動 分析の深化
・急増する外国人人口 の新たな 化 た将来人口・世帯推計モデルの開発
・将来人口・世帯推計 に 外国人労働者 け のシミュレーション

長期的人口減少と大国際人口移動時代における
人口・世帯分析の深化

外国人人口の急増や新たな出生・死亡のトレンドに
対応した将来人口・世帯推計モデルの開発

将来推計の政策的シミュレーションへの
応用に関する研究

分 の 策 にお な
人口学的分析

少 化（ WLB） 長 化

（ 者 ・ ） 国
移動（ 方 生 国 ・ 計 ）

国際移動（移 政策 外国人労働者
け ）

新時代の人口動 た
の研究 の

・ 国推計における出生・死亡・移動
の新 に対応した

・ 人口推計のた の モデ
ル の推計法の開発

・ 国推計と 推計 推計と
世帯推計の 合化

・ な世帯 た世帯
推計 法の

将来人口・世帯推計の
推計 度の

・ の出生動 に した 策の
方の

・ の 者人口・世帯の動
た 括 シ

・ 出生 ・死亡 の将来 化
に応 た 期

厚生労働行政 策 の
た の デン

・外国人労働者の人口や年金に関
する長期シミュレーション た

度

・ 政策 人口 化に す
の 的な

・ 推計人口 用した
の推計と政策

政策シミュレーションの
行と

・ の 計 用 た外国人の分 と移動に関するデー
ー の ・

・出生と人口移動との関 に関する分析
・出生・死亡 の に関する事 ・レ ュー
・ の死亡の に関する 研究のレ ュー
・ 進 国の出生と出生 の動 に関する研究
・ と出生 の関 分析
・分 人口 した 推 の

・ 死 者の との に関するデー の 用
・レ ュー

・ デー 用 た 死 者の世帯 の お 化
に関 る ・外国人の分 ・移動の と の 化 お

に関する分析
・出生・死亡 の た す に関する分析
・ 死 者の世代 関 ・世帯 に関する の分析

・外国人の分 ・移動と 人口 動の関 に関する総合的
研究

・ 国における死亡の するた の 計調査
の 度
・ 者の世帯 と ・ との関 の分析
・ における出生 と出生行動に関する分析
・出生 る政策的対応の 方に関する研究
・ 国における死亡の の

・ に た将来の人口増 の 分

・死亡 推計モデルに関する レ ューとデー

・国際人口移動の増 に対応した 推計モデルの

・令和2年国 調査 に 将来推計人口
の推計 の

・ に た将来の年 出生 の推計方法
の 化 ン レーショ ルモ
デル
・出生推計モデルの 化

・ 年の の死亡動 の 分析と に対応する
モデル開発
・ 国推計と 推計の 合 たモデルの開発
・ 推計と世帯推計の 合 たモデルの開発
・死亡 た死亡 推計モデルの と
・新たな に 世帯 法に る
・動 の推計 な 推計モデルの

・新たな外国人 度 シミュレー
ション方法論のレ ュー

・人口・世帯動 の した 者 ー
な の分析（ 分析 分析 政策

シミュレーションへの 用 ）

・ 者の の動 分析（ 分析 分析
政策シミュレーションに な政策 ションの ）

・ 度の た長期将来人口への

・ の外国人 大に対応した シミュ
レーション

・出生・死亡 の た す政策 の分析
とシミュレーション

・ 将来推計人口・世帯 に 人
口・世帯 の推計と政策への応用
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